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『内分泌かく乱化学物質について

内分泌かく乱作用をもつ化学物質のこと。

日本政府の見解では「内分泌系に影響を及ぼすことにより、生体に障害や有害な影響を

引き起こす外因性の化学物質」とされている。世界保健機関／国際化学物質安全性計画

（耶IO／IPCS）十の見解では「内分泌かく乱化学物質とは、無処置の生物やその子孫や（部分）

個体群の内分泌系の機能を変化させ、その結果として健康に有害な影響を生ずる単一の外

因性物質または混合物である」とされている。

■市町村名については、その当時の名称としている。

■省庁再編に伴い、再編以前以後で表記が変わっている（厚生省⇒厚生労働省）。

■さまざまな数字が確認されるが、国、都道府県、市町村等公的機関が発表している数字

を基本とする。
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第1章　ダイオキシン類

1．ダイオキシン類について

（1）ダイオキシンとは

ダイオキシン類は、物の燃焼時などに副次的に生成される化学物質であり、1999（平成11）

年制定のダイオキシン類対策特別措置法では、ダイオキシン類をポリ塩化ジベンゾーパラー

ジオキシン（PCDD）、ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）、コプラナーポリ塩化ビフェ

ニル（コプラナーPCB）の3物質と定義している。

ダイオキシン類の構造は、基本的には炭素で構成されるベンゼン環（図1の六角形の部分）

2つが酸素（図1の0）などによって結合し、それに塩素または水素がついたものである。

塩素のつく位置（図1中の1～9及び2′～6′）や数によりPCDDには75．種類、PC

DFには135種類、コプラナーPCBでは十数種類の異性体が存在しており、これらの異性

体のうち、毒性があるものは29種類とされている。

図1：ダイオキシン類の化学構造
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※東京都環境科学研究所ニュースNo．27（2000年8月）より

ダイオキシン類は通常は無色の固体で、水に溶けにくく親油性に富んでいるため、生体内

では脂肪などに蓄積しやすいとされている。また、他の化学物質と反応しにくく安定してい

るため、環境中では分解されにくいが、太陽の紫外線やアルカリによって徐々に分解される

といわれている。

また、熱にも強く、800℃程度まで温度を上げなければ分解されないとされている。

（2）ダイオキシン類の発生・蓄積

ダイオキシン類は、炭素・酸素・水素・塩素が熟せられると自然に生成される副生成物で

あり、特に300～400℃程度に加熱された状態で発生しやすいといわれている。．現在はごみ

焼却による発生量が多くなっているが、製鉄用の電気炉、たばこの煙、自動車の排気ガスな

ど様々な排出源があり、また、かつて使用されていたPCBや一部の農薬に不純物として混

入していたダイオキシン類が土壌や底泥などの環境中に蓄積している可能性も指摘されて

いる。
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（3）ダイオキシン類の毒性　TEQ、TDl

ダイオキシン類の異性体の毒性はそれぞれ異なるため、ダイオキシン類全体の毒性を評価

するために、ダイオキシン類のうち最も毒性が強いとされる2，3，7，8－四塩化ジベンゾーパ

ラージオキシン（2，3，7，8－TCDD：図1の2と3、7と8の位置に塩素のついたPCDD）

の毒性を1として、他のダイオキシン類の毒性の強さを換算した係数を用いている。この係

数のことをTEF（Toxic Equivalent Factor：毒性等価係数）といい、ダイオキシン類の

毒性はTEFを用いてダイオキシン類の各異性体の毒性を足し合わせたTEQ（ToxicitY

Equivalency Quantity：毒性等量）によって表されている。

ダイオキシン類の安全性の評価としては、人が生涯にわたって継続的に摂取しても健康に

影響を及ぼすことがないとされる1日あたりの摂取量であるTDI（Tolerable Daily

Intake：耐容一日摂取量）が指標として用いられており、わが国ではダイオキシン類対策特

別措置法施行令において、表1に示すWHO（世界保健機関）が示したTEFを用いて、ダ

イオキシン類のTDIを人の体重1kgあたり4pg－TEQ（pg：ピコグラム＝1012グラム）

と定めている。

■表1：毒性等価係数（TEF）

：・■・：■椚・：†・：・・rンr；；

P C D D ‾

2，3，7，8 －TC D D

1，2，3，7，8 －Pe C D D

1，2，3，4，7，8－Hx C D D

1，2，3，6，7，8－Hx C D D

l，2，3，7，8，9－Hx C D D

1，2，3，4，6，7，8 －Hp C D D

O C D D

1

1

0．1

0．1

0．1

0．01

0．00 0 1

（ポ リ塩 化 ジ ベ ンゾ ーパ ラ ー ジ オ キ シ ン）

P C D F ：

2，3，7，8 －TC D fT

1，2，3 ，7，8－Pe C D F

2，3，4，7，8－P e C D F
1，2，3，4，7，8－Hx C D F

1，2，3，6，7，8－Hx C D F

l，2，3，7，8，9 －H x C D F
2，3，4，6 ，7，8－H x C D F

l，2，3，4 ，6，7，8 －Hp C D F

l，2，3，4，7，8，9 －Hp C D F
O C D F

0．1

0．05

0．5

0．1

0．1

0T l
0．1

0．01

0．01

0．00 0 1

（ポ リ塩 化 ジベ ンゾ フ ラ シ）

コ プ ラ ナー P C B

3 ，4 ，4 ∴5 －T C B

3 ，3 ，4 ，4 一一T C B

3，3 ，4，4 ㌦ 5－Pe C B

3 ，3 ，4 ，4 ，5 ，5 ′－n X C B

2 ，3 ，3 ，4 ，4 ‾－P e C B

2 ，3 ，4 ，4 ，5 －P e C B
2 ，3 ′，4，4 ′，5 －Pe C B

2 ，3 ，4 ，4 ′，5 －P e C B

2，3，3 ，4，4 ′，5 －Hx C B

2，3，3 ，4，4 ′，5 ‾－ⅡXCB

2 ，3 ，4 ，4 ㌦5 ，5 ‾－H x C B

2 ，3 ，3 ，4 ，4 ，5 ，5

H p C B

0．000 1

0．000 1

0．1

0．01

0．000 1

0．00 0 5

0．000 1

0．00 0 1

0．00 05

0．00 0 5

0．00 00 1

0．00 0 1

（コ プ ラナ ー ポ リ塩 化 ビフ ェ ニル ）

※1997（平成9）年にWHO（世界保健機関）より提案されたもの
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（4）ダイオキシン類の摂取状況

ダイオキシン類は、人工物質の中では最も毒性が強いとされ、その毒性は青酸カリをも上

回るといわれているが、これは日常生活において摂取される量の数十万倍の量を一度に摂取

した場合の急性毒性のことであり、日常生活の中でこのように大量のダイオキシンを摂取す

るような状況は考えられない。

ダイオキシン類の摂取量は体重1kgあたり約1．35pg－TEQとなっており、そのほとん

どは食物からの摂取となっている。ダイオキシンは脂肪に溶けやすいため、魚介類や肉類、

卵・乳製品等からの摂取が多くなっているが、総摂取量はTDIを下回っており、日常生活

では、ダイオキシン類によって健康を害することは考えられない。

（5）動物実験による毒性

動物実験においては、妊娠中の動物に多量のダイオキシンを与えた場合、生まれる子ども

に先天性の奇形が現れたり、大量のぱく露によって甲状腺機能の低下及び生殖器官の重量や

精子形成量の減少、免疫機能の低下などの影響が現れたという報告がなされている。

（6）人体への影響

ダイオキシン類が人に及ぼす影響についてはよくわかっていないが、動物実験からの類推

により、大量にぱく露した場合、発がん性や肝毒性、免疫毒性、生殖毒性等の影響があるも

のと考えられる。ダイオキシン類がもたらす発がん作用は、それ自身が細胞の遺伝子を傷つ

けてがん化させるイニシエーション作用ではなく、がん化した細胞の増殖を促すプロモート

作用によるものとされている。

また、ダイオキシン類は胎盤内や授乳によって新生児に移動することが確認されているが、

胎児のダイオキシン濃度は母体の濃度を越えることはなく、また、母乳中のダイオキシン類

濃度は減少しており、母乳栄養が乳児に与える有益な影響から判断しても、今後も母乳哺青

は推進されるべきものと考えられる。

（7）lARCによる発がん性評価

1997（平成9）年、WHOのIARC（国際がん研究機構）は、ダイオキシン類の中で最も

毒性が強いとされる2，3，7，8－TCDDについて、グループ1（人間に対して発がん性があ

る：CarCinogenictohumans）と評価した。ただし、他のダイオキシン類異性体はグループ

3（人間への発がん性については分類できない：CannOtLbe classified as to

CarCinogenicityinhumans）と評価しており、2，3，7，8，TCDDについても、．動物に対す

る発がん性については十分（SuHicient）な証拠が得られているが、人間への発がん性につい

ては疫学的知見が少ないため、限定的（Limited）な証拠しか得られていないとしている。

5



2．ダイオキシン類問題の経緯

（1）　ベトナム戦争における2，4，5－T枯葉剤へのダイオキシン類混入

ベトナム戦争（1960年～1975年）は、インドシナ戦争後に、ベトナムの独立と南北統一

をめぐって戦われた戦争である。正式な宣戦布告がなされなかった戦争であるため、ベトナ

ム紛争とも呼ばれる（第二次インドシナ戦争ともいう）。形式的には北ベトナムと南ベトナ

ムの戦争であったが、実質的に共産主義勢力（ソ連、中華人民共和国）と資本主義勢力（ア

メリカ、大韓民国）が背後にあっての戦いであった。

この戦争の中で、米軍によって撒かれた枯葉剤は軍の委託によりダイヤモンドシャムロッ

ク、ダウ・亘一キュリーズ、モンサント社などにより製造され、オレンジ剤、ホワイト剤、

ブルr剤の三種類があった。そのうちの6割が2，4－Dと2，4，5－Tを混合したオレンジ剤

と呼ばれるものであり、不純物（副産物）として催奇形性（※）があるとされるダイオキシ

ン類等を含んでいた。

ベトナム戦争で行われた枯葉作戟は、名目上はマラリアを媒介する蚊や蛭を退治するため

とされたが、実際は北ベトナム軍勢力がジャングルに隠れることができないようにするため

であったといわれている。

1971（昭和46）年にダイオキシン類による催奇形性等が報告され、米軍による散布は中止

された。10年間に撒かれた枯葉剤は6万7千kl（2，3，7，8－TCDD換算で166kg）に及

ぶとされる。1983年、フォン医師らにより重度の先天奇形、死産、流産、胞状奇胎、新生

児死亡などの生殖障害の増加が報告されたはか、米軍の帰還兵にガン、皮膚炎、神経症、そ

の子どもの出生異常等が多発しているとの報告もなされている。また、近年、ベトナムにお

いて胎児期、幼児期にぱく露を受けた世代の出産異常の報告も相次いでいる。

国会議事録より

1984（昭和59）年5月7日　衆議院　農林水産委員会　（大塩政府委員）

ダイオキシン問題は、枯葉剤として使用されているということのほか、イタリアあるいはアメ

リカにおいて、事故あるいは廃棄物の不適切な処理等により、重大な健康障害を生じているとい

う実例がある。幸いわが国では現在のところそういった被害実例はないが、最近さまざまな形で

ダイオキシンが環境を汚染しているのではないかという懸念が指摘されている。環境庁として

も、こうした有機塩素化合物全般についてどのように安全点検を進めるかという検討を進めてい

るが、今回の2，4，5－Tの問題については、現在林野庁を始め関係機関で調査がなされているが、

環境庁としても、特に公共用水域の水質保全を所管する立場から、この間題について適切な対応

策をとりたいと考えている。

※　催奇形性（さいきけいせい：Teratogenesis）

ある物質が生物の発生段階において奇形を生じさせる性質、作用。



（2）　イタリア・セペソ農薬工場爆発

1976（昭和51）年にイタリア北部の都市・セペソの農薬工場で起きた爆発事故。

この工場では、2，4，5－TCPから、ヘキサクロロフェンを作り、防菌剤として石鹸、シ

ャンプー、シッカロール等に添加していたが、プラントが暴走し爆発、2，3，7，8－TCDD

が大量（250～300gと推測されている）にばら撒かれる、という事故が発生した。

この結果、広範囲な居住地区にダイオキシン類が飛散し、家畜などの大量死や、2，3，7，8

－TCDDの高濃度ぱく露によると考えられる皮膚炎の発症を招いたことなどから、高濃度

の汚染を受けた地域では、700名以上が強制退去させられる事態となった。最近では、汚染

地帯で男子よりも女子の出生率が有意に高いことなども報告されている。

事故により生じた汚染土壌（ダイオキシンなどを含む）はドラム缶に封入・保管されてい

たが、1982年に行方不明となった。8ケ月後に北フランスで発見されたが、イタリア政府

はフランス政府の回収要請を拒否した。最終的には事故を起こした農薬工場の親会社がスイ

スにあったことから、スイス政府が道義的責任に基づき回収している。

これらを受けて、1982年に当時のEC（欧州共同体、現在の欧州連合、EU）が、有害

物質による汚染を減らし人々の安全を守るための規制を求めた指令（セペソ指令）を発行し、

1985年までに実施するよう加盟各国に求めた。

なお、1996（平成8）年に改正EU指令（セペソ指令ⅠⅠ）が採択されている。

（3）　米国ラブキヤナル農薬工場化学産廃による汚染事故

1978（昭和53）年に米国ナイアガラ滝近くのラブキヤナル運河（ニューヨーク州）で起き

た有害化学物質による汚染事件であり、化学合成会社が同運河に投棄した農薬・除草剤など

の廃棄物が原因物質であった。

ラブキヤナルは19世紀に水路として用いられていたが、1930年代以降は廃棄物の投棄が

されていた。当時の法律では合法な行為で、同社も1950年頃に大量の有害化学物質を廃棄

していた。同社の廃棄物の中には、BHCやDDM、TCP、ベンゾクロライド、ダイオキ

シンやトリクロロエチレン等の猛毒物質も含まれていた。その後、運河は埋め立てられ、土

地は売却され、小学校や住宅などが建設されるに至った。

埋め立て後、約30年が経過した頃、投棄された化学物質等が漏出し、地下水の汚染や土

壌汚染の問題が表面化した。このため、地域住民に対して健康調査が行われたが、流産や死

産の発生率が高いことが確認されたため社会問題となった。　　　　　　　　　▲

小学校は一時閉鎖、住民の一部は強制退去措置がとられるなど∴一帯は立入禁止となり、

国家緊急災害区域に指定された。

この事件を契機にアメリカ環境保護庁（EPA）は1980年に、その浄化費用に充てるた

め「包括的環境対処補償責任法（スーパーファンド法）」を制定し、信託基金が設立された。
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（4）　ごみ焼却炉の飛灰中からのダイオキシン類検出

1977（昭和52）年、01ie，K．Ⅴ．らによって都市ごみ焼却炉の飛灰（フライアッシュ）から

ダイオキシン類が検出されたことが報告された。1979年には、日本の都市ごみ焼却炉の飛

灰がカナダで分析され、同じくダイオキシン類が検出されたことが発表された。しかしなが

ら、これらはいずれも専門誌において論文として発表されたために、∵般の目に触れること

は少なく、一部の専門家の間で話題になったに過ぎなかった。しかしながら、愛媛大学の立

川教授（現：愛媛県環境創造センター所長）のグループが1983年に行った、日本のごみ焼

却場の飛灰．におけるダイオキシン類の調査で、西日本の9施設からTCDDが7～250rLg／

gn（ng：ナノグラム＝10‾9グラム）の範囲で検出されたことが発表されそのことが一般

紙によって報道されたために大きな話題となった。

厚生省は急遽「廃棄物処理に係るダイオキシン等専門家会議」を設置し、同専門家会議は

「廃棄物処理に係るダイオキシン等の問題について」と題する報告書を厚生省に提出した。

当時、ダイオキシン類に関する国内の研究成果は少なく、海外のデータをもとに100pg－T

EQをヒトが一日あたり、体重1kgあたり摂取することが許される一つの目安の数値（評

価指針値）として設定し、一般住民ならびに焼却施設内の労働者への影響評価を行い、事実

上の安全宣言となる結論を導き出している。

1985年にはスウェーデンにおいて都市ごみ焼却炉からのダイオキシン排出の問題が大き

く取り上げられ、ごみ焼却炉建設のモラトリアム（一時凍結）が実施された。このモラトリ

アムは新設炉に対して排ガス中ダイオキシン類濃度を0．1ng－TEQ／Nm3（N：ノルマル

＝摂氏0度、1気圧における気体の状態を示す）以下、既設炉について0．2～2ng－TEQ

／Nm3以下と規制することによって解かれた。現在ではすべてのごみ焼却炉で0．1mg－TE

Q／Nm3以下の規制となっている。この0．1ng－TEQ／Nm3という規制数値は適切な燃焼

制御と最新の排ガス処理システムの装備によって技術的に可能であるとの根拠に基づいて

設定されたものであって、この値はわが国の廃棄物焼却炉ダイオキシン排出規制濃度にも受

け継がれてきている。

1990（平成2）年、厚生省は「ダイオキシン類発生防止等ガイドライン検討委員会」を設置

し、「ダイオキシン類発生防止等ガイドライン」（いわゆる「旧ガイドライン」）をまとめた。

この報告の中で、都市ごみ焼却炉におけるダイオキシン類の排出を抑えるためには、完全燃

焼の実現と排ガス処理の低温化を徹底することが重要であることを強調し、対策を十分に行

った新設炉においては0．5ng－TEQ／Nm3にダイオキシン類濃度を抑えることが期待さ

れるとした。これは規制的措置ではなく、あくまでガイドラインであったために、先進的な

自治体では積極的な取組みによって排ガス中及び飛灰中のダイオキシン類濃度を下げるこ

とに成功しているが、全国で1，800基ほどもあるすべての都市ごみ焼却炉にまでは徹底する

ものではなかった。

1995年11月、厚生省は「ダイオキシンのリスクアセスメントに関する研究班」を設置し、

ダイオキシンの人体に対する毒性評価の検討を進め、1996年6月に、わが国では初めてと
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なる、当面の耐容一日摂取量（TDI）として10pg－TEQ／kg－bw／日（bw：体重）を

提案する中間報告をまとめた。

このことを受け、「ごみ処理に係るガイドライン」（旧ガイドライン）について改めて検討

する必要性が生じたため、1996年6月、厚生省に「ごみ処理に係るダイオキシン削減対策

検討会」が設置され、「ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドラインーダイオキ

シン類削減プログラムー」（いわゆる「新ガイドライン」）が1997年1月に発表された。

この間、厚生省は1996年7月には市町村が設置するごみ焼却施設を対象に排ガス中のダ

イオキシン類濃度等を調査する、いわゆる「ダイオキシン総点検」を指示し、厚生省によっ

てその結果が順次公表された。従来この種のデータは施設名入りで公表されることはなかっ

たが、情報の公開が強くいわれる中、これらのデータは施設名入りで発表された。

一方、環境庁は1996年5月、「ダイオキシンリスク評価検討会」及び「ダイオキシン排出

抑制対策検討会」を設置し検討を進め、1997年5月、5pg－TEQ／kg－bw／日の数値を

得た。同検討会はこの数値を、人の健康を維持するための許容限度としてではなく、より積

極的に維持されることが望ましい水準ということで「健康リスク評価指針値」とした。

耐容一日摂取量と健康リスク評価指針値ではその性格が異なるとはいうものの、同じ単位

系をもった2つの数値が共存することとなった。

また、環境庁は1997年4月、「ダイオキシン類に係る大気環境濃度低減のための目標に関

する検討会」を設置し、同年6月検討結果の報告を受けた。この報告では、大気環境濃度低

減のための目標として当面、年平均値0．8pg－TEQ／m3以下とすることが適当であると

された。

これらを受けて1997年8月には大気汚染防止法施行令が改正され、ダイオキシン類が指

定物質に追加されるとともに、廃棄物処理法政省令が改正され廃棄物処理施設の構造と維持

管理の基準が強化された。また、1998年4月には大気汚染防止法施行規則等の改正により

ばいじん規制が強化された。

ダイオキシン対策関係閣僚会議（13関係大臣）は1999年2月～9月の間に5回開催され、

「ダイオキシン対策推進基本指針」を発表したはか、1999年7月には議員立法によって「ダ

イオキシン類対策特別措置法」が成立し、大気、水質（底質を含む）、土壌に環境基準を設

けること、排出ガス、排水について排出基準を定めること、汚染土壌に関する措置をとるこ

と等が決定し、2000年1月15日、世界に例を見ないダイオキシン類に特化した法律であ

る「ダイオキシン類対策特別措置法」が施行された。　　　　　　　　　　　」
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第2章　日本における法規制等の動き

1．ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドラインの改定

ごみ焼却場や紙パルプ工場からのダイオキシン類検出を受けて、1990（平成2）年、厚生省

は「ダイオキシン類発生防止等ガイドライン検討委員会」を設置し、「ダイオキシン類発生

防止等ガイこドライン」（いわゆる「旧ガイドライン」）をまとめた。旧ガイドラインでは、都

市ごみ焼却炉におけるダイオキシン類の排出を抑えるためには、完全燃焼の実現と排ガス処

理の低温化を徹底することが重要であることを強調し、対策を十分に行った新設炉において

は0．5ng－TEQ／Nm3にダイオキシン類濃度を抑えることが期待されるとした。

さらに、1996年に厚生省研究班が当面のTDIを体重1kgあたり10pg－TEQ／日とす

る報告をまとめたのを受けて、厚生省は1997年、「ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止

等ガイドライン」（いわゆる「新ガイドライン」）を作成した。新ガイドラインでは、ごみ焼

却場周辺のもっとも影響を受ける地点においても、摂取量の合計がTDIを上回ることがな

いよう、焼却炉の使用停止等を含む緊急対策を行う判断基準としてダイオキシン類排出濃度

80ng－TEQ／Nm3を示している。また、恒久対策として新設焼却炉のダイオキシン類

排出濃度基準を0．1ng－TEQ／Nm3とするなどの基準を定め、焼却炉の全連続化や燃焼

管理の適正化、焼却灰の適正管理などの対策を求めている。

■表4：新ガイドラインによる恒久対策の基準（ダイオキシン排出濃度）
－
…・し■ノ′△■■一一〇ト‾■浜－≡＝　　　　 ≡＿≡三㌢友一≡三三⊥‾む

≡＝≡≡≡＿≡＝≒二三≡‾＝・‾Y≡～こ：・：：巧郷：・：・」……≡・…‥j ＝一一二一ノーー＿、Lr－≡：圭：：：こ 整然 潤粧 ＿．㌻＝

全 連 続 炉 ・

新 設 炉 （※ ） 0 ． 1

既 設 炉

旧 ガ イ ドラ イ ン適 用 炉 0 ． 5

旧 ガ イ ドラ イ ン 非 適 用 炉 1

准 連 続 炉

機 械 化 バ ↓チ 炉

固 定 バ ッ チ 炉

既 設 炉

連 続 運 転 1

間 欠 運 転 5

※新設炉は原則としてすべて全連続炉とする

10



2．大気汚染防止法施行令や廃棄物処理法施行令等の改正

1997（平成9）年6月、中央環境審議会において、有害大気汚染物質対策に関する第四次答

申として「ダイオキシン類の排出抑制対策のあり方について」がまとめられ、これを受けて

大気汚染防止法施行令が改正され、1997年12月に施行された。

改正では有害大気汚染物質のうち、その排出又は飛散を早急に抑制しなければならない物

質（指定物質）として、ポリ塩化ジベンゾフラン及びポリ塩化ジベンゾーパラージオキシン

の混合物を追加指定することと、ダイオキシン類を大気中に排出し、又は飛散させる施設で

工場又は事業場に設置されるもの（指定物質排出施設）として、大気汚染防止法上のばい煙

発生施設の規模と同等以上の鋼鉄用電気炉と廃棄物焼却施設を追加指定することが盛り込

まれた。

また、同時期に廃棄物処理法施行令及び廃棄物施行令施行規則が改定され、廃棄物処理施

設の構造基準及び維持管理基準が強化された。

■表5：廃棄物焼却炉の構造基準及び維持管理基準

…≡…：．．．盤．・・．ゾ≡ニーこて‾と、‾： ‾ン■‾≡鋸 ・潅1ノ：1■、‾‾‾‾Lr誓‾盗－ン＝迂表芸＝‾＝‾豆‥十手一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ㌢＝＿＝一一＝′三一＝＝＝＿≡

（1）外気 と遮 断され た状態 で定量ず つ連続 的に廃棄物 を燃焼室 に投入でき る供給装置の設置

（2）次の要件を備 えた燃焼室 の設置

・燃焼ガスの温度が 800℃以 上の状態で 2 秒以上滞留

・外気 と遮断

・助燃装置の設置

・燃焼 に必要な空気 を供給で きる設備の設置

（3）燃焼ガスめ温度 をおお むね 200℃以下 に冷却できる冷却設備の設 置

（4）ば いじんを除去す る高度 の機能 を有す る排ガス処理設備 の設置

（5）燃焼ガス温度及 び排 ガス中の一酸化炭 素濃度 の連続測定 ・記録 のための装置の設置

（6）ば いじんを焼却灰 と分 離 して排出 ・貯 留で きる設備 の設置

一書＝≡－｝ヾ沫一一ご．　　　　 －＿三軍≡；‾≡　＝＿＝＿三一≡－フ＝－＝ノゝ王ニ

（1）燃焼室への廃棄物 の投入 は、定量ず つ連続的 に行 う こと。

（2）燃 焼室中の燃焼 ガス温度 を 800℃以上 に保つ こと。

（3）焼却灰の熱 しゃ く減量 を 10％以下 とす ること。

（4）運 転開始 時には炉温 を速や か に上昇 させ 、運転停止 時には炉温 を高温 に保ち廃棄物 を燃焼

し尽 くす こと。

（5）集 じん器 に流入す る燃焼 ガスの温度 をおおむね 200℃以下に冷却す る こと。

（6）冷 却設備等 にた い積 したはい じんを除去す ること。

（7）排 ガス中の一酸化炭素濃度 を 100ppm 以下 とす ること。

（8）排 ガス中のダイ オキ シン濃度 を次 の基準以下 （※表 6 ） とす ること。

（9）燃 焼ガス温度及び排ガ ス中の一酸化炭 素濃度 を連続的 に測定 ・記録す ること。

（10）排ガス中のダイ オキ シ ン濃度 を年 1 回以上測定 ・記録す ること。

（11）ばい じんを焼却灰 と分離 して排 出 ・貯留す る こと。
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■表6：廃棄物焼却炉のダイオキシン類濃度基準

引H≡：H 舅

燃焼室の処理能力
新設炉の

基準

既設炉 の基準

1 年後 まで 1 ～ 5 年後 5 年後以降

4 t／ h 以上 0．lng／m 3
基準 の適用 を

猶 予
80ng／ m 3

1mg／ m 3

2 t ／ h ～ 4 t ／ h 1mg／ m 3 5mg／ m 3

2 ・t ／ h 未嘩 5m g／ m 3 10mg／ m 3

※ダイオキシン濃度は毒性等量濃度に換算したもの

また、いわゆる野焼きを原則禁止する改正廃棄物処理法が2001年4月から施行されると

ともに、上記の廃棄物焼却炉の構造基準等が2002年12月に全面適用されたことから、ほと

んどの家庭用小型焼却炉は使用できなくなったこ
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3．ダイオキシン類対策特別措置法の制定

1999（平成11）年7月、議員立法により「ダイオキシン類対策特別措置法」が成立し、翌

年1月から施行された。ダイオキシン類対策特別措置法は、ダイオキシン類が人の生命及び

健康に重大な影響を与えるおそれがある物質であることにかんがみ、ダイオキシン類による

環境の汚染の防止及びその除去等をするため、必要な規制、汚染土壌に係る措置等を定める

ことにより、国民の健康の保護を図ることを目的とし、TDIや大気・水質・土壌の環境基

準など、施策の基本となる基準を定めるとともに、排出ガス・排出水及び廃棄物焼却炉に係

るばいじん・焼却灰等の処理等の規制、汚染土壌に対する対策、汚染状況の調査測定義務な

どについて定めている。

■表7：ダイオキシン類対策特別措置法の概要

1 ．ダイオキシン類に関する施策の基本とすべき基準
（∋耐容一日摂取量 （T D I ）
②大気、水質 （水底め底質を含む）及び土壌の環境基準

2． 排出ガス及び排出水に関する規制
①特定施設
②排出基準
③大気総量規制基準
④特定施設の設置の届出、計画変更命令
⑤排出の制限、改善命令

3 ．廃棄物焼却炉に係るばいじん ・焼却灰等の処理等
（∋ばいじん ・焼却灰中の濃度基準
（∋廃棄物最終処分場の維持管理基準

4． 汚染状況の調査 ・測定義務
（∋都道府県による常時監視
（∋特定施設の設置者による測定

5 ．汚染土壌に係る措置
①ダイオキシン類土壌汚染対策地域の指定
（ヨダイオキシン類土壌汚染対策計画の策定

6． ダイオキシン類の排出削減のための国の計画 ・

7 ．検討事項
①臭素系ダイオキシンに関する調査研究の推進

②健康被害の状況、食品への蓄積状況を勘案した科学的知見に基づく検討
③小規模な廃棄物焼却炉等に関する規制のあり方についての検討等

4．食品のダイオキシン類対策行動計画

ダイオキシン類対策特別措置法及び1999（平成11）年に関係閣僚会議において夷定された

ダイオキシン対策推進基本指針を受けて、農林水産省が中心となって「食品のダイオキシン

類対策行動計画」を策定・推進している。

平成17年度の行動計画では、リスク管理の当面の進め方として「農畜水産物中のダイオ

キシン類濃度実態の把握」、「飼料中ダイオキシン類のスクリーニング分析法の開発」、「そ

の他ダイオキシン類によるリスクに係る国内外の情報の収集」、「コーデックス委員会（※）

における検討への積極的な参画。農畜水産物中のダイオキシン類の実態調査結果のWHO
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データベースへの提出」、「厚生労働省等と連携したリスクコミニュケーシヨンの推進」を掲

げており、リスク管理における留意事項として、「消費者や食品産業などに対し、食品中の

ダイオキシン類濃度・摂食状況の実態に関する情報を適切に提供し、流通・消費段階におけ

る混乱を可能な限り避けること」、「リスクコミュニケーションの実施に当たっては、国際的

なダイオキシン類対策の現状を把握した上で、厚生労働省等と連携しつつ、消費者をはじめ

とした関係者の参画の下に進めること」、「リスク管理に係るコストと効果を十分に検討し、

実行可能なリスク管理手法を検討すること」の3点を挙げている。

※　コーデックス委員会

消費者の健康の保護、食品の公正な貿易の確保等を目的として、1962（昭和37）年にFAO（国連食糧農

業機関）及びWHOにより設置された国際的な政府間機関であり、国際食品規格（コーデックス規格）の

作成等を行っている。日本は1966年より参加。

5．ダイオキシン類■環境ホルモン対応評価・助言会議

2000（平成12）年6月から2002年4月にかけて、政府の「ミレニアム・プロジェクト」の

一環として、有識者による「ダイオキシン類・環境ホルモン対応評価・助言会議」が開催さ

れている。

この会議には政府側担当者として環境庁（環境省）、農林水産省、通商産業省（経済産業

省）、建設省（国土交通省）、科学技術庁（文部科学省）、厚生省（第1回のみ出席）の関係

者が出席し、各省庁のダイオキシン・環境ホルモン対策のうち、「ダイオキシン類・環境ホ

ルモンの適正管理と無害化の促進」に係る施策・事業について評価を行った。

会議の議事要旨及び平成12年度の評価報告書については内閣府ホームページで公開され

ているが、平成13年度以降の評価報告書については公開されていない。
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6．その他開係省庁の取組み

（1）農水省

農水省では、農薬や肥料ならびに畜産物や飼料中に含まれるダイオキシン類について実態

調査を行っている。

また、2002（平成14）年、全国で無登録農薬が販売・使用されていたことが発覚し、翌年、

その農薬中からダイオキシン類が検出されたことを受けて、農薬取締法を改正し、農薬使用

者に使用基準の遵守を明確に義務付けるとともに、無登録農薬の販売・製造・輸入・使用も

禁止した。

（2）労働省

廃棄物焼却施設のダイオキシン類による労働者の健康被害を防止するため、1997（平成9）

年10月に中央労働災害防止協会に「廃棄物処理業務等における化学物質による．健康障害防

止に関する調査委員会」を設置し、1998年10月に中間報告をまとめた。

これを受けて労働省では、当面の労働衛生対策として、「焼却場周辺の作業場の環境評価」、

「作業場における灰等の発散の抑制措置」、「呼吸用保護具の使用」、「粉じんめ付着しにく

い作業衣等の着用」、「焼却炉内部の作業等における措置」について定め、各都道府県労働基

準局長あてに通達した。

（3）通産省

通産省工業技術院では、1999（平成11）年9月、排ガス中及び工業用水・工場排水中のダ

イオキシン類及びコプラナーPCBの標準測定法について、日本工業規格（JI S）として

制定した。
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7．産業団体や消費者団体の対応

（1）産業団体の対応

第3章で取り上げたようなダイオキシン類の問題が公になるとともに、その主な発生源が

農薬や塩化ビニールであるとマスコミ等で取り上げられるようになったため、関係団体では

自業界の製品に対する不安を払拭するため、業界団体のホームぺrジ等で公正な情報を提供

するように努めている。・

○農薬工業会の対応

国内においてかつて使用されていた農薬にダイオキシン類が含まれており、それらが使用

禁止となった時に山間部に廃棄されている。さらに、2002（平成14）年に一部の業者が輸入・

販売をしていた無登録農薬の中からダイオキシン類が検出されたことから、農薬に対する不

安が高まっている。

農薬製造業者からなる農薬工業会では、現在登録されている農薬にはダイオキシン類は含

まれていないと説明しており、また、農薬についての理解を深めてもらうための「農薬ゼミ」

を開催したり、農薬の安全性情報についてホームページで公開するなどの対応をとっている。

○塩化ビニール製造業界の対応

塩化ビ二，－ルは燃焼によってダイオキシンを発生させるだけでなく、製品に使用される可

塑剤が内分泌かく乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）として生殖器系等に影響を及ぼすこ

とが環境団体などから指摘され、スーパーなどで塩素を含まない食品包装ラップを扱うよう

になったり、塩化ビニール製のおもちゃ不買運動が起こるなどした。

そのため、．塩ビ樹脂及び塩ビモノマーメーカー10社からなる「塩ビ工業・環境協会」で

は、ホームページ上などで、政府が公表したデータなどに基づいて、「ダイオキシン類は（塩

ビ以外の）何を燃やしても発生する」、「ダイオキシン類の発生量は大幅に減少している」、

「産業系からのダイオキシン類の排出も確実に減少している」ということを主張し、火災時

のダイオキシン類の発生も他の建材などと大差なく、人体に影響を及ぼすものではないと説

明している。また、可塑剤についても、発がん性を含め人体への影響がないとしている。
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（2）消費者団体の対応

消費者団体の一つである主婦連合会では、所沢産野菜からのダイオキシン類検出やベルギ

ー産等のダイオキシン類汚染食品に対する消費者の不安を受けて、1999（平成11）年に政府

に対する申し入れを行った。

＜申し入れの内容＞

■ダイオキシンの緊急対策を求める要望書

（小淵首相他各省庁大臣・長官宛）

1999年3月8日

テレビ朝日による所沢市の野菜ダイオキシン汚染問題の報道は、廃棄物の焼却にともなう汚

染の深刻さを再認識させるとともに、化学物質の健康被害に対する不安を増大させました。

ダイオキシン汚染問題は所沢市だけの問題でなく、日本各地で同様の被害や不安が広がっ

ています。

大気、水、土壌、食物をはじめ、母乳、胎児への影響まで心配しなければならないという

現状は、国・県のダイオキシン対策の遅れを示すものです。早急に抜本的な対策を確立しな

ければなりません。

WHOは1998年、ダイオキシンの耐容一日摂取量（TDI）を1～4pgTEQ／kg体重

／日とし、これは日本より厳しい基準になっています。日本でも「ダイオキシン類対策緊急

措置法（案）」が各党や市民団体によって検討されていますが、ダイオキシン類の人体への

影響は、内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）としての問題もあり、lpgでも問題といわ

れています。

私たちは、事の緊急性を考え、早急な対策をとることと発生源を絶つことを基本とした立

法措置を要望します。

記

1．早急に全国の廃棄物焼却施設（小型炉を含む）のダイオキシン発生の実態を調査し、汚

染状況の検査方法、及び検査結果の詳細を公開すること。

2．焼却施設について、排煙、排水、焼却灰など厳しい基準を再設定し、問題のある焼却炉

の停止を含めた、早急な安全対策をとること。さらに総量規制の立場から焼却炉の設置

規制を急ぐこと。

3．大気、水、土壌や魚、野菜、乳製品など食品に含まれダイオキシンの実態を調査し、残

留基準の設定を急ぐこと。

4．ダイオキシン、環境ホルモン疑い農薬の使用中止、「防除指針」から除外す亭こと。

5．さしあたりのTDIをWHOと同様の体重1kgあたりlpgとし、早急に達成すること。

6．市民の安全と健康を守る立場にたって、環境汚染物質排出・移動登録（PRTR）制度の

法制化を急ぐこと。

7．発生源を絶つため、農薬・塩化ビニール製品をはじめ、あらゆるゴミの発生抑制、再生
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利用とリサイクルを再優先する実効性の高い社会システムを確立すること。

8．ダイオキシン対策にあたり、縦割り行政の弊害をなくし関係省庁が一体となって対策を

推進すること。

以　上

■ベルギー産等のダイオキシン汚染食品・受精卵クローン牛など安全の確保につい

ての申し入れ

1999年6月9日

ベルギ叶．に端を発したダイオキシン汚染飼料による鶏肉・豚肉・牛乳・鶏卵等の

ダイオキシン汚染は、食品の輸入依存率の高い日本の消費者として非常に不安です。

また、消費者の知らないところで新しいクローン技術によって生産された牛肉が一

般市場に流通し、私たちに知らされないまま食卓に上がっている実態が明らかにな

り、消費者の安全性に対する不安が広がりました。

5月7日、主婦連など消費者5団体が開いた「クローン牛について消費者の疑問

点を問う会」において、農林水産省と厚生省は「受精卵クローンについては安全性

に問題はなく、表示の必要はない」との見解を示しました。

しかし、受精卵クローン牛はまだ研究の段階であり、国民的合意も得られない中

で、表示をしないまま一般市場流通させることには反対です。消費者の不安を解消

し、食の安全確保のため下記のとおり申し入れます。

（1）　ベルギー産等のダイオキシン汚染食品について

汚染の恐れのある地域から食肉・牛乳等とその加工食品の検査を徹底し、汚染

食品は迅速に輸入禁止措置をとること

輸入禁止措置をとるに至った検査結果等を迅速に公開すること

海外における汚染の実態、政府の対応などの情報を公開すること

（2）　受精卵クローン牛について（省略）
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国会議事録より

2001（平成13）年7月2日

衆議院　環境委員会　ダイオキシン類対策特別措置法の早期制定、実効性ある対策の実現に関す

る請願。　環境保全の基本施策に関する件（ダイオキシン対策問題）

○小林（守）委員

マスコミ等も大変にぎわし、問題になったベルギー産の鳥肉とか卵、これがベルギーのある飼

料工場において、そのえさをつくるために使う油にダイオキシンに汚染されたものがあって、そ

れを使った飼料を食べた鶏や牛や豚が汚染されたということで、ベルギーばかりではなく、その

飼料を使ったフランスやオランダの農場からの食品、食物等についての検疫の問題が大変な問題

になっている。

これについては輸入の問題も含めて危機管理の問題だと思う。

この体制がおくれている、極めて不十分だということが今回のベルギー産の問題について明ら

かになっているということが指摘されている。そういう点で、食物にかかわる安全性の確認のた

めの検疫体制、それからさまざまなデータ集積のための検査体制の充実を望んでいる。
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第3章　近年のダイオキシン問題

1．所沢華野菜のダイオキシン汚染問題

（1）所沢市における被害発生の推移

埼玉県所沢市では以前より「くぬぎ山」の焼却場を発生源とするダイオキシン汚染が心配

されていた。この地域では、半径500m圏内に十数基もの産業廃棄物焼却炉が建設され、『産

廃銀座』と呼ばれたことさえある。ダイオキシンは燃焼温度が800℃以下で発生するが、産

業廃棄物処錘業者が使用する焼却炉の大半は800℃以下の小型炉であった。

1995（平成7）年、くぬぎ山周辺土壌と焼却灰からそれぞれ100～500pg／g、2000～4000pg

／gという高濃度のダイオキシンが検出された。

1999年2月、テレビ朝日が独自調査を行い、所沢の野菜はダイオキシン濃度が高いとの

報道を行ったことにより、所沢産野菜の不買運動などが起こり社会問題となった。地元農家

がこれを風評被害としてテレビ朝日に訂正放送を要求し、同市の野菜農家らが損害賠償など

を求めた訴訟ではニュースキャスターら5人の証人尋問を申請した。県やJAが安全宣言を

出し沈静化を図る一方、テレビ局側も不適切な表現を認め謝罪した。

（2）所沢野菜農家によるテレビ朝日提訴と裁判の経過

■表2：裁判の経過
－

1999 ・2 ・ 1
テ レビ朝 日ニ ュー ス ステー シ ョ ンにお いて所 沢 産 の野 菜 が 高濃 度 の

ダイ オキ シン に汚 染 され て い る との誤 った 報道

1999 ・9 ・2　 ‾
所沢 市 の野菜 生産者 37 6 名が全 国朝 日放 送株 式会 社 （テ レビ朝 日）

等 を所 沢 地裁 へ提 訴 （損 害賠償 等 約 2 億 円）

200 1 ・5 ・15 所沢 地裁 が原 告側 敗訴 の判決

200 1 ・5 ・24 「放 送 と人権等 に関す る委員 会 （B R C ） 」へ 申 し立 て

200 1 ・．5 ・28 4 1 名が 東京 高裁 へ控 訴 （損 害賠 償 8 766 万 円）

200 1 ・10 ・12 控 訴審 第 1 回公 判

200 1 ・11 ・26 控訴 審第 2 回公判 （結審 ）
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■表2：裁判の経過（続き）

ノ　　饉　ノ
：．．．：：：喜＝．三二≡－＝：：：・…，く・1．≡1．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ：：・……j二這．乏＿堆睾竺二三＝羊＝≡　　　　 ＝＝11・ゝし：■二

■2 0 0 2 ・ 2 ・2 0

東 京 高 裁 判 決 、 控 訴 棄 却

同 日 、 判 決 を 不 服 と し て 、 原 告 団 は 上 告 す る 方 針 を 決 定

2 0 0 2 ・ 3 ・ 5 2 9 名 が 最 高 裁 へ 上 告

2 0 0 2 ・4 ・2 5 原 告 団 弁 護 団 が 、 最 高 裁 へ 、 上 告 理 由 書 ・受 理 申 立 理 由 書 提 出

2 0 0 3 ・ 6 ・2 6
最 高 裁 第 1 小 法 廷 よ り 、 口 頭 弁 論 期 日 （9 月 1 1 日 ） 呼 出 状 送 付

（テ レ ビ 朝 日 に 対 す る 請 求 に 関 す る 部 分 を 上 告 審 と し て 受 理 ）

2 0 0 3 ・ 9 ・1 1 最 高 裁 第 1 小 法 廷 口 頭 弁 論

2 0 0 3 ・10 ・1 6 最 高 裁 第 1 小 法 廷 判 決 、 二 審 判 決 破 棄 ・高 裁 差 戻

＜結審内容等＞

■第一審判決

平成11年（ワ）第1647号謝罪広告等請求事件・判決骨子

○主文

一　原告らの請求をいずれも棄却する。

二　訴訟費用は原告らの負担とする。

○理由の骨子

一　本件放送は、所沢市内において各種野菜を生産する原告らの社会的評価を低下さ

せ、その名誉を毀損したと認められる。

二　しかし、本件放送は、公共の利害に関するものであり、専ら公益を図る目的から

なされたものであり、かつ主要な部分において真実であると認められ尋から、違

法性が否定される。

すなわち、1，本件放送当時、所沢周辺のダイオキシン類による大気汚染濃度は

日本の平均よりおおむね5から10倍高く、日本は世界の、10倍高かったことが認

められる。また、2，本件放送の中で、所沢産野菜のダイオキシン類濃度として

示された3．80pgTEQ／gは被告研究所が調査した所沢煎茶の値であったが、

証拠によれば、当時、このような高濃度を示す所沢産野菜が存在したことが認め

られる。さらに、3，体重40kgの子供が被告研究所が調査したのと同じ様な所

沢産ほうれん草を例えば20ないし100g食べた場合に、これに背景摂取量（大
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気・土壌・水からの摂取量）を加えると、WHOの耐容1日摂取量の厳しい方の

数値である1pgTEQ／kgを超えることが認められる（WHOの基準は1～

4pgTEQであるが、究極の目標は1pgTEQ以下とされており、ダイオキ

㌢ン類の毒性については、未解明の部分も多く、胎児・乳児への影響を考慮する

と、被告研究所代表者の青山が1pgTEQを基準として説明したことは学問的

に不合理とはいえない。）。このように、　本件放送は主要な部分において真実

：であり、違法性が否定される。

三　したがって、本件放送、番組内での発言について、被告テレビ朝日と被告研究所

昼、不法行為責任を負わない。

四　また、被告研究所は、被告テレビ朝日に情報を提供した点についても、不法行為

責任を負わない。

■第二審判決

【事件名】「ニュースステーション」のダイオキシン報道事件（2）

【年月日】平成14年2月20日

東京高裁　平成13年（ネ）第3301号　謝罪広告等請求控訴事件

（原審・さいたま地裁平成11年（ワ）1647号）

○主文．1

一　本件控訴をいずれも棄却する。

二　控訴費用は、控訴人らの負担とする。

○事実及び理由

第一　控訴の趣旨

一　原判決を取り消す。

二　被控訴人らは、朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、日本経済新聞、埼玉新聞及び

日本農業新聞の各全国版に、原判決別紙2謝罪広告目録記載の謝罪広告を、同

目録記載の条件にて、各一回掲載せよ。

三　被控訴人全国朝日放送株式会社は、同被控訴人が放映する「ニュースステーシ

ョン」の番組内または同時間帯（テレビ放送）において、原判決別紙2謝罪広

告目録記載の内容を、同目録記載の条件で、一回報道せよ。

四　被控訴人らは、連帯して、控訴人らに対し、別紙請求債権目録の合計金額欄記

載の各金員及び同各金員に対する平成一一年四月一日から支払済みまで年五分

の割合による金員を支払え。

五　訴訟費用は、第一、二審とも被控訴人らの負担とする。
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■最高裁判決

【事件名】「ニュースステーション」のダイオキシン報道事件（3）

【年月日】平成15年10月16日

最高裁（一小）　平成14年（受）第846号　謝罪広告等請求事件

（一審・さいたま地裁平成11年（ワ）1647号／二審・東京高裁平成13年（ネ）第3301

号）

○主文

一　原判決中上告人らの被上告人に対する請求に関する部分を破棄する。

二　前項の部分につき、本件を東京高等裁判所に差し戻す。

（3）所沢市の対応

所沢市は、1999（平成11）年2月3日、埼玉県に対し「農作物のダイオキシン類調査の実

施と生産者保護を推進する要望書」を提出するとともに、2月5日には、プロジェクトチー

ムを発足させ、市幹部がスーパー等を回るとともに、所沢市長も西友に対し冷静な対応を求

めたはか、所沢市長が、2月10日の市議会で「産廃業者には廃業、転業などを指導してい

く」と述べた。

また、市はテレビ朝日による野菜のダイオキシン報道で損失を被った農家に対して、新規

枠（野菜生産安定緊急対策資金）で無利子融資（500万円、6年）を行った。
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2．大阪府能勢町のごみ焼却施設周辺の土壌汚染

（1）ごみ焼却施設周辺の披害発生の経緯

大阪府能勢町にあるごみ処理施設「豊能郡美化センター」で1997（平成9）年6月、ダイ

オキシン汚染が発覚。その後、周辺土壌から1グラムあたり8500pgの高濃度ダイオキシン

が検出された。住民らは公害調停を申請し、2000年7月、施設を建設した三井造船側が対

策費として7億5千万円を支払うことなどで調停が成立した。健康被害を受けたセンタ一元

従業員らが三井造船などに損害賠償を求めた訴訟は2003年9月、三井造船側が解決金3千

万円支払うことなどで和解。焼却施設は解体されたが、汚染物を詰めたドラム缶約4300本

は保管されたままとなっている。

（2）労働者のぱく露と健康被害について

■ダイオキシン類による健康影響等の調査結果について

（厚生労働省　平成14年12月12日発表）

ー大阪府豊能郡美化センター等廃棄物焼却施設関係労働者－

厚生労働省は、中央労働災害防止協会に「清掃作業従事者のダイオキシンぱく露による健

康影響に係る調査研究委員会（ダイオキシン健康影響調査委員会：委員長　高田　島）」を

設置し、廃棄物焼却施設労働者の健康影響について調査を実施している。今般、平成13年

度に実施された大阪府豊能郡美化センター関係労働者の追跡調査及び全国7施設（うち1施

設は解体工事現場）の廃棄物焼却施設労働者の調査の結果判明した血液中ダイオキシン類濃

度の分析結果等を報告する。

1．豊能郡美化センター関係労働者の血液中ダイオキシン類濃度は、平成10年度から

年々減少してきており、平成13年度調査の値は平成10年度調査の値の44．3％となっ

ている。

2．全国の廃棄物焼却施設労働者（6施設、104名）の血液中ダイオキシン類濃度は平均

21．3pg－TEQ／g脂肪で、平成12年度に環境省が行った一般住民の測定値と同程度であ

った。また、廃棄物焼却施設解体工事現場労働者（1施設、6名）の血液中ダイオキ

シン類濃度は、解体前後の値に有意な差は認められず、いずれの値も20pg－TEQ／g脂

肪台で、平成12年度に環境省が行った一般住民の測定値と同程度であった。

3．医師による皮膚視診等の結果からは、豊能郡美化センター関係労働者、全国の廃棄物

焼却施設労働者及び解体工事現場労働者のいずれもダイオキシン類のぱく露による

と疑われる所見は認められなかった。

4．全国の廃棄物焼却施設労働者を対象とした健康影響調査は、平成11年度から3年間

にわたり計26施設、452名について実施してきており、これらの対象者にダイオキシ

ン類によると思われる明らかな健康影響は認められなかったところである。
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大阪・能勢町ごみ焼却施設問題

最高300倍のダイオキシン　解体作業員血中に

大阪府能勢町のごみ焼却施設「豊能郡美化センター」の高濃度ダイオキシン類汚染問題で、労

働省は12日夜、このごみ焼却施設を解体していた日立造船（本社大阪市）などの作業員35人の

血中から、最高値が平均の200～300倍にものぼる高濃度ダイオキシン類が検出されたと発表し

た。35人の平均値は血中脂肪1グラム当たり687ピコグラム（1ピコは一兆分の－）で、最高

値は5380ピコグラムに達している。健康な一般人の血中にあるダイオキシン濃度は平均20～30

ピコグラム前後で、作業員の平均値はこの約30倍にあたる。国内での汚染例としては最高値で、

深刻な健康被害を招く恐れも指摘されている。

作業員は一人が日立造船の正社員のほか、同社の関連会社員が一人、残り33人は下請けの作

業員。解体事業は1999年5月から今年3月まで実施された。焼却炉内の作業は99年7月から今

年1月までで、延べ250人以上の作業員が参加した。ダイオキシン類が検出された†35人の作業

員は常時、炉内で焼却灰などの除去作業をしていたという。作業員は粉じんを防ぐため潜水服の

ような防護服を着用、高濃度汚染地区に出入りする際にはエアシャワーを浴び、作嚢着は使用す

るたびに廃棄することになっていた。今回の数値は、作業員から今年の2月と4月に分けて測定

された。35人のうち、血中濃度が1000ピコグラム以上の作業員が6人、500～1000ピコグラム

が11人、500ピコグラム以下が18人だった。

作業員らは一連の作業に入る前にも血中濃度を測定しており、ダイオキシン類濃度は最大で

60　ピコグラムで、通常の範囲内だった。労働省は「ただちに生命に危険があるレベルではない

が、一般論として最大値の人は健康障害が出る可能性はある。」としている。厚生省環境整備課

は「焼却灰のダイオキシン濃度が通常の1000倍ときわめて高い数値だったことに加えて、防護

服の扱い方など作業方法に何らかの問題があったのではないか。Jと話している。

（朝日新聞2000（平成12）年7月13日）

■調査概要（厚生労働省発表資料）

1　豊能郡美化センター関係労働者の追跡調査

（1）調査対象者

豊能郡美化センター関係労働者のうち、焼却炉関連設備内作業の支援は行うが焼却

炉関連設備内には立ち入らない者（13名）及び焼却炉関連設備内に立ち入って作業に

従事する者（14名）のうち本人が希望した者17名を調査対象者とした。これは、平成

10年度の調査でこれらの作業従事労働者の血液中ダイオキシン類濃度が高かったため

である。

なお、焼却炉関連設備とは、焼却炉、電気集じん機、湿式洗煙塔等をいう。
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（2）血液中ダイオキシン類濃度

調査対象者17名の血液中ダイオキシン類濃度は、平均126．7pg－TEQ／g脂肪（最小値

19．6pg－TEQ／g脂肪、最大値484．Opg－TEQ／g脂肪）であった。平成10年度から継続し

て調査対象となっている17名の血液中ダイオキシン類濃度の平均値は、平成10年度

286．3pg－TEQ／g脂肪、平成11年度256．1pg－TEQ／g脂肪、平成12年度152．3pg－TEQ／g

脂肪と年々減少してきており、平成13年度調査の値は平成10年度調査の値の44．3％

となうている。
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2　全国の廃棄物焼却施設労働者の健康影響調査（平成13年度）

（1）調査対象者

自治体の協力が得られた一般廃棄物焼却施設3施設及び（社）全国産業廃棄物協会

連合会を通じて協力が得られた産業廃棄物焼却施設3施設の計6施設の労働者104名

を調査対象とした。また、併せて協力が得られた解体工事現場1ヶ所の労働者8名を

対象に解体の前後に調査を行ったが、対象者のうち2名が解体後の調査時に欠席した

ため、調査対象者は解体前8名、解体後6名となった。

（2）血液中ダイオキシン類濃度

廃棄物焼却施設労働者104名の施設ごとの血液中ダイオキシン類濃度は、平均

21．3pg－TEQ／g脂肪（最小値3．5pg－TEQ／g脂肪、最大値66．7pg－TEQ／g脂肪）で、平成

12年度に環境省が行った一般住民の測定値と同程度であった。

また、解体工事労働者8名の解体前の血液中ダイオキシン類濃度は、†平均20．8

pg－TEQ／g脂肪（最小値7．4pg－TEQ／g脂肪、最大値60．2pg－TEQ／g脂肪）であった。う

ち、解体後の調査時に欠席した2名を除く同一の6名の血液中ダイオキシン類濃度は、

解体前が平均22．7pg－TEQ／g脂肪（最小値7．4pg－TEQ／g脂肪、最大値60．2pg－TEQ／g

脂肪）、解体後が平均24．l pg－TEQ／g脂肪（最小値9．2pgTTEQ／g脂肪、最大値61．2

pg－TEQ／g脂肪）であった。解体前後の値に有意な差は認められず、また、いずれの値

も、平成12年度に環境省が行った一般住民の測定値とほぼ同じであった。

（3）医師による問診及び皮膚視診

労災病院の医師による問診（既往歴、現病歴、自覚症状等）や、皮膚科医師による

皮膚視診等の結果からは、ダイオキシン類のぱく露によると疑われる所見を有する者

は認められなかった。

（4）血液・血清生化学検査等

血液・血清生化学検査及び免疫機能検査の各項目と血液中ダイオキシン類濃度との

関連を統計的に解析したところ、明らかな関係は認められなかった。

（5）まとめ

本調査の結果、調査対象者に焼却施設内作業に基づくダイオキシン類ぱく露による

と思われる健康影響は認められなかった。
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3　過去3年間の全国の廃棄物焼却施設労働者の調査結果分析

全国の廃棄物焼却施設労働者を対象とした調査は、平成11年度から13年度までの3

年間にわたり計26施設、452名について実施してきたところである。

このうち、血液の採取ができなかった等により測定ができなかった者を除いた441名

の血液中ダイオキシン類濃度は、平均25．5pgTTEQ／g脂肪（最小値3．5pg－TEQ／g脂肪、

最大値133pg－TEQ／g脂肪）であった。

調査対象者のうちすべての検査項目を満たしている者から、性差を考慮して女性を除

いた412名について、血液中ダイオキシン類濃度と各種検査項目の関連を統計的に解析

した結果、焼却施設内作業に基づくダイオキシン類ぱく露によると思われる明らかな健

康影響は認められなかった。

3．ベルギーの鶏肉等のダイオキシン顆汚染同産

ベルギー北西部Ghentにある企業から供給された油脂がダイオキシン類に汚染され、この

油脂はベルギー国内9ヶ所、フランス及びオランダの各1ヶ所の飼料メーカーに供給されて

いたことが明らかになった。

調査の結果、家畜飼料にダイオキシンを含む油が混入し、肉や卵を汚染した可能性が強い

ことが疑われたため、ベルギー政府は、1999（平成11）年5月28日に当該鶏及び鶏卵の国内

での販売を禁止した。これを発端として、わが国における、ベルギー産輸入鶏肉及び鶏卵の

みならずJ豚肉等における取引の停止措置等が行われた。

このことを受け、厚生労働省では、ベルギー産鶏肉等の輸入手続保留や販売自粛指導を行

った。

■表3：厚生労働省によるベルギー産鶏肉等に関する「報道発表資料」の内容

1999・6・2 1．5月31日、EU代表部（ベルギー）に汚染された可能性のある
鶏肉、鶏卵等のロット及びわが国への輸出の有無等について情報
提供を要請するとともに、6月1日、外務省に対してベルギーの
他フランス、オランダ等に同内容の調査を依頼。
2．6月1日、検疫所に対し、ベルギー産の鶏肉、鶏卵等の輸入届け

出があった場合は、輸入手続を保留して、厚生省に連絡するよう
指示。

3．本日、本年3月以降、卵加工品の輸入実績は6社あることを確認。
輸入者に対し、状況が確認されるまでの間、販売自粛及び流通先
への情報提供を指導するとともに、輸出者に本件との関連につい
て調査するよう指示。

注1．わが国への輸入実績
（1）ベルギー産鶏肉の輸入実績はなし。

（2）加工卵製品については、乾燥卵白、乾燥卵黄等が本年は昨日まで
に32件463tの輸入実績がある。
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『表3：厚生労働省によるベルギー産鶏肉等に関するr報道発表資料」の内容（続き）

19 99 ・6 ・3 1 ．ベルギー産品につ いて

ベルギーにおいて、豚にもダイオキシン汚染飼料が与え られた疑い

が強いことか ら、魂在対応 を講 じて いる鶏肉、鶏卵に加え、豚肉 （そ

の加工品を含む）について も同様の対応を講 じる。

2 ．オランダ産品について

オランダにおいて、ベルギーか ら輸入された汚染油脂を原料 として

製造 された飼料 を豚 に与えていた こと及びベルギーか ら輸入 した

汚染飼料を食肉用鶏 に与えていた ことが判明 したことか ら、オ ラン

ダか ら輸入 される豚肉及び鶏肉 （それぞれ加工品を含む。） につい

て、対ベルギーの場合 と同様の対応を講 じる。

3 ．フランス産品について

フランスにおいて、ベルギーか ら輸入 された汚染油脂を原料 として

製造 された飼料及びベルギーか ら輸入 した汚染飼料 を農家で使用

していたことか ら、フランスか ら輸入される鶏肉、鶏卵及こび豚 肉 （そ

れぞれ加工品を含む。）について、対ベルギーの場合 と同様の対応

を講 じる。

注 ベルギー に対する対応

（1 ） 6 月 1 日、検疫所に対 し、ベルギー産の鶏肉、鶏卵等の輸入届

出があった場合、輸入手続 きを保留し、厚生省に連絡するよう

指示。輸出国に対 し、今回の汚染問題 との関係について調査の

上、問題がなければ輸入を認める。

（2 ）本年 1 月 15 日以降にベルギー産加工卵製品の輸入実績がある

輸入者に対 し、状況が確認 されるまでの間、販売自粛及び流通

先への情報提供を指導するとともに、輸出者に対し今 回の汚染

問題 との関係 について調査するよう指示。

199 9 ・6 ・4 1 ．鶏卵 を使用 していると考 えられ るベルギー産食品．（パスタ類、マ

ヨネーズ類、ビスケ ット類、ケーキ類等）につ いて、輸入手続きを

保留 し、今回の汚染問題 と関係がないものであること、又 は、問題

の農場由来 と推測 され る卵の含有率が 2 ％未満であるこ とが確認

されたものについて、通関を認める。

2 ．本年 1 月 15 日以降に鶏卵を使用．していると考えられ るベルギー

産食品の輸入実績がある輸入者に対 し、輸入された食品が今回の汚

染問題 と関係がないものである こと、又は、問題の農場 由来 と推測

される卵 の含有率が 2 ％未満 のものである ことが確認 さ■れるまで

の間、販売 自粛及び流通先への情報提供 を指導する。
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■表3：厚生労働省によるベルギー産鶏肉等に関する「報道発表資料」の内容（続き）

．、．拙搬・≡…；；；：二一三＿．≡泣託宣‾r‾‾‾削㌻…≡：R■：■：：■ ＝…－＝，こ‾宗イ・F：写：・：：：■：㌻“：■：　　　　　　　　　　　　 ：㌻：㌻「■＝‾く、＝

1999 ・6 ・5 1 ．欧州委員会の情報 によ り、ベルギー及びフランスにおいて、牛 に

もダイオキ シン汚染飼料が与え られた疑 いが強いことか ら、現在、
＿　対応を講 じている鶏肉、鶏卵、豚肉 （それぞれ加工品を含む。）に

加え、ベルギー産及びフランス産の牛肉及び牛乳 （それぞれ加工品

を含む。）についても同様の対応を講 じる。

2 ．オ ランダ産品について

オランダにおいて、ベルギーか ら二輸入 された汚染油脂を原料 として

製造された飼料 を豚 に与えていた こと及びベルギー か ら輸入 した

汚染飼料 を食 肉用鶏に与えていた ことが判明したことか ら、オ ラン

ダか ら輸入 される豚肉及び鶏肉 （それぞれ加工品を含 む。） につい

て、対ベルギーの場合 と同様の対応を講 じる。

3 ．フランス産品について

フランスにお いて、ベルギーか ら輸入された汚染油脂を原料 として

製造された飼料及びベルギーか ら輸入 した汚染飼料 を農家で使用

していた ことか ら、フランスか ら輸入される鶏 肉、鶏卵及び豚 肉（そ

れぞれ加工品を含 む。）について、対ベルギーの場合 と同様の対応

を講 じる。

・199 9 ・6 ・10 欧州委員会及びフランス政府 の情報によ り、フランスにおいて羊

（肉用） にもダイオキ シン汚染飼料が与 えられた疑いが強 いことか

，ら、現在、対応 を講 じている鶏肉、鶏卵、豚肉、牛 肉及び牛乳 （それ

ぞれ加工品を含む。）に加え、フランス産羊 肉 （加工品を含 む。）につ

いても同様の対応を講 じる。

199 9 ・6 ・17 オランダ政府、フランス政府及び欧州委員会か らの情報に基づき、

オ ランダ産鶏肉及び豚肉並びにフランス産鶏肉、鶏卵、豚肉、牛 肉、

牛乳及び羊肉 （いずれ も加工品を含む。）について、輸入手続の保留、

販売自粛等の措置の対象か ら除外する。

199 9 ・8 ・8 ベルギー政府及び欧州委員会か らの情報等に基づき、ベルギけ産牛

乳、卵白及びこれ らの加工 品については、輸入手続の保留、販売自粛

等の措置の対象か ら除外す る。＿

19 99 ・10 ・20・ ベルギー政府及び欧州委員会か らの情報等 に基づき、ベルギー産ゼ

ラチンについては、安全性が確認されたことか ら、今後、輸入手続の

保留、販売自粛等の措置の対象か ら除外する。

199 9 ・11 ・2 ベルギー政府及び欧州委員会か らの情報等 に基づき、ベルギー産豚

肉及び鶏卵加工品で あって、輸入手続 きの保留、販売自粛等の措置を

とっているものについて別添のとお り通知する。

＜別添内容 （別紙）＞

○ベルギー産食品の取扱いについて

平成 11 年　　 月　　 日付け○○第 号によ り指導 して いる貴社が

輸入 した （別途、原産国、食品名、届出年月日及び届出番号を記入 （件

数が多い場合 は別表 とすること））につ いては、 P C B 検査の結果、

今回のダイオキシン汚染問題 と関係ないことが確認されたことか ら、

販売自粛等の措置を解除す る。



1表3：厚生労働省によるベルギー産鶏肉等に関する「報道発表資料」の内容（続き）

19 99 ・11 ・11 ベルギー政府及び欧州委員会か らの情報等に基づき、今後輸入 され

る＿ベルギー産鶏肉、卵白以外の鶏卵、・豚肉及び牛肉（いずれも加工品

を含 む。）については以下の とお り取扱 うこととする。

1 ．今後輸入される鶏肉、卵 白以外の鶏卵及び豚 肉 （いずれ も加工品

を含む。）のうち、ベルギー政府が発行する証明書によ り今回の事

件によるダイオキ シン汚染 のおそれがない ことが確認 される もの

にあって は、輸入 を認める。・

2 ．牛 肉 （加工品を含む。）については、ダイオキシン汚染の可能性

のあったすべての牛が既に処分された ことが確認された ことか ら、

上記 1 ．の証明書がな くても輸入 を認める。

3 ．なお、以上の措置については、9 月 23 日付け欧州委員会決定 （1999

／ 640／EC）に規定 されている。

2000 ・4 ・25 ベルギー産鶏肉、卵 白以外 の鶏卵及 び豚肉 （いずれも加工品 を含

‘む。）■　については、昨年 11 月 11 日か らベルギー政府が発行する証明

書の確認 によ り、輸入 を認めているところである。

今般、ベルギー政府の対応及び欧州委員会の決定を踏まえ、今後輸

入される当該食品については、現在の措置 を解除し、通常の輸入監視

体制 に戻す こととした。

4．東京都北区小学校跡地における土壌汚染問題

豊島五丁目団地内の旧豊島東小学校跡地における土壌汚染調査を2005（平成17）年1月に

行ったところ、地表下約1メートルから環境基準を上回るダイオキシン類が検出されたため、

団地内及び近隣の区有施設において表土（地表下5センチ）の調査をしたところ、下記のよ

うな汚染が確認された。

対象地には、1924（大正13）年から1968（昭和43）年まで、大日本人造肥料株式会社と日産

化学工業株式会社が操業していた。その後、日本住宅公団が土地を取得しているが、1969

年から約3年の間は、工場施設が残されていたと考えられる。1971年から1972年にかけて

工場施設が撤去され、現在に至るまで豊島五丁目団地として利用されている。

｝調査結果（東京都北区HPより）

（1）サンプリング　地表下5センチ

（2）環境基準値1，000　ピコグラム

（3）■基準値を上回った施設

豊島東保育園：6．3から　2，200　ピコグラム

東豊島公園：620から1，300　ピコグラム
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ダイオキシン汚染で措定へ　東京・北区の団地一角

東京都環境審議会は13日、ダイオキシンによる土壌汚染が確認された北区豊島5丁目団地（約

18ヘクタール、5000世帯）の一角にある北区が所有する小学校跡地など計約1．4ヘクタールを、

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき浄化などが必要な「対策地域」に指定すべきだと答申し

た。2月中に指定する方針。

地域指定されれば全国で4カ所目、都内では2カ所目となる。都は今後、土壌の浄化や覆土な

どの対策計画、費用分担について北区や国と協議する。また北区は近隣住民150人の血液検査な

ど健康調査をする方針だ。

指定対象地は日産化学工業（本社■千代田区）の事業所跡地。昨年、閉校した豊島東小跡地か

ら最大で環境基準（1グラム当たり1000ピコグラム）の240倍のダイオキシンを検出。隣接す

る保育園と区立公園の一部土壌でも検出し、いずれも立ち入り禁止としている。

（共同通信2006（平成18）年2月13日）
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■東京都報道発表（平成18年3月6日）

ーダイオキシン類土壌汚染対策地域の指定について一

平成18年3月6日

環境局

本日、ダイオキシン類対策特別措置法第29条第1項の規定に基づき、下記のとおり

ダイオキシン類土壌汚染対策地域を指定しました。

同法に基づく対策地域の指定は、東京都では2件目、全国では4件目となります。

今後、法の手続に従い、早急にダイオキシン類土壌汚染対策計画を策定していきま

す。

記

1　指定した年月日

平成18年3月6日

2　指定した区域

北区豊島五丁目6番12号の一部（北区立豊島東保育園）

北区豊島五丁目5番15号の一部（北区立東豊島公園）

北区豊島五丁目6番1号の一部（旧北区立豊島東小学校）

別図のとおり（次貢参照）

3　指定した理由

ダイオキシン類対策特別措置法第29条第1項の指定要件に該当する地域で、緊急に

対策を実施する必要がある区域であるため。
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第2編　内分泌かく乱化学物質に対する取組み



第1章　内分泌かく乱化学物寛

＜背景＞

1996（平成8）年3月、アメリカでシーア・コルボーン／ダイアン・ダマノフスキ／ジョ

ン・ピーターソン・マイヤーズの共著としで’our stolen Future”のタイトルで出版さ

れる。発刊と同時に大反響と論争を呼び、世界16カ国で訳書が出版され、いわゆる「環境

ホルモン」問題を世に知らしめることになった記念碑的書物となる。日本では（邦題）「奪

われし未来」が97年の刊行以来20万部を越える大ベストセラーとなり、2001年には増補

改訂版が上梓されている。

1998年1月、環境庁は「化学物質と環境」（平成9年度報告書）において、i）ダイオ

キシンの測定場所を増加すること及びii）内分泌かく乱化学物質と疑われていた物質（ビ

スフェノールA）による汚染が確認されたことを公表し、これにより国内においても「環

境ホルモン」問題について大きな反響が起こることになった。

1．内分泌かく乱化学物質について

（1）内分泌かく乱化学物質とは

環境ホルモンとは「内分泌かく乱作用を有する物質」を意味する。

環境省では、内分泌かく乱化学物質問題について、1998（平成10）年当時、「人や野生生

物の内分泌作用を撹乱し、生殖機能阻害、悪性腫瘍等を引き起こす可能性のある内分泌か

く乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）による環境汚染は、科学的には未解明な点が多く残

されているものの、それが生物生存の基本的条件に関わるものであり、世代を越えた深刻

な影響をもたらすおそれがあることから」環境保全上の重要課題と位置付けた云

内分泌かく乱化学物質をどのように定義するかについては、その化学物質と内分泌系との

相互作用が必ずしも明らかになっていないこと等から、国際的に科学的な議論が続けられて

きているが、世界保健機関・国際化学物質安全性計画（Ⅶ0／IPCS）では、「内分泌系の機能

に変化を与え、それによって個体やその子孫あるいは集団（一部の亜集団）に有害な影響を引

き起こす外因性の化学物質又は混合物」”An・endocrinedisruptorisanexogenou．s substan

Ce Or mixture that alters function（S）of the endocrine system and causes adverse h

ealth effectsin anintact organism，Orits progeny，Or（sub）．populations．”と定義

付けられている。

また、1997年2月に開催されたスミソニアン・ワークショップでは、「生体の恒常性、

生殖、発生あるいは行動に関与する種々の生体内ホルモンの合成、分泌、体内輸送、結合、

そしてそのホルモン作用そのもの、あるいはそのクリアランスなどの諸過程を阻害する性

質を持つ外来性の物質」と定義されている。
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さらに、・2003年5月には、内分泌かく乱化学物質について、「内分泌系に影響を及ぼす

ことにより、生体に障害や有害な影響を引き起こす外因性の化学物質」とする政府見解が

とりまとめられている。

こうした定義に加え、これまで種々の機関等により、内分泌かく乱化学物質を列挙して

いる。これらの中には、すべてのリストに掲げられているものもある反面、差異が見られ

ることも事実であり、現時点での個々の物質についての内分泌かく乱作用の有無、種類、

程度などについては未解明な点が少なくない。

これらの物質には、農薬の有効成分、工業化学物質、医薬品等が含まれているが、既に

我が国で生産、使用、輸入等が禁止されているもの（PCB、DDT、クロルデン等）も含まれて

いる。また、内分泌かく乱化学物質の試験法については調査研究が進められ、その進行に

伴って内分泌かく乱作用が疑われる化学物質の数が変化することも予想される。

近年、有機塩素系農薬、プラスチック容器の可塑剤、洗浄剤中の界面活性剤等は、生体

の内分泌系をかく乱し、人の健康に影響を及ぼすとの懸念が指摘されている。本間題は、

科学的に未解明な点が多く残されているとともに、懸念が指摘されている化学物質や健康

影響が極めて多岐にわたることから、人と化学物質との関わりをめぐって、広く議論が行

われている。

内分泌かく乱作用の有無、強弱、メカニズム等を解明するため、優先して調査研究を進

めていく必要性の高い物質群として、1998年化学物質67物質をリストアップし、その後、

見直しを行い2000年11月に65物質に修正して、各琴の取組みを進めてきた。また、内分泌

かく乱作用を有すると疑われる物質のうち優先して評価に取り組む物質としては、以下の

ものが挙げられている。

表1の物質は、政府のミレニアムプロジェクトにより、平成12年度から3年計画で優先

してリスク評価に取り組む物質として2000年7月及び10月の「内分泌かく乱化学物質問

題検討会（鈴木継美東京大学名誉教授）」で選定されたものである。

なお、これらの物質は、あくまでも文献調査の結果等から有害性評価に進むこととなっ

たものであり、その有害性の有無や程度は今後の検討で判明するものである。

さらに、1999年10月の内分泌かく乱化学物質のトリブチルスズ、ノニルフェノール、

4－オクチルフェノール及びフタル酸ジーn－プチルについては、検討会においてA物質に分類

され、優先的にリスク評価を進めるべきとされた物質である。また、フタル酸ジシクロへ

キシル、ベンゾフェノン及びオクタクロロスチレンは、PRTR制度の対象物質に関する

国会質疑において、SPEED’98で列挙された67物質のうち、何ら規制がなく有害性

の評価が不十分であることから、内分泌かく乱作用に関する試験を優先的に実施するなど

して有害性を確認するよう要請された物質である。
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表1：優先してリスク評価に取り組むべき物質（環境省HP資料より作成）

物　 質　 名 選　 定　 理　 由

33． トリブチルスズ

36． ノニル フェノ⊥ル
平成 10 年度 の環境ホルモ ン緊急全国一斉調査 にお ける 「環 境
調査の最高値」と 「生態影響 の文献 にお ける内分泌か く乱作用 が

36． 4－オ クチル フェノール

40． フタル酸 ジーn－プチル

疑われる最低濃度」帝離が小 さく、また、内分泌か く乱作用 に閑

する文献 が多 くみ られた。

41． フタル酸 ジシクロへキ シル
文献調査や信頼性評価 を行 った結果 、Lak e　らの報告で み られ

た精巣への影 響は、極めて高用量 においての作用 であ り、ごく一

部 の被験動物に作用 が確認 された にす ぎな いが 、内分泌器官 への

影響が認め られている。

46．ペ ンゾフェ ノン
文献調査や信頬性評価 を行 った結果 、Va z らの報告 によると、

アロマ ターゼチ トクローム P4 50 ．との括抗 阻害 を試験管 内試験で

示 してお り、ア ロマターゼチ トク ローム P4 50 はエス トロジ ェン

生成に関与す る酵素である。

48．オ クタ クロロスチ レン
文献 調査 や信頼性評価 を行 った結果、 C hu　らの報 告に よる と

動物実験 によ り甲状腺の組織学的変化が認め られ、内分泌器官で

ある甲状腺へ の影響が懸念 され る。

38． フタル酸 ジー2－エチルへキ シル
文献調査や信頼性評価 を行 った結果 、Poon　らの報告 による と

動物実験 によ り内分泌器 官で ある精 巣及 び生殖へ の影 響が認 め

られている。

（2）内分泌とは

体内の細胞群の中には、細胞で蛋白質・ポリペブタイド・アミン。脂質を作り出し、こ

れを分泌顆粒という状態で細胞質の中に持っているものが多く存在している。

分泌とは、一般的に細胞がその分泌顆粒内の生産物を細胞外に排出することを指してお

り、分泌経路によって外分泌と内分泌がある。汗や唾液、尿など体外へ分泌されるものを

外分泌という一方で、内分泌とは、細胞が放出する化学伝達物質を血管内へ放出すること

をいう。また、内分泌の「内」とは血管のことであり、肺や消化管は体外と通じている事

に対して、血管は体内で閉じた系なので内という。　　　　　　　　　　　　」

例えば、膵臓にはランゲルハンス島と名付けられた細胞群がありこ　この細胞では分泌顆

粒はあるものの、分泌物を作用の場所に導いていくための導管は存在せず、外界と通じて

いない循環血液中に分泌され、代表的な内分泌の一つとされている。
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図1：人の主な内分泌器官の位置（環境省HPより作成）
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一方、いわゆる環境ホルモンは外部から身体に取り込まれ、生体内で生産される本来の

ホルモンの作用をかき乱す、これが内分泌かく乱作用である。現在、環境ホルモンとして

一般に認識されている多くの化学物質が、実は内分泌かく乱作用の「疑いがある」もので

ある。

特に、日本国内では人工の化学物質に特化した作用であるという認識が強いが、実際に

は自然界に存在する物質でも内分泌かく乱作用を持つ可能性がある。例として大豆イソフ

ラボンが挙げられ、化学構造が女性ホルモンのエストロゲンと似ているため、加齢による

エストロゲンの分泌量減少で進む骨粗しょう症などの予防に効果があるとされる一方、過

剰摂取すると逆に発がんの危険性を高めるとの研究結果もある。
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（3）人への影響

内分泌系は、人の様々な生体機能を複雑に制御しており、これがかく乱された場合、種々

の健康影響が生じる可能性がある。

現在のところ、内分泌系への薬理作用を期待して使用されたdiethylstilbestrol（DES）

のような例を除き、化学物質が内分泌系をかく乱することにより、人に健康影響を与える

という確たる因果関係を示す報告は見られない。しかし、一方では、野生動物の調査ある

いは、一部の人の疫学調査等から、女性生殖器系、男性生殖器系、甲状腺、視床下部や下

垂体等への多岐にわたる影響が指摘されている。また、その影響は、直接ぱく露される親

の世代だけでなく、次の世代にも及ぶことが危倶されている。具体的には、子宮がん、子

宮内膜症、乳がん、精子数の低下、前立腺がん、精巣がん、尿道下裂への影響等である。

原因となる物質や作用メカニズム等は未解明なものが少なくない。仮に、内分泌かく乱

作用を指摘する場合には、動物実験等により、要因（化学物質の種類、作用の程度等）につ

いて明らかにしていく作業が必要である。

したがって、内分泌かく乱作用を有する化学物質の人への影響についても、それらの多

くは受容体に対する結合親和性が低いこと、環境中の濃度も一般的には低いレベルのもの

が多いこと等により、一方では直ちに有害反応を引き起こす可能性を疑問視する声がある。

実際に、反応性が極度に強く、しかも直接生体内に多量に投与がなされたDESのような事

例を除けば、個々の物質の正確なリスク評価やばく露評価がなされれば、日常的なぱく露

レベルに対しては、さしあたり必要な対応を取り得るものと考えられる。ただしこその対

応にあたっては、胎生期などを含め生体に、ホルモン制御のかく乱を生じやすい状態がな

いこと、複数の化学物質による予想外の相乗効果がないこと、低用量での反応性に用量相

関性が導き出せないような未知の反応形態がないことなどを前提条件として考慮に入れな

ければならない。また、化学物質の内分泌かく乱作用による人への健康影響を示唆する実

験動物での試験結果も報告されている。

こうしたことから、人への健康影響については、それが顕著ではないまでも∴ある程度

の健康影響を与えている可能性を念頭に置いて、慎重な調査研究と評価が進められる必要

がある。特に胎児への影響については、成人と異なった不可逆性反応なども考慮され、総

合的に調査する必要がある。

このように、内分泌かく乱化学物質問題については、現時点では科学的に未解明な点が

多く残されているため、緊急性を考慮した段階的な計画を立てて対策を進めていく事が重

要となる。

なお、現在のところ、内分泌かく乱化学物質のぱく露と因果関係が疑われると指摘され

ている疾患群のうち、子宮内膜症、乳がん、男性生殖器の発育異常等について、有意な因

果関係を示す知見はないとされる（厚生労働省ホームページ　厚生労働省医薬品局審査管

理課化学物質安全対策室）。
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2．内分泌かく乱化学物質のこれまでの取組み

くり関係省庁の主な取組み

国では、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、農林水産省、文部科学省及び環境省に

ょって、1■由8（平成10）年から「内分泌かく乱化学物質問題関係省庁課長会議」が開催され

ている。

図2：内分泌かく乱化学物質問題の各省庁フロー図　ExTEND2005より

く調査研究＞　　　内分泌かく乱化学物質問題の各省庁プロ一回
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く2）環境省の取組み

環境省では、現在までに主として環境保全の観点から、各種取組みや調査を行っている。

○化学物質環境調査、種々の化学物質を年に数十物質ずつ選択して環境残留状況（川，湖，

海，魚，大気）を把握するものであり、現在までに約900物質を調査している。

○水質・底質モニタリング、化審法（化学物質審査規制法）の第一種特定化学物質を中

心とした化学物質について1986（昭和61）年から継続的に環境残留状況を調査している。

○生物モニタリング、生物（魚類8種，貝類2種，鳥類1種）を対象に30種程度の化学物

質について1978年から継続的に検出状況を調査している。

○指定化学物質等検討調査、化蕃法の指定・第二種特定化学物質について、環境残留性・
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人体ぱく露量を継続的に調査している。

○有機スズ化合物環境調査、化学物質環境調査の結果、有機スズ汚染が全国的に広がっ

ていることが分かり、1985年から継続的に調査している。

○非意図的生成化学物質調査、物の合成や燃焼に伴い非意図的に生成される化学物質と

してダイオキシン類などについて1985年から継続的に調査している（2005（平成17）

年3月14日環境省報道発表資料より）。

O「化学物質の内分泌かく乱作用に関する環境省の今後の対応方針について－ExTE

ND2005－」の公表について

環境省では、1998（平成10）年5月に策定した「内分泌擾乱化学物質問題への環境庁の

対応方針について一環境ホルモン戦略計画SPEED‘98－」を改訂し、今般、「化学

物質の内分泌かく乱作用に関する環境省の今後の対応方針について一ExTEND　2

005－」を取りまとめた。

SPEED‘98策定から5年が経過し、その間、様々な取組みを通じて新たな科学

的知見が着実に蓄積され、また国際的な取組みが進展した等の状況を踏まえ、環境省で

は2003年度から2年間にわたり専門家、消費者団体等を構成メンバーとする「SPE

ED‘98改訂ワーキンググループ」を設置し検討を重ねてきた。

ワーキンググループで取りまとめられた「化学物質の内分泌かく乱作用に関する環境

省の今後の対応方針について（案）」については、2004年12月28日から2005年1月

28日まで、パブリックコメントの募集を行った。その結果については、環境省ホームペ

ージで公開している。

平成17年度からはこの新しい方針に基づき、調査研究等を推進して行く予定である。

※本文中のサブタイトルである－ExTEND2005一は、旦nhanced王ack ori塑docrine

旦isruptionの頭文字に文章の作成年次を添えたものである。

（3）厚生労働省の取組み

厚生労働省では、主として人体影響や労働者の保護の観点から、各種取組みや調査を行

っている。

○国内における人の健康被害防止のためにも、内分泌かく乱化学物質問題に関する調査

研究を推進することに併せ、研究の企画・評価のための組織を拡充するとキもに、こ

の枠組みに産業界の自主的な調査研究への協力、諸外国や関係各省の調査研究結果の

提供等を加え、統合的な研究を推進していく。

○我が国では、化学物質の安全性について評価を行うことのできる研究者が諸外国と比

較して少なく、この間題を総合的に取り組むには、専門的な知識のみならず学際的な
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視点が必要とされる。このため、化学物質の安全性問題に取り組むことのできる人材

育成システムの構築を行う。

○人材育成が遅れていることと同様、研究機器の設備導入が遅れている状況に加え、内

分泌かく乱化学物質は微量で人への健康影響が指摘されているため、高感度の分析機

器が必要とされており、新たに関係研究機閑に機器の整備を図る。

○内分泌かく乱化学物質の作用の有無を確認するため各種の調査研究を実施し、関係省

庁においても、環境モニタリング等調査研究を推進する。

○国際機閑、先進諸外国でも我が国と同様に研究が加速的に推進されており、これらの

調査研究の成果や関連情報は莫大なものになると予想される。このため、様々な情報

を整理し、体系的かつ一元的に管理して、種々の行政目的、調査研究、情報公開等に

役立てていく。

○特に、人の健康に係る事項については、既存の化学物質データベースを有しているこ

と等から、厚生労働省において内分泌かく乱化学物質に係るデータベースの構築を図

る。

（4）経済産業省の取組み

経済産業省では、主として産業活動の観点から、各種取組みや調査を行っている。

○化学物質の内分泌かく乱作用のスクリーニング試験方法等の開発、製造・使用等実態

調査及び化学物質管理政策を行っている。

○化学物質管理のための方針（化学物質管理政策）に沿って、以下の取組みを行ってい

る。

・国際的な協調を考慮した化学物質管理に関する法律の整備。

・人や環境にとって有害な化学物質については、製造・輸入から使用、廃棄に至るま

でそのリスクに応じた規制を行っていく。

・化学物質の適正な管理を進めるために化学物質審査規制法や化学物質排出把握管理

促進法等の法律を整備している。

・事業者による化学物質管理の取組みをより一層促進させるため、本法で規定する化

学物質について事業所からの排出・移動量を把握・届出させるとともに、国はその

集計結果を公表しており、事業者が化学物質の取引を行う際に化学物質の安全性等

に関する情報の提供を義務付けている。

・化学物質の合理的な管理にあたっては、化学物質の有害性やリスクに関する科学的

な知見に基づいて行うことが必要である。このようなことから、化学物質の自然界

中での分解性や生体内に摂取された場合の蓄積性・発がん性等の調査・研究を通じ

て、化学物質の有害性やリスクに関する科学的な知見を収集・評価している。

○化学物質の構造から自然界での分解性や生体内への蓄積性を予測するシステムや遺

伝子を用いた有害性評価システム、大気中・河川中等における化学物質の濃度分布予
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測モデルなど、化学物質の有害性やリスクを評価する新たな手法を開発する化学物質

総合評価管理プログラムを実施している。同プログラムでは、収集した有害性・リス

クに関する知見や開発したリスク評価手法を分かりやすい形で整理するとともに、ホ

ームページ等を通じて国民に広く提供している。

（5）1司土交通省の取組み

国土交通省では、主として水環境の保全及び海洋汚染防止の観点から、各種取組みや調

査を行っている。

○社会経済情勢等からの緊急に人体への影響があるとされる環境ホルモンへの下水道の

対応を検討するため、平成10年度より学識経験者等からなる「下水道における環境ホ

ルモン対策検討委員会」を設置した。2001（平成13）年5月には、下水処理場への流入

水には、高濃度の環境ホルモンが含まれていること、下水処理の過程において、標準

的な方法で約90％、高度処理によって十分安全な基準まで削減が可能であること等が

報告された。一方、浄水処理においては、環境ホルモン対策が技術的に確立されてい

ないのが現状である。

○水道水源水域においては、特に人の健康に関する安全性の面から、その水質改善を図

るため下水道による対策を緊急的に推進する。

○自然と共生する快適・安全な都市・居住空間や国土の構築・地域における水循環系の

健全化に向けた総合的な取組みを推進する。

○水道水源におけるきめ細やかな河川の浄化や下水道の整備・高度化によるおいしく安

全な水道原水の確保に努めている。

○河川においては、緊急性の高い環境ホルモンの水環境中の実態調査等を実施し、環境

省と連携して実態把握に努めるとともに、リスク対策の効果の検証等必要な調査研究

を推進している。また、下水処理場の実態調査の結果、処理過程での環境ホルモン低

減効果が判明しており、この知見を生かして下水処理による環境ホルモン低減を進め

ている。

○海洋においては、従来から行っている油・重金属などの海洋汚染の調査に加え、ダイ

オキシン・有機スズなどの内分泌かく乱作用を有すると疑われる化学物質についても

積極的に調査を行っている。

（6）農林水産省の取組み

農林水産省では、主として食料の品質向上・安定供給の観点から、各種取組みや調査を

行っている。

○農林水産生物への影響実態調査、農薬の作用機構解明等の取組み、食の安全と消費者

の信頼確保のために、生産段階から消費段階にわたる安全性の確保に努めている。

○内分泌かく乱物質問題対策は、安全な食料の安定供給、生態系の保全、農林水産業の
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振興等の観点から重要な課題である。このため、同省においては、影響防止技術の開

発、影響実態把握のための調査等を強化し、総合的な対策を推進している。

○農薬等の農林水産関連物質の安全性を確保するための技術の確立等、一部の農薬につ

いて内分泌かく乱作用が疑われているため、現行の農薬、登録制度による安全確保体

制を充実・強化するために科学的知見の収集試験方法の緊急的見直し、内分泌かく乱

作用の判別技術の確立等の取組を推進している。

○海洋水産資源に及ぼす影響についての実態調査等、環境中に放出された化学物質の影

響は最終的に水域に達することが予想され、実際に魚介類に内分泌作用が疑われる現

象が報告されている。このことから、魚介類について影響実態調査を実施するととも

に、海産生物を試験生物とした再生産（繁殖）影響に係る飼育試験法の開発をしてい

る。

○内分泌かく乱物質の作用機構の解明、分解・無毒化技術の開発等、農林水産業に係わ

る内分泌かく乱物質の作用メカニズム及び環境動態の解明を行い、微生物等及びその

機能を活用した分解・無毒化技術、さらに汚染地域からの効果的な移行・拡散防止技

術の開発を実施している。

○内分泌かく乱物質の溶出の恐れのない食品包装容器の開発等については、食品包装容

器からの内分泌かく乱物質の溶出が懸念されていることから、溶出を防止するコーテ

ィング技術、タンパク質、糖質等の天然成分を原料としたプラスチック等の新素材を

活用した内分泌かく乱物質の溶出のおそれのない食品包装容器の開発、食品中の内分

泌かく乱物質の酵素等を活用した不活性化・除去技術の開発等を実施している。

（7）文部科学省の取組み

文部科学省では、主として学術研究の振興及び研究開発の総合的推進の観点から、各種

取組みや調査を行っている。

○大学等における基礎研究の推進及び産学官の連携による基盤的研究開発等を行ってい

る。

○有害化学物質の環境影響評価と予防原則の経済的分析有害化学物質が環境中に放出さ

れる要因と機構を分析し、その毒性の影響評価に基づいて汚染物質の削減と被害未然

防止の最適戦略（予防原則、費用便益分析、経済的手段、事後責任ルール等）を検討

し、いかなる意思決定ルールと政策手段が選択されるべきかを解明する。

（8）学会の取組み

環境ホルモン学会（正式名称、日本内分泌撹乱化学物質学会）が1998（平成10）年6月に

設立され、その取組みは以下のとおりである。

○内分泌系、免疫系や神経系を乱す可能性のある物質の環境中の濃度、野生動物やヒト

の体内に取り込まれている濃度、体内への取り込まれ方、環境中や体内での分解の方
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法、体内に取り込まれてどのような悪影響を及ぼす可能性があるのか、また、化学物

質がどのような働きをして悪影響を及ぼすのかを理解するために、医学系、理学系、

農学系、工学系、社会科学系など嶺域を超えた研究者のほか、マスコミ、弁護士、N

POなどの参加を得て、年1回の研究発表会や年数回の講演会を行っている。外国か

らも研究活動が注目されており、内分泌かく乱物質に関する研究を世界的にリードし

ている。また、環境省の「内分泌かく乱化学物質問題に関する国際シンポジウム」を

第1回から第7回まで共催した。

（9）産業界の取組み

日本化学工業協会を中心に関連する製品の業界団体は、“お客様に安心して使用していた

だける製品を提供する”との理念のもとに、以下のような取組みを実施している。

○内分泌かく乱作用が疑われるとされた製品については、既に実施していた安全性評価

結果の発信及び必要な安全性の評価を行っている。さらに、その結果の公表、内分泌

かく乱作用に関する研究の推進などを行っている。

産業界においては、自らの製品の安全性等の確認を行うため、積極的に調査研究が進め

られている。

（10）各業種（企業）の取組み

○電気・ガス・熱供給・水道業

・電気業（例として東京電力）

東京電力では、「ダイオキシン類対策特別措置法」の規制対象となる廃棄物焼却炉（火

床面積0．5Ⅰポ以上または処理能力50kg／h以上）を9施設保有しているが、すべての

施設で規制基準を遵守している。規制対象外の小規模焼却炉についても廃棄物処理を

自治体処理に切り替えて使用の中止を徹底している。

・ガス業（例として東京ガス）

ガス事業で取り扱う化学物質はわずかだが、東京ガスでは、「特定化学物質の環境へ

の排出量の把握等および管理の改善の促進に関する法律（PRTR法）」に則した管理を

行っている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

同社は、1999（平成11）年度より、工場跡地等で土壌汚染の可能性のあるすべての社

有地を対象に自主的・計画的な土壌調査を実施し、汚染が判明した場合には、．環境省、

自治体などの関係行政への報告やマスコミへの公表等により積極的な情報開示を行っ

ている。また、対策工事の実施にあたっては、近隣に住む方々を対象に説明会や個別

巡回等を実施し、周辺への影響に対する不安の払拭や対策工事への理解を得ている。
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○製造業

・製紙業（例として王子製紙）

王子製紙では、以下の取組みを行っている。

□生態系への内分泌かく乱作用（いわゆる環境ホルモン作用）が報告されているノ

ゴルフエノール、オクテルフェノールを原料とする界面活性剤などの全廃

□環境中に長期にわたり残留し、生体内に蓄積されることが確認されている食品包

装用途向けのフッ素系撥水及び耐油剤の全廃

□「特定芳香族アミンを原料とするアゾ染料の上市と使用の制限に関する欧州指令

（76／769／EEC）」の遵守（エコマーク協会基準への対応）への取組み

□変真原性（細胞に突然変異を起こさせる可能性、すなわち発がん性と関係のある

特性）が陽性の原材料を使用しない取組み

○建設業（例として鹿島建設）

建設業における環境ホルモンの影響については、今のところ特に問題は指摘されて

いない。しかし、同社を含め建設会社は、様々な化学製品を使用して建造物をつくっ

ている。例えばコンクリートの混和材、塗料、接着剤、プラスチック系の仕上げ材な

ど、化学物質が溶出する可能性が全くないとは言えない。同社では、これらの材料に

ついて積極的に測定や分析を含めた評価を行い、影響低減への取組みを続けている。

すでに住宅分野では，「健康配慮ハウジング」を提案している。これは、住宅室内で

の空気汚染の問題、特にホルムアルデヒド等の揮発性有機化合物の対策について、各

種の技術を開発し統合化したものである。

○運輸・通信業（例としてNTTドコモ）

同社では、該当する設備ごとに監視測定項目を定めて定期的に測定を実施している。

また、全社員などに対する教育・訓練においても、新規に施行される法令、条例やそ

れらへの対応について周知徹底させている。さらに、環境マネジメントシステムで定

めた管理マニュアルに基づき、環境リスクや緊急事態に対応している。

○サービス業

・ごみ処分業、産業廃棄物処分業、特別管理産業廃棄物処分業

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）により、基準を満たさない焼

却炉の使用が禁止されている。特に、ダイオキシン類による環境汚染を防止するため、

大気汚染・水質汚濁・土壌汚染・廃棄物処理に関わる基準、規制、措置等が定められ

ているとともに、小型焼却炉を含む事業系のダイオキシン類排出施設が’特定施設”と

して指定され、施設ごとの排出基準値が設けられている。

特定施設を設置する事業者には、ダイオキシン類対策特別措置法に基づく届出が必
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要となる（詳細はダイオキシン類対策への取組みを参照）。

国会議事録より

2001（平成13）年3月22日　参議院　環境委員会　政府参考人（岩尾絶一郎）

環境省における環境ホルモン対策の現状について。

内分泌かく乱化学物質、いわゆる環境ホルモンは世代を超えた深刻な影響をもたらすおそれ

があり、その解決は環境保全上重要な課題と認識している。しかし、科学的には未解明な点が

多く、OECD等により試験法の確立を初めとする国際的な共同作業が現在進められている。

環境省においては、1998年5月に策定した環境ホルモン戦略計画、S PEED98に基づき各

種の調査研究を展開中である。2000年11月には、新しい知見等を加えてこの計画を改定した

ところである。

現在の具体的な取り組みは、政府を挙げてのミレニアムプロジェクトとして、40物質以上の

化学物質について平成12年度から3年計画でリスク評価を実施することとしており、既に12

物質について開始している。

また、国際的な連携を推進するために、平成11年からはイギリスとの共同研究を推進すると

ともに、平成10年からは環境ホルモンに関しては世界最大規模の国際シンポジウムを我が国で

開催している。さらに、この3月には由立環境研究所に環境ホルモン総合研究棟が完成し、今

後同施設を利用して、我が国はもとより世界における研究拠点としたいと考えている。

こうした取り組みによって我が国が国際的に貢献することにより、科学的知見の蓄積に貢献

し、環境ホルモン問題に対して早期かつ万全の対応を図っていきたいと考えている。
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第2章　食品安全への対応

食生活は、国民の健康な生活の基礎をなす重要なものであり、食品の安全に対する国民

の関心もますます高まってきている。

食品衛生行政においては、食中毒の防止や食品添加物等の安全性確保などの伝統的な課

題に加え1近年の科学技術の発達に伴い、遺伝子組換え食品や化学物質の未知の健康影響

など、新たな課題が生じており食の安全推進の重要性が指摘されている。

1．農轟に開する各省におけるこれまでの取組み

農薬取締法で「「農薬」とは、農作物（樹木及び農林産物を含む。以下「農作物等」とい

う。）を害する菌、線虫、だに、昆虫、ねずみその他の動植物又はウイルス（以下「病害虫」

と総称する。）の防除に用いられる殺菌剤、殺虫剤その他の薬剤（その薬剤を原料又は材料

として使用した資材で当該防除に用いられるもののうち政令で定めるものを含む。）及び農

作物等の生理機能の増進又は抑制に用いられる植物成長調整剤、発芽抑制剤その他の薬剤

をいう。」とされ、また農作物等の病害虫を防除するための「天敵」も農薬とみなすと定義

されている。

農薬は、その安全性の確保を図るため、「農薬取締法」に基づき、製造、輸入から販売そ

して使用に至る全ての過程で厳しく規制された（従来は販売規制が中心だったが、平成14

年12月の法改正で製造・輸入・使用の規制が加わった）。その中心となっているのが、「登

録制度」であり、これは一部の例外を除き、国（農林水産省）に登録された農薬だけが製

造、輸入及び販売できるという仕組みである。

（1）農林水産省での取組み

農林水産省では、「内分泌かく乱物質の農林水産物への影響問題検討会」（座長：都留信

也　日本大学総合研究所教授）を設置し、基本的な対応方針及び具体的な対応方策につい

て検討してきた。

農薬の安全性を確保するためにも、農薬が人や水生生物に対して内分泌かく乱作用を引

き起こすおそれがあるかどうかということを迅速かつ高精度に判別する技術を確立するた

め、農薬登録における試験方法の見直し、水産生物への影響に関する知見の収集・取組方

向の検討、調査研究基盤の整備等をこれまで行ってきた。また、水田や河川等の水系環境

中における挙動についても、把握・解析を行ってきている。

基本的な対応方針として、食料の安全性の確保に万全を期すとともに、農林水産業の有

する力を最大限に活用し多面的機能を十分に発揮させるため、農林水産業が営まれる場と

しての生態系の適切な保全が重要との基本的な考え方の下に、農薬の内分泌かく乱作用の
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把握、農林水産生物に係る影響実態の把握及び環境中の動態や農林水産生物への作用機構

の解明等に関する試験研究を実施しており、これらの事項における科学的知見の蓄積を図

っている。

具体的には、農薬をはじめとする農林水産業関連化学物質の内分泌かく乱作用の検査、

影響評価の実施、農林水産生物等に係る影響実態調査の実施及び生態系における動態と生

物影響や農林水産生物への移行経路・作用機構の解明等に関する調査研究等を行っている。

また、国内外の関係機関との連携強化や消費者をはじめとする国民への総合的な情報提供

を推進している。

（2）厚生労働省での取組み

厚生労働省では「食の安全推進アクションプラン」（厚生労働省　2000（平成12）年12月

策定、2002年2月改定）の中で、国民が日々健康で安心して生活を送ることができるよう、

現行の食品衛生法の枠組み（食品の規格基準、表示基準、営業施設の基準、食品監視など）

に基づいて、迅速かつ的確に、一層の運用強化を図っていくこととしており、「食の安全推

進アクションプラン」を策定し、食品衛生対策の一層の推進と、消費者へのわかりやすい

情報の提供に努めている。

残留農薬対策を取り巻く国内における状況は、輸入農産物の多様化、新規登録農薬の増

加等に伴い、食品中に残留する農薬の安全対策は重要な課題となっている。農薬が残留す

る食品に関しては、食品衛生法に基づいて、適切な安全性確保のための施策を講じること

が求められている。

国際的な状況については、国際的に流通している食品に残留している農薬の安全性に関

して、コーデックス委員会（FAO／WHO合同食品規格委員会）の残留農薬部会におい

て検討が行われている。

ここでは、食品中に残留する農薬の許容限度に関する国際基準を定めており、我が国に

おいても、残留農薬の食品衛生法上の規制、残留農薬基準の策定と基準違反食品の販売の

禁止、不衛生食品等の販売の禁止等の活動に積極的な取組みが行われている。

2．水産生物に対するこれまでの取組み

水産物は日本人にとって古来から重要な食料であり、現代においても、国民が摂取する

全たんばく質の2割（動物性たんばく質の4割）を占めており、その安全・安心の確保は、

我が国の食の安全・安心を図る上でも非常に重要なことである。

安全な水産物の供給には水域環境が良好に保たれることが不可欠だが、これに加えて養

殖生産物については、人為的管理によって安全性が左右されることから、漁場環境の改善

と適正飼育、水産用医薬品や飼料の安全性確保等に一層努力してくことが必要である。ま

た、こうした取組みと併せて、消費者に対する情報提供にも積極的に取り組んでいくこと
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が求められている。

（1）水産庁の取組み

水産庁では、水産物の安全・安心の確保の基本的枠組みと組織の強化として、水産物の

生産状況、養殖水産物の安全性確保に取組んできている。

日本人の平均的な食生活において摂取される魚介類に蓄積されているダイオキシン類の

実態を把握するため、平成15年度から平成19年度まで5ケ年計画で漁獲量、消費量の多

い魚介類についてダイオキシン類の蓄積状況の調査を実施してきている。

日常生活では、いろいろな産地からの多様な魚種を食べ、偏った食べ方を避けるように

すれば、通常、日本人の食生活で摂取されるダイオキシン類の量はTDIの4pgrTEQ／kg体

重／日を十分下回ることができるとされている。

水産庁が実施した平成11年から平成15年度までの魚介類の調査結果からは、魚介類の

種類、生息環境などによりダイオキシン類の蓄積程度に違いが見られた。また、同一水域

の同じ魚種でも個体毎のダイオキシン類の蓄積程度には違いが見受けられるということが

わかった。

魚介類は、良質のたんばく質や多種のビタミン類、動脈硬化等に効果があるといわれる

DHA、EPA等を多く含んでおり、私たちの健康な食生活に大変有用な食品である。こ

れに関して、2004（平成16）年3月16日に厚生労働省から公表された「平成14年度食品か

らのダイオキシン類一日摂取量調査等の調査結果について」において、「一部の食品を過度

に摂取するのではなく、バランスのとれた食生活が重要であることが示唆された」と強調

されている。

（2）農林水産省の取組み

農林水産省では、ダイオキシン対策推進基本指針（1999（平成11）年3月ダイオキシン対

策関係閣僚会議）に基づき毎年度調査を実施し、結果を公表している。

魚介類については、内分泌かく乱化学物質による海産生物（魚介類）への再生産影響試

験法の開発や、内分泌かく乱物質・ダイオキシン類による魚介類への全国的な影響実態調

査を実施している。

また、魚介類中のダイオキシン類濃度の削減のための水域改善方策等の検討や漁業への

影響調査を実施している。

3．食　品

（1）農畜産物に関する取組み

農林水産省では、農畜産物に関する取組みとして、“食の安全環境確立プロジェクト”

を実施してきている。その具体的な内容は以下のとおりである。
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○農場から食卓までのリスク管理の徹底を通じた食品安全性の確保、食品表示の適正化

による消費者への的確な情報の伝達・提供を行う。

○家畜や農作物の病気や害虫のまん延防止による食料の安定供給や、消費者をはじめと

した関係者との情報・意見の交換と施策へ反映させている。

○望ましい食生活の実現に向けた食青の推進のため、食の安全環境確立や消費者を重視

した食品安全行政を進めるため、消費・安全局を発足させた。

《消費・安全局の役割》

消費・安全局の国民生活において果たすべき役割は、国民が安心して食生活を送るために、

安全な食品の供給に加えて、「食」に対する消費者の信頼が得られるよう、安全性をはじめ

とした食品に関する情報の提供をすることにある。

また、食品の安全性の確保のための施策づくりの過程において的確な情報提供と意見交換

を行い、個々の食品についても、わかりやすい表示を進めることにより、消費者が正確な情

報に基づいて食品を選択できるようにすることである。

また、国民一人ひとりが生涯を通じて健全な食生活を送ることができるように、，食につい

て自ら考え、判断ができる能力を養う食青を進めている。このため、国民一人ひとりが自ら

の「食」について考え、判断する能力を養う「食育」を全国及び地域段階で進めるとともに、

「食を考える月間」を中心として「食」に関する様々なイベントの開催などを通じ普及啓発

を行った。

さらに、地域段階では、地場産農産物を活用した学校給食の推進等、「食育推進ボランテ

ィア」を活用した地域における食育活動を進めている。

4．食品包装容器

環境庁（当時）環境ホルモン対策としてスタートさせたSPEED‘98に掲載された

リストにより、消費者の環境ホルモンに対する関心が高まり、食品包装問題として「カッ

プラーメン問題」が起こった。これはカップラーメンの容器から、発がん性が疑われる環

境ホルモンのスチレンモノマーが溶け出すという指摘が環境団体から出て始まっ■たもので

ある。

こうした背景をもとに各省庁及び各団体では、食品の安全性を確保するための食品包装

容器に関する取組みが行われ、溶出を防止するコーティング技術開発、糖質等の天然成分

を原料としたプラスチック等の開発、新素材を活用した内分泌かく乱物質の溶出のおそれ

のない食品包装容器の開発などが行われた。

さらに、食品容器からの溶出動態の把握、生体への吸収性評価技術の開発等を進め、食

品中での微量物質のリスク評価技術等を確立している。
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※食品包装容器とは、カップラーメン、コンビニエンスストア等の弁当、缶詰、食品トレ

ー、ラップフィルムなどを指す。

缶飲料に「環境ホルモン」

研究者発表へ　被覆材から溶出

缶入りの飲料や食品の中に、内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）の疑いがあるビスフェ

ノールAが混じっていることを複数の研究チームが突き止め、11日から京都市である日本内分

泌かく乱化学物質学会で相次いで報告する。缶の内側の被覆材である合成樹脂から微量、溶け

出していると見られる。業界は防止対策を検討、専門家は乳幼児への影響を重視している。

飲料や食品を詰める缶の中には、味やにおいの変化を防ぐため、内側をエポキシ樹脂で覆っ

ているものが多い。この樹脂の原料がビスフェノールAなので、高温殺菌処理時などに缶の中

の飲料や食品へ溶出する可能性がある。

長崎大学環境科学部の有菌幸司・助教授（衛生化学）らのチームは、複数のメーカーのエポ

キシ樹脂を使った缶入り飲料を分析した。コーヒー（4種）の濃度が最も高く、89．6－127．1

ppb（1ppbは10億分の1）。ウーロン薫く2種）で7．2ppbだったほか、スポーツ飲料

や野菜ジュースなどからも数ppb以下で検出された。

有菌助教授は「大人が飲んでも心配ない濃度と思われるが、乳幼児や妊婦から胎児への影響

などを注視していく必要がある。多くの製品を調べていくべきだ」と話す。

＜中略＞

海外では数十p pbでも女性ホルモン作用のあることを確かめた報告がある。国内の製缶企

業の中には、．ビスフェノールAを出しにくい被覆材へ切り替えたり、被覆量を減らす研究を試

みたりしているところもある。飲料メーカーで作る全国清涼飲料工業会は「ビスフェノールA

の健康への影響は不明とはいえ、消費者に不安があるのは事実だ。製缶企業が溶出を防ぐ対策

を検討しつつあり、今後はビスフェノールAが溶け出さない製品が増えていくはずだ」と話し

ている。

国内ではすでにポリスチレン製のカップ麺の容器について、製品状態でお湯を入れると環境

ホルモンの疑いのある「スチレントリマー」がごく微量溶け出すという報告があり、議論にな

っている。

（朝日新聞1998（平成10）年12月11日）
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（1）厚生労働省の取組み

厚生労働省では2000（平成12）年12月「食の安全推進アクションプラン」を策定した。

○食の安全推進アクションプランの内容は、以下のとおりである。

・食品添加物の安全性確保の推進

・食品中の残留農薬の安全性確保の推進

・残留動物用医薬品等の対策の推進

・抗生物質耐性細菌（バンコマイシン耐性腸球菌など）による食品汚染の防止

・輸入食品の安全性確保の推進

・食中毒対策の推進

・異物混入防止対策の推進

・mCCP（ハサップ：総合衛生管理製造過程）の推進

・食物アレルギー対策の推進

・遺伝子組換え食品の安全性確保の推進

・器具・容器包装及びおもちゃの安全性確保

・内分泌かく乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）の調査研究の推進

・食品中のダイオキシン等の調査研究の推進

・牛海綿状脳症（BSE）対策の推進

・保健機能食品制度の創設

・食品衛生行政の推進と情報の提供・公開

（2）器具・容器包装及び玩具等の食品衛生法上の規制

○器具・容器包装等についての規制

食品用器具・容器包装に適用される規格又は基準については、食品衛生法第10条第1

項の規定に基づき設定されている。この基準又は規格に合わない器具若しくは容器包装

を販売し、販売の用に供するために製造し、若しくは輸入し、若しくは営業上使用し、

その規格に合わない原材料を使用し、又はその基準に合わないような方法による器具又

は容器包装の製造は禁止されている。

現在では合成樹脂製の器具・容器包装をはじめ、以下の材質に関して個別に規格が設

定されている。

●合成樹脂製の器具又は容器包装

・ホルムアルデヒドを製造原料とする合成樹脂製の器具又は容器包装

・ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装

・ポリエチレン及びポリプロピレンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装

・ポリスチレンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装
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・ポリ塩化ビニリデンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装

・ポリエチレンテレフタレートを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装

・ポリメタクリル酸メチルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装

・ナイロンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装

・ポリメチルペンテンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装

・ポリカーボネートを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装

・ポリビニルアルコールを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装

●ガラス．、陶磁器及びホウロウ引きの器具又は容器包装

●ゴム製の器具又は容器包装

●金属缶（乾燥した食品（油脂及び脂肪性食品を除く）を内容物とするものは除く）。

（3）厚生労働省の対策

厚生労働省においては、必要に応じ、食品に使用される器具・容器包装等について規格

基準を定めるとともに安全性確保に努めている。

最近では、食品用器具・容器包装等に可塑剤として使用されているフタル酸エステル類

の食品への移行量の調査・研究の結果等を踏まえ、緊急措置として可塑剤としてフタル酸

ジ（2－エチルへキシル）（DEHP）を含有する塩化ビニル（PVC）製手袋の食品への使用を

避けるよう滞導を行った。なお、詳細についてはHPに掲載している。

今後、厚生科学研究の進展等により新たな知見が得られた場合には、飲食に起因する国

民の健康被害防止の観点から、規格基準の設定等適切な措置を講じていくこととしている。

5．その他

（1）家庭用品

①台所用品塩ビ手袋禁止

平成11年度の厚生科学研究等により、市販弁当にフタル酸ジ（2－エチルへキシル）

（DEHP）が検出され、その主たる原因が塩化ビニル製手袋であることが判明し、平成12

年6月の食品衛生調査会毒性・器具容器包装合同部会において審議が行われた結果、当

面の緊急措置として可塑剤としてDEHPを含有する塩化ビニル製手袋の食品への使用を

避けることが望ましい旨の結論が得られ、関係営業者団体等への指導を行っている。

さらに、この間題について厚生科学研究等により検討を進め、DEHPを含有するポリ塩

化ビニル製の食品用器具・容器包装が油分を含む食品に接触すると、容易にDEHPが食

品中に移行することが明確になり、2001（平成13）年7月の薬事・食品衛生審議会食品衛

生分科会毒性・器具容器包装合同部会において、食品用器具・容器包装の規格基準（案）

として、DE肝を含有するポリ塩化ビニルをもって油脂、脂肪性食品の器具及び容器包装

を製造してはならない（ただし、DEHPが溶出又は浸出して食品に混和するおそれのない
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場合はこの限りでない）旨の結論が得られた。

②洗浄剤について

洗浄剤については、食品衛生法第29条に基づき、野菜、果実、飲食器の洗浄に使用す

る洗浄剤が食品衛生法の対象となる。食品衛生の観点からこれまでに、ヒ素・重金属・

メタノール等の試験法、漂白剤・着色料等の規格及び使用基準が設定されている。

（2）玩　具

乳幼児向けのおもちゃについては、口に入れる可能性が高いことから乳幼児が接触する

ことによりその健康を損なうおそれがあるものとして、厚生労働大臣の食品衛生法による

規制の対象となっている。

厚生労働省では、乳幼児が使用する合成樹脂製の玩具に可塑剤として使用されている、

フタル酸エステル類等の摂取に関する調査研究を行っている。

器具・容器包装及びおもちゃに使われる化学物質については、安全性確保のための調査

研究を推進している。

研究の進展により新たな知見が得られた場合には、規格基準の設定等適切な措置を講じ

ることとしている。

（3）労働者の健康（ごみ焼却施設）

厚生労働省では、事業場におけるごみ焼却施設のダイオキシン類による労働者の健康影

響を予防するため、1997（平成9）年10月に中央労働災害防止協会に「廃棄物処理業務等に

おける化学物質による健康障害防止に関する調査委員会」を設け、ごみ焼却施設における

作業環境の実態調査とその対策について検討を進めているが、その検討における中間報告

の中で、ダイオキシン類に対する予防対策の必要性が指摘された。

今後、さらに調査研究を深めるべく、知見の収集に努めているところであるが、ごみ焼

却施設におけるダイオキシン類への対応が社会的関心を集めていることにかんがみ、労働

者が安心して働ける職場を形成するため、当面の労働衛生対策として各都道府県労働基準

局長あてに通達を行った。
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第3章　関連法

1．背　景
1968（昭和43）年に起こったカネミ油症事件（新聞記事参照）のポリ塩化ビフェニル（PCB）

による健康被害を契機に、1973年に化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律が策定

された。

カネミ油症事件が起こるまで人への健康被害の防止は、直接化学物質と接触して被害を

及ぼすような毒劇物の製造・使用等の規制や排出ガス・排出水等の規制によって行われて

きた。

ところがこの事件は、製品の通常の使い方によって環境に放出された化学物質が人の健

康に被害を及ぼしたことで、これまでの化学物質の安全性に関する考え方を根本的に覆す

ものだった。

このため、化学工業の発展に伴って新しい化学物質が次々に製造されるが、PCB（ポリ塩

化どこフェル）に限らず化学物質全般に対してその安全性を確認し、人の健康を損なうお

それのある化学物質の製造・輸入の規制が求められるようになった。

その後、1981年にトリクロロエチレン、テトラクロロエチレンによる地下水汚染問題を

契機に、帝蓄積性ではないが難分解性、長期毒性のある化学物質を第二種特定化学物質及

び指定化学物質（現：第二種監視化学物質）に指定し、規制を行うことになった。

しかし、ここまでの化審法は、人の健康被害の防止のみを目的としており、一般環境中

の動植物への影響を考えていなかった。

また、OECDからも、日本の化学物質管理政策に対して「生態系保全」の考え方を導入す

るように勧告がなされた。

こうしたことから、2003（平成15）年に法律を改正し、動植物への影響に着目した制度の

導入や環境中の放出可能性に着目した制度の見直しなどが行われ、現在に至っている。

カネミ油症／複合汚染として再検証を

今から35年前に起きた「カネミ油症事件」を、どれだけの人が覚えているだろうか。

カネミ倉庫という北九州の企業が製造した食用米ぬか油に、熱媒体のポリ塩化ビフェニール

（PCB）が混入し、西日本を中心に14000人以上もの被害が出た食品公害事件である。妊娠

中の女性から「黒い赤ちゃん」が生まれ、大きな社会問題になった。

これを機に、化学物質の安全性に関する事前審査が義務づけられ、PCBは74年に製造禁止

になった。

しかし、被害者の苦しみは続いている。市民団体が昨夏行ったアンケート調査によれば、直

接の被害者だけでなく、その子どもの女性たちにまで、多くの生殖障害が発生しているという。

カネミ油症の原因は、当初はPCBだといわれていたが、近年の研究では、それが加熱酸化
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されるなどして異性体になった「コプラナーPCB」や「ジベンゾフラン」といったダイオキ

シン類との複合汚染であることが判明している。

しかし、そのことが政府にも一般市民にもあまり認識されていない。カネミ油症患者を認定

する国の診断基準は、PCBが中心でダイオキシンは対象外だ。このため認定患者は約1900

人にとどまっている。

カネミ油症事件は、決して過去のことではない。ダイオキシン汚染や環境ホルモン汚染とし

てとらえ直す必要がある。

1990年代後半、ごみ焼却炉から排出されるダイオキシン汚染が、全国で大問題になった。環

境ホルモンは、ごく微量でも、生殖異常など生体に悪影響を与えることが分かっている。カネ

ミ油症事件を再検証することは、これら今日的な問題の実態把握の糸口になるだろう。

ダイオキシン問題の国際会議では、4年前から、カネミ油症が取り上げられている。しかし、

発生元の日本では、昨夏ようやく「カネミ油症被害者支援センター」が設立され、坤症患者と

ダイオキシン汚染の被害者とをつなぐ取り組みが始まったばかりだ。潜在的な患者の救済も含

め、対策を急ぐ必要がある。

ダイオキシン類の毒性は、半永久的に無くならないとはいえ、PCBが開発されたころは、

こんな環境汚染は予想できなかった。現在、化学物質は十万種以上あるといわれる。単体では

安全と判断されても、環境中で変質するなどして、将来的に危害を及ぼす恐れもないとはいえ

ない。総量規制を考える時期に来ている。

（神戸新聞2003（平成15年）2月8日）

2．関連法について

（1）特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（PR

TR法）

PRTR法とはPollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動

登録）の略称で毎年、どのような化学物質が、どこから、どれだけ排出されてりるか知る

ためのしくみであり、法律で定められた制度である。これまで国民がほとんど目にするこ

とのなかった化学物質の排出に関する情報を国が1年ごとにまとめて公表するものである。

PRTR法では、化学物質を取り扱う全国の事業者が1年間にどのような物質をどれだ

け環境中へ排出したか、あるいは廃棄物としてどれだけ移動したかを国に届け出て、国は

それを集計し毎年公表する。また、家庭や農地、自動車などから排出される化学物質の量

も国が推計し、事業者からの届出とあわせて公表することになっている。

PRTR法の対象化学物質は、その物質が環境中にどれくらい存在しているかによって

「第一種指定化学物質」と「第二種指定化学物質」に分けられている。

第一種指定化学物質は、次のいずれかの有害性の条件に当てはまり、かつ環境中に広く
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継続的に存在すると認められる物質である。

・人の健康や生態系に悪影響を及ぼすおそれがある。

・自然の状況で化学変化を起こし容易に有害な化学物質を生成する。

・オゾン層破壊物質

第二種指定化学物質は、上記有害性の条件に当てはまり、かつ環境中にはそれほど多く

はないと見込まれる化学物質である。

環境中に多く存在している「第一種指定化学物質」は354物質。事業者が排出量を届け

出たり国が事業所以外からの排出量の推計を行うのは、この「第一種指定化学物質」であ

る。

また、土の中でも人に対する発がん性があると評価されたもので特に注意を要する物質

は「特定第一種指定化学物質」と呼ばれ12種類が指定されている。

何万種類もある化学物質のうち、どの物質をPRTR法の対象にするかは、有害性につ

いての国際的な評価や生産量などを踏まえ、専門家の意見を聴いて決められている。PR

TR法の対象事業者業種、従業員数、対象化学物質の年間取扱量という3つの条件があり、

それぞれ一定の基準に合致する事業者は、環境中への排出量及び廃棄物としての移動量に

ついての届出を義務付けられる。具体的には製造業や鉱業、電気業、ガス業などをはじめ

とする23業種が対象となる。

対象化学物質を製造したり、使用したりしている事業者のうち、次の3つの条件に合致

する事業者に届出の義務がある。

表2：対象事業者の条件

車 対象業種 ○金属鉱業○原油及び天然ガス鉱業○製造業○電気業○ガス

業○熱供給業○下水道業○鉄道業○倉庫業○石油卸売業

○鉄スクラップ卸売業○自動車卸売業○燃料小売業○洗濯業

○写真業○自動車整備業○機械修理業○商品検査業○計量証

明業 （一般計量証明業を除く） ○一般廃棄物処分業 （ごみ処

分業に限る）○産業廃棄物処分業 （特別管理産業廃棄物処分業

を含む）○高等教育機関 （附属施設も含み、人文科学系のみを

除く） ○自然科学研究所

② 従業員数 常用雇用者 21人以上の事業者

③ 取扱量等 第一種指定化学物質のいずれかを1 年間に1 t 以上 （特定第一

種指定化学物質については 0．5 t 以上）取り扱う事業所を有す

るなどの要件を満たす事業者

ただし、PRTR が始まってから 2 年間は取扱量が 5t 以上 （但

し、特定第一種指定化学物質については 0．5 t　以上のまま）

の事業所
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（2）化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律

（昭和四十八年十月十六日法律第百十七号）

最終改正：平成一七年四月二七日法律第三三号

化審法は、難分解性の性状を有し、かつ人の健康を損なうおそれがある化学物質による

環境の汚染を防止するため、1973（昭和48）年に制定された。新規の化学物質の事前審査制

度を設けるとともに、PCBと同様、難分解であり高蓄積性を有し、かつ、長期毒性を有

する化学物質を特定化学物質（現在の第一種特定化学物質）に指定し、製造、輸入について

許可制をとるとともに使用に係る規制を行うこととされた。

その後、難分解性及び長期毒性を有するにもかかわらず蓄積性を有さない物質について

も、環境中での残留の状況によっては規制の必要性が生じたことから、1986年に改正され、

指定化学物質及び第二種特定化学物質の制度が導入された。

さらに2003（平成15）年の改正により、動植物への影響に着目した審査・規制制度や環境

中への放出可能性を考慮した審査制度が新たに導入され、2004年4月1日に施行された。

また、これまで我が国で製造、輸入が行われたことのない新規化学物質については、製

造又は輸入に際し、製造・輸入者からの届出に基づき事前にその化学物質が次の性状を有

するかどうかを審査し判定を行っている。

・自然的作用による化学的変化を生じにくいものであるかどうか（分解性）

・生物の体内に蓄積されやすいものであるかどうか（蓄積性）

・継続的に摂取される場合には、人の健康を損なうおそれがあるものであるかどうか（人

への長期毒性）

・動植物の生息若しくは生育に支障を及ぼすおそれがあるものであるかどうか（生態毒性）

なお、審査の結果、難分解性ではあるが高蓄積性ではないと判定された化学物質につい

ては、製造。輸入数量の国内総量が年間10t以下であること等について事前確認を受ける

ことにより、特例として製造・輸入が可能となる。

また、予定されている取扱方法等から見て環境汚染が生じるおそれがないもの▲（中間物、

閉鎖系等用途、輸出専用品）又は、製造・輸入数量が全国で年間1トン以下の化学物質（少

量新規化学物質）として、製造・輸入者からの申出に基づいて国の事前確認を受けた場合

には、上記の届出を要しないこととしている。

化学物質の規制については、それぞれの性状に応じて、以下の措置を講じることとされ

ている。

（D第一種特定化学物質（PCB等15物質）

・難分解性、高蓄積性及び人文は高次捕食動物への長期毒性を有する化学物質を、第一

種特定化学物質として政令で指定

・措置の内容としては、製造又は輸入の許可、使用の制限、政令指定製品の輸入制限、

物質指定等の際の回収等措置命令等が規定されている。
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②第二種特定化学物質（トリクロロエチレン等23物質）

・難分解性であり、人又は生活環境動植物への長期毒性を有する化学物質を、第二種特

定化学物質として政令で指定

・措置の内容としては、製造、輸入の予定及び実績数量を把握する七ともに、環境の汚

染により人の健康や生活環境動植物に係る被害が生じることを防止するため、製造又

は輸入を制限することが必要な事態が生じたときには、その旨認定し、製造又は輸入

予定数量の変更を命令できる。また、環境汚染を防止するためにとるべき措置につい

て技術上の指針を公表し必要に応じ勧告を行うこと、表示の義務付け等により、環境

中への残留の程度を低減するための措置が規定されている。

③第一種監視化学物質（酸化水銀（Ⅱ）等22物質）

・難分解性を有Lかつ高蓄積性があると判明した既存化学物質を、第一種監視化学物質

として告示し、製造・輸入数量の実績等を把握、合計1t以上の化学物質については、

物質名と製造・輸入数量を公表する。

・製造、輸入、使用等の状況又は国による予備的な毒性評価の結果から、環境の汚染が

生ずるおそれがあると見込まれる場合には、製造・輸入事業者に対し有害性（人文は

高次捕食動物への長期毒性）の調査を指示することができ、その結果、有害性を有す

ると判定された場合には第一種特定化学物質に指定される。

④第二嘩監視化学物質（クロロホルム等842物質）（旧法における指定化学物質）

・高蓄積性は有さないが難分解性であり、長期毒性の疑いのある化学物質を、第二種監

視化学物質として告示し、製造・輸入数量の実績等を把握、合計100t以上の化学物質

については、物質名と製造・輸入数量を公表する。

・製造、輸入、使用等の状況からみて当該化学物質による環境の汚染により、人の健康

に係る被害を生ずるおそれがあると見込まれる場合には、製造・輸入事業者に対し有

害性（人への長期毒性）の調査を指示することができ、その結果、有害性を有すると

判定され、被害を生ずるおそれがあると認められる場合には第二種特定化学物質に指

定される。

⑤第三種監視化学物質（新設）

・難分解性であり、動植物一般への毒性（生態毒性）のある化学物質を、第三種監視化

学物質として告示し、製造・輸入数量の実績等を把握、合計100t以上の化学物質につ

いては、物質名と製造・輸入数量を公表する。

・製造、輸入、使用等の状況からみて当該化学物質による環境の汚染により、生活環境

動植物の生息・生育に係る被害を生ずるおそれがあると見込まれる場合には、製造・

輸入事業者に対し有害性（生活環境動植物への長期毒性）の調査を指示することがで

き、その結果、有害性を有すると判定され、被害を生ずるおそれがあると認められる

場合には第二種特定化学物質に指定される。
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［その他の措置］

・監視化学物質、第二種特定化学物質、規制対象外の審査済み物質並びに少量又は低生

産量新規化学物質の確認を受けた物質の製造・輸入事業者は、一定の有害性情報を入

手した場合には、国への報告が求められる。

・監視化学物質又は第二種特定化学物質による環境汚染の防止のため特に必要があると

認めるときは、取扱事業者に対して、取扱方法に関し必要な指導及び助言を行うこと

ができる。

・第一種特定化学物質又は第二種特定化学物質に該当すると疑うに足りる理由があると

認めるときは、必要な限度において、製造、輸入又は使用の制限や使用方法の改善に

関し必要な勧告を行うことができる。
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図3：化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の概要（環境省HPより）

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の概要
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（3）農用地の土壌の汚染防止等に関する法律

（昭和四十五年十二月二十五日法律第百三十九号）

最終改正：平成一七年四月二七日法律第三三号

この法律は、農用地の土壌の特定有害物質による汚染の防止及び除去並びにその汚染に

係る農用地の利用の合理化を図るために必要な措置を講ずることにより、人の健康を損な

うおそれがある農畜産物が生産され、又は農作物等の生育が阻害されることを防止し、も

って国民の健康の保護及び生活環境の保全に資することを目的とする。

［農薬の環境影響の現状］

農薬については、毒性の低い薬剤の開発が進み、毒性及び残留性の高いものは使用され

なくなったことなどから、農薬による環境汚染の問題は少なくなってきている。また、農

薬取締法（以下「農取法」という。）の改正により使用規制が強化されている。しかし、本

来、農薬の使用は生理活性を有する物質を環境中に放出するものであり、今後とも人体や

環境に悪影響を及ぼすことのないよう安全性を評価し、適正に管理していく必要がある。

［農薬の環境リスク対策の推進］

農薬は、農取法に基づき規制されており、農薬の登録を保留するかどうかの基準（農薬

登録保留基準）等に基づいた農林水産大臣の登録を受けなければ製造、販売等ができない。

農薬登録保留基準のうち、作物残留、土壌残留、水産動植物に対する毒性及び水質汚濁に

関する基準を環境大臣が定めている。平成16年度においては、水質汚濁に係る基準として

6農薬（うち基準値改正1農薬を含む累計133農薬）について基準値を設定したこ

2003（平成15）年3月に生態系保全を視野に入れた取組を強化するために改正した。水産

動植物に対する毒性に係る農薬登録保留基準については、2005年4月の円滑な施行に向け、

登録申請の際に必要な試験法の整備等の体制づくりを行った。さらに、農薬登録保留基準

については、国内外の知見や国際的な動向を考慮して、その充実を図るための検討を行っ

た。

特定農薬については、2003年3月に策定した「特定防除資材（特定農薬）指定のための

評価に関する指針」に基づき、特定農薬指定の評価に必要なデータの作成・収集を行った。

さらに、農薬の環境リスク対策の推進に資するため、農薬使用基準の遵守状況の確認、

農薬の各種残留実態調査、農薬の生態影響調査、内分泌かく乱作用を考慮した農薬の環境

リスク管理に関する調査研究を実施した。

（4）土壌汚染対策法

（平成十四年五月二十九日法律第五十三号）

この法律は、土壌の特定有害物質による汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染に

よる人の健康に係る被害の防止に関する措置を定めること等により、土壌汚染対策の実施

を図り、もって国民の健康を保護することを目的とする。

（定義）この法律において「特定有害物質」とは、鉛、批素、トリクロロエチレンその他
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の物質（放射性物質を除く。）であって、それが土壌に含まれることに起因して人の健康に

係る被害を生ずるおそれがあるものとして政令で定めるものをいう。

この法律において「土壌汚染状況調査」とは、土壌の特定有害物質による汚染の状況の

調査をいう。

（5）水質汚濁防止法－

（昭和四十五年十二月二十五日法律第百三十八号）

最終改正年月日：平成一七年四月二七日法律第三三号

この法律は、工場及び事業場から公共用水域に排出される水の排出及び地下に浸透する

水の浸透を規制するとともに、生活排水対策の実施を推進すること等によって、公共用水

域及び地下水の水質の汚濁（水質以外の水の状態が悪化することを含む。以下同じ。）の防

止を図り、，もって国民の健康を保護するとともに生活環境を保全し、並びに工場及び事業

場から排出される汚水及び廃液に関して人の健康に係る被害が生じた場合における事業者

の損害賠償の責任について定めることにより、被害者の保護を図ることを目的とする。

（6）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法

（平成十三年六月二十二日法律第六十五号）

最終改正年月日：平成一七年五月一八日法律第四二号

この法律は、ポリ塩化ビフェニルが難分解性の性状を有し、かつ人の健康及び生活環境

に係る被害を生ずるおそれがある物質であること並びに我が国においてポリ塩化ビフェニ

ル廃棄物が長期にわたり処分されていない状況にあることにかんがみ、ポリ塩化ビフェニ

ル廃棄物の保管、処分等について必要な規制等を行うとともに、ポリ塩化ビフェニル廃棄

物の処理のための必要な体制を速やかに整備することにより、その確実かつ適正な処理を

推進し、もって国民の健康の保護及び生活環境の保全を図ることを目的とする。

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理については、この法律に定めるもののほか、廃棄物の

処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号。以下「廃棄物処理法」とい

う。）の定めるところによる。

（7）労働安全衛生法

（昭和四十七年六月八日法律第五十七号）

この法律は、労働災害防止のための危害防止基準の確立、責任体制の明確化及び自主的

活動の促進の措置を講ずる等その防止に関する総合的計画的な対策を推進することにより

職場における労働者の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進する

ことを目的とする法律である。そのため、各事業活動において必要な資格を有する業務を

免許や技能講習、特別教育といった形で取得することを義務付けている。
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資料1

化学物質の内分泌かく乱作用に関する
環境省の今後の対応方針について

ExTEND2005

2005年3月

環境省
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本文書のサブタイトルであるExTEND2005は、旦如hanced竺ack on塾docrine

⊇isruptionの頭文字に文書の作成年を添えたものである。
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はじめに

環境省では、平成10年（1998年）5月「内分泌擾乱化学物質問題への環境庁の対応方

針について・環境ホルモン戦略計画SPEED－98－」をとりまとめ、平成12年（2000年）11

月に新しい知見等を追加・修正して、2000年11月版（以下「SPEED－98」という。）を

策定した。これに沿って、化学物質の内分泌系への作用に関する研究の推進、環境実態

調査、ミレニアムプロジェクトによる試験法開発及び試験の実施のほか、国際シンポジ

ウムを毎年開催し、さらに日英・日韓共同研究等も推進してきた。

国際的な動向としては、平成14年（2002年）8月、環境省も協力して世界保健機関

（WHO）／国際労働機関（ILO）／国際連合環境計画（UNEP）が「GlobalAssessmentofthe

State－Of－the・ScienceofEndocrineDisruptors（以下「WHOグローバル・アセスメント」

という。日本語訳：内分泌かく乱化学物質の科学的現状に関する全地球規模での評価」）

をとりまとめた。またこの間、経済協力開発機構（OECD）では内分泌かく乱物質の試験

法開発について具体的な提案と試行が進んでいるなど様々な取組を通じて新たな科学

的知見が着実に蓄積されてきている。

平成15年（2003年）5月には、内分泌かく乱化学物質について、「内分泌系に影響を

及ぼすことにより、生体に障害や有害な影響を引き起こす外因性の化学物質」とする政

府見解がとりまとめられている。

このような状況をふまえ、環境省では、平成15年度（2003年）から2年間にわたり専

門家、学識経験者、消費者団体代表等を構成メンバーとするSPEED－98改訂ワーキン

ググループ（以下「改訂ワーキング」という。）を設置し、議論を重ねていただいた。改

訂ワーキングにおいては、まず、これまでの環境省の取組みを概観し、一般向けのパン

フレットにとりまとめた。次に、これまでの取組み事項と、国際的に指摘されている課

題とを比較しながら、今後の課題について抽出した。また、この問題に関する地方自治

体の対応についてヒアリングを行った。

このような過程を経て、今般、環境省が取組むべき化学物質の内分泌かく乱作用に関

する今後の対応方針がとりまとめられた。

環境省としては、この対応方針に基づき、引き続き総合的な化学物質対策の中での内

分泌かく乱作用についての各種の必要な調査・研究を鋭意進めるとともに」国民の理解

を深めるため情報提供とコミュニケーションの促進に努めて参りたい。

2005年3月

環境省環境保健部環境安全課
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Ⅰ　これまでの取組み

1．SPEED，98における基本的な枠組み

環境省では、内分泌かく乱化学物質問題について、平成10年（1998年）当時、「人や野

生生物の内分泌作用を擾乱し、生殖機能阻害、悪性腫瘍等を引き起こす可能性のある内分

泌擾乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）による環境汚染は、科学的には未解明な点が多く

残されているものの、それが生物生存の基本的条件に関わるものであり、世代を越えた深

刻な影響をもたらすおそれがあることから環境保全上の重要課題」と位置づけた。

対応方針の枠組みとして、「①環境中での検出状況、野生生物等に係る実態調査の推進、

②試験研究及び技癖開発の推進、③環境リスク評価、環境リスク管理及び情報提供の推進、

④国際的なネットワーク強化のための努力」を示し、また、具体的な取組みにあたっては、

内分泌かく乱作用の有無、強弱、メカニズム等を解明するため、優先して調査研究を進め

ていく必要性の高い物質群として、化学物質67物質をリストアップし、その後、見直しを

行い2000年11月に65物質に修正して、各種の取組みを進めてきた。
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2．SPEED，98における具体的な取組み

（1）化学物質の環境実態調査及び野生生物の影響実態調査

平成10年度（1998年）から、水質、底質、土壌、大気の4媒体及び野生生物における

SPEED，98においてリストアップされた化学物質の濃度を測定した。

また、室内空気中の濃度、水生生物中の濃度、野生生物中の濃度、食事試料中の濃度

についても、調査手法を開発し一部調査を実施した。（表1）

環境実態調査の緬果は、有害性評価のための試験の実施に際して物質選

定や濃度■（用量）設定の基礎資料として活用してきたが、環境中の・濃度データ

自体は化学物質対策全般に有効に活用し得るものである。

野生生物め影響実態調査では、海産の巻貝の一種であるイボニシでメスにオスの生

殖器官が形成され発達する生殖器異常がわが国沿岸部で広範囲に認められ、

環境中の有機スズ化合物トリブチルスズ、トリフェニルスズとの関連が兄い

だされた。

一方、卵黄の原料となる蛋白質であるビテロジェニンの濃度がオスのコイ

で上昇する等の報告が既にあったので調査を行ったが、体内の特定物質の検

出状況と異常との間に因果関係は見つからなかった。また、多肢カエルの発

生について報告があった地域を含めカエルの実態調査を行ったが、体内の特

定の化学物質の検出状況と異常との間に特定の因果関係は見つからなかった。

表1SPEED’98における環境実態調査・影響実態調査の実施状況
平成10年度～15年度

環境実態調査 室内空気

調査

水生生物調査注1

（魚類 ・貝類）

野生生物

調査注2
食事調査

水質 底質 土壌 大気

測定物質数 6 1 6 1 5 9 3 8 1 2 6 1 4 1 1 3
平成11年度～16年度擾乱化学物質問題検討会資料及び平成14年度～15年度POPsモニタリング調査結果

注1魚類：アイナメ、アユ、イホヾタ寸ィ、げィ、りげアイナメ、オイカワ、オオクチハヾス、カげ、カワムツ、キすげナ、コィ、サケ、サンマ、シげチ、スス○キ、セイコ寸、テラヒ○ァ、ニコやィ、ニシ0マス、ハで、ハヤ、

フナ、ブルーキ÷ル、ヘラブナ、ボラ、マハで、マブナ、マルタ、マルタウク÷ィ、ミナミグげィ、モツコや、ワカサキ†、貝類：イがィ、ムラサキイがィ、ムラサキインコ、ヤマトシシ寸ミの測定結果（測定

対象種は年度毎に異なる）。
注2　ほ乳類：アカネス寸ミ、ツキノワク÷マ、タヌキ、ニホンサ寸ル、ヒク～マ、コ予マフアサやラシ、で二がタアサやラシ、オウキ～ハクシ○ラ、カスやハコやンドゥ、カマイルカ、コデハクシ予ラ、スナメリ、ナがスクシ寸ラ属、

ネスやミイルカ、ハツデスオオキ÷ハクシ÷ラ、マイルカ、ミンククシ○ラ、鳥類：アか一ス○ク、イヌワシ、ウミネコ、エソやフクロケ、オわノハスヾク、オがカ、カワウ、カワウ卵、コミミスやク、シマフクロウ、クマタカ、クマタ

カ卵、チュウヒ、チョウがンボウ、ツミ、ドハ÷ト、トヒ㍉ノ刈、ハイタカ、ハシデげラス、ハヤデす、ハヤデサ卵、7タロク、フクロウ卵、ミサコや、ムクドリ、両生類：トウキョウタやルマがェル、トノサマ

がェル、二ホンアカがェル、ヤマアカがェルの測定結果（測定対象種は年度毎に異なる）。
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（2）生態系への影響評価のための魚類を用いた試験

SPEED’98のリストに基づいて、化学物質ごとに水生生物及び野生生物に対する内

分泌かく乱作用に関連する文献及び試験管内試験（血血試験）に関する文献の検索・

収集を行い、専門家による文献の信頼性評価を実施した。その結果をもって試験対象・

物質を選定し、メダカを用いて、ビテロジェニンアッセイ注3、パーシャルライフサイ

クル試験注4を実施し、必要に応じてフルライフサイクル試験注5を追加した。（図1）試

験濃度の設定にあたっては、試験対象物質の環境中の濃度、既存の毒性情報、物性情

報を参考とした。

28物質で試験を実施した結果、環境中の濃度を考慮した濃度で4ソニルフェノール

（分岐型）と4－t－オクチルフェノールでメダカに対し内分泌かく乱作用を有することが

強く推察され、またビスフェノールAでもメダカに対し内分泌かく乱作用を有するこ

とが推察された。残りの23物質については、明らかな内分泌かく乱作用は認められな

いと判断した（0，P’－DDT及びp，P’TDDEについては2004年12月現在フルライフサイク

ル試験を検討中）。試験結果は表2のとおりである。

メダカを用いた上記の一連の試験結果をもって内分泌かく乱作用に関連する評価を

実施してきたが、実験動物として基礎的知見の集積が進んでいるメダカにおいても、

さらに結果を評価するための関連知見の収集が必要であることや、試験期間の短縮等

の効率化を図ること等が課題として挙げられた。

また、．この他、アフリカツメガェル等を試験動物としたビテロジェニンアッセイ等、

ニホンウズラを試験動物とした性転換試験、オオミジンコを試験対象としたOECDの

試験方法の改良等を行っている。（付属資料④）

注3　ビテロシ■ェこげッセイ：卵黄形成時に卵母細胞に吸収され、卵黄の原料となるメス特有の蛋白質であるビテ
ロジェニンがオスの体内にも見られる現象を観察する。内分泌かく乱作用を検出するための指標の
ひとつとして知られている。オスメダカに試験物質を21日間暴露させる。

注4　ハ0－シャルテイブサイクル試験：受精卵の段階から成熟期を通して試験物質に暴露させて生殖組織への影響など
を観察する。

注5　フルライフサイクル試験：少なくとも2世代にわたり試験物質に暴露することで全生涯を通しての影響を把握
する。
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ビテロジェニンアツセイ

（14～21日間）

三　　三

・ピテロジェこン濃度

・肝指数（HSり

・胚発生、ふ化
・死亡、丘状

暴露後日数

・成長　　・ビテロジェニン濃度
・二次性徴　・生殖農体指数（OSり
■肝指数　HSり　　・生天日捜七日■学

・胚発生、ふ化
・死亡．症状

度
引数

長
次
風
葬
テ
殖
指

成
二
生
産
ビ
生
肝

・旺発生、ふ化
・死亡、症状

0　－30　　　31－60　　　61－90　　　91－120　121－150151－180

1世代日（F。）

胚　一　仔魚 稚魚　～　若魚

2世代目（Fl）

成魚／繁殖　　　　胚　～　仔魚 稚魚　一　若魚

ビテロジェニンアッセイでは雄メダカに21日間、パーシャルライフサイクル試験では受精卵から成熟期を
通して約70日間、フルライフサイクル試験では少なくとも2世代（約180日間）にわたり試験物質を暴露する。
なおメダカが解化して産卵する期間は、約90日から120日程度である。

図1　メダカ試験の概要
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表2　メダカ試験の結果
物質名 試験結果

アシ寸ヒ○ン酸シ中一2－エチルへキシル 頻度は低いものの、精巣卵の出現が確認されたが、受精率に悪影響を与えるとは

考えられず、朋 らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

アミトロール 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

塩化トけェニルスス～ 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

塩化トリデチルススヾ 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

オクタタロロスチレン 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

4十オクチルフェノール ①魚類の女性ホルモン受容体 との結合性が強く、②肝臓中ビテロジェニン（卵黄タ

ンバク前駆体）濃度の上昇、③精巣卵の出現、④産卵数 ・受精率の低下が認められ、

魚類に対して内分泌かく乱作用を有することが強く推察された。

cis－タロルデン 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

2，4ヅク叩フェノール 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

4・ニトロトルエン 頻度は低いものの、精巣卵の出現が確認されたが、受精率に悪影響を与えるとは

考えられず、明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。1

tran s－ノナタロル 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

4・ノニルフェノール（分岐型） ①魚類の女性ホルモン受容体 との結合性が強 く、②肝臓中ビテロジェニン（卵黄タ

ンバク前駆体）濃度の上昇、③精巣卵の出現、④受精率の低下が認められ、魚類に

対して内分泌かく乱作用を有することが強 く推察 された。

ビスフェノールA ①承類の女性ホルモン受容体 との結合性が弱いながらも認められ、②肝臓中ビテ

ロジェニン（卵黄タンパク前駆体）濃度の上昇、③精巣卵の出現、④醇化 日数の高

値（遅延）が認められ、魚類に対して内分泌かく乱作用を有することが推察 された。

ブタル酸シヾェチル 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

フグル酸シ÷－2－エチルへキシル 頻度は低いものの、精巣卵の出現が確認されたが、受精率に悪影響を与えるとは

考えられず、明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

ブタル酸シヾシクロへキシル 頻度は低いものの、精巣卵の出現が確認されたが、受精率に悪影響を与えるとは

考えられず、明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

フタル酸シ十一nプ チル 頻度は低いものの、精巣卵の出現が確認されたが、受精率に悪影響を与えるとは

考えられず、明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

フタル酸シヾプ旺0ル 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

ブタル酸シヾヘキシル 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

ブタル酸シ寸へロンチル 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

ブタル酸デチルヘ寸ンシヾル 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

β－ヘキサクロロシクロヘキサン 頻度は低いものの、精巣卵の出現が確認されたが、受精率に悪影響を与えるとは

考えられず、明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

ヘキサタロロへ寸ンでン 頻度は低いものの、精巣卵の出現が確認されたが、受精率に悪影響を与えるとは

考えられず、一明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

へヾンリヾ7ェノン 頻度は低いものの、精巣卵の出現が確認されたが、受精率に悪影響を与えるとは
考えられず、低濃度（文献情報等により得 られた魚類推定曝露量を考慮 した比較的

低濃度）での明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

へ0ンタクロロフェノール 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

p，p，－D D D 頻度は低いものの、精巣卵の出現が確認されたが、受精率に恵覿響を与えるとは

考えられず、明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。‘

P，P’－D D E 肝臓中ビテロジェニン（卵黄タンパク前駆体）濃度の濃度依存的な上昇、精巣卵の

濃度依存的な出現が認められたため、フルライフサイクル試験を実施後に評価の

予定。

0，P ，－D D T 肝臓中ビテロジェニン（卵黄タンパク前駆体）濃度の濃度依存的な上昇、精巣卵の

濃度依存的な出現が認められたため、フルライフサイクル試験を実施後に評価の

予定。

p，P’－D D T 明らかな内分泌かく乱作用は認められなかった。

httD：／／www．env．go．it）／chemi／end／st）eed98／sl）eed98－20．Ddf
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（3）　ヒト健康への影響評価のためのほ乳類を用いた試験と疫学的調査

①　ほ乳類を用いた試験

ラットを用いた改良1世代試験を開発し（図2）、SPEED’98のリストに基づいて、

対象とした化学物質ごとには乳類に対する内分泌かく乱作用に関連する文献及び試験

管内試験に関する文献の検索・収集を行い、専門家による文献の信頼性評価注6を実施

した。そゐ結果から選定した試験対象物質を用いて試験を実施した。試験にあたって

は試験対象物質の環境中の濃度、ヒトの推定暴露量、既存の毒性情報、物性情報をも

とに試験鱒量及び観察項目の設定を行った。試験用量の設定にあたっては、ヒトが暴
露する可能性のある用量レベルにおいて何らかの反応や非用量相関的な反応があった

場合に検出することをめざして、敢えて従来型のリスク評価を目的とはせず、ヒト推

定暴露量を考慮した用量に原則4群、何らかの有害影響が既に報告されている用量に

原則1群を設定した。経済産業省で進められている子宮肥大試験注7、ハーシュバーガ

ー試験注8、，改良28　日間反復投与毒性試験注9の試験結果も参照し、結果の評価を行っ

た。

28物質でラットを用いた試験を実施し、いずれの物質でもヒト推定暴露量を考慮し

た用量では明らかな内分泌かく乱作用は認められないと判断した。試験結果は表3の

とおりである。

動物試験であるからには、飼料から完全に除去することができず定量に制御すること

もできない物質（たとえば植物由来のエストロジェン作用を持つ物質やフタル酸エステ

ル類など）が存在する中での試験であり、現実的には作用物質の暴露量ゼロであるよう

な対照群を設定することはできない中で、ヒト推定暴露量を考慮した用量のレベルに

おいてこれ以上精密に変化を捉えることには限界があることが明らかとなった。今後

は、ヒトが暴露する可能性がある用量だけでなく、各種の毒性評価の手法も参考とし

た用量設定の検討が必要である。

雌（1せ代目、FO）
暴露期間

剖検等

ラットの妊娠期間はおよそ22日、生㌔鼠を望1日。雌の場合、妊娠可能となるまでは離
乳後およそ30～35日、雄の場合は、包皮分離まで40日前後である。妊娠期間から離乳までの
間およそ43日間にわたり試験物質により暴露される。

図2　ラット改良1世代試験の概要

注6　平成12年～16年度内分泌擾乱化学物質問題検討会資料
注7　子宮肥大試験：未成熟雌ラット又は卵巣摘出雌ラットに試験物質を投与し、子宮重量の変化等によりエスト
ロジェン様作用を評価する試験。

注8　ハーシュバーガー試験（Hershberger試験）：未成熟雄ラット又は精巣摘出雄ラットに試験物質を投与し、前立
腺重量や副生殖器の検査によりアンドロジェン作用を評価する試験。

注9　改良28日間反復投与毒性試験：28日間試験物質を投与し、生殖器官、精子形成状態、血中ホルモン濃度な
ど内分泌かく乱作用との関連が指摘されている指標を評価する試験。
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表 3　 ラ ッ ト改 良 1 世 代 試 験 の 結 果

物質名 試 験結 果

アシやピン酸 シ寸・2－エチルへキシル 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

アミトロール 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（3 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

塩化 トけェニルススや 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

塩化 トげ チルススて 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

オクタタロロスチレン 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

4十 オクチルフェノール 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

cis－タロルデン 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

2，4ヅタロロフェノール 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

4 －ニト叫ルエン 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

tl・a n sリナタロル 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

4・ノニルフェノール（分岐型） 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

ビスフェノールA 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

ブタル酸 シヾェチル 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

フタル酸 シヾ －2・エチルへキシル 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

フタル酸 シヾ シクロへキシル 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

フグル酸シ〇・nプ チル 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（5 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

フタル酸 シヾ プ ロヒ○ル 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は静められなかった。

ブタル酸シ寸へキシル 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

フタル酸シ寸へ○ンチル 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

フタル酸デチルへやンシやル 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は静められなかった。

β－ヘキサタロ吋クロヘキサン 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

ヘキサタロロへナンセヾ ン 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮 した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は羅められなかった。

へやンデフェ／ン 文献情報等により得 られたヒト推定暴露量を考慮 した用量（3 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

へ○ンタクロロフェノール 文献情報等により得 られたヒト推定暴露量を考慮 した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

P，P ’－D D D 文献情報等により得 られたヒト推定暴露量を考慮 した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

P ，P ’・D D E 文献情報等により得 られたヒト推定暴露量を考慮 した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

0，p ’－D D T 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮 した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

P ，P’－D D T 文献情報等により得られたヒト推定暴露量を考慮 した用量（4 用量群で実施）での明らかな内

分泌かく乱作用は認められなかった。

http：／／www．env．go．il）／chemi／end／sT）eed98／sl〕eed98－19．1）df
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②　疫学的調査

ヒトへの影響を検討するにあたっては、実験動物を用いた試験の他、疫学的な手法があ

る。

ヒト先天異常発生等調査、ヒト臍帯を用いたダイオキシン等の化学物質暴露状況に関す

る調査・研究を行い、暴露状況の一端が把握できた。

出生性比調査、泌尿生殖器への影響調査、ヒト精巣重量および精子形成状態に関する研

究を行ったが、ヒト健康影響として懸念された事象の評価には至らなかった。

一般環境における暴露状況と、健康影響として懸念される事象との関連性を評価できる

ような疫学的調査を実施することは困難であった。（表4－1、4・2）

表4－1疫学的調査の概要（1）
概　　 要 結　 ‾果

ヒ ト先 天異 常発
内 分泌 か く乱化 学物 質 が・内分 泌機 構 をか く 血 液 中及 び臍 帯血 中 の化 学 物質 の濃 度 と

乱 す る こ とで ヒ トの先天 異 常等 の発生 に関 尿 道下裂 とい う疾 患 との 因果 関係 につ い
生等調査 与 している可能性 が指摘 され ていたため、ビ

ス フェ ノT ル A 等 と先天 異 常発 生 との関連
性 につ いて把握 す ることを 目的 として、ヒ ト

の妊娠 時及 び 非妊娠 時 の女性 にお け る血 液
中及び臍帯血 中の ビス フェノール A や ノニ

ル フェ ノール の濃度測定 を行 った。 また、上
記 2 物質について、尿道 下裂児や その母親（非

妊 娠時）の血液 中濃度 を測定 した。

て は結論 を出す こ とはできなか った。

ヒ ト臍 帯 を用 い

胎 児 は化学 物 質 に対す る感 受性 が 高い等 の ダイオキシ ン、P C B 類、D D T 類 、ヘキサ

懸念があ ったが、胎児 の化学物質へ の暴露状 クロロベ ンゼ ン（H C B ）、ヘ キサク ロロシク

た ダイオ キ シ ン 況等 につ い て詳細 な検 討 はな され てい なか ロヘキサ ン（H C H ）、エ ン ドサル フア ン、ク

等 の化学 物質 暴 った。そ こでダイオキシ ン類 、P C B 類 、有機 ロルデ ン、植物 エス トロジェン（ゲニ ステ

露 状 況 に関す る 塩 素系化合物、エス トロジェ ン類 ・植物エ ス イ ン、ダイゼイ ン、イ コール）は、調査検

調 査 ・研 究 トロジェ＿ン類等の臍帯中・臍帯血中・母体血 体の 8 0％以上か ら検出 された。一方 、アル

中濃度 と検 出率 を調査 した。 ドリン、エ ン ドリンは検 出 され なかった。

その他、予備議験 の結果 、ビス フェノール

A 、フタル 酸エステル類 、重金 属等 も検 出
されてい る。T b tal P C B で は臍帯／臍 帯血
中濃度 と母体血 中濃度 間で相 関がみ られ

た。 しか し、P C B 同族体 ・異性体 では相

関は見 られ なか った。植 物エ ス トロジェン

のゲニステイ ン、ダイゼイ ンは母体血 中 よ
り臍帯血 中での濃度 が高 い傾 向に あった。

母親 の年齢（もしくは出生年）と化 学物質濃

度 の関連 につい ての検討 が今 後必要で あ

る。

平成16年度第1回および第2回内分泌擾乱化学物質問題検討会資料
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表4－2　疫学的調査の概要（2）

概　　 要 結　　 果

出生性比調査
霞ヶ浦周辺 では出生児 における男児の割合 霞ヶ浦周辺で明らかな性比の変動は見 ら
が低 下しているとい う報告注10 があったた

め、霞ヶ浦周辺及び全国の性比について調査

を行った。

れなかった。

泌尿生殖器への
内分泌かく乱化学物質が ヒ ト生殖機能異常 生殖機能検査については、明確な結果が得

に関与 している可能性が指摘 されたため、大 られなかった。停留精巣については、患児
影響調査 学生を対象に若年男性の生殖機能検査 を実 及び父母について妊娠歴、出生児計測、父

施 した。停留精巣について、3 歳未満の男児 母の食事、服薬、職業に特異なものはみ ら

を対象 とした全国調査を行った。精巣がんに れず、患児に内分泌かく乱化学物質暴露を

関して発生頻度調査を行った。 含む環境要因が影響 している可能性は非

常に低いと考えられた。精巣がんの発生頻

度については、篠患数のゆるやかな上昇が

認 められたが、化学物質 との関連性の有無

を検証するに至らなかった。

ヒ ト精巣重量お
男性の精子数の減少、精巣縮小化等について 死亡時の年代別（2 0 代から 6 0 代まで）にみ

の懸念があるとされていたため、東京都監察 ると、どの年代でも、出生年が後になるほ

よび精子形成状 医務院における異常死体の剖検記鱒の解析 ど身長は増加 していた。しか し精巣重量に
態に関する研究 により、精巣重量及び精巣組織の検討を行っ 関－しては出生年が後 になっても直線的増

た。 加は示 さなかった。出生年 5 年ごとに、死

亡時年齢における精巣重量 を検討 した結

果、出生年が後の調査群になるにつれ、群

内で精巣重量が最重値 を示す年齢が早ま

る傾向にあった。精巣重量 と精子形成量に
は相関が見られた。死因 と精巣重量の関連

に関 しては、栄養失調が死因の場合は精巣

重量が軽く、突然死に相当する死因では精
巣重量が重い傾向にあった。一般の健常成

人のデータは得 られていない。

平成16年度第1回および第2回内分泌擾乱化学物質問題検討会資料

注10　水野玲子（2000）霞ケ浦流域と利根川河口地域における男児出生率の低下．科学，70：113－118．
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（亜　国際的な協力

化学物質の内分泌かく乱作用については、そのメカニズムや暴露との関連の解明、試

験方法の開発など課題が山積しており、国際的な連携・協力の下に調査研究を進めるこ

とが重要である。環境省では、平成10年（1998年）から毎年「内分泌擾乱化学物質問題

に関する国際シンポジウム」を行うとともに、英国や韓国等と二国間共同研究を実施し

ている。またOECDやWHO等の国際機関へも協力しているところである。（表5）

表5　国際的取組みの概要
内分泌擾乱化学物質問題 に 開催地は、H lO 京都市、H ll 神戸市、H 12 横浜市、H 13 つ

関す る国際シンポジ ウム くぼ市、H 14 広島市、H 15 仙台市、H 16 名 古屋 市。 シンポジ

ウムの 日程 は 3 日間。 うち 1 日間は一般 向けプログラム とし

て国内外の取組み状況 について情報提供 を行 った。残 り2 日

間は専門家 向けプ ログラム として世界各国の研究者に よ り最

先端の研究が発表 され、今後の方向性が議論 された。
これまでの参加者は海外 か らの参加者約 500 名 を含 め、延

べ約 1 万人。

（http：／／w w w ．env．gojp／chemi ／end／index 3．htm l）
二国間共同研 究 技術的情報の交換、共同研究の実施、専門家の交換 を目的

として、二国間での合 同ワー クショップ等学術的討議 を開催

している。具体的なテーマは、遺伝子クローニングやホルモ

ン受容体の同定などの基盤 的研究か ら、各国固有の生物種 に

お ける内分泌か く乱作用に関す る影響に関連 した観察まで多

岐 にわたっている。

英国とは平成 11 年か ら、韓国 とは平成 13 年か ら二国間共

同研究を実施 している。平成 16 年からは、試験法開発 におけ

る情報共有を目的 とした米 国 との二国間協力 を開始 した。

（平成 16年度第2 回内分泌擾乱化学物質問題検討会資料）
経 済協 力 開発 機 構 （O E C D ）へ 我 が国において開発▼した試験法 の一部 を、国際的標準試 験法

の協力 と して、O E C D 　に提 案 した（無脊椎 動物試 験法 en ha n ce d

T G 2 11、鳥類試験法 enh a n ce d T G 2 06）。また、O E C I）が進め

ている魚類試験法その他、試験法検証作業にも積極的 に参加

している。

（http ：／血w w ．oecd．org／h om e）

世界保健機 関（W H O ）等への W H O ／IL O ／U N E P は、平成 14 年に、それまでの内分泌か く乱

協力 物質に関す る科学的知見をとりま とめた W H O グローバル ・

アセ スメン トを発表 した。環境省では、 この とりま とめ作業

に協力するとともに、発表 された W H O グローバル ・アセス

メン トを翻訳 し、その日本語訳 （環境省版）「内分泌 かく乱化学

物質 の科学的現状 に関す る全地球規模 での評価」をホームペ

ージ上で公開 している。

（http：／／w w w ．env．gojp／chem i／end／index 4．htm l）



Ⅱ　今後の方向性

1．基本的な考え方

内分泌かく乱作用が注視されることになった発端は、野生生物の生殖異常とホルモ

ン作用を持つ物質の暴露の関連が指摘されたことによるものであったが、野生生物に

おける異変の把握は内分泌かく乱化学物質問題のみならず、生態系を視野においた化

学物質対策の原点であるといえる。

本来、生態系という数多くの要因との関わりの上に成立している事象への化学物質

の影響を、実験によって直接検証することは困難である。このため、まず、国内での

継続的な野生生物の観察を前提として、科学的な調査によって観察された事象が正常

か異常かを判断し、生物個体（群）の変化を捉えることが必要である。次に、その結果

をもとに生態系への影響を推定することとなる。観察された事象が正常か異常かを判

断するためにも、生物種間の関わり合いの状況を把握するためにも、基礎生物学的な

知見を収集しておく必要がある。また、その結果をもとに生態系への影響を推定する

際にも、同様に基礎生物学的な知見の集積が極めて重要になってくる。

生態系への内分泌かく乱作用による影響を調べる際にも、こうした観察の継続や基

礎生物学的な知見の収集が求められ、特に、様々な生物種における内分泌系に関する

基礎的な知見の収集や各種の内分泌かく乱作用のメカニズム等について、基盤的研究

の推進が必要である。一方、環境中の化学物質による生態系やヒト健康への影響を捉

えるためには、暴露の有無、環境中の化学物質の実態の把握が必要である。すでに知

られているように、天然のホルモン様物質（植物エストロジェンや人畜由来のホルモ

ン物質等）があり、環境中の実態把握に際して、これらの化学物質からの暴露につい

ても視野に入れる必要がある。

内分泌かく乱作用に関しては、ホルモン受容体を介した作用と共に、受容体を介さ
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ない代謝過程への作用等も指摘されている。さらに、個体の発生途上における顕在性

の変化のみならず、発生過程で受けた潜在的な影響が後に成体となって顕在化する可

能性も指摘されている。内分泌かく乱作用は研究分野として重要なテーマであるが、

化学物質対策においては、内分泌かく乱というメカニズムを注意深く見るとともに化

学物質の様々な対生物作用やそれによって発現する有害性を総合的に捉える視点が

重要である。

一方で、■上記の基礎的、基盤的な研究とともに、現時点で考え得る知見を利用して

生態系への影響やヒト健康への影響を推定するための種々の試験評価手法を確立す

る必要がある。これまでの調査では、ラットにおいては一般環境中の濃度に比較的近

い濃度で内分泌かく乱作用が推察された物質はないが、メダカに対しては一般環境中

の濃度に比較的近い濃度で内分泌かく乱作用を有することが推察される物質が見つ

かっている。関係省庁における役割分担の中で主として環境保全の観点から取組む立

場である療境省としては、生態系への影響についての試験評価手法の確立と調査の実

施を重点的に検討することが重要であると考えられる。環境省では、OECD等で進め

られている試験法確立に今後も積極的に協力し、国際的な貢献を行っていくこととす

る。

化学物質対策としては、内分泌かく乱作用に着目したデータのみでなく様々な有害

性評価の観点から得られたデータとともに、暴露状況を踏まえ、総合的なリスク評価

を行ったうえでリスク管理へと繋ぐ必要がある。

化学物質に関する情報は、科学的に高度な内容を含むため理解に努力を要すること

が多い。さらに内分泌かく乱作用については不明確なことが多い中、漠たる不安を招

かないためにも、広く、正確な情報を提供し、情報の共有と正確な理解の上に成り立

つリスクコミュニケーションを推進することが重要である。

以上の観点を踏まえ、今後の化学物質の内分泌かく乱作用問題に関する対応として
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は、（1）野生生物の観察、（2）環境中濃度の実態把握及び暴露の測定、（3）基盤的研究の

推進、（4）影響評価、（5）リスク評価、（6）リスク管理、（7）情報提供とリスクコミュニケ

ーション等の推進を基本的な柱とした。

なお、具体的な今後の課題については、国際的に指摘されている課題をこれまでの

環境省の取組事項と比較しながら抽出、分類して参照した。用いた文献は、WHOグ

ローバル・アセスメント注11、WHOワークショップ報告書注12、IUPAC報告書注13、内

分泌かく乱化学物質のためのEC戦略注14である。

注11WHO（2002）Globalassessment ofthe state－Otthe－SCience ofendocrine disruptors，
WHO／IPCS／EDC／02．2．

注12　WHO／UNEP／ILO（2004）Report ofthe jointIPCS－Japan workshop on“Endocrine

disruptors：Researchneedsandfuturedirections”，WHO／IPCS／EDC／0’1／04．

注13J．Miyamoto andJ．Burger（2003）Implication ofEndocrine Active Substancesfor
HumanandWildlife，Scope／IUPAC．

注14EC（2001）CommunicationfromtheCommissiontotheCouncilよndtheEurop？an
Parliament on　theimplementation of the Community Strate嘗y　for Endocrlne

Disrupter8－Arangeofsubstancessuspectedofinterferingwiththehormonesystemsof

lmmansandwildlife（COM（1999）706），COM（2001）262丘nal．
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2．具体的方針

（1）野生生物の観察

世界各地で野生生物の生殖異常が観察され、化学物質の暴露との関連が指摘され、

その発現メカニズムとして内分泌かく乱作用がクローズアップされた。（15頁注11）こ

うした中、世界各地で化学物質暴露の野生生物への影響についての調査がなされてい

る。わが国で野生生物の異変と化学物質（天然および合成ホルモンを含む）の暴露や体内

残留状況との間に特定の因果関係が推定された例としては、イボニシのメスに見られ

た生殖器異常や、オスのコイにおける血中ビテロジェニン濃度の上昇がある（4頁）が、

野生生物の異変に関する報告自体は多くない。

野生生物における異変の把握は、内分泌かく乱化学物質問題のみならず、生態系を

視野においた化学物質対策の原点であるといえる。

かけがえのない環境の保全に資すべく、野生生物の変化やその前兆を、時間軸をも

って捉える努力が必要である。科学的な生態系の観察体制は専門家によって構築され

継続される必要があるが、専門家の活動には限りがある。一方で、子どもたちや一般

市民による地域レベルでの観察は、生態系でみられる変動が自然の変動によるものか

どうかを見埠めることができる知識の習得にも繋がると同時に、限られた専門家によ

る調査の発端となる可能性がある。

当面、着手可能と考えられる具体例を示す。
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①　地域レベルでの継続的な野生生物観察

生活に身近な野生生物の継続的な観察として、各地域で実施されている学校における自然観

察学習や地域住民による観察活動等を活用することができる。こうした活動は地域に根ざした

地道で継続的な観察であり、専門家でないため種の同定その他精度的な限界はあるものの、多

様な生物種を含めた生態系の現状把握に際して欠かすことのできないものであると考えられる。

各地の学校や地域における既存の活動をネットワーク化し、さらに、観察対象生物、観察項目、

調査地点に関する情報等をある程度共通化して情報を集約することにより、専門家による調査

のフィールド選定等に貢献することができる。

また、子どもたちや一般市民が野生生物の観察に参加することにより、生態系に対する関心・

興味が養われ、生態系の多様性が体得されることも期待できる。

当初は、共通に観察する生物種としては、生息域を特定し易い水生生物であり、内分泌かく

乱作用に関する試験法の開発が進んでいるメダカを対象として着手し、その後、対象とする生

物種を増やす等、観察内容の充実を図ることが現実的である。

②　専門家による調査と検討

地域レベルでの観察情報を発端とすることで、限られた専門家が広く全国にフィールドを求

めることが可能となる。専門家のフィールド調査によって変化が疑われた場合には、可能であ

れば個体を捕捉して病理学的に観察するほか、生息環境における様々な化学物質の濃度の測定、

変異原性や催奇形性等を調べるためのバイオマーカーを用いた調査、異変のある個体同士や異

変のある個体と正常な個体の組み合わせ等による交雑実験、化学物質以外の原因として考えら

れる放射線等の調査等、観察された内容に応じ、より詳細な調査を進めることとなる。（図3）

図3　　野生生物の観察および総合的な調査の概念図
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（2）環境中濃度の実態の把握及び暴露の測定

化学物質の環境リスクを的確に評価するためには、有害性に関するデータとともに環

境中における濃度の実態を把握することが必要不可欠である。このため、平成10年

（1998年）以来、SPEED，98でリストアップされた物質の環境実態調査が行われてきた

ところである．。一方、化学物質環境実態調査（以下、報告書が黒表紙であることから「黒

本調査」という）では、昭和49年（1973年）以来、環境中の化学物質の実態を水、土壌、

大気等様々な媒体を試料として用いて分析してきている。しかしながら、環境中に存

在する化学物質は数万種にも及び、調査能力・分析能力には限りがある。

今後は、黒本調査の対象物質の選定に内分泌かく乱作用の観点も取り入れ、さらには

植物由来のエストロジェン等の天然物等も視野に入れて、限られた調査能力・分析能

力を最大限動員して継続的かつ全国的に環境実態を把握し、得られた結果は内分泌か

く乱作用を含め、化学物質に関する種々の対策に幅広く有効に活用することが望まれ

る。（図4）

①　化学物質環境実態調査

i）初期環境調査

環境中での存在の有無が明らかでない化学物質について、その存在の確認を行うことに主

眼を置いた調査を実施する。

並）詳細環境調査

環境中でその存在が確認された化学物質について、高感度の分析法を用いて、水質、土壌、

大気等の環境媒体ごとに定量的な測定を行う。

出）モニタリング調査

難分解性、生体内への高蓄積性等のために経年的な環境中残留量の把握が必要とされる化

学物質について、定期的に高感度の分析法によって調査を実施する。また、高感度の分析法

に切り替える際には、経年的な比較を行うために、過去の試料についても高感度分析を併せ

て実施する。

毎）暴露量調査

暴露経路としての食事、室内空気等を媒体として暴露量を把握する。また、野生生物にお

ける体内蓄積量についても確認を行う。

Ⅴ）ヒト生体試料調査

暴露量担握の一環として特に、ヒト血液、ヒト臍帯血液等の生体試料の化学物質濃度を測
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定する。

②　環境中の化学物質濃度レベルの推計

特定の河川や地域に着目して詳細な化学物質濃度の変化を把握することをより容易（安価かつ実

効性の高いもの）にするため、実測によって収集された基礎データを用いて予測モデルを作成・検

証し、より特定された地域の濃度レベルの変化を推計する。

③　環境試料保存事業

将来、対象とすべき物質の変遷や分析法の進歩に応じて過去に遡って分析することを可能とする

ために、調査に用いた試料の一部を凍結保存する。

④　より高感度な分析法の開発

分析法の選択の際は、再現性、簡便性、コスト等の観点はもとより、要求感度を満たすものであ

ることが必要である。既存の分析手法ではリスク評価に必要な要求感度を満たしていない化学物質

について、環境中に存在するレベルまでの分析を可能とし、暴露（投与）量の正確な把握およびその

評価に資するために、高感度分析法の開発を促進する。

化学物質の管理

○化学物質の審査
及び製造等の規制
に関する法律

○特定化学物質の
環境への排出量の
把握等及び管理の

改善の促進に関す
る法律

初期リスク評価

初期リスク評価を必
要とする化学物質の
暴露量を把握

内分 泌かく乱作用等解明推進

○内分泌かく乱作用に関する試験対象物質
の選定に当たり環境実態を確認
○野生生物の暴露量把握
○ヒトへの一般環境から暴露量の把握

　 辛
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初期環境調査 ：詳細環境調査 －モニタリング
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暴露量調査 ヒト生体試料
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図4　化学物質環境実態調査の体系

89

その他の
化学物質対策

環境中残留量の
経年的な把握



（3）基盤的研究の推進

化学物質の内分泌かく乱作用については、平成10年（1998年）当時と比べると相当に知

見が集積してきた。しかし、依然、未解明な問題は山積している。

野生生物における異変の把握は内分泌かく乱化学物質問題のみならず、生態系を視野

においた化学物質対策の原点として重要である。変化が観察された場合には、基礎生物

学的な知見から、観察された事象が生物個体（群）の異変であるか否かを判断し、その異変

のメカニズムや原因を究明することとなる。その結果、化学物質との関連性が示唆され

た場合には、■内分泌かく乱作用も視野においた検討を進めることとなる。

観察された個体レベルでの事象が、内分泌系のかく乱を通しての一次的影響なのか、

二次的影響なのかを見極めるためには、作用メカニズムについての知識が不可欠である。

また、個体レゲルでの有害影響と細胞・分子レベルでの変化との関連性も明らかにして

いく必要がある。

一方で、現時点で考え得る知見を利用して生態系への影響やヒト健康への影響を推定

するための種々の試験評価手法を確立する必要がある。魚類、両生類等の試験法開発に

ついては、引き続き、OECDの活動に積極的に参加することも重要である。

基盤的研究として考えられる枠組みを図5に示す。

r基鰍抒　穿好　き好邸

図5　化学物質の内分泌かく乱作用に関する基盤的研究
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（D　野生生物の基礎生物学的知見の収集

野生生物の観察によって生物個体（群）の変化やその前兆を発見した場合、そめ変化が異常なも′

のか否かを評価し、その変化のメカニズムを把握する必要がある。その際には、その生物種におけ

る基礎生物学的な知見が必要となる。また、異常または異変と判断される場合においては、その原

因の解析が必要となるが、観察対象となった生息環境における様々な化学物質の濃度測定のみなら

ず、生物側の要因、すなわち、化学物質暴露に対する感受性の差異を規定する要因について情報収・

集を行っておく必要がある。さらに、生物学的知見に加えて、生物に影響を与える環境因子（例えば、

化学物質以外にも放射線、温度や日照の変化などの生存環境の物理的要因の調査等）に関する理解も

欠かせず、観察された内容に応じた調査を進めていく必要がある。

②　個体レベルのアプローチ

生体を用いた試験（元日加わ試験）のような個体レベルのアプローチの長所としては、主に、化学物

質の吸収・体内分布・代謝・排泄が考慮される点、毒性試験として一般的に数十年にわたって使用

されてきた点、広範なメカニズムを評価する点、全内分泌系及びそれ以外の毒性学的評価項目に対

し包括的な評価が行える点などが挙げられる。注15

なお、個体レベルでのヒト健康影響と内分泌かく乱作用に関連する化学物質暴露の因果関係を把

握することを可能とするような疫学的手法についても検討しておく必要がある。

i）化学物質の生体内における挙動の検討

化学物質が体内に吸収され、体内の臓器に分布し、代謝をうけ、排泄されるまでの過程そ

のものを検討する。

並）生殖系以外の標的臓器・機能への作用及び総体としての内分泌系機能への作用

化学物質の内分泌かく乱作用の評価では、甲状腺、下垂体等、生殖系以外の内分泌系にお

ける標的臓器の機能への影響や、また内分泌系・生殖系への影響のみならず、神経系や免疫

系への影響も視野に入れ、統合的な生物学の理解の上に立つ基礎的な知見を収集する。その

際には正常な反応から悪影響とされる反応までをどのように測るかといった基礎的な知見も

重要である。

③　細胞・分子レベルのアプローチ

試験管内での試験（血血試験）のような細胞・分子レベルのアプローチの長所としては、主に、

試験が効率的に実施可能な点（低コスト、自動化、短期間）などや特異的な作用メカニズムの解明に

資する知見が得られる点などが考えられる。注15

注15　USEPA（1998）EndocrineDisruptorScreeningandTestingAdvisoryCommittee（EDSTAC）Final

Report
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i）DNAマイクロアレイの開発

近年、ゲノム技術や蛋白質の構造・機能研究の進展とともに、ゲノム技術を用いて得られ

たデTタを化学物質の作用メカニズムの評価に取り入れようとする様々な検討が行われるよ

うになっている。例えば、ゲノム解析技術を毒性学評価に用いるトキシコゲノミクスでは

DNAマイクロアレイと呼ばれる技術が注目されている。マイクロアレイでは、多数の遺伝子

の発現を網羅的に解析できるという特徴を有し、有害作用の発現メカニズムを遺伝子レベル

で解明する上で画期的な技術であるとされている。

一方、現段階の技術は定量性、再現性、感度等が必ずしも十分ではなく、変動を示した多

数の遺伝子のもつ生体内での役割についての理解に関しても十分であるとは言い難い。また、

長期間暴露の影響や発達期の遺伝子変化における経時的な解析と変化の意味付けも十分では

ない。魂段階では、注目すべき遺伝子（群）のスクリーニング技術として用いられていることが

多いが∴将来的には有用な技術となる可能性があり、さらには影響評価のための技術として

応用展開も期待される。

また、－種々の化学物質影響を的確に評価するためには、メダカなど機軸となる生物種にお

いて生体内の作用を明確にしておく必要がある。

なお、マイクロアレイを用いて得られた、遺伝子発現の変化についての情報は、データベ

ースを構築し、できるだけ公開できるようにすることが望ましい。

五）受容体およびシグナル伝達系の同定

化学物質の作用点の一つと考えられる受容体およびそれに続くシグナル伝達系を同定し、

受容体の構造や発現の解析、関連する遺伝子のクローニング等を行う。

邑）受容体・転写因子等の動態

化学物質の受容体への結合、それに引き続く転写因子の活性化／不活性化を介した遺伝子の

オン／オフなど、細胞・分子レベルでの一連の作用メカニズムを解明する必要がある。

k）受容体を介さない生体統御メカニズムの検討

受容体に結合せず、ステロイドホルモン合成の段階において代謝に影響を与えるメカニズム

について検討する。

Ⅴ）細胞・分子レベルでの影響評価

細胞・分子レベルで変化が観察される際、個体レベルでは表現型としてどのような影響が

観察されるかを明らかにすることが必要である。一方、個体レベルで変化が観察された場合

に細胞・分子レベルでの変化を評価しメカニズムを把握しておくことも重要である。

これらのためには、細胞・分子レベルのアプローチで得られたデータと、血＝yP試験の結

果とを照合することが必要であり、また統括し評価できるデータベースの充実が期待される。

92



④　試験法開発に資する基盤的研究

i）試験動物の基礎的データの整備

実験動物ごとの生体系の内分泌調節についての生物学的知見が必要である。各生物種の内

分泌系に関する基礎的知見を蓄積することにより、個体差・種差・生育条件による変動を把

握した上で、結果を評価する必要がある。正常な状態についての知識なくしては、何が異常

なのか、という判断をすることは不可能である。試験動物種ごとの恒常性により元に戻りう

る変化の範囲の把握や試験動物の発生・成長・性分化・生殖といったことについての基礎的

知見を集積する。

正）バイオマーカー探索

既に試験法として活用されているバイオマーカーのビテロジェニンにおいては、その生物

学的基礎データや、オスでのビテロジェニン産生がもつ生物学的意義といった知見が未だ不

足しており、今後一層知見を集積していく必要がある。

また、ビテロジェニン以外の、高感度かつ特異性の高いバイオマーカーを探索することも

必要である。

揖）血血試験結果と元日功の試験結果との関連性の検討

受容体結合試験などの血l血試験と、元日加わ試験の結果との関連性を検討する。たとえ

ば、スクリーニング試験の結果の擬陽性・擬陰性と高次試験の相関と共通性等について検討

することが必要である。

毎）試験法の開発・検証

広く生態系への影響を評価するために、魚類、両生類等における内分泌かく乱作用を評価

するための手法の開発が求められている。現時点で考え得る知見を利用して生態系への影響

やヒト健康への影響を推定するための種々の試験評価手法を国際的に確立するための研究

の推進も重要である。

各種の試験法は、OECDにおいて様々なレベルで検討中であり、これまで内分泌かく乱作

用に関する試験法開発をリードしてきているわが国には検証試験も含め重要な役割が引き

続き求められている。また、試験法開発の中で、受容体結合アッセイの開発やビテロジェニ

ンアッセイの標準化、メダカを用いた魚類試験法の比較など特定分野では、とくに研究を推

進している国同士での情報交換のため二国間協力体制を維持することも重要である。
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（め　影響評価一．

内分泌かく乱作用に関して取組みを始めた当初は、対象とすべき物質について、その

時点での限られた情報の中からリストアップして示すことは、取組みの大きな推進力

となった。しかし、その後、取組みを進めた結果、試験対象とすべき物質は新たな科

学的知見の集積により絶えず更新し続ける必要があること、取り組むべき物質の範噴

自体も変容する可能性があること、一方で、ある時点で対象とすべき物質をリストア

ップすることにより、あたかも内分泌かく乱作用が認められた物質であるかのような

誤解を与える懸念があるとの指摘もあることから、今後は、一時点でのリストアップ

は行わず、武験対象として取り上げる物質を選定するための考え方、評価の流れを明

確にしておくことが望ましい。

このため、化学物質の内分泌かく乱作用に関する試験対象物質の選定と評価の流れ

を図6のとおり作成した。実際の運用、詳細な条件の設定は、有識者による公開の場

での検討で、広い見識と多くの理解・合意のうえに科学的、客観的に進めていくこと

が重要である。

①　化学物質の内分泌かく乱作用に関する試験対象物質選定と評価の流れ（図6）

内分泌かく乱作用に関する検討を考慮する物質については、生産量や取扱量の全貌が把握困難な

状況では、すべての化学物質の中から、化学物質の規制の対象となっている物質、国内での使用実

態がある物質または国際機関等の公的機関が公表した報告書等において内分泌系への影響、内分泌

系を介した影響等が懸念された物質等を対象とすることとなる。なお、人工的な化学物質だけでな

く、天然由来？物質（植物エストロジェン等）や人畜由来のホルモン等も視野におく。

まず、我が国の一般環境において暴露の可能性があるかどうか、その程度はどのくらいか、とい

う観点から検出状況・測定状況・使用状況を把握する。暴露の可能性があると特定された場合には、

その時点での最新の検索によって抽出された文献情報によって内分泌かく乱作用に関連する影

響・事象情報の評価を行い、試験対象物質の選定を行う。

試験対象となった物質については、他に国内外に同種の試験による検討が行われていない場合は、

試験を実施して結果を評価する。

実施した試験または国内外の同種の試験によって得られた有害性に関する知見及び内分泌かく

乱作用による影響の認められた濃度と一般環境における暴露の可能性を比較した上で、一般環境に

比較的近い濃度で、「ヒトにおいて内分泌かく乱作用が推察される物質」、「ヒト以外の生物種にお

いて内分泌かく乱作用が推察される物質」、「現時点では明らかな内分泌かく乱作用が認められな

かった物質又は現時点では暴露の可能性が低く、現実的なリスクが認められなかった物質」に、そ

れぞれ振り分けていくこととなる。
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全化学物質

■化書法t化管法■環境中や食品中濃度に関する各種規制・基準などに記載された物質
・厘際機関や国内外の公的機関が公表した報告書等において内分泌系への影響、内分泌系を介した影響
または生態影響等が懸念された物質等
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れなかった物質
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測定の実施による
新たな検出の有無

検出された物質

国内で検出

された物質

未検出の物質

信頼性の確認

注：影響有りとする情報とは、
・生殖器、甲状腺、下垂体等の内分泌
系への影響
・内分泌系を介した免疫系や神経系へ
の影響
t生態影響等の影響が認められたとす
る情報を示す

既存の有害性等の知見と比較して、よ
り低い濃度（用量）においてヒト以外の
生物種に対して内分泌かく乱作用が認
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量）と作用の認められた濃度（用量）と
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国内の使用実態の有無

使用実態が認められた物質
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中・生体中・食品中筆での検出の有
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の考慮など）
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影響有りとする信頼性が認められた情報が得られなかった物質
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試験対象物質の選定

［国際的な知見の共有や国内での
制度による検討の結果

現時点の総合的な判断で明
確な内分泌かく乱作用が認め
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既存の有害性等の知見と比較して、
より高い濃度（用量）においてのみ内
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冨崩蒜諒嵩ぶ謂旨、掌豊く乱作
総合的な判断で内分泌かく
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存の有害性に関する知見等との比

ヒト以外の生物種においてのみ
内分泌かく乱作用が推察された物質リスト
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との両難が比較的大きい物質

既存の有害性等の知見と比較して、より低い用量において
ヒトに対して内分泌かく乱作用が認められた物質または
暴露の可能性が想定される用量と作用の認められた用量
との帝雛が比較的小さい物質

ヒトにおいて内分泌かく乱
作用が推察された物質リスト

図6　化学物質の内分泌かく乱作用に関する試験対象物質選定と評価の流れ
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②　試験の実施

OECDでは化学物質の有害性評価に係るさまざまな試験法をテストガイドラインとして位置づ

けている。■テストガイドラインとされるまでには、まず試験法が開発され、裏づけとなる知見が

整理され、実際に検証するための試験が実施されて結果評価が蓄積されなければならない。内分

泌かく乱作用に関してはいずれの試験法も現段階ではOECDのテストガイドラインとなっていな

い。

これまでに、環境省では、化学物質の内分泌かく乱作用による影響を評価する方法として、メダ

カ、ラットを用いた試験を開発し、20物質以上の試験物質で実際に試験を実施してきた。テスト

ガイドラインとなるに至っていないとはいえ、試験の結果と評価は重要な知見として、その一部

はすでに0寧CDに報告しており、これにより、わが国は、国際的に生体内試験（invivo試験）の

開発を牽引する役目を果たしてきている。今後もこれまでの実績をふまえ、一層、裏づけデータ

を集積しつつ、より改善した手法で知見を重ねていくこととしている。

環境省は、関係省庁との役割分担上、主として環境保全の観点から取組むこととなっている。こ

のため、当面、広く生態系への影響を視野に入れた検討に重点を置き、生態系への影響を見るた

めの試験としてこれまでの実績を踏まえ、メダカによる試験を優先的に実施する。一方、ヒトへ

の影響をみるためのラットを用いた試験については、魚類を用いた試験の結果や文献情報からの

評価及びわが国における暴露状況等を勘案して、特に内分泌かく乱作用が推察され、かつヒトへ

の暴露が想定される場合など、必要に応じて実施するべきである。

これまで、．メダカを用いた試験は、ビテロジェニンアッセイ及びパーシャルライフサイクル試

験、必要に応じてフルライフサイクル試験を追加する試験体系のもとで実施してきたが、今後の

試験では、試験結果から得られる情報と必要な試験期間を勘案し、効率化を念頭に置いた試験体

系について改めて検討する。

また、これまで、ラットを用いた試験における試験用量の設定にあたっては、ヒトが暴露する可

能性がある用量領域に特化していた。今後は、各種の毒性評価の手法も参考とし、ヒトが暴露する

可能性がある用量から何らかの有害影響が既に報告されている用量までを包含することによって、

限られた群設定のなかでも有害性評価に資する知見が得られるような用量設定を原則とすべきで

ある。

試験結果の解析・評価にあたっては公開で十分議論できる場を確保する。
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（5）リスク評価

化学物質の環境リスク評価は、評価対象とする化学物質について、生態系およびヒト

の健康に対する有害性を特定し、用量（濃度）一反応（影響）関係を整理する「有害性評価」

と、生態系およびヒトの健康に対する化学物質の環境経由の暴露量を見積もる「暴露

評価」を行い、両者の結果を併せてリスクの程度を評価するものである。（図7）

化学物質のリスク評価においては、内

分泌かく乱作用を単独に取り出して評

生態系保全の視点

図7　リスク評価・リスク管理概念図

価することは適当ではない。化学物質

には様々な作用があり、また暴露を受

ける生体側においても複合し連動した

様々な反応があるため、生体への有害

性として見落としや、原因と結果に関

する誤解を生じるおそれがあるためで

ある。内分泌かく乱作用は、化学物質

の様々な作用の一面あるいはその他の

生体への作用と組み合わされたものと

して評価することが必要である。

（6）リスク管理

現時点では内分泌かく乱作用の観点から、規制的にリスク管理を行うことが必要な化学

物質として該当するものはないと考えられる。しかしながら、今後の知見によって、必要

に応じ対応を検討できる体制を整えておくことが望まれる。
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（7）情報提供とリスクコミュニケーション等の推進

化学物質の内分泌かく乱作用については、まだ科学的に不明確なことが多く、また

理解しにぐい内容を多く含んでおり、平成10年（1998年）当時、大きな環境問題とし七

取り上げられ社会問題ともなった。一般に、一旦「危ないもの」と認識（リスク認知）

してしまうと、その後に安全に関する情報が出ても受け入れにくい傾向があり、わか

らない不安や壊滅的な不安が提示される程、リスクに対する不安は高まるとも言われ

ている。

仮説先行的な漠たる不安を招かないためにも、現在判明していることや不明なこと、

信頼性の高い最新の研究情報等について積極的に国民に情報提供し続けることが必要

である。

さらに、完全にはゼロにできないリスク、化学物質の利便性、代替の導入のための

新たなリスクや地球資源への負荷の増大、植物エストロジェン等の天然ホルモン様物

質の存在等に関する情報について、供給する側、使用・消費する側双方で理解を深め、

環境リスクの許容の程度についてそれぞれが適切な行動を選択できるよう、リスクコ

ミュニケーションを推進することが望まれる。

一方、子供たちが、将来、化学物質のリスクに関する情報を理解し、リスクコミュ

ニケーションに参画しながら、化学物質との向き合い方を自ら判断し選択できる能力

が滴養されるような環境教育の充実も望まれ、このための情報や機会の提供も積極的

に進める必要がある。

（∋　情報提供

i）情報提供のあり方

化学物質と環境リスクの問題は、身近な環境問題として関心が高いが、化学物質に関する情報

は専門的であったり、断片的なものが多く、普段の生活の中で環境リスク削減の取組みを進める

うえで大きな障害となっている。

特に、内分泌かく乱作用に関する情報については、他の化学物質情報とは異なるいくつかの特

徴があり、極めて理解しにくい内容を含むことから、一方的な情報発信では混乱を招く場合もあ

ることが指摘されている。
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○　内分泌かく乱作用に関する情報が持つと考えられる特徴

・仮説が根拠となり懸念を生んでいる場合が見受けられる。専門家に広く受け入れられるに至▼

っていない研究成果の一部があたかも仮説を証明する根拠のごとく扱われることがある。また、

ハザード情報のみが情報として広まり、仮説から導かれ総合的に検討されたリスクが適切に理

解されない状況がある。

・ほ乳類への明確な影響は観察されていない。また、仮説に対し明確に支持する結論も、積極

的に否定する明確な結論も得られていない。相反する結論がある場合、「相反する結論がある

こと」自体も伝わっていない場合があり、特に仮説を否定する研究結果については情報が伝わ

りにくい。

・社会的問題となったことから漠然とした不安がもたれている場合が多く、漠然とした不安そ

のものが増大、維持されている。

・生態系を構成する生物種やヒトに関する生理学的調整の仕組みについて未解明な点が多いこ

とが知られていない。メカニズムそのものおよび化学物質との関連についても未だ不明な点が

多いことが理解されていない。

正）情報提供等に関する取組み（図8）

1）継続的な情報提供とホームページの活用

化学物質の内分泌かく乱作用について、仮説を根拠としている点、相反する研究成果が存在す

る等の情報が十分に伝わるよう、情報を提供し続ける必要がある。ホームページの活用は、環境

省が直接国民に情報を提供し続ける手段として極めて有効である。

2）シンポジウムの活用

シンポジウム等の場を利用した情報提供も、内容とともに企画を工夫することで大きな成果が

期待できる。たとえば、これまで実施してきた国際シンポジウムでは、専門家向けプログラムに

一般向けプログラムを付随させた構成となっていたが、一般向けプログラムについては、わかり

やすい情報を提供し、理解を促進することに主眼を置くこととする。その際、情報が適切に伝わ

ったかどうかフィードバックによる情報提供のあり方の改善に努めていかなければならない。

一方、内分泌かく乱作用の研究は、国際的な協力が必要であるとの認識から、専門家向けプロ

グラムは国際的な情報交換の場として引き続き開催する。また、これまで積み上げてきた日英、

日韓等二国間での協力体制も引き続き維持し、積極的な情報交換を図る。
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l般向l巨市民鰍‾■

図8　情報提供等に関する取組みの概要

3）関係省庁、産学、地方自治体、国民による情報提供、情報交換等の推進

関係省庁間では各省庁における取組み相互の役割分担（図9）を踏まえながら、情報交換を積極

的に進めるべきである。

情報提供は行政から発せられる場合のみでなく、学識経験者や化学物質製造等を担う産業界を

含め産官学からの積極的な情報提供、情報発信が望まれる。

また、地域住民に身近な地方自治体での独自の取組みに対しては、環境省から迅速かつ積極的

な情報提供と意見交換を図る等、支援に努める。

さらに、国民の、科学的理解に立脚した情報の積極的な発信も期待される。

査

○文部科学省
学術研究の振鼻の観点から
大学等における基礎研究の推進
研究開発の総合的推進の観点から
産学官の連携による基盤的研究開発等

○厚生労働省
主として人体影響の観点から
人の暴露実態調査・作用メカニズムの解明・
人に対する健康影響評価
内分泌かく乱作用の毒性評価方法等の確立
主として労働者の保譜の観点から
労働環境の内分泌かく乱化学物質問題に関す
る研究

○農林水産省
主として食料の息皆向上・安定供絵の観点から
農林水産生物への影響実態調査、農林水産生
態系での動態解明、農薬の作用機構解明等

内分泌かく乱化学物質問題
関係省庁課長会議
（幹事会）

○経済産業省
主として産業活動の観点から
化学物質の内分泌かく乱作用の
スクリーニング試験方法等の開発、
製造・使用等実態調査

○国土交通省
主として水環境の保全の観点から
河川、下水道に係る調査研究
主として海洋汚染防止の観点から
海洋汚染調査等

○環境省
主として環境保全への観点から

・野生生物の観察と調査
・環境実態調査
・環境実態と生態影響評価をふまえた
リスク評価
・農薬の総合的リスク評価・管理手法
の検討等

く成果〉
内分泌かく乱作用を有する物質の把握、試験方法の確立等

環境汚染の実態把握、環境中挙動・作用メカニズムの解明、人への健康影響評価、環境リスク評価等

く内分泌かく乱化学物質に関する総合的な対策の推進〉
・健康、生態系への影響の未然防止対策（厚生労働、農林水産、経済産業、国土交通、環境）・河川、下水道での対策（国土交通）
・食品、食巻包装、家庭用晶等の安全確保対策（文部科学、厚生労働、農林水産）・農薬の安全確保、適正使用（農林水産、環境）
・環境への排出抑制（環境）・労働環境の安全確保（厚生労働）・業界の技術指導、代替品開発等（農林水産、経済産業）

図9　各省庁の取組み役割
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②　リスクコミュニケーション

平成16年版環境白書によれば、化学物質におけるリスクコミュニケーションとは、「化学物

質に関する正確な情報を市民・産業・行政等のすべての者が共有しつつ相互に意思疎通を図る」

ものとされている。

化学物質に関するリスクコミュニケーションは、

事業者と地域住民といった利害関係者が意見を交

換し、想定される被害の未然防止と自主管理の推進

という観点から行われることが一般的である。しか

し、必ずしも科学的に明確になっていない部分が大

きくリスク不安の高い内分泌かく乱化学物質問題

においては、様々な立場の人々が一堂に会して双方

向の情報提供と意見交換を行う場として重要であ

る。まずは、内分泌かく乱化学物質問題に係るリス

クコミュニケーションのあり方、具体的な展開の方 図10　リスクコミュニケーションの概念

法の開発をリスクコミュニケーションの専門家も

交えて行う必要がある。

他方、リスクコミュニケーションの場（図10）として、たとえば現在、市民、産業、行政の

代表で構成され、化学物質の環境リスクに関する情報の共有と相互理解を目的として環境省が実

施している「化学物質と環境円卓会議」（httT）：／／www．env．銅．jT）／chemuentakn／index．htmi）等の積極的

な活用が挙げられる。また、地方自治体においても、同様の場の提供が望まれるこ環境省が実施

した地方自治体へのヒアリング（付属資料⑥）ではリスクコミュニケーションの重要性が認識さ

れており、今後の地方自治体での化学物質行政の柱の一つとして検討されていくことが期待され

る。自治体版円卓会議の開催などによって、地域のニーズに応じたリスクコミュニケーション推

進が図られることが期待される。

内分泌かく乱作用に係る環境リスクをどのように受け止めるのか、どの程度受容するのかにつ

いては個々の立場で異なることもあり、価値観に関する相互理解を深めるコミュニケーションが

重要である。
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③　環境教育

科学への批判力が育っ七いない幼い段階での教育では偏った情報の刷り込みになるおそれがある

という指摘がある。しかし、一方で、すでに子どもたちは情報の氾濫のなかにさらされている。、内

分泌かく乱作用問題に関しては、特に、情報がわかりにくいのみならず、次世代影響に関する懸念

が関心をよんでいるため、子どもたちが問題の内容を理解するより前に周囲のおとなたちからの情

報で漠然と不安を持つおそれもある。

子どもたちが将来、化学物質を使用するうえでのリスク、利便性、コストについて自ら考え、化

学物質との向き合い方を自ら選択できる力を洒養できるような教育が展開されることを期待したい。

その際、化学物質とどのように付き合っていくのかという観点では、環境省としては、できる限り

子どもを対象としたわかりやすく正確な情報発信に努めて参りたい。さらに、産官学から信頼性の

高い情報が、伝え方のツール等とともに提供されることが望ましい。



おわりに

「化学物質の内分泌かく乱作用に関する環境省の今後の対応方針について」に沿った

取組みを行うにあたっては、調査・研究・事業について、広く公開された企画・評価体

制を確立しておく必要がある。全体の取組み推進体制について図11に示す。

さらに、取組みによって得られた情報や研究成果は、国際的に共有すべきであり、国

際機関の試験法の標準化等の活動への積極的な参加が重要である。また、関係機関間

での役割分担と情報の共有も、これまで以上に進めるべきである。

中央環境審議会
環境保健部会

化学物質の内分泌かく乱作用に
関する検討会（仮）

中環審　化学物質評価専門委員会

基盤研究・企画評価
検討会

基盤的研究の研究

リスクコミュニケーションの推進

情報提供・シンポジウム

野生生物の観察

環境教育

国際的連携

彪讐辞辞め尭好

≒三
〇恕風評好
（つ去就静の臭遊‘

○炭酸結果の紺等

こき二二、
〇棚蒼・炭窟

・初期環境調査検討作業、
・詳細環境調査検討作業
・モニタノング・暴露量調査
（一般環境）検討作業
・ヒト生体試料調査
（室内空気、食事、野生生
物）検討作業
・水、大気系、LC／MS
分析法開発検討作業

化学物質環境実態調査

物質選定検討会

図11環境省における取組みの推進体制

今後さらに、国民のニーズに応えつつ、また国際的にも貢献していくため、本方針に

沿った取組みを積極的に推進して参りたい。

なお、以上の本方針は、現時点における科学的な知見その他の情報に基づいて判断さ

れたものであるが、今後の調査・研究の進展等によって新たな知見が得られた場合等に

おいては、環境省はそれらを踏まえて本方針がより適切なものとなるよう必要な見直し

を行うこととしている。
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⑤WHOグローバル・アセスメント及びその後得られた科学的知見による化学物質暴露と観

察された事象との関連性に関する評価について

WHOグローバル・アセスメントは、未解決事項が多々残されたまま懸念事項が次々に公表されている事

態の中で、外因的な内分泌かく乱の科学的最新知見について客観的かつ地球規模的なアセスメント作成へ

の要請に応えるために作成された。（表⑤－1）第7章では、内分泌かく乱作用の介在が疑われる事象

（（9－2）について世界中で査読された科学文献からの評価が行われている。

WHOグローバル・アセスメント作成以降に公表された、またはWHOグローバル・アセスメントでは指摘

されていないわが国国内で観察された、内分泌かく乱作用の介在が疑われる事象について、学識経験者の

助言のもとに、観察された事象と要因との関連性を評価した。さらに、文献からの評価を参照しつつ今後

の対応についての分類を行った。（表⑤－3）

表⑤－1　WHOグローバル・アセスメントの構成

章　　　　　　　　　　　タイトル

第1章　　エグゼクティブ・サマリー
第2章　　緒言と背景
第3章　　内分泌学と内分泌毒性学
第4章　　野生生物
第5章　　ヒト健康
第6章　　ヒト及び野生生物における特定の潜在的内分泌かく乱化学

物質曝露
第7章　　内分泌かく乱化学物質を評価するための原因クライテリア

ーフレームワーク案一

第8章　　全般的結論及び調査研究の必要性

WHOグローバル・アセスメント：日本語訳（環境省版）

環境省ホームページ　http：／／www．env．go．jp／che雨／end／index4．html

⑤－2　WHOグローバル・アセスメント及びその後得られた科学的知見による化学物質暴露と観察
された事象との関連性に関する評価に用いた文献一覧等

1）Damstra，TリS．Barlow，A．Bergman，R．KavlockandG．vanderKraakedited（2002）GlobalAssessmentof

theState－Of－the－ScienceofEndocrineDisruptors，fmaO2．2
2）染谷稔（2002）内分泌撹乱化学物質の野生生物への影響、頻身許忽126，96－104．

3）高瀬稔（2003）野外両生類の幼生における生殖腺異常発生率についての研究、脚学忍合併究屏牢厨、22，
33－40．4）倉橋典絵、岸玲子（2003）停留精巣の発症要因に関す．る疫学研究、β緻57，636－644．

5）平原史樹、住吉好雄、鈴木恵子、松本博子、山中美智子、田中政信、本多洋、坂元正一（1999）本邦における先

天異常発生の状況とその推移、βネオ僻学会緻12，1，64－66．

6）Sumiyoshi，Y，Hirahara，F．，Sakamoto，S．（2000）Studies on thefrequency ofcongenitalma坤rmationsin

JapanandAsiancountries．αmgen血1ABOmah毎40，S76－S86．

7）Hirahara，F．，Sumiyoshi，Y，Yamanaka，N．，Andoh，N．，SllZuki，K．，Matsumoto，H．，Tbkoro，Y，Katoh，C．，Ae，T・，
Kodata，M．，Tanaka，MリKiyokawa，H．，Honda，H．，Sakamoto，S．（2000）TheprevalenceofhypospadiasinJapan

fromtheanalysisofJapanbirthdefectsregistryOAOG），JapaneselもratologySocietyAbstractq，19A・

8）荒川千賀子、吉永淳、水本賀文、安部正雄（2003）ヒト生殖能の評価手法に関する予備的調査受胎待ち時間調査

法に関する検討、β本公療鑑50，5，414－419．

9）Katsuyllki，B．，Nishida，T．，Yoshiike，M．，Nozawa，S．，Hoshino，TJwamoto，T．（2000）CurrentstatllSOf
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表⑤－3　文献上の評価に基づく内分泌かく乱作用に関する事象の分類
文献か ら見た内分泌か く乱作用の 内分泌か く乱作用の介在が疑われ る事象 分類
介在 が疑われ る事 象 と要 因 との

1関連性 に係 る評価

⑤－2 文献番号

・「ED C 注15 メカニ ズム」の評価が 「強」 ・海産腹足綱動物イ ンポセ ックス 環境 省 と して調 査 ・

16⊃17，18，19，20，21，22，23，24，25，26，27，28，29，30，31，32） 研 究 の 実施 を検 討す
・魚類 の ビテ ロジェニン誘導

38，39，40，41っ42，43，44）

・魚類 の生殖変化
45）

べ き項 目

・ED C メカニズム評価 が 「中」

・アザラシ生殖機能低下 33）

・トリ幼胚死 亡 ・水腫 ・奇形症候群

環境 省 と して積 極 的

に観 察 ・文献収 集 に
・ED C メカニズム評価 が 「弱」 努 める項 目
で あ り 「事象」 （内分泌 か く乱作用の介在 （トリG L EM ED S）2，34，35）

が疑われ る事象 と暴露 との関連性）の評価 ・カメ生殖異常　3 6 ）
が 「強」 または 「中」 ・コイ等 の発生異 常 と繁殖低下 26 37）

・ヒト子宮内膜症　4 6 ） 環境 省 と して 新た な

」ヒ ト神経行動 障害 情 報 が得 られ た時 点

47，48，49，50，51，52，53） で 対応 を検 討 す る項
・ヒ ト免疫機能 か く乱

50，54，55，56，57，5g，59，60，61，62，63）
・ヒト生殖器の先天異常4 ，5 ，6 ，7 ）

・ヒ ト受胎能 ・生殖能へ の影響 8，9）

目

・ED C メカニズムの評価 が 「中」とされ、 「事 ・集団性 水鳥 卵殻 薄弱
象」‾の評価 が 「強」 とされ たが関連 した国 ・カエル 四肢 奇形
内情報 の追加 がなかった ・カエルの生殖腺異常　6 5 ）
項 目 ・ヒト乳がん発生　6 4 ）
・E D C メカゴズ ム及び r事象」の評価が 「弱」 ・ヒ ト精液 質 ・精 巣機能 の低 下
または 「N D ：関連 デー タな し」 と評価 され 26，49，66，67，68，69，70，71，72，73，74，75）
た項 目 ・小児悪性腫 瘍 10）

・児童の骨代謝 への影響 11，12，13；14，15）

注15　EDCはErldocrineDisruptingChemicalsの略で内分泌かく乱作用の要因となることが疑われる化学物質。



WHOグローバル・アセスメント第7章に準拠して、カエルの生殖腺異常、ヒト生殖器の先天異常等、国
内で観察された内分泌かく乱作用の介在が疑われる事象及びWHOグローバル・アセスメントで検討された
事象について国内文献を用いて評価した。
国内における生態影響に関する文献及び国内におけるヒト健康影響に関する文献の収集には、文献デ
ータベースを利用した。文献検索データベースとしては、国内の情報源が比較的広い独立行政法人科学
技術振興機構が提供するオンライン文献検索システム（JOI S）等を利用した。
得られた国内情報の評価作業に当たっては、生態影響、ヒト健康影響、暴露、作用メカニズムの4分
野（1分野3名、合計12名）の専門家による作業グループで、収集した文献により、懸念される事象
と化学物質暴露との関連性及びその関連性における内分泌系が介在するメカニズムの関与の有無につい
て評価した。我が国における内分泌かく乱作用の介在が疑われる事象の評価結果及び、WHOグローバル・
アセスメントで検討された事象に関する我が国での追加・関連情報については、関連データなし（ND）と
評価されるものが多かった。（表⑤－4，表⑤－5）

表⑤－4　国内で観察された内分泌かく乱作用の介在が疑われる事象の評価

内議必かく舌は乍用の 内～泌 く舌肌用 時間的な 関重陽7） 一謝生 全額庁的 回復 暴露した際の 事象 Ⅲ：X二

介在が疑われる

事象

⑤－2文献番号

の屑由梢討＝れる 合嘲生 強さ 整創生 影響 メカニズム

カコプレの

生殖腺異常

2，3）

化笥勿質 ND N R

中

N q

弱

ND ND Nq

弱

中

ND ND

ヒト媚 の イ蜃物質 N R N q N q 叫 ND Nq NR NR

先天異常 弱 弱 喝 弱 弱 弱 喝

4，5，6，7） 中細 に 中庄E Sに 中紅）B 及び工 中細 につ 中 心B 及びエ

づいつ っいつ ストログン製

剤m TO

い0　■ ストロゲン製剤

に′ユTO

受胎能・生殖能 化報 N q Nq Nq Nq ND Nq Nq Nq

ノ＼成影響

8，9）

弱

中

弱 弱 弱 弱 弱中 弱

／J腰 弱蛸瘍 化笥勿質 N q Nq Nq Nq ND Nq Nq N q

10） 弱 弱 弱 弱トンジバこ

つい0

弱 弱 弱いンジバこつ

い0

児壷の骨代謝 ディーゼルエンジン N q Nq ND Nq 叫 Nq Nq N q

′＼¢影響

11，12，13，

14，15）

柳気ガス 弱 弱

中

弱 弱 弱

中

弱 弱

・EDCはEndocrineDisruptingChemicalsの略で内分泌かく乱作用の要因となることが疑われる化学物質を指す。
・NDは関連データなし。

・EDCsの影響評価のための「時間的な合理性」「関連性の強さ」「一致性」「生物学的整合性」「回復」の各評価因子に

ついて、科学的関連の強さを弱～強にランク付けした。

・各欄には、今回文献評価を実施した複数の検討員の評価結果を併記した。

・「暴露した際の影響」は、個体や個体群に作用する仮定的要因に関連するかどうかを、「関連性の強さ」欄及び「一致

性」欄の評価結果を記載した。

・「事象」欄（懸念される影響と化学物質暴露との関連性）については、「時間的な合理性」欄及び「回復」欄の評価結

果を記載した。

イEDCメカニズム」（懸念される影響と化学物質暴露との関連性において内分泌系が介在するメカモズムが関与してい
るかどうか）欄については、「生物学的整合性」欄の評価結果を記載した。
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表⑤－5　WHO．グローバル‘アセスメントで検討されている項目に関する我が国での文献情報の有無
（WHOグローバルアセスメント第7章table7．1table7．2に加筆）

内 分 泌 か く乱 作 内 分 泌 か く乱 国．内情報

⑤ － 2 文

献 番 号 ．

時 間 的 関 連 性 の 一 致性 生 物 学 的 回復 一事 象
E D C メ 発

用 の 介 在 が疑 わ

れ る事 象

作 用 の介 在 が

疑 わ れ 事 象 の

要 因

合理 性 強 さ 整 合 性 カ ニ ズ

ム

現

影

響

海 産 腹 足 綱 動 物

イ ンポ セ ッ ク ス

－T B T
1 6，1 7，18 ，

1 9，2 0，21 ，

22 ，23 ，24 ，

25 ，26 ，27 ，

28 ，29 ，30 ，

31，32）

＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊ 強 強

バ ル ト海 アザ ラ

シ生 殖 機 能 低 下

P C B s 33才 ＊＊＊ ＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊ 強 中

トリ G L E M E D S ，（PC B s） 2，34，35） ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ 強 弱

集 団 性 水 鳥 卵 殻

　 薄 弱

D D T 代 謝 物 得 られ な

か った

＊＊＊＊ ＊＊＊＊． ＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊ 強 中

ア ポ プ カ湖 ワニ

生 殖 異 常

D ico fbl、 農

　 薬

カ メ に つ

いて 36）

＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊ 中 中

オ ン タ リオ湖 レ

イ ク トラ ウ トの

発 生 異 常 と繁 殖

低 下

D iox in s，

CO p l叩 ar
P C B s

コイ 等 に

つ い て

26，37）

＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ 強 弱

英 国 下水 処理 排

水 暴 露 魚 類 の ビ

テ ロ ジ ェニ ン

誘 導

エ．ストロジ

ェ ン性 汚 染

■物 質

3 8 ，3 9 ，

4 0 ，4 1 ，

4 2 ，4 3 ，

44）

＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊ 強 強

オ ン タ リオ漂 白

パ ル プ 工 瘍排 水

暴 露 魚 類 の 生 殖

変 化

漂 白パル プ

工 場 排 水

45） ＊＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊＊ 強 強

ヒ ト子 宮 内膜 症 T C D D ，

P C B s

46） N D ＊ ＊ ＊　‾ N D 弱 中

ヒ ト神 経 行 動 障

　 害

P C B s 4 7 ，4 8 ，

4 9 ，5 0 ，

5 1 ，5 2 ，

53）

＊＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ N D 中 中

ヒ ト免 疫 機 能

か く乱

P C B s ，T C D D 5 0 ，5 4 ，

5 5 ，5 6 ，

5 7 ，5 8 ，

5 9 ，6 0 ，

6 1 ，6 2 ，

63）

＊＊＊ ＊＊＊＊ ＊＊ ＊＊ 中 弱

ヒ ト乳 が ん発 生 D D T；D D E ，

■P C B s

64） ＊ ＊ ＊ ＊＊ N D 弱 弱

北米 カ エ ル 四 肢

　 奇 形

原 因 化 学 物

質 不 明

65） N D 関連 性 N D

影 響 ＊

曝 露 N D

影 響 ＊

＊＊ N D 弱 弱 強

ヒ ト精 液 質 ・精 巣 エ ス トロジ 2 6 ，4 9 ， N D 関 連性 N D 曝 露 N D ＊＊＊ N D ‾ N D 弱 弱

機 能 の 低 下 ェ ン性 及 び

抗 ア ン ドロ

ジ ェ ン性 化

学 物 質

6 6 ，6 7 ，

6 8 ，6 9 ，

7 0 ，7 1 ，

7 2 ，7 3 ，

74，75）

影 響 ＊ 影 響 ＊

国内情報については、○：今回の検索で追加情報あり、×：今回の検索で追加情報なしと示した。
EDCはEndocrineDisruPtingChemicalの略で内分泌かく乱作用の因子となることが疑われる化学物質を指
す。
NDは関連データなし。
EDCsの影響評価のための「時間的合理性」「関連性の強さ」「一致性」「生物学的整合性」「回復」の各評
価因子について、科学的関連の強さを弱（＊）～強（＊＊粕）にランク付けした。
「発現影響」「事象」「EDCのメカニズム」は、弱、中、強にランク付けした。
「EDCメカニズム」（懸念される影響と化学物質暴露との関連性において内分泌系が介在するメカニズム
が関与しているかどうか）欄については、「生物学的整合性」欄の評価結果を記載した。

110



⑥自治体ヒアリング結果概要

ヒアリングの趣旨
内分泌擾乱化学物質問題については今年度も多数の自治体から要望が提出されているが、要望書だけか
らでは地域住民と直接接している自治体の状況と問題点が明らかでない。このため、直接担当者と対面
で、内分泌擾乱化学物質問題をどのように認識しているのか、自治体としてどのような取組みを行って
いるのか、環境省に対する要望の背景にはどのようなことがあるのか、SPEED’98の改訂にあたり何をし
ていくのが共通の理解を得るのにいいのか、等を直接聴取し、改定案策定の基礎資料とする。

対象自治体等
東京都　　環境局環境改善部有害化学物質対策課

日時・場所：平成16年9月10日（金）東京都庁
聴取者：有田委員および事務局

愛知県　　環境部水環境課、大気環境課
日時・場所：平成16年9月24日（金）愛知県庁
聴取者：青山委員および事務局

奈良県　　生活環境部環境政策課および保健環境研究センター
日時・場所：平成16年9月24日（金）奈良県庁
聴取者：青山委員および事務局

北九州市　環境局環境保全部環境対策課
日時・場所：平成16年9月27日（月）北九州市役所
聴取者：中薗委員および事務局

ヒアリング結果のまとめ

1．内分泌擾乱化学物質問題に関する基本的な認識
・98年当時ほどではないが、今も住民の関心が高く、環境監視の要望もあるが、リスク評価が明確で
ない現在、どのように対応していくか、見直す時期になっている。
・化学物質を排出している企業が多数あり、リスク評価に基づく基準といった根拠が示されない中で
工場・事業場へどう指導するのか苦慮している。
・国で長期間調査や研究が進められてきてはいるが結果がわかりにくい。少なくとも98年当時に恐れ
られたような状況ではないと考えられる。
・野生生物における異変の観点から独自に取り組み、住民にも一定の理解が得られ落ち着いている。

繰り返し説明し意見交換をしていくことが重要。
・これまでの間、特に住民からの強い要望等もなく、化学物質を排出する企業も多くはなく、大きな
問題とはなっていない。
2．自治体としての取組
・これまで内分泌擾乱作用が疑われる物質の一部について独自に環境調査を実施してきた。
・野生生物に与える影響の原因究明調査を実施し、報告書にとりまとめた。またそ▲の情報を広く地域

住民へ伝えるため、パンフレットを作成し、環境ホルモンシンポジウムを開催した。その後は特段
の施策は行っていない。
・企業側のリスクコミュニケーションへの取組みに期待しているが、企業間での差が大きいのが現状。
対応する組織の維持ができない企業もある。
3．今後の取組について

・今後も内分泌擾乱作用が疑われる物質の環境調査を継続していくことは重要と捉えているが、国の

リスク評価など、根拠が示されなければ優先的な課題とはなりにくい。

・内分泌擾乱作用は化学物質がもつ毒性の一面であり、化学物質対策の中に位置づけ対応していきた

いが、化学物質対策全般について方向がまとめきれていない。

・リスク評価した結果等、なんらかの評価基準の策定やリスク論が示されないと逆に不安を煽る

ことにもなりかねず、リスクコミュニケーションがはかれない状況。
4．SPEED‘98改訂に際して期待すること

・内分泌擾乱作用は化学物質がもつ毒性の一面であり、法規制でなく、行政目標を設定してはどうか。

・規制以外で管理という側面からのアプローチを示してほしい。

・影響の有無について国の明確な判断がほしい。何らかの指標がないとリスクコミュニケーションを

はかる時に、逆に曖昧になり不安をあおることになってしまうのではないか

・現段階で何がわかっているのか、共通の理解を深める必要がある。正確なデータと’ともに、その解
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釈があるようなガイドブックやリスクコミュニケーションに関する事例集等があれば取り組みやす
い。

・自治体としては調査はできても研究を進めることは国でなければできない。研究の継続・強化をし
てほしい。・

・野生生物の観察に関する市民活動の状況について、情報提供することは可能。
・改訂版には、国と自治体との役割分担について記載してほしい。
・国と自治体とで情報交換する場をセッティングしてほしい。

（参考）北斗州市での取組み
「北九州市における外因性内分泌撹乱化学物質の野生生物に与える影響に関する検討委員会（略称：
環境ホルモン北九州委員会）」報告（概要）

平成8年（1996年）にシーア・コルボーンらによる「奪われし未来」が米国で出版されて以来、わが
国を含め世界で「外因性内分泌擾乱化学物質」いわゆる「環境ホルモン」の問題が大きくクローズア

ップされる享うになりました。北九州市では、それ以前の平成7年（1995年）6月に、市内の山田緑
地で過剰肢カエ／レが発見され、その後毎年発見されました。この山田緑地が旧日本軍や米軍の弾薬庫
跡地であったことから、過剰肢カエルと化学物質との関係が注目されていました。
このような中、本市では、平成10年（1998年）、山田緑地の過剰肢カエルを切り口として、環境ホ
ルモンの野生生物に対する影響について検討するため、地方自治体としては全国に先駆けて「北九州
市における外因性内分泌擾乱化学物質の野生生物に与える影響に関する検討委員会（略称：環境ホル
モン北九州委員会）」を設置しました。
本委員会では、「山田緑地における過剰肢カエルに関する調査・研究」、「ドバトを指標とした環境モ
ニタリングシステム開発のための調査・研究」、「環境ホルモンに関する情報の収集・提供」といった
3つのメインテーマをおき調査・研究を進めました。
約5年間の委員会の活動により、以下の1～3に示す結果等が得られました

1．山田緑地における形態異常カエルに関する調査・研究（カエル作業部会）
【遺伝学的原因究明】
ヤマアカガエルの交配実験の結果から、四肢異常は遺伝によることが明らかになった。（山田緑地
管理委員会カエル専門委員会にて既に公表済み。）
【環境化学的原因究明】

環境中？環境ホルモン及びダイオキシン類などの化学物質及び放射能（空間線量）は、測定結果
も一般環境と同レベルであった。DDTなどが、土壌から検出されたが、バイオアッセイ法（生物検
定法）を用いて調べた結果、変異原性誘発能が検出されたものの、現在の環境中濃度ではカエルに
影響がないことが確認された。

2．ドバトを指標とした環境モニタリングシステムの開発・検討（ドバト作業部会）
モニタリングシステムとしては、ドバト巣場でのドバトの画像情報を遠隔地のパソコン上で確認

できるとともに、卵の画像情報を画像解析で判断できることを確認し、巣場での実証実験段階にま
で至った。なお、ドバト実態調査、全国アンケート調査、Ⅹ線撮影検査および形態異常調査等も行
った。

3．環境ホルモンに関する情報の収集・提供（情報作業部会）
市政だよりへの環境ホルモン情報の掲載による広報、環境ホルモンパンフレットの発行（2000年
及び2002年）、環境ホルモンに関するシンポジウムの開催（2000年及び2002年）等を行った。

この件に関しては、北九州市環境局環境対策課ホームページ（以下URL）にて掲載されている。
http：／／www．city．kitakyushu．jprk2602010／index＿2．html
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⑦内分泌かく乱化学物質問題関係省庁ホームページリスト

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

環境省

http：〟www．mext．go．jp／

http：〟www．nihs．go．jp／edc／edc．html

http：〟www．mafEgo．jp／

http：〟www・meti・gO・jp／policy／chemicalmanagement／sonota／endocrinLtOP．html

http：〟www・mlit・gO．jp／

http：〟www．env．go．jp／chemi／end／index．html
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⑧SPEED’98による研究業績一覧（学術雑誌掲載分（印刷中を含む）のみ）

［基礎科学分野］

Tanaka，M．，Kinosita，M．andNagahama，Y（2001）Establishmentofmedakn（伽由sh卸ed
transgeniclineswiththe expressionofGFPfluorescence exclusivelyingermline cells：ausefu1

modeltomonitorgermlinecellsinalivevertebrate．Pk吼juZtLAmdSbL tLSA，98，2544・2549・

Devlin，R．H．よndNagahama，Y（2002）Sexdeterminationandsexdi飴rentiationinfish‥An

overviewofgenetic，physiological，andenvironmentalinfluences．AqzLaCZLZt王〟ち208，191－366．

Matsuda，M．，Nagahama，Y，Shinomiya，A．，Sato，T．，Matsuda，C．，Kobayashi，T．，Morrey，C・E・，

Shibata，N・，AsAkaⅥ：a・S・，Shimizu，N・，Hori，H・，Hamaguchi，S・andSaknizumi，M・（2002）DMYisa
Y－SpeCificDM・domalngenerequiredformaledevelopmentinthemedakafish．ju2tLZn；417，
559・563．

Watanabe，H．，Suzuki，A．，Mizutani，T．，Handa，H．，Iguchi，T．（2002）Large－SCalegeneexpression

analysisforevaluationofendocrinedisruPtOrS．血ZbxLわ如D血血ちInoue，TlandPennie，W．D．（eds．），

Springer；149－155．

Watanabe，H．，Suzuki，A．，Mizutani，T．，Kohno，S．，Lubahn，D．B．，Handa，H．，Iguchi，Tl（2002）

Genome－Wideanalysisofchangesinearlygeneexpressioninducedbyestrogen．（完ⅦeSCbLtq7，

497・507．

Watanabe，H．，Iguchi，T．（2003）EvaluationofendocrinedisruPtOrSbasedongeneexpressionusing

amicorarray．血血．SbL，10Supp1．，61・67．

Ⅵhtanabe，H．，Suzuki，A．，Kobayashi，M．，Lubalm，DりHanda，H．Jguchi，T．（2003）Analysisof

temporalchangesintheexpressionofestrogenregulatedgenesintheuteruS．J脱励くわcE，30，
347・358．

Watanabe，H．，Suzuki，A．，Kobayashi，M．，Lubahn，D．B．，Handa，H．，Iguchi，T．（2003）similarities

anddi飴rencesiputerinegeneexpressionpatternscausedbytreatmentwithphysiologicaland
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⑨内分泌撹乱化学物質問題検討会委員等

○平成16年度内分泌擾乱化学物質問題検討会委員
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熊本県立大学環境共生学部教授

大学共同利用機関法人自然科学研究機構岡崎統合バイオサイエンスセンター教授

国立医薬品食品衛生研究所安全性生物試験研究センター長

聖マリアンナ医科大学医学部教授

（財）自然環境研究センター常勤理事

住友化学工業（株）生物環境科学研究所

主婦連合会副会長

広島大学大学院理学研究科附属両生類研究施設助教授

自治医科大学地域医療学センター環境医学部門教授

東京大学名誉教授

東京大学名誉教授

（財）神奈川県労働衛生福祉協会

横浜市立大学名誉教授

昭和大学薬学部客員教授

神奈川県環境科学センター所長

愛媛大学沿岸環境科学研究センター教授

岐阜大学応用生物科学部教授

（独）国立環境研究所環境健康研究領域長

早稲田大学教育学部教授

国立がんセンターがん予防・検診研究センター予防研究部ゲノム予防研究室長

九州大学大学院農学研究院教授

（財）世界自然保護基金ジャパンシニア・オフィサー

千葉大学大学院医学研究院教授

（独）国立環境研究所統括研究官

滋賀県立大学環境科学部教授

淑徳大学国際コミュニケーション学部教授

東京医科歯科大学教養部教授

O「内分泌擾乱化学物質問題に関する国際シンポジウム」プログラム検討会名簿

青山博昭　　　（財）残留農薬研究所毒性部副部長兼生殖毒性研究室長

有薗幸司　　一　熊本県立大学環境共生学部教授

井口泰泉　　　大学共同利用機関法人自然科学研究機構岡崎統合バイオサイエンスセンター教授

伊藤尚史　　　旭化成ケミカルズ（株）RC・コンプライアンス室主幹研究員

井上　達　　　国立医薬品食品衛生研究所安全性生物試験研究センター長

岩本晃明　　　聖マリアンナ医科大学医学部教授

奥野泰由　　　住友化学工業（株）生物環境科学研究所

菅野　純　　　国立医薬品食品衛生研究所安全性生物試験研究センター毒性部長

鈴木継美※　　東京大学名誉教授

遠山千春　　　（独）国立環境研究所環境健康研究領域長

長濱嘉孝　　　大学共同利用機関法人自然科学研究機構基礎生物学研究所生殖研究部門教授

名和田新　　　九州大学大学院医学研究院教授
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森　千里

森田昌敏

安野正之

横田弘文

若松佑子

千葉大学大学院医学研究院教授

（独）国立環境研究所統括研究官

滋賀県立大学環境科学部教授

（財）化学物質評価研究機構安全評価技術研究所

名古屋大学生物機能開発利用研究センター教授

O「環境ホルモン戦略計画SPEED’98」改訂ワーキンググループ名簿

青山博昭　　　（財）残留農薬研究所毒性部副部長兼生殖毒性研究室長

有田芳子　　　全国消費者団体連絡会事務局

井口泰泉　　　大学共同利用機関法人自然科学研究機構岡崎統合バイオサイエンスセンター教授

井上　達　　　国立医薬品食品衛生研究所安全性生物試験研究センター長

鈴木継美※　　東京大学名誉教授

長濱嘉孝　　　大学共同利用機関法人自然科学研究機構基礎生物学研究所生殖研究部門教授

花岡知之　　　国立がんセンターがん予防・検診研究センター予防研究部ゲノム予防研究室長

森田昌敏　　　（独）国立環境研究所統括研究官

中国　哲　　　北九州市環境科学研究所所長

山口孝明　　　住友化学工業（株）レスボンシブルケア室

開催状況　　　第1回　H15．10．28　第5回　H16．6．15　　第9回　H16．11．19

第2回　H16．3．9　　第6回　H16．9．8　　第10回　H16．11．30

第3回　H16．4．27　　第7回　H16．10．5

第4回　H16．6．1　　第8回　H16．11．2

敬称略、五十音順
※：座長
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本文書は環境省のホームページでご覧いただけます。

　　httt）：〝ww w ．env．占ojnk：hem i／endJendindex．htmi

本文書に関するお問い合わせは下記にお願いします。
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E－m ail　 ehs＠env．gojp
電話　　　03－35 8 1－33 5 1（内）63 52、63 54

FAX　　　O3－3580－3596
〒100－8975　東京都千代田区霞が関 1－2－2
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①環境省の取組みに関連した主な出来事

1996年3月　シーア・コルボーンらが「Our

Stolen Future」を刊行。

1997年1月　環境庁、厚生省、通商産業省、
農林水産省、労働省による情報

交換会を設置。

1997年3月　環境庁、外因性内分泌擾乱化学

物質問題に関する研究班（座
長：鈴木継美元国立環境研究所

所長）を設置。

1997年5月　　第5回環境大臣会合（於：米国
々イアミ）が開催され、「子供

の環境保健に関する8か国の
環境指導者の宣言書」を採択。

1997年7月　　外因性内分泌擾乱化学物質問
題に関する研究班が中間報告
書を公表。

1997年9月　「奪われし未来」（「Our Stolen

Future」の邦訳）の刊行。

1997年12月　0占cDが内分泌擾乱化学物質の試

験・評価方法を確立するために
ワーキンググループ（EDTA）を設

置。

1998年　4月　　情報交換会を内分泌かく乱化学

物質問題関係省庁担当者連絡

会議に改名。

1998年5月　環境庁、「環境ホ
ルモン戦略計画SPEED’98」を公

表こ

1998年6月　　内分泌かく乱化学物質問題関

係省庁担当者連絡会議を内分泌
かく乱化学物質問題関係省庁課

長会議に改名。

‾1998年6月　環境庁、内分泌擾乱化学物質問

題検討会（座長：鈴木継美元国
立環境研究所所長）を設置。

1998年8月　米国の環境保護庁（EPA）に設置

された「内分泌かく乱化学物質

スクリーニング・試験諮問委員

会」（EDSTAC）が内分泌擾乱化

学物質のスクリーニングプログ

ラムに関する報告書を発表。

1998年11月　厚生省、「内分泌かく乱化学物
質の健康影響に関する検討会中

間報告書」公表。

1998年12月　環境庁、京都で第1回内分泌擾
乱化学物質問題に関する国際シ

ンポジウムを開催。

1999年3月　G8環境大臣会合において、真
鍋環境庁長官（当時）と英国ミー

チャー環境大臣（当時）が会談、
内分泌擾乱化学物質問題につい

て共同研究を実施することを合

意。

1999年4月　農林水産省、内分泌かく乱物質
の農林水産物への影響問題検討

会中間報告書を公表。

1999年6月　建設省、下水道における環境ホ
ルモン対策検討委員会中間報告
書を公表。

1999年7月　米国学術研究会議・国立科学ア

カデミー（NRC・NAS）専門家委員
会、Hormonally Active Agents

in the Environmentを発表。

1999年12月　内分泌かく乱化学物質問題に関
する日英共同研究実施取り決め

締結。

1999年12月　環境庁、神戸で第2回内分泌擾

乱化学物質問題に関する国際シ
ンポジウムを開催。

2000年1月　通商産業省、化学品審議会・試

験判定部会内分泌かく乱作用検
討分科会中間報告書を公表。

2000年3月　環境庁、名古屋大学生物分子応
答研究センター及び（財）化学

物質評価研究機構、第1回内分
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泌かく乱化学物質メダカ試験国

際シンポジウムを開催。

2000年10月　米国環境保護庁（EPA）、米国毒性

計画・内分泌かく乱化学物質低

用量問題評価会議を開催。

2000年11月　環境庁、SPEED’98、2000年11月

版を公表。

2000年12月　環境庁、横浜で第3回内分泌擾

乱化学物質問題に関する国際シ

ンポジウムを開催。

2001年6月　　環境省、名古屋大学生物分子応

答研究センター及び魚類系統・

管理飼育国際ワーキンググルー

プ、名古屋で第2回内分泌かく

乱化学物質メダカ試験国際シン

ポジウムを開催。

2001年12月　環境省、つくばで第4回内分泌

撹乱化学物質問題に関する国際

シンポジウムを開催。

2002年11月　国際学術連合評議会環境問題化

学委員会（SCOPE）／国際純正応用

化学連合（IUPAC）、横浜で内分泌

活性化学物質のヒトおよび野生

生物に及ぼす影響国際シンポジ
ウム・ワークショップを開催。

2002年11月　環境省、広島で第5回内分泌擾

乱化学物質問題に関する国際シ

ンポジウムを開催。

2003年2月　環境省、（財）化学物質評価研究

機構及び岡崎国立共同研究機構

と共催にて、岡崎で第3回内分

泌かく乱化学物質メダカ試験国

際シンポジウムを開催。

2003年10月　環境省、環境ホルモン戦略計画

SPEED’98改訂ワーキンググルー

プ設置。

2003年12月　環境省、仙台で第6回内分泌擾

乱化学物質問題に関する国際シ

ンポジウムを開催。

2004年3月　　環境省及び東和科学、広島で

両生類における内分泌かく乱化

学物質試験法に関する国際ワー

クショップを開催。OECDは、こ

のワークショップを変態試験に

関する両生類専門家会合として

正式に承認。

2004年7月　WHOグローバル・テセスメント日

本語訳（環境省版）を作成。

2004年12月　環境省、名古屋で第7回内分泌
擾乱化学物質問題に関する国際

シンポジウムを開催。
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②国際的な動向

Ⅰ．国際機関の動向

1．経済協力開発機構（OECD）

1996年11月　内分泌かく乱化学物質の試験及び評

価法に関する特別作業に着手。

1998年　3月　OECD加盟国及び経済産業諮問委員会

（BIAC）の要請により、内分泌かく乱
化学物質の試験とアセスメントのた
めの専門家会議（EDTA）を設置。目的
は、試験重複の回避、実験動物を含め
た省資源化、規制の目的で使用される
国際的に認知された試験指針・試験評
価戦略の提供。

哺乳類試験法のバリデーションのた
めのマネージメントグループ
（VMGTmammalian）設置。

1999年7月　子宮肥大試験検証開始。

2000年　7月　ハーシュバーガー試験検証開始。

生態影響試験法のためのマネージメ

ントグループ（VMG－eCO）設置。

2001年　3月　改訂TG407（改良28日間反復投与毒

性試験）検証開始。

2002年　6月　第6回EDTA会議を東京で開催し、

フレームワーク及び対応方針を策定。

非動物試験法のためのマネージメン

トグループ（VMG－nOn animal）設置。

環境省が行った哺乳類及び魚類を用

いた内分泌かく乱作用に関する有害
性評価結果を提出。
とりまとめられたフレームワーク

は下記の5つのレベルにより構築さ

れている。

・レベル1：情報を根拠とした化学物質の

分類と優先順位の決定。

・レベル2：メカニズムのデータを提供す

る加わ加試験。

（ER、AR、TR受容体結合試験、転写活性
試験、HTPA等）

・レベル3：単一の内分泌メカニズムのデ

ータを提供する元日イ叩試験。

（子宮肥大試験、ハーシュバーガー試験、魚

類ビテロジェニン試験等）

・レベル4：複数の内分泌メカニズムについて

のデータを提供する血Ⅴ加り試験。

（改訂TG407、カエル変態試験等）

・レベル5：リスクアセスメントのための内分

泌やその他のメカニズムから悪影響データ

を提供する元日けm試験。

（哺乳動物の1世代繁殖試験、2世代繁殖試

験、魚類、鳥類、両生類、無脊椎動物のパー

シャルライフ及びフルライフサイクル試験）

2003年3月　魚類ビテロジェニン産生試験（Fish

ScreeningAssay）検証開始（日本がリー
ドラボを務める）。

9月　両生類変態試験（AmphibianMetamor－
phosisAssay）検証開始。

2．世界保健機関（WHO）／国際化学物質安全性計

画（IPCS＝lntemationalProgramonChemicalSafety）

2002年8月　世界保健機関（WHO）、国際労働機関
（ILO）及び国連環境計画（UNEP）
の連名で、内分泌かく乱化学物質に関
する世界規模の包括的な科学文献レ
ビューの報告書「GlobalAssessmentof
the State－Of・the Science of Endocrine

Disruptors（日本語訳：内分泌かく乱化

学物質の科学的現状に関する全地球
規模での評価）」を公表。
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3．国際学術連合評議会環境問題化学委員会／国際純

正応用化学連合（SCOPE／ImC）

2000年　　国際学術連合評議会環境問題化学委員

会（SCOPE／ICSU）と国際純正応用化学連

合（IUPAC）が共同して「SCOPE／IUPAC内
分泌活性化学物質（EAS）プロジェクト」

（SCOPE／IUPAC Prqiect on Endocrine

ActiveSubstances）プロジェクトを発足。

2002年　　横浜でSCOPE／IUPAC主催による内分

泌活性化学物質のヒト及び野生生物に及

ぼす影響国際シンポジウム・ワークショッ

プ開催。

2003年　　プロジェクト終了。最終報告書として

「内分泌活性化学物質がヒト及び野生生物

に対してもつ意味」“hplications of
EndocrineActive SubstancesforHumanS and

Wildlife：Executive Summary”をPure and

AppliedChemistry誌に（2003年75巻11－12
特集号）公表。
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Ⅱ．主要諸国の動向
1．米国

1996年　　　内分泌かく乱化学物質スクリーニン
グ及び試験法諮問委員会（EDSTAC＝

Ehdocrine DisruPtOr Screenlng and

TbstingAdvisoryCommittee）を米国環

境保護庁（US EPA＝United States

EnvironmentalProtectionAgency）内の

諮問委員会として設置。

1996年10月　第’1回EDSTAC全体会議を開催。全
体会議は、1998年6月まで計10回

開催。

2000年

1998年8月　　EPAは、内分泌かく乱化学物質スク

リーニング及び試験法プログラム

（EDSTP＝　Endocrine DisruPtOr

ScreeningandlもstingProgram）策定の

最終報告書を公表。

2000年8月　EDSTACは、EDSTPの進捗状況を米

議会へ報告した報告書を公表し、解散。

米議会への報告書に記載された検証

（Ⅵ11idation）終了までの予定は下表の

とおり。Ⅵllidationの結果については、

現時点（平成16年11月）まで未公表。

E・第 1 段 階 （T ier l S creen／T bst） P re－V a lid atio n Ⅵ11id a tio n

エ ス トロ ジ ェ ン受 容 体結 合

ア ン ドロ ジ ェ ン受 容 体結 合

20 0 0 2 0 0 1

ステ ロイ ド産 生 20 0 1 2 0 0 2

ア ロマ ター ゼ 20 0 1 2 0 0 2

子 宮 肥 大 2 0 0 0 2 0 0 1

ハ ー シ ュバ ー ガ ー 20 0 0 2 0 0 1

思春 期 の雌 2 0 0 1 2 0 0 2

思春 期 の雄 2 0 0 1 2 0 0 2

子 宮 内 ・授 乳 期 20 0 1 2 0 0 3

カ エル 甲状 腺 20 0 1 2 0 0 2

魚 類 繁 殖 ス ク リー ン 20 0 1 2 0 0 2

第 2 段階 （T ier 2 Tbst） Pre－Validation 1血1idation

哺乳類 二世代 200 1 2003

．鳥類 2002 2003

．魚類 200ト2 002 2004

両生類 2002 －2003 2005

．無脊椎動物 200 3－2004 2004

EPAは、動物実験代替法に関する多
省庁の共同組織（ICCVAM＝
InteragencyCoordinatingCommitteeon
thel血lidationofAltemativeMethods）

に対し、試験管内試験（乃Ⅴ加試験）

方法の妥当性評価の現状を再検討す

るように指示。ICCV創Mは、代替法

評価に関する毒性学プログラム省庁

間センター（NICEArM＝National

TbxicologyProgramInteragencyCenter

forEvaluationofAltemative－
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TbxicologiCalMethods）と協同して作業を実施。

2001年4月　　EPAは、EDSTACから提案を受けた

試験法の開発が予定通り進展してい
ないことから、内分泌かく乱化学物
質の試験法の検証に関する小委員会

（EDMVS＝　Endocrine DisruptOr

MethodsⅥ．1idationSubcommittee）を

設置。EDMVSは、2003年12月まで

計9回の全体会議を開催。



2002年9月　　ICCⅥⅦ〟NICEAmは、報告書

（Expert Panel Evaluation ofthe
Validation Status ofln mtTV Tbst

Methods　for Detecting Endocrine

DisruPtOrS）を公表。

2002年10月　ICCVAM／NICEATMは、報告書

（ProposedsubstancesforValidationof

EstrogenReceptor（ER）andAndrogen

Receptor（AR）　Binding　and

Ttanscriptional Activation（TA）

Assays）を公表し、試験検証のため

の試験物質として、78物質を提案。

2002年12月　E弘はEDMVSでの検討をうけ、
EDSTPにおけるTierlスクリーニン

グの化学物質選定アプローチの提案
を公表。提案の概略は以下のとおり。

・Tierlスクリーニングに先立つ優先度設定

において、87，000化学物質の中から50～
100化学物質を選定する方針。
・Tierlスクリーニングは農薬及び高生産物
質（HPV）を対象。具体的な化学物質名
の公表は、2004年末の予定。
（HPVは米国内の全生産量及び輸入量が
100万ポンド／年（約453ton／年）以上の化
学物質）
・ハザードデータではなく、曝露データに
基づいた分類を実施。
・曝露の可能性のある物質に限定（食物、
飲料水、住環境、職業を通じた曝露経路）。
・内分泌かく乱活性ポテンシャルの低い物

質、混合物及び米国において未生産・未
使用の物質を除外。
・選抜法に関する意見を公募。

2003　年5月　ICCVAM爪ICEATM　は、報告書
（ICCVAM Evaluation ofln V7tTV Tbst

MethodsforDetectingPotentialEndocrine

DisruPtOrS：Estrogen Receptor　and

Androgen Receptor Binding　and

TranSCription Activation Assays（NIH

Publication O2－4503））において、78物

質の試験進捗状況を公表。未試験物質

についても試験実施甲必要性を勧告。
試験が終了した物質名については、現
時点（平成16年11月）まで未公表。

2004年6月　EPAは、EDMVSを内分泌かく乱化学
物質試験法検証諮問委員会

（EDMVAC＝　Endocrine DisruPtOr

MethodsⅥlidationAdvisoryCommittee）

に移行する予定であると公表。また、
EDSTPも内分泌かく乱化学物質スクリ

ーニングプログラム（EDSP＝Endocrine

DisruPtOrScreeningProgram）に変更。

EDMVACがEDSPに対する取り組みと

して、試験方法開発計画を継承してい
るが、いずれの測定法についても
1ねlidationの結果は、現時点（平成16
年11月）では未公表。
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2．欧州連合（EU＝EurOPeanUnion）

1998年8月　欧州委員会（EC）は、内分泌かく乱化
学物質の問題に対応すべく、委員会招
集を決議。決議の主な内容は、法的枠

組みの改良、調査研究の促進及び各国
民に対する情報提供の改善。

1999年12月　ECは、報告書丁ヒト及び野生生物の
ホルモン系をかく乱するおそれがあ
る広範な化学物質一内分泌かく乱化

学物質に対する共同体戦略
（CommunityStrategyforEndocrine

DisruPterS一過rangeOfsubstances

SusPeCtedofinterferingwiththe

hormOneSyStemSOfhumanSand

wildlife乃COM（1999）706）」を公表。

共同体戦略は、内分泌かく乱化学物質

に対する短期的取り組み（優先化学物

質リストの作成）、中期的取り組み（内

分泌かく乱化学物質の同定と評価）、

長期的取り組み（法的措置）により構

成。進捗状況は、欧州委員会から欧州

理事会及び欧州議会への報告書COM

（2001）262負nalとして公開。

短期的 取 り組み ○化 学物質の内分泌か く乱にお ける役 割 を解 明す るため

の優 先順位 リス ト作成

第一 段階 ：内分泌か く乱影響 、ヒ ト及び野生生物影響 に

関する個別 文献の点検

第 二段階 ：利 害関係者 と委員会内諮問委員会に よる諮 問

○情報交換 及び国際協調

中期的取 り組 み ○内分泌か く乱化学物質の 同定及び評価

○研 究開発

長期的取 り組 み ○既存法規の点検及び適用

2000年6月　EC及び欧州環境総局は、報告書「化

学物質の内分泌かく乱における役割を

解明するための優先順位リスト作成に

向けて（Tbwardstheestablishmentofa

PrioritylistofsubstanCeSforfurther
evaluationoftheirroleinendocrine

disruption－preParationofacandidatelist
ofsub占tanCeSaSabasisforpriority

setting）」を作成。

2000年10月　ECは、内分泌かく乱化学物質に関す
る決議案を採択。委員会に対し、速や
かに化学物質を選定するよう要請。

2000年11月　ECは、利害関係者の会議を開催し、
優先順位設定に向けた委員会の取り組
みについて議論。（潜在的）内分泌かく
乱の科学的根拠があるが法規制対象外
の9化学物質及びエストロン、エチニ
ルエストラジオール、エストラジオー
ルの12化学物質の詳細な評価及び知見
が不充分であった435化学物質を対象

とするデータ・情報収集を優先課題と
した。
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2003年10月　ECは、「内分泌かく乱化学物質の総
合監視に関する基準報告書（案）（Dra氏

BaselineReportonIntegratedMonitonng

ofEndocrinenCOM（2003）338nnal）」

を公表。

2004年10月　ECは、COM（1999）706の実施状況

をCommission StaffWorking Document

Onimplementation of the Community

StrategyforEndocrineDisruPterS－arange

OfsubstanCeSSuSPeCtedofinterferingwith
the hormOne SyStemS Of humanS and

wildlife（COM（1999）706）として報告。
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③これまでの環境実態調査結果の概要

平成10～15年度環境実態調査結果の概要（水質・底質・土壌・大気）

・検出試料／調査試料：調査した試料のうち、検出下限値を超えて測定された試料（検出頻度）
・ND　　　　　　：測定値が検出下限値未満
・ND（）　　　　：（）は検出下限値の範囲

：調査未実施

水 質 〃 g 几 底 質 〃 g ／k g 土 壌 〃 釘 k g 大 気 n g ／m 3

ア ジ ピ ン酸 ジ寸－2 －エ チル へ キ シ ル 1

検 出試 料 数 ／調 査 試 料 数 6＆／1，0 86 2 1／3 5 9 0／10 1 17 4／2 1 8

検 出濃 度 範 囲 N D （＜0．0 ト0．1）－1．8 N D （＜10－7 0）－6 6 N D （＜1 0－2 4 ）
N D （＜0．2－0 ．7 4 ）

　 －2 1

ア トラジ ン

検 出試 料 数 ／調 査 試 料 数 9／7 7 2 0／11 4 2／10 1 －

検 出濃 度 範 囲 N D （＜0．0 2－0．0 5）

　－ 0 ． 0 9
N D （＜0 ．7－10） N D （＜0 ．7－1．2）一2 0 ー

ア ミ トロー ル
検 出試 料 数 ／調 査 試 料 数 12／74 7 0／9 4 0／9 4 －
検 出濃 度 範 囲 N D （＜0．0 5）－1．06 N D （＜10 ） N D （＜5） －

ア ラク ロー ル
検 出試 料 数 ／調 査 試 料 数 1／7 4 7 0／9 4 0 ／9 4 －
検 出濃 度 範 囲 N D （＜0．0 5）－0．3 8 N D （＜10 ） N D （＜l） －

ア ル ド リン
検 出試 料 数 ／調 査 試 料 数 0／2 4 9 0／9 4 0 ／9 4 －
検 出濃 度 範 囲 N D （＜0．0 5） N D （＜10 ） N D （＜5） －

ェ ス フ ェ ンバ レ レー ト注 1
検 出試 料数 ／調 査 試 料 数 0／7 4 7 0／9 4 0 ／9 4

－
検 出濃 度 範 囲 N D （＜0．0 5） N D （＜10） N D （q ） ー

エ チ ル パ ラチ オ ン
検 出試 料数 ／調 査 試 料 数 0／2 4 9 0／9 4 0／9 4 －
検 出濃 度 範 囲 N D （＜0．0 5） N D （q O） N D （＜1） －

エ ン ドス ル フ ア

ン

エげ スルフアン（α）
検 出試 料数 ／調 査試 料 数 0／7 4 7 0／9 4 0／9 4 0／2 0

検 出濃 度 範 囲 N D （＜0．0 5） N D （＜2 0） N D （＜5） N D （＜0．0 0 5）

エげ スルフアン（β）
検 出試 料数 ／調 査試 料 数 0／7 4 7 0／9 4 0／9 4 0／2 0

検 出濃 度範 囲 N D （＜0．0 5） N D （Q O） N D （＜5） N D （＜0．0 0 7）

エンドスルフアンサルフェー

ト

検 出試 料数 ／調 査 試 料 数 1／7 4 7 0／9 4 0／9年 －
検 出濃 度範 囲 N D （＜0．0 5）－0．06 N D （＜2 0） N D （＜3 0） －

エ ン ド リン
検 出試 料 数／調 査試 料 数 0／2 4 9 －　 0／9 4 ・0／9 4 －
検 出濃 度 範 囲 N D （＜0．0 5） N D （q O） N D （＜5） －

オ キ シ ク ロル デ ン
検 出試 料数 ／調 査試 料 数 0／2 7 4 0／11 4 1／10 1 －
検 出 濃度 範 囲 N D （＜0 ．0 2 5－0．0 5） N D （＜5－10） N D （＜5－10）一1 0 －

オ ク タ ク ロ ロ ス チ レン
検 出試 料 数／調 査試 料 数 0／9 1 7 0／2 9 6 0／9 4 0／2 0

検 出濃 度 範 囲 N D （＜0．0 1） N D （＜2） N D （＜10） N D （＜0．0 0 2）

4 －オ ク チ ル フ ェ

ノー ル

4－t－オクチル7ェノール
検 出 試 料 数／調 査試 料 数 4 02／1，10 2 12 8／3 5 9 0／10 1 0／2 1
一　検 出濃 度 範 囲 N D （＜0 ．0 1）－1 3 N D （＜1－10．5）－17 0 N D （＜2．2－5） N D （＜0 ．2 ）

4 －m－オクチルフェノール ．
検 出 試 料 数／調 査試 料数 1／9 3 6 0／3 1 1 ． 0／10 1 0／2 1

検 出 濃 度 範 囲 N D （＜0 ．0 1）－0．0 1 N D （＜1．5－10 ．5） N D （＜2．2－5） N D （＜0 ．0 9）

タロルデ ン

tran s－タロルデン
検 出試 料 数／調 査試 料数 0／2 7 4 0／－1 14 1／10 1 ー
検 出 濃 度 範 囲 N D （＜0 ．0 2 5－0．0 5） N D （＜5－10） N D （＜5）－7 －

cis－タロルデ ン
検 出試 料 数／調 査試 料 数 0／2 7 4 0／1 14 0／lt）1 －
検 出 濃度 範 囲 N D （＜0 ．0 2 5－0．0 5） N D （＜5－10） N D （＜5 ） －

ケル セ ン

検 出試 料 数 ／調 査 試 料 数 1／7 72 0／1 0 9 0／9 4 0／2 0

検 出濃 度 範 囲
N D （＜0．0 1－0．0 5）

　－ 0 ． 0 1
N D （＜1－2 0） N D （q O） N D （千0・0 0 3）

2 ，4 －ジクロロブェノキシ酢酸

検 出試 料 数 ／調 査 試 料 数 6 8／84 7 0／15 4 0／9 4 －

検 出濃 度 範 囲 N D （＜0．0 1－0．0 5）

　－ 1 ． 5 6
N D （＜5－10） N D （＜5） ー

2 ， 4 －ジクロロフェノール
検 出試 料 数 ／調 査 試 料 数 9 6／1，0 83 10／3 44 0／9 4 2／2 0
一　 検 出濃 度 範 囲

N D （＜0．0 1）－0 ．88 N D （＜1－5）－2 3 0
＿N D （＜5）

N D （＜0．1）－1．2

1 ，2 －ジプロモー3 －クロロプロパン
検 出試 料 数 ／調 査 試 料 数 0／2 4 9 0／9 4 0 ／9 4 0／2 0

検 出濃 度 範 囲 N D （＜0 ．0 5） N D （＜5） ・N D （＜1） N D （＜0．0 7）

シベ ル メ トリ ン
検 出試 料 数 ／調 査 試 料 数 0／7 4 7 0／94 0 ／9 4 －
検 出濃 度 範 囲 N D （＜0 ．0 5） N D （＜10 ） N D （＜2） －
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ジネブ注2
検出試料数／調査試料数 1／797 19／124 2／94 －
＿　検出濃度範囲

N D（＜0．1－0．2）－0．1 N D （＜5－10）－100 N D （＜10）－135 －

ジラム
検出試料数／調査試料数 1／772 12／10 9 0／94 －
検出濃度範囲 N D （＜0．1－0，2）－0．2 N D （＜5－10）－50 N D （＜10） －

ディル ドリン
検出試料数／調査試料数 0／274 0／114 0／10 1 ー
検出濃度範囲 N D（＜0．・02 5－0．05） N D （＜5－20） N D （＜5－10） －

2 ，4 ，5 －トリクロ＿ロフェノキシ酢酸
検出試料数／調査試料数 0／249 0／94 0／94 －
検出濃度範囲 N D （＜0．05） N D （＜10） N D （＜5） －

トリフェニルスズ　 ー
検出試料数／調査試料数 3／1，090 112／359 0／7 0／18

検出濃度範囲 N D（＜0．00 1－4）－0．006 N D（＜0．1－20）一柑 N D （＜20） N D （＜0．002）

トリプチルスズ
検出試料数／調査試料数 82／1，090 24 9／359 0／7 0／1名

検出濃度範囲 N D （く0．00 1－2）－0．09 N D （＜0．1－2 0）t30 0 N D （＜20） N D （＜0．003）

トリフルラリン

検出試料数／調査試料数 l／797 0／129 0／10 1 －

検出濃度範囲
N D（と0．0 1－0．0 5仁

　 一0．05
N D （＜0．7－10） N D （＜0．7－1．2） －

4－ニ トロ トルエン
検出試料数／調査試料数 27／1，067 20／34 4 7／94 19／20

検出濃度範囲 N D （＜0．0 1）－0．63 N D （＜1）－24 N D （＜1）一2 N D（＜0朋 ）－2．9

ニ トロフェン
検出試料数／調査試料数 0／249 0／94 0／94 －
検出濃度範囲 N D（＜0．05） N D （Q O） N D くく1） ー

けans－ノナクロル
検出試料数／調査試料数 0／274 0／114 0／10 1 15／20

検出濃度範緯 N D（＜0．025－0．05） N D （＜5－10） N D （＜5－10） N D（＜0．003 0ゝ ．59

ノニルフェノール

検出試料数／調査試料教 428／1，027
‾16 g／335

0／10 1 0／2 1

検 出濃度範囲 N D （＜0．05－0．1）－2 1
N D （＜15－＄7）

－12，000
N D （4 2－50） N D （＜0．6）

ビスフェノール A
検 出試料数／調査試料数 631／1，102 167／359 2／10 1 2／20

検 出濃度範囲 N D （＜0．0 1）－19 N D （＜1－35）－350 N D（＜5・15）－2，700 N D（＜0．1）－1．0

ピンクロゾリン
検出試料数／調査試料数 0／249 0／94 0／94 －
検 出濃度範囲 N D （＜0．05） N D（Q O） N D （＜1） －

フェンバレレー ト
検出試料数／調査試料数 0／747 0／94 0／94 －

検 出濃度範囲 N D （＜0．05） N D（＜10） N D （q ） －

フタル酸ジェチル
検出試料数／調査試料数 37／1，089 5／359 0／10 1 12 1／2 18

検 出濃度範囲 N D（＜0．1－0．2）－1．1 N D （＜10－70）－32 N D （＜10－24） N D （＜0．2－1．7）一18

フ タル酸ジー2－エチルへキシル

検出試料数／調査試料数 309／1，OS5 311／35 9 53ノ94 99／2 18

検 出濃度範囲 N D （＜0．3－0．5）－9．9
N D （＜25－145）

－210，000
N D（＜10－60）－335 N D （＜4．2－33）－360

フ タル酸ジシクロへキシル

検出試料数／調査試料数 0／9 16 10／296 0／94 7／2 1g

検 出濃度範囲 N D （＜0．1） N D （＜10 1ゝ70 N D くく10）
N D（くり．38－0．77）

　－4 ．9

フタル酸ジーn－プチル

検出試料数／調査試料数 57／1，085 13 9／359 49／10 1 126／2 18

検 出濃度範囲 N D（＜0．3－0．5）－16
N D （4 5－175）

－2，000
N D（＜10－50）一8 16 N D（＜20）－160

フタル酸ジプロピル

検出試料数／調査試料数 0／9 16 0／2 96 0／94 11／2 1＄

検 出濃度範囲 N D （＜0．1） N D（＜10） N D （＜10）
N D（＜0．19－0．2 9）

　－2 ．0

フタル酸ジへキシル
検出試料数／調査試料数 0／9 16 2／2 96 0／94 0／2 18

検 出濃度範囲 N D （＜0．1） N D （＜10）－17 N D （＜10） N D（＜9ふ 16）

フタル酸ジペンチル

検出試料数／調査試料数 0／9 16 1／2 96 0／94 11／2 1S

検 出濃度範囲 N D （＜0．1） N D （＜10）－16 N D （＜10）
N D（＜0，16－0、4 1）

　－1 ．5

フ タル酸プチルベンジル
検出試料数／調査試料数 3／935 64／311 8／10 1 77／2 18

検出濃度範囲 N D （＜0．1－0．2）－0．1
N D （＜10－70）

－1，400
N D（＜10－24）－599

N D（＜0．2－1．1）

　－5 ．5

ヘ キサクロロシクロヘ

キサン（H C H ）

H C H （α）
検出試料数／調査試料数 0／274 0／114 0／10 1 －
検 出濃度範囲 N D（＜0．025－0．05） N D （＜5－10） N D （＜5） －

H C H（β）
検出試料数／調査試料数 0／274 0／114 1／10 1 －
検出濃度範囲 N D（＜0．025・0．05） N D （＜5－10） N D （＜5）－10 －

H C H（γ）
検出試料数／調査試料数 0／26g 0／106 0／10 1 岬
検出濃度範囲 N D （＜0．0 3－0．05） N D （＜5－10） N D （＜5） －

H C H （∂）
検出試料数／調査試料数 0／268 0／106 0／10 1 －
検出濃度範囲 N D （＜0．0 3－0．0 5） N D （＜5－10） N D （＜5） －

H C H 合

計

検出試料数／調査試料数 0／274 0／114 1／10 1 －
検 出濃度範囲 N D N D N D （＜5）－10 －



ヘキサクロロベンゼン
検出試料数／調査試料数 0／274 0／114 1／10 1 39／39 r

検 出濃度範囲 N D （＜0．025－0．05）■ N D （＜5－10） N D（＜5）－5 0．04－0．40

4－n－へキシルフェノール
検出試料数／調査試料数 0／9 17 0／2 96 0／94 0／2 1

検 出濃度範囲 N D （＜0．0 1） N D （＜1ふ5） N D （＜5） N D （＜0．07）

べ ノミル（カルへやげ ゾム）注3
検 出試料数／調査試料数 96／847 4 1／154 6／110 －

検 出濃度範囲
N D （＜0．02－0．07）

　－0 ．7 6
N D（＜1－3）－18 N D（＜1）一15 －

へ ブタクロル
検出試料教／調査試料数 0／2 74 0／114 0／10 1 －
検 出濃度範囲 N D （＜0．025－0．05） N D （＜5－10） N D （＜5） －

へブタクロルエポキサイ ド
検出試料数／調査試料・数 0／274 0／114 0／10 1 0／20

検 出濃度範囲 N D （＜0．025－0．05） N D （＜5・10） N D（＜5－10） N D （＜0．0009）

4＿n●へプチルフェノール
検出試料数／調査試料数 8／9 17 0／296 0／94 1／2 1

検 出濃度範囲 N D （＜0．0 1）－0．06 N D （＜1．5－5） N D （＜5） N D（＜0．05）一0．10

ベ ル メトリン
検出試料数／調査試料数 0／4 99 1／109 1／94 －
検 出濃度範囲 N D （＜0．0 1－0．0 5） N D （＜ト2 0）－3 N D （＜2）－9 －

ベンゾ（a）ピレン
検出試料数／調査試料数 14／1，089 316／359 7／lo l 198／198

検 出濃度範囲 N D （＜0．0 1）－0．07 N D （＜1－5）－3，＆00 N D （＜5）t25 8 0．021－2．4

ベ ンゾフェノン
検出試料数／調査試料数 157／1．06 7 82／344 8／94 20／20

検 出濃度範囲 N D （＜0．0 1）－0．1＆ N D （＜1）一2 9 N D（＜1）一3 0．32－3，1

ペ ンタクロロフェノール
検由試料数／調査試料数 0／2 49 0／94 1／94 1／20

検 出濃度範囲 N D （＜0．05） N D（＜10） N D （＜5）－12 N D （＜0．1）－0．2

4＿n＿ペンチルフェノール
検出試料数／調査試料数 1／9 17 0／296 1／94 0／2 1

検 出濃度範囲 N D（＜仇0 1）－0月1 N D（＜1ふ5） N D（＜5）一15 N D （＜0．2）

ポ リ塩 化 ビフェ

ニール類（PC B ）

塩化ビフェニール

検出試料数／調査試料数 67／1，090 125／359 0／10 1 0／141

検 出濃度範囲 N D（＜0．0000 1－0．0 1）

　－0 ．0 0 5 6
N D （＜0．0ト1）一200 N D （＜1） －

二塩化ビフェニール

検出試料数／調査試料数 417／1，090 182／359 0（10 1 －

検出濃度範囲
N D（＜0．0000 1－0．0 1）

　 －0．049
N D （＜0．0 1－1）t59 0 N D （＜1） ー

三塩化ビフェニール

検出試料数／調査試料数 683／1，090 286／359 3／10 1 －

検 出濃度範囲 N D（＜0．0000ト0．0 1）

　－0 ．1 0 0
N D （＜0．0ト1）－850 N D （＜リー2 －

四塩化ビフェニール

検出試料数／調査試料数 626／1，090 277／359 5／101 －

検 出濃度範囲 N D（＜0．0000 1－0．0 1）

　－0 ．0 6 3
N D （＜0．0 1－1）－6 10 N D （＜1）－131 －

五塩化ビフェニール

検出試料数／調査試料数 555／1，0 90 296／359　 ■ 6／10 1 －

検 出濃度範囲
N D（＜0，0000 1－0．0 1）

　－0 ．0 5 5
N D （＜0．0 1・1）一54 0 N D （＜1）－368 －

六塩化ビ7ェニール

検出試料数／調査試料数 42＄／1，090 282／359 6／10 1 －

検 出濃度範囲 N D（＜0．0000 1－0．0 1）

　－0 ．0 2 7
N D くく0．0ト1 4ゝ20 N D （くl）－269 －

七塩化ビフェニール

検出試料数／調査試料数 99／1，090 232／359 5／10 1 －

検出濃度範囲
N D（＜仇0000‾1－0．0 1）

・0．0023
N D （＜0．0 1－1）－120 N D （＜1）－12 2 －

八塩化ビフェニール

検出試料数／調査試料数 19／1，090 柑1／3 59 4／101 －

■　検出濃度範囲 N D （＜0．0000 1－0．0 1）一

　0 ．0 0 0 1 4
N D（＜0．01－1）－22 N D （＜1）－2＆ －

九塩化ビ7定一ル
検出試料数／調査試料数 4／1，090 118／359 1／101 －

検 出濃度範囲
N D（＜0．0000 1－0．0 1）

　＿0 ．0 0 0 0 4
N D （＜0．0トl）－4．S N D （＜1）－2 －

十塩化ビフェニール

検出試料数／調査試料数 9／1，090 103／359 0／10 1 ー

検 出濃度範囲 N D（＜0．0000 1－0．0 1）

　－0 ．0 0 0 1 3

N D（＜0．01－1）

　－0 ．9 3 －
N D（＜1） －

PC B 合計
検出試料数／調査試料数 797／1，090 298／3 59 6／10 1 －
検 出濃度範囲 ND－0．220 ND－2，20 0 N D －825 ー
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ホ○リ臭化ヒ’7ェニール

類（PBB ）

臭化ビフェニール
検出試料数／調査試料数 0／917 0／296 b／94 －
■　検出濃度範囲 ・N D （＜0．001－0．01） N D （＜2） N D （＜1） －

2－PBB
検出試料数個査試料数 － － － 0／20
検出濃度範囲 － － － N D（＜0．02）

3－PBB
検出試料数／調査試料数 － － － 0／20

検出濃度範囲 － － － N D（＜0．1）
‾4－PIiB 検出試料数／調査試料数 － － － 0／20

検出濃度範囲 － － － N D（＜0．03）

二臭化ビフ主ニール 検出試料数／調査試料数 0／917 0／296 0／94 －
検出濃度範囲 N D （＜0．00ト0．01） N D （＜2） N D （＜1） －

2，2’仏6－PBB
検出試料数／調査試料数 － － － 0／20

検出濃度範囲 － － － N D（＜0．03）

？，4－PBB
検出試料数／調査試料数 － － － 0／20

検出濃度範囲 － － ー N D （＜0．03）

2，キPBB
検出試料数／調査試料数 － － － ．0／20

検出濃度範囲 － － ー N D（＜0．03）

4，4’－PBB
検出試料数／調査試料数 － － － 0／20

検出濃度範囲 － － － N D（＜0．1）

三臭化ヒサブェニール
検出試料数／調査試料数 0／917 0ノ296 0／94 －
検出濃度範囲 N D （＜0．001－0．01） N D （＜2） N D （＜1） －

2，2’，5－PBB
検出試料数／調査試料数－ － － － 0／20
検出濃度範囲 － － － N D （＜0．05）

2，3’，5－PBB
検出試料数／調査試料数 － － － 0／20

検出濃度範囲 － － － N D（＜0．1）

2，4，5－PBB
検出試料数／調査試料数 － － － 0／20
検出濃度範囲 ー － － ND （＜0．1）

2，4，6－PBB
検出試料数／調査試料数 － － － 0／20
検出濃度範囲 － － － N D （＜0．09）

四臭化ビフェニール
検出試料数／調査試料数 0／917 0／296 0／94 －
検出濃度範囲 N D （＜0．001－0．01） N D （＜2） N D （＜1） －

2；2’，5，5’－PBB
検出試料数／調査試料数 － － ー 0／20

検出濃度範囲 － － － N D（＜0．2）

2，2’，5，6’－PBB
検出試料数／調査試料数 － － － 0／20
検出濃度範囲 － － － N D（＜0．4）

五臭化ビフェニール
検出試料数／調査試料数 0／917 0／296　‾ 0／94 －
検出濃度範囲 N D（＜0．001－0．01）■ N D （＜2） N D （＜l） －

2，2’；4，4，5’－PBB
検出試料数／調査試料数 － － － 0／20
検出濃度範囲 － － － N D（＜0．6）

2，2’，4，5，6－PBB
検出試料数／調査試料数 － － － 0／20
検出濃度範囲 － － － N D（＜0．4）

六臭化ビフェニール
検出試料数／調査試料数 0／917 0／296 0／94 －
検出濃度範囲 N D（＜0．01） N D （q ） N D （＜1） ー

2，2’，4，4’，5，5’－P
BB －

検出試料数／調査試料数 － － － 0／20
検出濃度範囲 － － － N D（＜0．5）

2，2’，4，4’，6，6’－P
BB

検出試料数／調査試料数 － － － 0／20
検出濃度範囲 － － － N D （＜0．4）

十臭化ヒ～7ェニール
検出試料数／調査試料数 0／917 0／296 0／94 －
検出濃度範囲 N D（子0．05） N D （＜10）・ N D （＜5） －

PBB 合計
検出試料数／調査試料数 0／917 0／296 0／94 －
検出濃度範囲 N D ■・ N D N D －

マラチオン
検出試料数／調査試料数 9／797 0／124 2／94 －

検出濃度範囲 N D （＜0．01－0．05）
・－0．32

N D（＜1－10） N p （＜1）－6 －

マンゼブ（マンコでデ）注2 検出試料数／調査試料数 1／797 19／124 2／94 －
検出濃度範囲 N D （＜0．1－0．2）－0．1 ND （＜5－10）－100 N D（＜10）－135 －

マンネプ注2 検出試料数／調査試料数 1／797 19／124 2／94 －
検出濃度範囲 N D （＜0．1－0．2）－0．1 N D （＜5－10）－100 ND （＜10）一135 －

メソミル注4 検出試料数／調査試料数 25／747 0／94 0／94 －
検出濃度範囲 N D （＜0．05）－0．65 N D （＜10） N D （q ） －
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メ トキシクロル
検出試料数／調査試料数 0／249 0／94 0／94 0／4 0　 r

検 出濃度範囲 N D （＜0．05） N D （＜5） N D （＜10） N D（＜0．0 01）

メ トリブジン
検出試料数／調査試料数 0／747 0／94 0／94 －

検 出濃度範囲 N D （＜0．05） N D（＜10） N D （＜1） －

C A T

検 出試料数／調査試料数 7／772 0／114 3／10 1 －

検出濃度範囲 ■
N D（＜0．02－0．05）

　－0 ．2 1
N D（＜0．7－10） N D （＜0．7－1．2）－7 7 －

D D D

0，p’－DDD
検 出試料数／調査試料数 0／274 1／114 1／10 1 －

検出濃度範囲 N D（亨0．025－0．05） N D（＜5）－122 N D（＜5－10）－14 －

p，p’－D D D
検出試料数／調査試料数 0／274 3／114 9／10 1・ －

検出濃度範囲 N D（＜0．02 5－0．0 5） N D （＜5）－425 N D（＜5－10）－305 －

D D E

0，p’－DDE
検出試料数個 査試料数 0／274 l／114 0／10 1 －
検出濃度範囲 N D （＜0．025－0．0 5） N D （＜5）－24 N D （＜5－10） －

p，P’－D D E
検出試料数／調査試料数 0／274 4／114 15／10 1 －

検出濃度範囲 N D （＜0．025－0．0 5） N D （＜5）－154 N D （＜5）－2 87 －

D D T

0，p’rD D T
検出試料数／調査試料数 0／274 0／114 3／1■0 1

－

検 出濃度範囲 N D （＜0．025－0．0 5） N D（＜5） N D （＜5－10）一125 －

p，p’－D D T
検 出試料数／調査試料数 0／274 2／114 8／ld l

－

検 出濃度範囲 N D （＜0．025－0．05） N D （＜5）－9 3 N D （＜5－■10）t152 －

N A C

検 出試料数／調査試料数 11／7 72 0／109 0／94 －

検 出濃度範囲
N D （＜0．0 1－0．05）

　－0 ．3 9
N D（＜1－10） N D （千1）

－

平成11年度～16年度内分泌擾乱化学物質問題検討会資料

注1　フェンバレレートに含まれるため参考としてフェンバレレートの測定結果を示した。

注2　マンゼブ、マンネブ及びジネブについては、エチレンビスジチオカルバミン酸ナトリウムにした後、誘

導体化して測定している関係上、その合量で測定された。また、同じナトリウム塩を生じる他の化学物

質由来のものを検出している可能性がある。

注3　べノミルは環境中で速やかにカルベンダジムに分解される。また、化学的に類似した構造を持つ化学物

質は代謝物としてカルベンダジムを生成する。今回の調査ではカルベンダジムで定量しており、これら

の類似化合物に由来するカルベンダジムとの合量として測定された。

注4　化学的に類似した構造を持つ化学物質は代謝物としてメソミルを生成する。このため、」これらの物質に由
来するメソミルの合量として測定された。
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平成10～15年度環境実態調査結果の概要（室内空気・食事）

・検出試料／調査試料：調査した試料のうち、検出下限値を超えて測定された試料（検出頻度）
・ND　　　　　　：測定値が検出下限値未満
・ND（）　　　　：（）は検出下限値の範囲

：調査未実施

室 内 空 気 食 事

室 内空 気　■ 屋 外 空 気 食 事 参 考 と した 食 品

n 離113 n g′m 3 〃 g此g 〃釘kg

ア ジ ピ ン 酸 ジ 〇一2 －エ チ ル

へ キ シル

検出試料数／調査試料数 22 ／8 1 6／8 1

検出濃度範囲 N D （＜1）－2 7 0 N D （＜1）－2 5 N D －4 6 N D －56

4－オ クチ

′レフ ェ ノ

ー ル

4 －t一オクチルフェノール
検出試料数／調査試料数 － － 2／50 15／10 0

検出濃度範囲 － － N D （＜0 ．1）－0 ．2 N D （＜0 ．1）－0．5

4 －n－オクチルフェノール
検出試料数／調査試料数 － － 5／50 13／10 0

検出濃度範囲 － － N D （＜0 ．2 ）－0．5 N D （＜0 ．2 ）－1．7

オクチルフェノール
検出試料数／調査試料数 55／68 1 7／62 － －

検出濃度範囲 N D （＜0 ．1）－39 ．9 N D （＜0 ．1）－9 ．2 － －

2 ，4 －ジクロロフェノr ル
検出試料数儲 査試料数 － － 12／5 0 19／10 0

検出濃度範囲 － － N D （＜0 ．2 ）－1．8 N D （＜0 ．2 ）－1．6

4－ノニル フェ ノ ール

検出試料数／調査試料数 55／68 5 0／62 8／50 3 7 ／10 0

検出濃度範囲
N D （＜0．1）

－454．0

N D （＜0．1）

－278．6
N D （＜1．6 ）－5．8 N D （＜1，6）－73

ビス フ ェ ノー ル A
検出試料数／調査試料数 59／6 8 5 3／62 3／50 3 1／9 0

検出濃度範囲 N D （＜0．1）－12 ．5 N D （＜0 ．1）－4．3 N D （＜0．5）－1．9 N D （＜0 ．5）－35 0

フ タル 酸 ジ ェ チル
検出試料数／調査試料数 0／8 1 0／8 1

検出濃度範囲 N D （＜15）一4，50 0 N D （＜15）－18 0 N D N D

フ タル 酸 ジー2－エ チル へ キ

シソレ

検出試料数／調査試料数 68／S l 7 0／8 1

検出濃度範囲 23－3，亜0 4 0－5 1 0 N D －3 3 0 N D －17 0

フ タル 酸 ジ シ ク ロへ キ シ

ル

検出試料数／調査試料数 0／8 1 0 ／8 1

検出濃度範囲 N D （＜1）－110 N D （＜1）－10 0 N D N D

フ タル 酸 ジーn－プチ ル
検出試料数／調査試料数 12／8 1 10／8 1

検出濃度範囲 2 6－5 ，70 0 16－1，400 N D －6 8 N D －17 0

フ タル 酸 ジプ ロ ピル
検出試料数／調査試料数 0／8 1 0／8 1

検出濃度範囲 N D （＜1）－17 N D （＜1）－4 ．S N D N D

フ タル 酸 ジーn －へ キ シル
検出試料数／調査試料数 0／8 1 0侶 l

検出濃度範囲 N D （＜1）－37 N D （＜1）－15 N D N D

フ タル 酸 ジ ーn －ペ ンチ ル
検出試料数／調査試料数 0／8 1 0／8 1

検出濃度範囲 N D （＜5）－16 0 N D （＜5）－19 N D N D

フ タル 酸 プ チル ベ シジル 検出試料数／調査試料数 1／8 1 1侶 1

検出濃度範囲 N D （＜1）一17 0 N D （＜1）－10 0 N D －17 N D －3 0

4 －m－へ キ シル フ ェ ノー ル
検出試料数／調査試料数 － － 11／5 0 6／10 0

検出濃度範囲 － － N D （＜0 ．3）－0 ．4 N D （＜0 ．3）－1．2

4 －m－へ プ チル フ ェ ノー ル
検出試料数／調査試料数 － － 2／50 9／10 0

検出濃度範囲 － － N D （＜0 ．1）－0 ．1 N D （＜0 ．1）－0 ．4

ペ ン タ ク ロ ロ フェ ノール
検出試料数／調査試料数 16／68 4／62 0／50 0／90

検出濃度範囲 N D （＜0 ．1）－0 ．7 N D （＜0 ．1）－0 ．7 N D （＜0 ．5） N D （＜0．5）

4－ペ ン一m－ヘ ロンチルフェノール

チ ル フ

検出試料数／調査試料数 － － 4／50 10／10 0

検出濃度範囲 － － N D （＜0 ．2）－0 ．4 N D （＜0 ．2）－4 ．2

ェ ノ ー

ル　 4－t－へ○ンチルフェノール

検出試料数／調査試料数 － － 0／50 0／10 0

検出濃度範囲 － － N D （＜0 ．S） N D （＜0 ．8）

平成13年度～16年度内分泌擾乱化学物質問題検討会資料
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平成10～15年度環境実態調査結果の概要（水生生物・野生生物）

・検出試料／調査試料：調査した試料のうち、検出下限値を超えて測定された試料（検出頻度）

・ND　　　　　　：測定値が検出下限値未満

・ND（）　　　　：（）は検出下限値の範囲

：調査未実施

．物 質 名 区 分 検 出 し た 試 料 数

／調 査 試 料 数

検 出 濃 度 範 囲

ア ジ ピン 酸 ジ ー2－エ チ ル へ キ シル

水 生 生 物 0／2 8 6 m （く10）〟g／k g

鳥類 0／9 1 m （＜5－1 6 0 ）〃g／k g

陸生 は乳 類 4／8 5 m （＜5－6 4 0）－ 5 7 ，2 30 〝 g此 g

ア トラ ジ ン

水 生 生 物 0／1 9 3 m （＜1－2 ）〃g／k g

両 生 類 0／8 0 m （＜2」5 ）〟g／k g

鳥 類 0／115 m （＜0．0 3 ・6 ．3）〝g此 g

陸生 は乳 類 0／4 5 m （＜1－5 0）〃g瓜 g

ア ミ トロー ル 水 生 生 物 0／4 8 m （＜1 0）〝g瓜 g

ア ラ ク ロ ール 水 生 生 物 0／4 8 m （＜2）〃g瓜 g

アル ドリン 水 生 生 物 0／4 8 m （＜1 0）〝g／k g

ェ ス フ ェ ンバ レ レー ト注2 ‾　水 生 生 物 ■　 0／4 8 m （＜1 d）〝g／k g

エ チル パ ラ チ オ ン 水 生 生 物 0／4 8 氾 （＜5）〃g／k g

l ェンドスルフアン （α） 水 生 生 物 0／4 8 m （く4 0）〝g瓜 g

エ ン ドスル フ ア ン l ェげ スルフアン （β） 水 生 生 物 0／4 8 m （く3 0）〃g／k g

巨 ンドスルフアンサルフェート 水 生生 物 0／4 8 m （＜10）〝g／k g

エ ン ドリ ン 水 生生 物 0／4 8 m （＜3 0 ）〃g／k g

オ キ シ ク ロル デ ン

水 生生 物 2／19 3 m （＜5－3 0 ）－ 7．4 〟g ／k g

両 生類 4 7 ／10 1 m （く2－5 ）ユ4 6 〝g 此 g

鳥類 3 2 7／3 7 2 m （＜0．2 1－10 ）－ 6 5 0 ′上g／k g

海 生 は乳 類 6 4／6 5 m （＜5）－ 1，1 9 0 〝 g瓜 g

陸 生 は乳 類 7 8 ／14 3 m （＜0．0 2 －5 ）－ 19 6 〃g 此 g

オ ク タ ク ロ ロ ス チ レ’ン′

水 生 生物 2／14 1 m （＜2 ）－ 1 2 〝 g ／k g

鳥類 6 0／6 0 0 ．0 0 9 1 －6 ．3 ／J g 瓜g

海 生 は 乳類 2 0 ／20 0 ．3 －7 ．5 〝g ／k g

陸 生 は 乳類 2 8 ／40 m （＜0．0 0 2）－0．0 2 9 J上g／k g

4 －オ ク チ ル フ ェ ノー ル
4 －t－オクチルフェノール

水 生 生 物 16 ／2 8 6 N D （＜1．5 ・5 ）－3 0 JJ g／k g

両 生 類 0／2 1 m （＜0．台－2）〝g／k g

鳥類 6 6 ／2 8 1 N D （＜0．0 6 －4 ．2 ）－ 2 7 JJ g／k g

陸生 は乳 類 3 0 ／8 5 m （＜0．1 －1 ．5 ）－ 37 JJ g／k g

4 －n －オクチルフェノール

水 生 生 物 0／2 86 m （＜1．5 －5）〟g／k g

鳥 類 0／1 15 m （＜0．0 3 －2 ，9 ）〝g／k g

陸生 は乳 類 0／4 5 m （＜1．5 －7）〝g／k g

ク ロル デ ン

tra n s・タロルデ ン

水 生 生 物 34 ／19 3 m （く2－5）■「 3 2 〟 g／k g

両生 類 20 ／10 1 m （＜0．1 －5）－ 1 1 ／J g／k g

鳥 類 17 6 ／3 7 2 m （＜0．0 0 5 －1d ）－ 3 6 0 〝 g／k g

海 生 は乳 類 3 9 ／6 5 m （＜5－10 ）－ 4 5 ′上g瓜 g

陸生 は乳 類 2 7／14 3 m （＜0．0 0 5 －8）－0．0 6 〝 g／k g

cis －タロ昨 ンヾ

水 生 生 物 4 3／19 3 m （＜5）一3 6 〝g ／k g

両生 類 1 5／10 1 m （＜0 ．0 2 ・5）⊥ 1．3 〟 g／k g

鳥 類 2 14 ／3 7 2 m （＜0．0 1－1 5）－ 1 19 〝g ／k g

海 生 は乳 類 4 6 ／6 5 N D （＜5）－4 5 9 〃 g／k g

陸 生 は乳 類 3 4 ／14 3 m （＜0．0 0 5 ・8 ）－ 3 〃 g／k g

ケ ル セ ン 水 生 生 物 6／5 2 m （＜2 0 ）－6 6 〃 g瓜 g
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2 ，4 －ジクロロフェノキシ酢酸 水生生物 0／64 m （＜5－10）〝g／k g

鳥類 0／84 m （＜0．3－41）〃g瓜g

2 ，4 ・ジクロロフェノール

水生生物 1／14 1 m （＜1．5）－1．6〟g／k g

両生類 0／2 1 N D （＜0．3－4）〝g瓜g

鳥類 21／185 m （＜0．1㌢9．7ト 9恥 g／k g

陸生は乳類 2／40 m （＜0．2－0．5）－0．23 〃g／k g

1 ，2 －ジブ占モー3 －クロロプロパン 水生生物 ． 0／48 m （＜10）〃g／k g

シベルメ トリン 一水生生物 0／48 m （＜8）〃g／kg

ジネブ注3 水生生物 0／8 m （＜5）〟g／kg

ジラム 水生生物 0／4 m （く5）〃g／k g

ダイオキ

シン類

D ioxin s

T 4C D D s 両生類 2 1／2 1 0．012 －1．5〝g此g

鳥類 179／2 19 N D （＜0．0002 3－0．068）

　－0 ． 1 3 ′上g 肱g
P 5C D D s 両生類 2 1／2 1 0．00 18－0．086〃g／kg

鳥類 ． 175／2 19 N D （＜0．0004－0．06 8）

－0．35JJg／kg

H 6C D D s 両生類 － 20／2 1 m （＜0．0016）－0．029 〟g／k g

鳥類 176／2 19 N D （＜0．00044－0．14）

－0．99′上g／kg

H 7C D D s 両生類 20／2 1 m （＜0．0016）－0．047 JJg／k g

鳥類 158／2 19 N D （＜0．00022－0．14）

－0．07 6〃g／kg

0 8C D D 両生類 20／2 1 m （＜0．004 1）－0．14 ′エg／k g

鳥類 125／2 19 N D （＜0．00086－0．34）

－0．0 98 〟g瓜g

P C D D s 両生類 2 1／2 1 0．016－1．7〃g／kg

鳥類 203／2 19 m （＜0．0027 －0．34）－1．5〃g瓜g

D ibenzoh ranS

T 4C D fts 両生類 19／2 1 N D （＜0．00026－0 ．00082）

　－0 ．0 2 8 〟g ／k g
鳥類 65／2 19 N D （＜0．00008 1－0．0 68）

　－0 ．0 2 ′上g 瓜g
P 5C D fts 両生類 20／2 1 N D （＜0．00082）－0．012 JJ g／k g

鳥類 2 12／2 19 N D （＜0．00 13－0．068）

－0．69〃‾g／kg

H 6C D F s 両生類 17／2 1 N D （＜0．00047－0．00 16）

　0 ．0 1 7 〝g ／k g

鳥類 165／2 19 N D （＜0．00044－0．14）

－0．42′↓g／kg

H 7C D F s 両生類 17／2 1 Ⅲ （＜0．00045－0．00 16）

－0．0 09 6〃g 肱g

鳥類 73／2 19 N D （＜0．000 14・0 ．14）

－0．02／Jg／kg

0 8C D F 両生類 14／2 1 m （＜0．0005－0 ．004 1）

－0．0 2〟g／k g

鳥類 14／2 19 m （＜0．0002 1－0．034）

－0．022 〟g／kg

P C D F s 両生類 20／2 1 m （＜0．004 1）－0．046 〃g／k g

鳥類 2 12／2 19 m （＜0．0029 －0．34）－1．1〃g／kg

P C D D s＋P C D F s 両生類 2 1／2 1 0．016－1．7〟g／kg

鳥類 2 14／2 19 m （0 ．0029－0．34）－2．7〃g／k g

C o・P C B

N on －Ortbo

P C B s

両生類 21／2 1 0．0053－0．031J上g／kg

鳥類 2 18／2 19 m （＜0．14）－14 〃g／k g

M on 0－Orth o

P C B s ・

両生類 21／2 1 0．086－1．2〃g／kg

鳥類 2 19／2 19 0．9 9－2，900〃g／kg

C o－P C B 総和 両生類 21／2 1 0．092－1．2JJg瓜g

鳥類 2 19／2 19 1．1 －2，9 00 〟g戊g



ディル ドリン

水生生物 2／193 m （＜5・30ト 5 ．7 〃g／k g

両生類 13／10 1 m （＜0．03－5）－12 〝g／kg

鳥類 16 1／2 78 m （＜0．0 1・29）－340 J上g／kg

海生ほ乳類 5 1／65 m （＜10）－1，930 1⊥g瓜g

陸生は乳類 82／143 m （＜2・8）－115 JJ g／k g

トキサフェン

P aI・1ar ＃26

鳥類 30／30 0．029－1．4〝g／kg

海生は乳類 10／10 0．00035－0．077〃g肱g

陸生は乳類 17／20 m （＜0．001ト 0．084 〝g／k g

P aflaI・＃50

鳥類 29／30 m （＜0．007）－0．89 ′1g／k g

海生は乳類 10／10 0 ．00 0076 －0．08〃g肱g
陸生は乳類 11／20 N D （＜0．002）一0．1 1⊥g／k g

P arlar ＃62

鳥類 4／30 N D （＜0．008－0．0 3ト 0．25 JJg／k g

海生ほ乳類 3／10 m （＜0．000 12）－0．0094 〝g肱g

陸生は乳類 0／20 m （＜0．Od8）〝g／k g

トキサフェン合計
鳥類 30／30 0．037－2 ．3〟g／k g

海生は乳類 10／10 0．00043－0．17JJg／kg

陸生は乳類 17／20 ND －0 ．18 〃g／kg

2 ，4 ，5 －トリクロロフェノキシ酢酸 水生生物 0／48 m （＜10）〃g／k g

トリフェニルスズ

水生生物 178／286 m （＜0．3－1）「2 10 JJ g／kg

両生類 0／21 m （＜0．2－1）〝g／kg

鳥類 124／37 1 m （＜0．0 16－200）－24 〝g几

海生は乳類 22／36 N D （＜2 0－200）一14 0 ′上g瓜g

陸生ほ乳類 0／143 m （＜1－200）〃g此g

トリブチルスズ

水生生物 205／286 m （＜0．3・1）「120 〃g／k g

両生類 0／21 m （＜0．07－0 ．5）〝g／k g

鳥類 159／37 1 m （＜0．02－200）－5 1 JJg／k g

海生は乳類 39／65 m （＜20－50）「870 ′上g／k g

陸生は乳類 0／143 m （＜1－200）〃g／k g

トリフルラリン

水生生物 12／194 m （＜1・2）－11 ′上g／kg

両生類 0／21 m （＜0．3－30）〝g／k g

鳥類 52／268 m （＜0．05・17）－12 〟g／kg

海生は乳類 8／20 m （＜1・4）－7．6〃g／k g

陸生は乳類 0／85 N D （＜0．05－50）〃g瓜g

4－ニ トロ トルエン

水生生物 1／14 1 m （く1）－5〝g／k g

鳥類 0／60 m （＜1－2）〝g／k g

海生は乳類 5／20 m （く20－50）－44 J上g／k g

陸生は乳類 0／40 m （＜1）〃g肱g

出切刀βソ ナクロル

水生生物 62／193 N D （＜2－5）－149 〝g／kg

両生類 2 1／10 1 m （＜2・5）－52 JJ g／k g

鳥類 259／372 m （＜0．03・10）－930 〝g瓜g

海生は乳類 64／65 m （＜5ト7；570 J上g／k g

陸生は乳類 70／143 m （＜2－8）「24 1 〟．g／k g

ノニルフェノー′レ

水生生物 42／286 N D （＜15－50ト 780 〃g／k g

両生類 ・ 1／2 1 m （＜2－30）一2．8〟g此g

鳥類 115／2 16 m （＜0．14・30）⊥230 〃g／k g

陸生は乳類 37／85 一m （＜9・15）－2，000 〃g／k g

ビスフェノール A

水生生物 8／286 m （＜5ト 1毎 g／k g

両生類 3／2 1 m （＜0．5・6）7 13 〝g／k g

鳥類 84／2 16 m （＜0．06 －80）－70 〃g／k g

陸生は乳類 1／85 m （＜0甘 320）－42 〝g／k g

ピンクロゾリン 水生生物 0／48 m （＜10）〃g／k g

フェンソべレレー ト ‘ 水生生物 0／48 m （＜10）〃g／k g
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フタル酸ジェチル

水生生物 0／286 m （＜10）〟g／k g

鳥類 0／9 1 m （＜1・160）〃g／k g

陸生ほ乳類 0／85 m （＜1・640）〟g／k g

フタル酸ジー2－エチルへキシル
水生生物 118／286 m （＜25ト 260 〝g／k g

両生類 9／2 1 m （＜10－1200）－33 1上g／k g

鳥類 107／2 16 m （＜0．3－400）－3，290 1エg瓜g

陸生は乳類 ．　 32／85 m （＜5－640）－363，000 〃g／k g

フタル酸ジシクロへキシル
水生生物 0／14 1 m （＜10）〝g／k g

鳥類 0／60 m （＜1－3）〃g瓜g

陸生は乳類 0／40 m （＜1－2）〝g瓜g

フタル酸ジ・n rプチル
水生生物 27／286 m （＜25）－79 〃g肱g

両生類 20／2 1 m （＜9）・4 4 〃g／k g

鳥類 38／24 6 m （＜0．2 1－400）－290 JJ g戊g

陸生は乳類 0／85 m （＜3－1，600）〟g／kg

フタル酸ジプロゼ ル
水生生物 0／14 1 m （＜10）〃g／k g

鳥類 0／6 0 m （＜0．7－3）〃g／k g

陸生は乳類 0／40 m （＜0．7・2）〟g／k g

フタル酸ジヘキシル
水生生物 0／14 1 m （＜10）〝g／k g

鳥類 0／6 0 氾 （＜1・3）〃g／k g

陸生は乳類 0／40 m （＜1－2）〃g／k g

フタル酸ジペンチル
水生生物 0／14 1 m （＜10）〃g肱g

鳥類 0／60 m （＜0．7－3）〝g／k g

陸生ほ乳簸 0／40 ■ m （＜0．7－2）〃g／k g

フタル酸プチルベンジル

水生生物 3／286 m （＜10）－35 〟g瓜g

鳥類 0／9 1 m （＜1・160）〝g此g

陸生は乳類 0／8 5 m （＜1－640）〟g／k g

ヘ キサクロロシクロヘ

キサン（H C H ） i

α－H C H

水生生物 1／193 m （＜5）■－6．0〃g／k g

両生類 10／10 1 m （＜0．1－5）－5 〃g／k g

鳥類 130／372 N D （＜0．08－11ト 11 JJg／k g

海生は乳類 60／65 N D （＜2－10ト 192 〃g／k g

陸生は乳類 ・ 29／143 m （＜0．005－8ト 0．03 ′↓g瓜g

β・H C H

水生生物 0／193 N D （＜5）〟g瓜g

両生類 19／10 1 m （＜0．0 6－5ト 6 ．3 〃g／k g

鳥類 3 19／372 m （＜0．1－10）－1，700 〝g／k g

海生は乳類 －60／65 m （＜10）－2，330 〝g／kg

陸生ほ乳類 72／143 m （＜2－8）－54 J上g此g

γ・H C H

水生生物 0／193 m （く5）〃g／k g

両生類 1／101 氾 （＜0．05－5）－0．075 〝g／k g

鳥類 114／372 m （＜0．16 －12）－5〃g／k g

海生は乳類 26／65 m （＜10ト30 JJg此g

陸生は乳類 2／143 m （＜0．005－8）－0．0075 〃g／k g

∂・H C H

水生生物 0／193 m （＜5）〝g／k g

両生類 1／80 m （＜2－5）一5〃g／k g

鳥類 3／3 12 m （＜0．1－14ト 0．64 〃g／kg

海生は乳類 0／45 m （＜10）〃g瓜g

陸生は乳類 0／103 m （＜2・8）〃g／k g

H C H 合計

水生生物 1／198 N D－6 ．0 〟g／k g

両生類 2／80 N D －5 〝g／kg

鳥類 89／123 N D －297 JJ g／kg

海生は乳類 44／45 N D－2，35 7 〃g ／k g

陸生は乳類 32／103 和 一54 JJg／k g

1
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ヘキサクロロベ ンゼン（H C B ）

水生生物 6／198 m （＜2・5）こ⊥16 〃g／k g

両生類 16／21 m （＜0．3－0．6）－0．85 〝g／k g

鳥類 292／340 氾 （＜0．9塙5）－160 〃g肱g

海生は乳類 59／65 N D 巨勾－5亜 〃錐 g

陸生は乳類 42／142 N D （＜2－8）－24 〟g／k g　－

4－m－へキシルフェノー′レ 水生生物 ■　 0／141 m （＜1．5）〝g此g

べ ノミル（紬へヾげ シ寸ム）注4 水生生物 0／16 m （＜1）〝g／kg

ヘブタクロル

水生生物 0／193 m （く5－10）〝g／k g

両生類 0／80 m （＜2－5）〝g／k g

鳥類 8／233 m （＜0．009－10）－0．027 〝g／k g

海生は乳類 17／65 m （＜0．2・5）一3．3〃g／k g

陸生は乳類 2／143 犯 （＜0．0 09 －8）－0．022 〟g／k g

へブタクロルエポキサイ ド

水生生物 0／193 m （＜5・10）〝g／k g

両生類 11／10 1 m （＜0．1－5）－1．4 〃g／k g

鳥類 243／372 m （＜0．13－15）－180 〟g／k g

海生は乳類 60／65 m （＜10）一・220 JJg／k g

陸生は乳類 67／14 3 m （＜2－8）－178 JJ g／k g

4－n －へプチルフェノール 水生生物 0／14 1 m （＜1．5）〃g／k g

ベルメ トリン 水生生物 2／48 m （＜由一9〃g／k g

ベンゾ（a）ピレン

水生生物 0／2 86 m （＜1－2）〝g／k g

両生類 0／80 m （＜2－’5）〃g／k g

鳥類 0／177 m （＜0．0 1－2 1）〟g／k g

海生は乳類 0／45 m （＜5）〃g瓜g

陸生は乳類 0／103 m （＜2－8）〝g瓜g

ベンゾフェノン

水生生物 3／141 m （＜1）・－4〝g瓜g

両生類 13／21 m （＜0．2－3）一 130 ′⊥g／k g

鳥類 91／185 m （＜0．02 ・6 ．9）－290 〝g／k g

・海生は乳類 0／20 N D （＜10－50）〃g／k g

陸生は乳類 5／40 m （＜1ト 立．恥 g／k g

ペンタクロロフェノール（P C P ）

水生生物 2／48 m （＜5）－10 JJ g肱g

両生類 2／2 1 氾 （＜0．1－2）－0．4 7 〝g／kg

鳥類 128／185 m （＜0．42・27）－230 〃g／k g

陸生は乳類 2／40 N D （＜0．1・0．5）－0．11 〟g／k g

4 －n －ペンチルフェノール

水生生物 0／14 1 m （＜1．5）〝g／kg

両生類 0／6 m （＜0．5－2）〟g／k g

鳥類 12／153 m （＜0．0 5・3 1）二17 〃g瓜g

陸生ほ乳類 0／20 m （＜d．5）〝g／k g

ポ リ塩化ビフェニー

，ル類 （P C B ）

塩化ビフェニール

水生生物 0／286 m （＜0．10エ0．粛〃g／k g

両生類 0／10 1 m （＜0．08 －5）〃g／k g

鳥類 26／372 m （＜0．00 1－50）－1．1〃g／k g

海生は乳類 7／65 m （＜0．02－50）一0．08 〃g／k g

陸生は乳類 2 1／143 N D （＜0．0005－25）一0．03 〃g／k g

二塩化ビフェニール

水生生物 33／286 氾 （＜0．10・d ．め－74 〝g／kg

両生類 0／10 1 m （＜0．05－6）〝g／k g

鳥類 116／372 m （＜0．002t16b）－2 5 〝g／kg

海生は乳類 20／65 m （＜50）⊥6．2 〟g／k g

陸生は乳類 26／143 m （＜0．0008・2 5）－0．06 ′1g／k g

三塩化ビフェニール

水生生物 16 1／286 m （＜0．10－0 ．わー7 10 〟g／k g

両生類 4／10 1 m （＜0．04－5）」1．0 〃g／k g

鳥類 303／372 m （＜0．26－50）－2，600 〃g／k g

海生は乳類 26／65 m （＜50）－3 10 〃g／k g

陸生は乳類 4 1／143 m （＜1－25）－26 〃g／k g
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ポ リ塩化 ビフェニー

ル類 （P C B ）続き

四塩化ビフェニール

水生生物 237／286 N D （＜0．4）－330 J上g／k g

両生類 14／10 1 m （＜0．1－7ト 0．37 〃g／k g

鳥類 3 12／372 m （＜0．16－50）－5，700 〃g／k g

海生は乳類 43／65 m（＜50 ト8 ，2 2 0J Jg ／k g

陸生は乳類 42／143 m （＜1－10）－90 〝g／k g

五塩化ビフェニ」ル

水生生物 26 1／286 氾 （＜0．4ト 64 恥 g／kg

両生類 ． 16／101 m （＜1－9ト 4〃g／k g

鳥類 334／372 m （＜1・50）－4，100 〝g／k g

海生は乳類 56／65 m （＜50）－ 17，100 〝g／k g

陸生は乳類 48／143 m （＜1・25ト 178 ′上g瓜g

六塩化ビフェニール

水生生物 274／286 m （＜0．4）－490 〃g／k g

両生類 15／101 m （＜0．2－7）－9 ′↓g瓜g

鳥類 340／372 m （＜1－50）－6，160 〝g／k g

海生は乳類 63／65 m （く50）－260，000 〝g／k g

陸生は乳類 52／14 3 m （＜1－25ト 223 〃g／k g

七塩化ビフェニール

水生生物 190／286 氾 （＜0．4ト 76 〃g／k g

両生類 11／10 1 m （＜0．2－8）－1．3〟g／k g

鳥類 333／372 m （＜1－50）－2，560 〃g／kg

海生ほ乳類 45／65 N D （＜50）－33，300 JJg／k g

陸生は乳類 47／14 3 m （＜1－25）－8 5 〝g瓜g

八塩化ビフェニール

水生生物 68／286 m （＜0．4）－7．5〟g此g

両生類 4／10 1 m （＜0．05－5）－0．21 〝g瓜g

鳥類 310／372 m （＜0．05－50）－4 19 〃g／k g

海生は乳類 2 6／65 m （＜50）－4，740 〃g／kg

陸生は乳類 42／143 N D （＜1・25）－8〝g／k g

九塩化ビフェニール

水生生物 5／286 N D （＜0．10－0．4ト 0 ．6 〟g／k g

両生類 3／10 1 N D （＜0．06－5ト 0 ．11 ′↓g／kg

鳥類 2 38／372 m （＜0．04－50）－9 3 〃g／k g

海生は乳類 2 1／65 氾 （＜50）－24 0 J⊥g／kg

陸生ほ乳類 40／143 m （＜1・25）－0．4 1〃g／k g

十塩化ビフェニール

水生生物 0／286 m （＜0．10－0 ．粛〃g／k g

両生類 6／101 m （＜0．02－5ト 0．12 ′上g／kg

鳥類 225／372 m （＜0．22・50）－5 1 〃g／k g

海生は乳類 20／65 m （＜50）－45 〟g／k g

陸生は乳類 40／143 m （＜1－25）－0．33 JJ g瓜g

P C B 合計

水生生物 278／286 N D－1，6 00 〃g ／k g

両生類 16／10 1 N D －13 〃g肱g

鳥類 342／372 ND－19，0 0011g／kg
海生は乳類 63／65 m －1 2 0 ，6 0 0 〟g 肱g

陸生は乳類 52／143 N D －577 〃g／k g

ポ リ臭化 ビフェニー

ル類 （P B B ）

臭化ビフェニール 水生生物 0／14 1 m （＜2）〃g／k g

二臭化ビフェニール 水生生物 0／14 1 N D （＜2）〟g／kg

三臭化ビフェニール 水生生物 0／14 1 m （＜2）〝g／kg

四臭化ビフェニール 水生生物 0／14 1 N D （＜2）〝g／kg

五臭化ビフェニール 水生生物 0／14 1 m （＜2）〃g／kg

六臭化ビフェニづレ 水生生物 0／14 1 N D （＜2）〟g／k g

十臭化ビフェニール 水生生物 0／14 1 m （く10）〃g／k g

P B B 合計 水生生物 0／14 1 m

マイ レックス

鳥類 60／60 0．07－30JJg 肱g
海生は乳類 2 0／20 0 ．7－3 8 〃g 戊g

陸生は乳類 30／40 m （＜0．003・0．004）－0．2恥 g／k g

マラチオン 水生生物 0／56 ■　N D （＜1・2）〃g戊g

鳥類 0／84 m （＜0．08－11）〃g此g

マンゼブ （マンコゼプ）注3 水生生物－ 0／8 m （＜5）〃g／k g
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マ ンネブ注3 水生生物 0／8 m （＜5）；云g／k g

メソミル注5 水生生物 －＿ 0／48 叩〕（＜2）・〝g／k g

メ トキシクロル ー 水生生物 0／48 m （＜20）〝g／k g

メ トリブジン 水生生物 0／4 8 m （＜5）〟g肱g

C A T

水生生物 0／193 Ⅲ （＜1－2）〃g／k g

両生類 0／8 0 m （く0．5－3）〟g／k g

鳥類 0／3 1 N D （く0．5 T2）〝g／k g

陸生は乳類 0／4 5 m （＜1－50）〃g／k g

D D D

0，p ■－D I）D

水生生物 0／193 氾 （＜5）〃g／k g

両生類 1／12 1 N D （＜0．03・5）－0．2 9 〟g戊g

鳥類 38／372 m （＜0．009－11ト 9．3 〟g／k g

・海生は乳類 45／65 m （＜5ト 392 〃g／k g

陸生は乳類 0／143 m （＜0，009 －8）〃g／k g

p ，Pl・D D D

水生生物 13／193 m （＜5）－24 JJ g／kg

両生類 22／121 m （＜0．04－5ト 19 JJ g／k g

鳥類 ．212／374 m （＜0．1－21）ニ1，700 〝g／k g

海生は乳類 62／65 m （＜5）－1，600 ′1g／k g

陸生は乳類 14／143 m （＜0．0 09－8）－3〃g／k g

D D E

0，P f－D D E

一　水生生物 0／193 m （＜5）〃g／k g

両生類 0／12 1 m （＜0．0計5）〃g／k g

鳥類 4 7／370 m （＜0．009－10ト 2 ．毎 かk g

海生は乳類 44／65 m （＜5）－35 1 JJg／k g

陸生は乳類 0／143 m （く0．006－8）〝g瓜g

p ，p LD D E

水生生物 7 0／193 m （＜5）－71 〝g／k g

両生類 5 1／121 N D k 0．2－5ト 185 〃g／k g

鳥類 356／372 m （＜3．3）－12 ，000 〝g／k g

海生は乳類 65／6 5 60－30，300／上g／kg

■　陸生は乳類 4 8／143 m （＜0．02－8）一60 J上g瓜g

D D T

0，pLD D T

水生生物 0／193 氾 （＜5）んg／k g

両生類 1／12 1 m （＜0．0 3・5）－3〃g／k g

鳥類 35／372 N D （＜0．008 ・17）－6．8 〃g瓜g

海生は乳類 47／65 N D （く由一2，270 〝宅座g

陸生は乳類 1／143 m （＜0．008t8）－0．06 Jjg瓜g

p ，p LD D T

水生生物 0／193 m （＜5）〃g／k g

両生類 20／12 1 N D （＜0．09・5）－33 〃g／k g

鳥類 209／372 N D （＜0．073－4 1）－59 〟g瓜g

海生は乳類 65／65 0．5－6，6101上g肱g

陸生ほ乳類 20／143 N D （＜0．0 1・8）－26 JJ g／kg

N A C 水生生物 0／52 N D （＜1・2）〝g此g

鳥類 0／84 m （＜0．15－18）〃g／k g

平成11年度～16年度内分泌擾乱化学物質問題検討会資料
注1　水生生物（貝類：ヤマトシシ■ミ及び魚類：アユ、イホヾタ～ィ、ウクやィ、オイカリ、オオクチハ｝ス、カサコ～、カワムツ、キさンブナ、コィ、サケ、シログ〇千、スス寸キ、セイコ卓、

テラヒaア、ニコやィ、ニシ～マス、′ゼ、′叶、7ナ、7JJトキ～ル、ヘラ7■ナ、ホ÷ラ、マハセナ、マデナ、マルタ、マルタケクやィ、モツコや、ワカサキナ）、両生類：けキヨクタやルマがエ

ル、トノサマがェル、ニホンアカがェル、ヤマアカがェル、鳥類：アかやスヾク、イヌワシ、ウミネコ、エデフグロウ、オわノハス予ク、オオタカ、カワウ、カワウ卵、コミミス寸ク、シマフクロウ、

クマタカ、クマタカ卵、チュウヒ、チョげンボウ、ツミ、ドハヾト、トビ、ノス県ハイタカ、ハげトがラス、ハげす、ハげサ卵、フグロク、フグロケ卵、ミ恒㍉ムクドリ、海
生晴乳類：コやマフアサやラシ、セ〇二がタアサヾラシ、オウキやハクシ÷ラ、カス寸ハコJンドゥ、カマイルカ、コデハクシヾラ、スナメリ、ナがスクシヾラ属、ネスやミイルカ、ハツデスオオ

キ■ハクシ＋ラ、マイルカ、ミンククシ～ラ、陸生哺乳類：アカネスヾミ、ツキノワクヾマ、タヌキ、二ホンサ÷ル、げマの測定結果（測■定対象種は年度毎に異な

る）。

注2　フェンバレレートに含まれるため参考としてフェンバレレートの測定結果を示した。

注3　マンゼブ、マンネプ及びジネプについては、エチレンビスジチオカルバミン酸ナトリウムにした後、誘連体化し

て測定している関係上、その合量で測定された。また、同じナトリウム塩を生じる他の化学物質由来のものを

検出している可能性がある。

注4　ベノミルは環境中で速やかにカルベンダジムに分解される。また、化学的に類似した構造を持つ化学物質は代謝

物としてカルベンダジムを生成する。今回の調査ではカルベンダジムで定量しており、これらの類似化合物に

由来するカルベンダジムとの含量として測定された。

注5　化学的に類似した構造を持つ化学物質は代謝物としてメソミルを生成する。このため、これらの物質に由来する

メソミ′レの合量として測定された。
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平成14年度POPsモニタリング調査　検出状況一覧表

物質調

査番号
物質名

　水質

38地点・114検体

　底質

63地点189検体

生物
　大気

34地点102検体
　魚類

14地点70検体

　貝類

8地点38検体

　鳥類

2地点10検体

範囲 幾何平均値 範囲 幾何平均値 範 囲 幾何平均値 範 囲 幾何平均値 範囲 幾何平均値 範 囲 幾何平均値

（pg／L） （pg／L） （pg／g－dⅣ）（pg／g－dry）（pg／㌻Wet）（pg／g－Wet）（pg／g－We t）（pg／㌻Wet）（pg／g－W et）（pg／㌻Wet） （pg／m 3） （pg／m 3）

1 P C B類
60

～ 11，00 0
4 6 0

39

～ 630 ，00 0
9 ，20 0

1，50 0

～ 550，000
1 4，00 0

2 0 0

～ 160，00 0
10，00 0

4，80 0

～22，00 0
1 1 1，00 0

1 6

～ 88 0
1 00

2 H C B
9．8

～ 1，40 0
3 6

7．6

～ 19，00 0
2 1 0

1 9

～ 9 10
14 0

2．4

～ 33 0
2 3

5 6 0

～ 1，60 0 1
1，00 0

5 7

～3 ，0 0 0
9 9

3 ドリン類

3－1 アルドリン
nd r

～ 18
0．69

n d

～ 570
1 2

n d

～ tr（2．0）
nd

n d

～ 34
tr（1．7） nd n d

n d

～3．2
tr（0 ．03 0）

3－2 ディル ドリン
3．3

～ 94 0
4 1

4

～2，3 0 0
6 3

4 6

～2，40 0
2 8 0

tr（7）

～ 19 0，00 0
4 9 0

8 2 0

～ 1，70 0
1，20 0

0．73

～ 110
5．6

3－3 エンドリン
nd

～ 31
4．7

n d

～ 19，00 0
9

n d

～ 18 0
19

n d

～ 12，0 00
4 4

n d

～ 99 】
22

n d

～2 ．5
0 ．22

4 D D T 類

4－1 A 〆 －D D T
0．25

～ 44 0
1 2

tr（5）

～ 97，00 0
2 7 0

6．8

～ 24，00 0
3 3 0

3 8

～ 1，20 0
2 0 0

7 6

～1，30 0
3 8 0

0．25

～ 22
1．9

4－3 A 〆 －D D E
1．3

～ 76 0
2 4

8．4

～ 23，00 0
6 6 0　‾

5 10

～ 98，00 0
2，500

14 0

～ 6 ，00 0
1，10 0

8 ，10 0

～ 17 0，000
3 6，00 0

0．56

～ 28
2．8

4－5 A 〆 －D D D
0．57

～ 19 0
15
tr（2．2）

～ 51，00 0
5 4 0

8 0

～ 14，00 0
6 10

1 1

～ 3，20 0
34 0

14 0

～ 3，90 0
5 6 0

n d

～0．76
0．13

4－2 q〆 －D D T
0．19

～ 77
5 ．1

n d

～ 27，00 0
5 7

tr（6）

～ 2 ，300
1 1 0

2 2

～ 48 0
1 0 0

n d

～ 58
tr（10）

0 ．41

～ 40
2．2

4－4 q〆 －D D E
n d

～ 68 0
2．3

n d

～ 16，00 0
4 6

3 ．6

～ 13，00 0
7 7

1 3

～ 1，10 0
8 8

2 0

～ 49

l

　 28
0 ．11

～8 ．5
0．60

4－6 由 仁 D D D
n d

～ 110
5．5

n d

～ 14，00 0
14 0

n d

～ 1，100
8 3

tr（9）

～ 2，90 0
1 3 0

tr（8）

～ 23
1 5

n d

～0．85
0．14

5 クロル デン類

5－1 血 が一タロルデン
3．1

～ 78 0
3 2

2．1

～ 16，00 0
1 30

2 0

～ 2，70 0
1 8 0

3 3

～ 2，30 0
4 2 0

8．9

～一26
1 4

0 ．62

～ 82 0
3 6

5－2 C由一タロルデ ン
■2 ．5

～ 88 0
4 1

1．8

～ 18，00 0
12 0

5 7

～6，90 0
5 8 0

2 4

～ 26 ，00 0
8 1 0

1 0

～ 45 0
6 7

0 ．86

～ 670
3 1

5－3

5－4

5－5

6

む顎か∫－ノナクロル
1．8

～ 780
2 9

7 ．6

2 ．4

3．1

～ 13，00 0
1 2 0

9 8

～ 8，30 0 、
97 0

2 1

～ 1，80 0
5 1 0

3 5 0

～ 1，90 0

巨 0

日 00

6 4 0

0．64

～ 55 0
2 4

d F－ノナクロル
0．23

～ 250

n d

～7 ，80 0
6 5

4 6

～ 5，10 0
4 2 0

8．6

～ 87 0
19 0

6 8

～ 45 0

0．07 1

～ 62
3．1

オキシクロルデン
nd

～ 4 1

n d

～ 12 0
2．2

3 ．5

1 6

～ 3，90 0
1 6 0

巨 0

n d

～ 5，60 0
7 6

3．6

4 7 0

～ 89 0

n d

～ 8．3
0 ．9 6

1 1ヘ ブタクロル
nd

～ 25
tr（1．1）

nd

～ 12 0

n d

～ 20

n d

～ 15

tr（1．9）

～ 5．2
tr（2．1）

0．20

～ 22 0
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平成15年度POPsモニタリング調査　検出状況t覧表

調 査 媒 体

地 点 数

化 学 物 質

水 質

36地 点

底 質

62地 点

生 物 大 気

貝 類

6地 点

魚 類

14地 点

鳥 類

2地 点 ‾

第 1回

（温 暖 期 ）

35地 点

第 2 回

（寒 冷 期 ）

34地 点

検

出

地 ＿

点

数

範 囲

検

出

地

点

数

範 囲

検

出

地

点

数

範 囲

検

出

地

点

数

範 囲

検

出

地

点

数

範 囲

検

出

地

点

数

範 囲

検

出

地

点

数

範 囲

（pg／L） （pg／g－dⅣ） （pg／g－W et） （pg／g－W et） （pg／g－W et） （pg／m 3） （pg／m 3）‾

P C B 類 36
2 3 0～

62
3 9～

6
1，000 ～

14
8 7 0～

2
6，800′～

35
3 6～

34
1 7～

3，10 0 5，60 0，00 0 1 3 0，00 0 1 5 0，00 0 4 2，00 0 2，600 6 3 0

H C B 3 6
1 1～

62
5～

6
tr（2 1）～

14
2 8～

2
7 9 0～

35
8 1～

34
6 4 ′－

34 0 4 2，00 0 6 60 1，50 0 4，70 0 4 3 0 3 2 0

アル ドリン 34
n d～

　 3 ．8
60
n d～

1，00 0
3
n d ～

　 51
7
n d～

　 tr（1．9）
0 nd 3 4

n d～

　 2 8
3 4
0 ．03 ～

　 6．9

ディル ドリン 36
1 0′－

62
n d～

6
4 6′、

14
2 9～

2
7 9 0～

35
2．1～

34
tr（0．82）～

510 9，10 0 7 8，00 0 1，00 0 2，20 0 26 0 1 10

エンドリン 36
0．7 ～

53
n d～

6
6．3～

14
n d～

2
5．4 ～

35
D．081 ～

34
0 ．04 2 ～

78 2 9 ，00 0 5，00 0 18 0 9 6 6 ．2 2．1

A 〆 －D D T 3 6
tr（2．8）～

62
3′－

6
49 ～

14
td 3 ．7）～

．2
18 0～

35
．0．75・～

34
0 ．3 1・～

740 5 5 ，00 0 1，80 0 1，90 0 1，40 0 2 4 1 1

A 〆 －D D E 3 6
5～

62
9．5～

6
19 0 ′～

14
18 0 ′－

2
18，000 ～

35
1．2～

34
1．1～

380 8 0 ，00 0 6 ，50 0 12，00 0 24 0，00 0 5 1 2 2

A 〆 －D D D 3 6
4′、

62
3．7～

6
tr（7．5）～

14
4 3 ～

2
1 10～

35
0 ．06 3～

34
tr（0．037）

410 32 ，00 0 2 ，60 0 3 ，70 0 3，90 0 1．4 0．52

q 〆 －D D T 3 6
tr（1．5）～

62
n d ′－

6
3 5～

14
2 ．9～

2
8．3～

35
0 ．61～

34
0．43 ～ ・

100 3，20 0 4 8 0 5 2 0 6 6 3 8 6 ．4

q 〆 －D D E 3 6
tr（0．42）～

6 2
tr（0．5）～

6
17ノー

14
n d～

2
n d ～

35
0 ．17 ～

34
0．18 ～

170 24 ，00 0 4 6 0 2 ，50 0 4 ．2 7．5 1．7

0，〆 －D D D 3 6
1．1一、－

6 2
tK 1．0）～

6
6．5′、

14
n d～

2
tr（5）～

35
0 ．05 9～

34
0．06 2～

16 0 8，80 0 1，90 0 9 2 0 3 6 1．3 0．42

血 ∫－クロル デ ン 36
6 ～

62
tK 2．4）～

6
6 9ノー

14
9．6′－

2
tr（5．9）～

35
6 ．5 ～

34
2．5～

4 10 1 3，00 0 2，80 0 1，80 0 2 7 2 ，00 0 2 9 0

C由一クロル デ ン 36
12 ～

6 2
tr（3．6）～

6
11 0ノー

14
4 3～

2
6．8′〉

35
6．4′－

34
2．5～

920 1 9，00 0 14 ，00 0 4 ，40 0 3 7 0 1，60 0 2 2 0

血 刀∫－ノナ クロル 36
4 ′－

6 2
2 ～

6
14 0～

14
8 5～
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④生態影響及びヒト健康影響への内分泌かく乱作用に関する試験の方法と結果の概要

1－1．生態系への内分泌かく乱作用による影響に関する魚類を用いた試験方法

①評価体制

「内分泌擾乱化学物質問題検討会」のもとに設置
された「内分泌擾乱作用が疑われる物質のリスク評

価検討会」のなかに生態系の専門家からなる「内分

泌擾乱化学物質の生態影響に関する試験法開発検

討会」を設置し（鳥類、両生類、無脊椎動物につい
てはそれぞれ担当グループを更に設置）、（D物質ご

とのプロトコール及び②そのプロトコールに則っ

た実施状況や試験結果について助言評価を行った。

（釘試験方法

環境省においては、わが国において開発した方法

（メダカのビテ七ジェニンアッセイ・パーシャルラ
イフサイクル試験・フルライフサイクル試験・レセ

プターバインディングアッセイ・レポータージーン

アッセイ）を用いて、有害性評価を進めた。対象と

した化学物質は、平成12年度に選定した12物質1）、
平成13年度に選定した8物質2）、平成14年度に選

定した8物質3）及び平成15年度に選定した8物質

4）である。
1）トリブチルスズ、4－オクチルフェノール、ノニル

フェノール、フタル酸ジーn－プチル、フタル酸ジシ

クロへキシル、フタル酸ジー2一エチルへキシル、オ
クタクロロスチレン、ベンゾフェノン、トリフェ

ニルスズ、フタル酸ジェチル、フタル酸プチルベ

ンジル及びアジピン酸ジー2－エチルへキシル
2）ペンタクロロ，フェノール、アミトロール、ビスフ

ェノールA、2，4一ジクロロフェノール、4－ニトロ

トルエン、フタル酸ジペンチル、フタル酸ジへキ
シル及びフタル酸ジプロピル

3）ヘキサクロロベンゼン、ヘキサクロロシクロヘキ

サン、クロルデン、オキシクロルデン、tranS－ノ
ナクロル、DDT、DDE及びDDD

4）アルドリン、エンドリン、ディルドリン、ヘブタ

クロル、マイレックス、ケルセン、マラチオン及
びベルメトリン

魚類

メダカを試験動物とし、スクリーニングの位置

付けで、（Dビテロジェニンアッセィ、②パーシャ

ルライフサイクル試験、③FLF・d－rRメダカ試験
等を実施するとともに、確定試験の位置付けでフ

ルライフサイクル試験を実施した。また、必要に

応じて、物質ごとに試験を追加するとともに、こ

れらの試験結果を補完する目的で試験管内（／〝

〟れカ試験を実施した。なお、試験方法及び試験
結果についてbECDに報告するとともに、OECD

において、魚類のビテロジェニン産生試験の標準

試験管内（加Vか0）試験

○レセプターバインディングアッセイ

化学物質のメダカエストロジェンレセプター

（ERα及びFRβ）への結合能力を測定するアッ
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化を目的としたリングテスト（試験法の有用性や

妥当性等を検証する目的で、同一試験を同一条件
で複数の機関により実施するテスト）が平成15

年3月より開始され、日本（化学物質評価研究機

構）がリードラボ（取りまとめ試験機関）として

結果を取りまとめている。

スクリーニング試験
○ビテロジェニンアッセイ

雄メダカを化学物質に21日間曝露し、ビテロジ

ェニン産生能力を測定することにより、化学物質
のエストロジェン様作用の有無・程度を把握した。

曝露濃度は、環境実態調査結果により得られた魚

類の推定曝露濃度を参考に、被験物質の水溶解度、

一般毒性値、内分泌擾乱作用を示すと疑われた試

験結果（信頼性評価済み）及び水中での検出限界

値等を考慮して、5群設定した。本アッセイにつ
いては、28物質＊について試験を実施した。

○パーシャルライフサイクル試験

化学物質をメダカに受精卵から成熟期を通して
約70日間曝露することにより、主に性分化への影

響を把握する試験であり、醇化、貯化後の生存、

成長、二次性徴、生殖腺組織、ビテロジェニン産
生等をェンドポイントとした。曝露濃度は、原則

としてビテロジェニンアッセイの結果を参考に、
5群設定した。本試験については、28物質＊につ

いて試験を実施した。

OFLF・d－rRメダカ試験

胚の白色色素の有無により遺伝的な性別が判別
できるFLFメダカや体色により遺伝的な性別が判

別できるd－rRメダカなどの試験生物の開発を進め

ており、アーリーライフステージでの影響を把握
する試験へ応用できる系統を確立した。

確定試験
○フルライフサイクル試験

化学物質をメダカに少なくとも2世代（約180
日間）にわたり曝露することにより、発達、成熟、

繁殖期を含む全生涯を通しての影響を把握する試

験であり、僻化、解化後の生存、成長、二次性徴、

生殖腺組織、ビテロジェニン産生、産卵数、受精
率等をェンドポイントとした。曝露濃度は、パー

シャルライフサイクル試験結果を参考に、原則と

して5群設定した。本試験については、4物質＊＊

及び陽性対照物質（17β－エストラジオール、エチ
ニルエストラジオール、メチルテストステロン、

フルタミド）について試験を実施した。

セイを開発し、28物質＊について試験を実施した。

○レポータージーンアッセイ

レセプター遺伝子及びレポータージーンを導入

したヒト子宮頚がん由来HeLa細胞を用いること



により、化学物質のメダカエストロジェンレセプ

ター（ERα及びERβ）及びアンドロジェンレセ

プター（AR）への結合後の転写活性能力を測定す

るアッセイを開発し、28物質＊について試験を実

施した。

メダカの標準データベース作成
各種試験に際し正常な個体の成長や生殖腺の発達状

況を把握するため、パーシャルライフサイクル試験の

飼育方法に準じ、定期的に体重及び生殖腺の発達など

について、測定、観察、記録を行い、標準データベー
スを作成した。この標準データベースについては、非

曝露の対照群のデータ及び過去に実施した試験におい

て得られた曝露個体の生殖腺分化異常とあわせて、

（独）国立環境研究所ホームページ上で公開している。

（http：〟W－edcdb．nies．gojp／SHfTindex．html）

その他

遺伝子技術を用いて、内分泌擾乱化学物質によるメ

ダカの性分化に及ぼす影響とその作用メカニズムを明

らかにするため、魚類の性決定遺伝子として、メダカ

性決定遺伝子（DMY）を発見・同定した。また、メダ
カの性分化制御に関わる遺伝子群の一部のクローニン

グを終了し、メダカの性分化制御に関わる遺伝子群及

び魚類の性決定遺伝子のうちメダカの性分化時におけ

る各種遺伝子の発現パターンを調査し、性分化に関わ

る遺伝子群を用いたDNAチップを作成した。さらに
DNAチップを改良し、性ステロイドホルモン及び内分

泌擾乱化学物質の作用メカニズムを解析するためのデ
ータを収集した。

1t2．生態系への内分泌かく乱作用による影響に関する魚類を用いた試験結果概要

（D　ペンタクロロフェノール、オクタクロロスチレン

については、ビテロジェニン産生試験及びパーシャル
ライフサイクル試験を実施した結果、明らかな内分泌

擾乱作用は認められなかった。なお、内分泌撹乱作用

とは関連のない所見も認められなかった（オクタクロ

ロスチレンの詳細な試験結果については、平成14年

度第1回内分泌撹乱化学物質問題検討会資料に記載。
ペンタクロロフェノールの詳細な試験結果について

は、平成15年度第1回内分泌擾乱化学物質問題検討

会資料に記載）。

②　p，p，－DDT、トリフェニルスズ（塩化トリフェニル
スズを被験物質とした）、フタル酸プチルベンジル、

フタル酸ジェチル、フタル酸ジペンチル、フタル酸ジ
へキシル、フタル酸ジプロピル、Cis－クロルデン、けans－

ノナクロルについては、ビテロジェニン産生試験及び

パーシャルライフサイクル試験を実施した結果、明ら

かな内分泌擾乱作用は認められなかった。なお、内分
泌擾乱作用とは関連のない所見（死亡率、全長、体重、

解化日数、肝指数の高値など）は認められた（塩化ト

リフェニルスズ、フタル酸プチルベンジル、フタル酸
ジェチルの詳細な試験結果については、平成14年度

第1回内分泌撹乱化学物質問題検討会資料に記載。フ

タル酸ジペンチル、フタル酸ジヘキシル、フタル酸ジ

プロピルの詳細な試験結果については、平成15年度

第1回内分泌擾乱化学物質問題検討会資料＿に記載。

p，P，－DDTの詳細な試験結果については、平成16年度
第1回内分泌擾乱化学物質問題検討会資料に記載。

cis－クロルデン、tranS－ノナクロルの詳細な試験結果に

ついては、平成16年度第3回内分泌擾乱化学物質問

題検討会資料に記載）。
③　アミトロール、フタル酸ジー2－エチルへキシルにつ

いては、ビテロジェニン産生試験及びパーシャルライ
フサイクル試験を実施した結果、明らかな内分泌擾乱

作用とは言えないが、内分泌擾乱作用に関連する所見

（雄の肝臓中ビテロジェニン濃度の僅かな高値、ある

いは低頻度の精巣卵の出現など）が認められた。なお、

内分泌擾乱作用とは関連のない所見は革められなか
った（フタル酸ジー2－エチルへキシルの詳細な試験結

界については、平成14年度第1回内分泌撹乱化学物
質問題検討会資料に記載。アミトロールの詳細な試験

結果については、平成15年度第1回内分泌擾乱化学

物質問題検討会資料に記載）。
④　ヘキサクロロベンゼン、ヘキサクロロシクロヘキ

サン（β－ヘキサクロロシクロヘキサンを被験物質と

した）、0，p’－DDT、p，p，一DDE、p，p，－DDD、トリプチル
スズ（塩化トリブチルスズを被験物質とした）、フタ

ル酸ジシクロへキシル、2，4－ジクロロフェノール、ア

ジピン酸ジー2－エチルへキシル、ベンゾフェノン、4－
ニトロトルエンについては、ビテロジェニン産生試験

及びパーシャルライフサイクル試験を実施した結果、

明らかな内分泌擾乱作用とは言えないが、内分泌擾乱

作用に関連する所見（雄の肝臓中ビテロジェニン濃度
の僅かな高値、あるいは低頻度の精巣卵の出現など）

が認められた。なお、内分泌擾乱作用とは関連のない

所見（死亡率、全長、体重、醇化日数、肝指数、生殖

腺指数の高値など）も認められた（塩化トリプチルス
ズの詳細な試験結果については、平成14年度第1回

内分泌擾乱化学物質問題検討会資料に記載。フタル酸
ジシクロへキシル、アジピン酸ジー2－エチルへキシル、

ベンゾフェノンの詳細な試験結果については、平成

14年度第1回内分泌擾乱化学物質問題検討会資料に

記載。2，4tジクロロフェノール、4，ニトロトルエンの
詳細な試験結果については、平成15年度第1回内分

泌擾乱化学物質問題検討会資料に記載。ヘキサクロロ

ベンゼン、β－ヘキサクロロシクロヘキサン、0，p，－DDT
の詳細な試験結果については、平成ノ16年度第1回内

分泌撹乱化学物質問題検討会資料に記載。p，p’－DDE、
p，P，－DDDの詳細な試験結果については、平成16年度
第2回内分泌擾乱化学物質問題検討会資料に記載。）。

0，P，－DDT及びp，p，－DDEについてはし魚類（メダ＊）
の女性ホルモン受容体との結合性が弱いながらも認
められるとともに、用量相関的な肝臓中ビテロジェニ

ン濃度及び精巣卵出現率の有意な高値が認めらたた

め、フルライフサイクル試験を実施する必要がある。
⑤　フタル酸ジーn－プチルについては、ビテロジェニン

産生試験、パーシャルライフサイクル試験及びフルラ

イフサイクル試験を実施した結果、明らかな内分泌擾

乱作用とは言えないが、内分泌撹乱作用に関連する所

見（雄の肝臓中ビテロジェニン濃度の僅かな高値及び

低頻度の精巣卵の出現）が認められた。なお、内分泌
擾乱作用とは関連のない所見（死亡率、全長、体重、
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醇化日数、肝指数、生殖腺指数の高値など）も認めら
れた（フタル酸ジーn－プチルの詳細な試験結果につい

ては、平成14年度第1回内分泌擾乱化学物質問題検

討会資料に記載）。
⑥　ビスフェノ」ルAについては、ビテロジェニン産

生試験、パーシャルライフサイクル試験及びフルライ

フサイクル試験を実施した結果、（∋魚類（メダカ）の

女性ホルモン受容体との結合性が弱いながらも認め

られるとともに、②肝臓中ビテロジェニン濃度の受精
率に影響を与える程度までの上昇、③受精率に影響を

与える程度の精巣卵の出現が認められ、魚類に対して

内分泌擾乱作用を有することが推察された。なお、内

分泌擾乱作用とは関連のない所見（死亡率、全長、体
重、解化日数、肝指数の高値など）も認められた（ビ

スフェノール今の詳細な試験結果については、平成
16年度第1回内分泌撹乱化学物質問題検討会資料に
記載）。

⑦　ノニルフェノ十ル（4－ノニルフェノール分岐型を被

験物質とした）、4－オクチルフェノール（4－t－オクチル

1－3．その他
i）鳥類

ニホンウズラを試験動物とし、（かどテロジェニン

アッセィ、②性転換試験などのスクリーニング手法

を開発した。確定試験としてOECDの1世代繁殖毒
性試験（TG206）にエンドポイントを追加する調査研

究を行った。調査研究結果を改良型1世代繁殖毒性

試験（Enhancedone－generationReproductionTest）
の具体的なデータとしてOECDにおける1世代試験

改訂及び2世代試験策定のための会議において発表

した。あわせて、レセプターバインディングアッセ
イを実施した。

・スクリーニング試験

○ビテロジェニンアッセイ

雄ニホンウズラの腹腔内に化学物質を7日間
投与し、血清中ビテロジェニンを測定することに

より、化学物質のエストロジェン様作用の有無・

程度を把握した。本アッセイについては、感度を
上げるとともに、ビテロジェニン測定用キットの

開発に成功し、20物質＊＊＊について試験を実施し

た。
○クロアカ試験

ニホンウズラを試験生物として男性ホルモン

の標的組織やある総排泄隆起（クロアカ腺）の大

きさをェンドポイントとして、化学物質のアンド
ロジェン様作用又は抗アンドロジェン様作用の

有無・程度を把握した。
○性転換試験

WE系（正常羽装）とAWE系（羽装により遺

伝的性が判別可）のFl卵に化学物質を投与し、

醇化前にFlの遺伝的性を確認し、その個体の生
殖腺への影響を評価した。さらに、陽性対照物質

（17β－エストラジオール、メチルテストステロ

ン）及びノニルフェノール、ビスフェノールAに

よるパイロット試験を実施した。

・確定試験

01世代繁殖毒性試験

ニホンウズラを試験動物とし、OECDの1世代

繁殖毒性試験（TG206）に、ビテロジェニン測定
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フェノールを被験物質とした）については、ビテロジ

ェニン産生試験、パーシャルライフサイクル試験及び

フルライフサイクル試験を実施した結果、（∋魚類の女

性ホルモン受容体との結合性が強く、②肝臓中ビテロ

ジェニン濃度の受精率に影響を与える程度までの上

昇、③受精率に影響を与える程度の精巣卵の出現、④
産卵数または受精率の低値が認められ、魚類に対して

内分泌擾乱作用を有することが強く推察された。なお、

内分泌擾乱作用とは関連のない所見（死亡率、全長、

体重、肝指数、生殖腺指数の高値など）も認められた
（4－ノニルフェノール分岐型の詳細な試験結果につ

いては、平成14年度第1回内分泌擾乱化学物質問題

検討会資料に記載。4｛オクチルフェノールの詳細な
試験結果については、平成14年度第1回内分泌擾乱

化学物質問題検討会資料に記載）。

や生殖腺組織（精巣卵の発生等）等をェンドポイ

ントとして追加することを目標としたパイロッ

ト試験を陽性対照物質（17β－エストラジオール）
を用いて実施した。

・試験管内（加Vか0）試験

○レセプターバインディングアッセイ

化学物質のニホンウズラのエストロジェンレ

セプター（ERα及びERβ）及びアンドロジェン
レセプター（AR）への結合能力を測定するアッ

セイを開発し、20物質＊＊＊について試験を実施し

た。

ii）両生類

アフリカツメガェル等を試験動物とし、（D変態ア
ッセィ、②ビテロジェニンアッセィ、③性転換試験

などのスクリーニング手法を開発した。あわせて、

レセプターバインディングアッセイを実施した。な
お、OECDにおいて、両生類の変態アッセイの標準

化を目的としたリングテスト（リードラボ：ドイツ、

ライプニッツ淡水生態及び内水面水産研究所）が平
成15年10月より開始され、日本も参加している。

・スクリーニング試験
○変態アッセイ

無尾両生類の幼生の変態過程において化学物
質に2～3週間曝露することにより、甲状腺ホル

モン様作用を検出する試験であり、後肢長の短縮

の程度などをェンドポイントとした。アフリカツ

メガェルを試験動物として陽性対照物質（T4、

PTU）による試験を行い、ドイツ、日本、イギリ
ス及びスイスが共同して独自に行ったリングテス

トに結果を提供した。さらに、OECDにおいて開

始された両生類の変態アッセイの標準化を目的と

したリングテストに参加し、わが国においてフェ

ーズⅠの取りまとめ会議を開催し、フェーズⅠの
結果の取りまとめ及びフェーズⅡ用のプロトコー

ル案の作成を行った。さらに、在来種であるツチ

ガェルを試験動物とした予備実験を行い、陽性対

照物質（T4）の濃度、温度及び飼育密度について



適切な試験条件を確認した。

○ビテロジェニンアッセイ

雄アフリカツメガェルを化学物質に曝露し、ビ
テロジェニン産生能力を測定することにより、化

学物質のエストロジェン様作用の有無・程度を把

握した。また、魚類と同程度の感度を有するアフ

リカツメガェル・ビテロジェニン測定用キットを

開発した。
○性転換試験

アフリカツメガェルを用いて人為的に作出し

たZZ（雌：野生型アフリカツメガェル雌の染色

体型はZW）と、ZZ（雄）とを交配することによ

り得られたFl（全雄）に対し、化学物質を曝露し
た個体の生殖腺における卵巣構造の発達を確認す

ることにより、その個体の生殖腺への影響を評価

した。陽性対照物質（17β－エストラジオール）に
よる予備実験を行い、その有効性を確認した。性

転換試験の標準化を目指し、非曝露の個体の成長、

発生を定義するため、変態アッセイの飼育方法に

準じてFl（全雄）を飼育し、定期的に全長、尾長、

発生段階及び生殖腺の発達について、測定、観察、
記録を行い、標準データベースの原案を作成した。

・試験管内（〃VfnD）試験

○レセプターバインディングアッセイ
アフリカツメガェル■エストロジェンレセプタ

ー（ERα）への結合能力を測定するアッセイを開

発した。20物質＊＊＊についてレセプターバインデ

ィングアッセイを実施した。さらに、放射性同位
元素を用いて、ノニルフェノール、4－オクチルフ

ェノールのKd値を測定すると共に、ヒト、ウズラ

及びメダカ受容体に対する結合性の種差の検討を

行った。

・アフリカツメガェルの標準データベース作成

変態試験に際し正常な個体の成長、発生を定義する
ため、標準プロトコール（ⅩEMA）に準じてアフリカ

ツメガェルを飼育し、定期的に全長、尾長、発生段階

及び生殖腺・甲状腺の発達について、測定、観察、記
録を行い、アフリカツメガェルの標準データベースを

作成した。この標準データベースについては、非曝露

の対照群のデータとあわせて、（独）；国立環境研究所ホ

ームページ上で公開している。

（httD：〟W－dcdb．nies．巳0．iD／AMPH／atlas／index．htmi）

出）無脊椎動物
脊椎動物と全く異なる内分泌系を有する無脊椎動
物において、化学物質による内分泌かく乱作用を初

期評価するスクリーニング試験法の開発がOECD専

門家会合で求められている。数ある無脊椎動物の中

でも比較的内分泌系の知見があり、試験生物として

取扱の容易な枝角類のオオミジンコを用いて、スク
リーニング試験法の開発に取組んだ。オオミジンコ

は、単為生殖を行うため通常ほとんど雌しか存在し

ない。しかし、環境条件（例えば、餌密度、日周期、

個体群密度等）の変化により、雄仔虫が発生し有性
生殖を行うことが知られている。しかし、これまで

は化学物質がミジンコの性比に与える影響について、

明確な知見は少なかった。
最近、幼君ホルモンの存在下で雄仔虫が発生する

という報告があり、この現象について暴露試験や基

礎的な知見の収集を行った結果、OECDの繁殖試験
（TG211）にエンドポイントとして親オオミジンコ

から発生する仔虫の性比を追加することにより、幼

君ホルモン様物質のスクリーニングに使える可能性
が示唆された。

充分な科学的知見がないながらも、幼君ホルモン

のオオミジンコへの影響を評価するスクリーニング
試験としてTG211の改訂となる　enhancedTG211を

OECD／WNT会議（2004年5月）に提案し、今後は

EDTA等のOECD専門家会合において審議検討され
る予定である。また、必要な科学的基礎となる標準
化試験（リングテスト：リードラボは日本、国立環
境研究所）も行う予定である。

【28物質＊、4物質＊＊、20物質＊＊＊について】

28物質＊

ヘキサクロロベンゼン、ヘキサクロロシクロヘキサン、p，P’－DDT、0，P’－DDT、p，p’－DDE、1

p，p，－DDD、トリブチルスズ、4－オクチルフェノール、ノニルフェノール、フタル酸ジーn⊥プチ
ル、フタル酸ジシクロへキシル、フタル酸ジー2－エチルへキシル、オクタクロロスチレン、ベン

ゾフェノン、トリフェニルスズ、フタル酸ジェチル、フタル酸プチルベンジル、アジピン酸ジ

ー2－エチルへキシル、ペンタクロロフェノール、アミトロール、ビスフェノールA、2，4一ジクロ

ロフェノール、4－ニトロトルエン、フタル酸ジペンチル、フタル酸ジヘキシル、フタル酸ジプ

ロピル、Cis－クロルデン及びtranS－ノナクロル

4物質＊＊

4一オクチルフェノール、ノニルフェノー／レ、フタル酸ジーn－プチル及びビスフェノールA

20物質＊＊＊

トリプチルスズ、4－オクチルフェノール、ノニルフェノール、フタル酸ジーn－プチル、フタル酸

ジシクロへキシル、フタル酸ジー2－エチルへキシル、オクタクロロスチレン、づンゾフェノン、

トリフェニルスズ、フタル酸ジェチル、フタル酸プチルベンジル、アジピン酸ジー2－エチルへキ

シル、ペンタクロロフェノール、アミトロール、ビスフェノールA、2，4－ジクロロフェノール、

4－ニトロトルエン、フタル酸ジペンチル、フタル酸ジヘキシル及びフタル酸ジプロピル

2－1．ヒト健康への内分泌かく乱作用による影響に関するほ乳類を用いた試験方法

①評価体制

「内分泌撹乱化学物質問題検討会」のもとに設置
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された「内分泌擾乱作用が疑われる物質のリスク評
価検討会」のなかに「内分泌撹乱作用が疑われる化
学物質のスクリーニング・試験法（晴乳類）評価検
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討会」を設置し、①各試験機関から提出された物質

ごとのプロトコール及び②そのプロトコールに則っ

た実施状況や試験結果について助言・評価を行った。

②試験方法
環境省においては、内分泌かく乱化学物質の人健
康への影響評価のため、原則、スクリーニングとし
て環境省が独自で開発した「げっ歯類を用いた1世
代試験」（以下、1世代試験）を実施するとともに、
作用の有無・程度や確定試験実施等の判定の際には、
OECDを中心に各国がバリデーションとして進行中で
あり、経済産業省にて実施された（i）子宮肥大試験
（正）ハーシュバーガー試験（通）改良28日間反復投与
毒性試験の試験結果に加え、これらの結果を補完す

る目的で芦施した試験管内試験結果も考慮した。対
象とした化学物質は、1－1と同様とした。

・1世代試験のプロ．トコールの概要
○陽性対象物質（ェチニルエストラジオール：EE）を使用
したパイロット試験
3種類の投与期間（試験1：器官形成期（妊娠7～18
日）、試験2：周産期（妊娠18日～哺育5日）、試験3：
妊娠～晴育期間（妊娠0日～哺育20日））で試験を実
施し、試験3の投与期間を採用することとした。
ア．動物の種類：ラット（近交系；Wistar Kyoto）
ィ．飼料の種類：Phytoestrogen－free　飼料
（NIH－07－PLD、オリエンタル酵母（株））を自由摂取

ウ．投与経路：皮下投与（コーンオイルに溶解）

エ．用量：経口避妊薬としての体内濃度を考慮した

6群（0、0．01、0．03、0．1、0．3、1．0　〃

g／kg／day）

オ．1群あたりの動物数：妊娠動物として
12匹／群以上

カ．試験期間：交配期間を含め17週程度
（約120日）

キ．観察項目：
＊母動物：臨床症状及び死亡、体重、体重増
加量」摂餌量、飲水量、繁殖能力（受胎率、
出産率、妊娠期間、着床数等）、剖検及び

組縛の保存等
＊児動物：臨床症状及び死亡、産児数、性比、
肛門生殖突起間距離、生存率、体重、体
重増加量、摂餌量、飲水量、身体発達、

初期行動発達、繁殖能力（性成熟、発情周
期、精巣の精子頭部数等）、病理学的検査
（剖検、臓器の重量測定及び保存、病理組
織学的検査）、遺伝子発現の定量的測定等

ク．分析：飼料、飲水、コーン油については、被
験物質及び植物エストロジェン濃度を測定
するとともに、被験物質の純度分析も実施
した。また、コーン油等に混合した実質投
与量及び飼料等の女性ホルモンも分析した。

04－オクチルフェノール及びノニルフェノールの1世代
試験

ア．動物の種類：ラット（クローズドコロニー；
Wistar Hannover）

ィ．飼料の種類：実験動物用固型飼料（CE2、日本

クげ（株））（自由摂取）

ウ．投与経路：4－オクチルフェノールについては、
強制経口投与（コーン油に溶解）、ノニルフ

ェノールについては、飲水投与。

エ．用量：文献情報等により得られたヒト推定曝

露量を考慮した用量にしぼり5群（物質ご

とに検討）。EEを使用したパイロット革験
結果を参考にし、陽性対照群を1群設定（EE
の皮下投与）。

オ．1群あたりの動物数：妊娠動物として

12匹／群以上

カ．試験期間：馴化・交配期間を含め17週程度
（約120日）

キ．投与期間：妊娠0日～哺育21日

ク，観察項目：文献調査結果を参考に、物質ごと

に検討。
ケ．分析：飼料、飲水、コーン油については、被

験物質及び植物エストロジェン濃度を測定

するとともに、被験物質の純度分析も実施。

また、コーン油等に混合した実質投与量も
測定。

010物質♯の1世代試験

ア．動物の種類：ラット（クローズドコロニー；
WistarImamichi）

ィ．飼料の種類：実験動物用固型飼料（CE2、日本

ルア（株））（自由摂取）

ウ．投与経路：強制経口投与（コーン油に溶解）。

トリブチルスズ、トリフェニルスズについ
ては混餌投与。

工．用量：文献情報等により得られたヒト推定曝
露量を考慮した用量にしぼり6群（物質ご

とに検討）。フタル酸ジーn－プチルついては、

文献情報等により得られたヒト推定曝露量

を考慮した用量にしぼり7群。ただし、最

高用量については、LOEL、LOAELを参考と
し、母動物あるいは児動物に何らかの影響

が予測される用量を設定。
オ．1群あたりの動物数：妊娠動物として

12匹／群以上

カ．試験期間：馴化・交配期間を含め17週程度
（約120日）

キ．投与期間：妊娠0日～噛育21日

ク．観察項目：文献調査結果を参考に、物質ごと
に検討。

ケ．分析：飼料、飲水、コーン油については、被

験物質及び植物エストロジェン濃度を測定

するとともに、被験物質の純度分析も実施。
また、コーン油等に混合した実質投与量も

測定。

○フタル酸ジーn－プチルの追加試験
追加試験において変更した内容は以下のと

おりである。

ア．動物の種類：ラット（クローズドコロニー；

Wistar Hannover）

カ．試験期間：馴化・交配期間を含め21週程度（約
150日）。離乳時のFl晴育児の間引きを行
わないため、試験を2回に分割して実施。

ク．観察項目：パイロット試験においてFl哺育児
の3週齢時、6週齢時及び10週齢時に雌雄
1匹／腹の割合で実施した病理組織学的検査
を3週齢時及び10過齢時の全例実施に変
更するとともに、帝王切開検査（妊娠14日
目）、反応性検査を追加。



016物質♯♯の1世代試験

ア．動物の種類：ラット（クローズドコロニー；
Wistar Hannover）

ィ．飼料の種類：実験動物用固型飼料（CE2、日本

クげ（株））（自由摂取）

ク．投与経路：強制経口投与（コーン油に溶解）。
ただし、アミトロールにおいては、飲水投

与。ビスフェノールAにおいては、低用量

群については、飲水投与。最高用量は強制

経口投与（1％CMC水溶液等に懸濁）。
エ．用量：文献情報等により得られたヒト推定曝

露量を考慮した用量にしぼり′6群（物質ご

とに検討）。ただし、最高用量については、

LOEL、LOAELを参考とし、母動物あるいは

児動物に何らかの影響が予測される用量を
設定。

③　実施の概要

i）　げっ歯類を用いた1世代試験

・これまでの試験実施状況等
げっ歯類を用いた1世代試験については、22物質♯♯♯

について試験を実施した。

ii）試験管内（／〃・リ／打d　試験
元仲山扉試験結果を補完し、作用機序を確認するために

実施している。

・エストロジェン様作用

28物質♯♯♯について①ヒトエストロジェン受容体（ER
α及びERβ）結合競合阻害試験（レセプターバインディ

オ．1群あたりの動物数：妊娠動物として
12匹／群以上

カ・試験期間＝馴化・交配期間を含め17週程度
（約120日）

キ．投与期間：妊娠0日～晴育21日
ク．観察項目：文献調査・環境調査結果を参考に、
物質ごとに検討

ケ．分析：飼料、飲水、コーン油、1％CMC水溶液
については、被験物質及び植物エストロジ
ェン濃度を測定するとともに、被験物質の
純度分析も実施。また、コーン油または1％
CMC水溶液等に混合した実質投与量も測定。

ングアッセイ）及び（ヨヒト乳がん細胞E－SCreen試験を
実施した。

アンドロジェン様作用

28物質♯♯♯について①ヒト乳が～細胞アンドロジェ
ン受容体レポータージーン試験（アゴニスト及びアン
タゴニスト）及び②ラットアンドロジェン受容体結合

阻害試験（放射線リガンド結合法：RIA法）を実施した。
甲状腺ホルモン様作用

28物質♯♯♯についてヒト甲状腺ホルモン受容体（TRα

及びTRβ）酵母試験を実施した。

2－2．ヒト健康への内分泌かく乱作用による影響に関するほ乳類を用いた試験結果概要

①　p，p’－DDD、ビスフェノールAについては、ラット
の1世代試験を実施した結果、文献情報等により得ら

れたヒト推定曝露量を考慮した用量では有意な反応

は認められず、明らかな内分泌擾乱作用は認められな

かった。なお、既報告で何らかの影響が認められた用
量では、一般毒性と考えられる影響が認められた（詳

細な試験結果については、平成16年度内分泌擾乱化

学物質問題検討会資料に記載）。

②　アミトロール、P，P’－DDT、フタル酸ジー2－エチルへ
キシル、フタル酸ジーn－プチル、フタル酸ジェチル、
2，4－ジクロロフェノール、アジピン酸ジー2エチルへキ

シル、フタル酸ジペンチル、β－ヘキサクロロシクロ
ヘキサン、ヘキサクロロベンゼン、Cis－クロルデン、

trans－ノナクロルについては、ラットの1世代試験を

実施した結果、文献情報等により得られたヒト推定曝

露量を考慮した用量で有意な反応が認められたが、そ

の反応は生理的変動の範囲内であると考えられ、明ら
かな内分泌擾乱作用は認められなかった。なお、既報

告で何らかの影響が認められた用量では、一般毒性と

考えられる影響が認められた（フタル酸ジー2－エチル

へキシル、フタル酸ジェチル、アジピン酸ジー2－エチ
ルへキシルの詳細な試験結果については、平成14年

度第1回内分泌撹乱化学物質問題検討会資料に記載。

アミトロール、フタル酸ジーn－プチル、2，4－ジクロロフ

羊ノール、フタル酸ジペンチルの詳細な試験結果につ
いては、平成15年度第1回内分泌撹乱化学物質問題
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検討会資料に記載。P，p’－DDTの詳細な試験結果につ
いては、平成16年度第1回内分泌擾乱化学物質問題

検討会資料に記載。β－ヘキサクロロシクロヘキサン、
ヘキサクロロベンゼン、Cis一クロルデン、tranS－ノナク

ロルの詳細な試験結果については、平成16年度第3

回内分泌擾乱化学物質問題検討会資料に記載）。

③　フタル酸プチルベンジル、0，P，－DDTについては、
ラットの1世代試験を実施した結果、文献情報等によ

り得られたヒト推定曝露量を考慮した用量で有意な

反応が認められたが、その反応の意義については今後

の検討課題とし、明らかな内分泌擾乱作用は認められ
なかった。なお、既報告で何らかの影響が認められた

用量では、一般毒性と考えられる影響が認められた

（フタル酸プチルベンジルの詳細な試験結果につい

ては、平成14年度第1回内分泌擾乱化学物質問題検

討会資料に記載。0，P，－DDTの詳細な試験結果につい
ては、平成16年度第3回内分泌撹乱化学物質問題検
討会資料に記載）

（彰　ペンタクロロフェノール、トリブチルスズ（塩化

トリブチルスズを被験物質とした）、トリフェニルス

ズ（塩化トリフェニルスズを被験物質とした）、フタ
ル酸ジシクロへキシル、ベンゾフェノン、4－ニトロト

ルエン、オクタクロロスチレン、フタル酸ジへキシル、

フタル酸ジプロピル、p，p’－DDEについては、ラット
の1世代試験を実施した結果、文献情報等により得ら

れたヒト推定曝露量を考慮した用量で有意な反応が



認められたが、その反応は生理的変動の範囲内である

と考えられ、あるいは、その意義については今後の検

討課題とし、明ちかな内分泌擾乱作用は認められなか

った。なお、既報告で何らかの影響が認められた用量
では、一般毒性と考えられる影響が認められた（塩化

トリブチルスズ、塩化トリフェニルスズ、フタル酸ジ

シクロへキシル、ベンゾフェノン、オクタクロロスチ

レンの詳細な試験結果については、平成14年度第1

回内分泌擾乱化学物質問題検討会資料に記載。ペンタ
クロロフェノール、4－ニトロトルエン、フタル酸ジヘ

キシル、フタル酸ジプロピルの詳細な試験結果につい

ては、平成15㌧年度第1回内分泌擾乱化学物質問題検

討会資料に記載。0，p’－DDEの詳細な試験結果につい
ては、平成16年度第1回内分泌擾乱化学物質問題検

討会資料に記載）。

⑤　ノニルフェノール（4－ノニルフェノール分岐型を被

2－3．その他．・

D仙マイクロアレイ

化学物質による内分泌擾乱作用について詳細に

評価を行うために、遺伝子レベルでの試験法の開発
を行った。ヒトのがん細胞及び正常細胞、マウスの

株化細胞、初代培養細胞及び個体に陽性対照物質を

投与し、遺伝子の発現が変化した遺伝子数とその変
化の程度、再現性等から、ヒトのがん細胞及びマウ

ス個体における遺伝子変化が遺伝子レベルの解析対

象として優れていることを明らかにした。陽性対照

験物質とした）、4－オクチルフェノール（4－t－オクチル

フェノールを被験物質とした）については、ラットの

1世代試験を実施した結果、文献情報等により得られ

たヒト推定曝露量を考慮した用量で有意な反応が認
められたが、その反応は生理的変動の範囲内であると

考えられ、あるいは、その意義については今後の検討

課題とし、明らかな内分泌擾乱作用は認められなかっ

た（4－ノニルフェノール分岐型、4－t－オクチルフェノ

ールの詳細な試験結果については、平成15年度第1
回内分泌擾乱化学物質問題検討会資料に記載）。

なお、試験結果の詳細については、環境省ホームペ

ージにおいて公開している。

環境省ホームページURL
httD：〝www．env．EO．iD／chemi／end／sDeed98／sT）eed98－19．T）df

物質に加え、12物質♯♯♯♯を、ヒトのがん細胞及びマ

ウス個体に投与し、発現が変動する遺伝子について

解析を行った。これによりエストロジェン様作用を
評価するためのDNAチップ作成に向けた遺伝子の

候補の選択を行った。選択した遺伝子を中心にエス
トロジェン様作用を評価するためのDNAチップを

試作し、その評価を行うとともに、これらのデータ

についてデータベース化を行った。

【10物質♯、16物質♯♯、28物質♯♯♯、12物質♯♯♯♯】
10物質♯
♯トリプチルスズ、フタル酸ジーn－プチル、フタル酸ジシクロへキシル、フタル酸ジー2－エチルへキシル、オクタ
タロロスチレン、ベンゾフェノン、トリフェニルスズ、フタル酸ジェチル、フタル酸プチルベンジル及びアジ
ピン酸ジー2－エチルへキシル
16物質♯♯
♯♯ペンタクロロフェノール、アミトロール、p，p，－DDT、p，p，－DDD、0，p，－DI）T、p，P，－DDE、ビスフェノールA、2，4－

ジクロロフェノール、4－ニトロトルエン、フタル酸ジペンチル、フタル酸ジへキシル、フタル酸ジプロピル、

cis一クロルデン、tranS－ノナクロル、ヘキサクロロベンゼン及びβ－ヘキサクロロシクロヘキサン
28物質♯♯♯、
♯♯♯ノニルラェノール、4－オクチルフェノール、トリプチルスズ、フタル酸ジー。－ブテル、フタル酸ジシクロへ

キシル、フタル酸ジー2－エチルへキシル、オクタクロロスチレン、ベンゾフェノン、トリフェニルスズ、フタル

酸ジェチル、フタル酸プチルベンジル、アジピン酸ジー2－エチルへキシル、ペンタクロロフェノール、アミトロ
ール、p，p’－DI）T、p，p’－I）I）Ⅰ）、0，pLDI）T、P，p’－DDE、ビスフェノールA、2，4一ジクロロフェノール、4Lニトロトル

エン、フタル酸ジペンチル、フタル酸ジへキシル、フタル酸ジプロピル、Cis一クロルデン、tranS－ノナクロル、

ヘキサクロロベンゼン及びβ一ヘキサクロロシクロヘキサン

12物質♯♯♯♯
♯♯♯♯ノニルラェノール、4－オクチルフェノール、トリブチルスズ、フタル酸ジ＿n＿プチル、フタル酸ジシクロへ

キシル、フタル酸ジー2－エチルへキシル、オクタクロロスチレン、

ベンゾフェノン、トリフェニルスズ、フタル酸ジェチル、フタル酸プチルベンジル及びアジピン酸ジー2エチル

へキシソレ
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「化学物質は、どこから、どれだけ環境に出ているのだろうか？」

PRTRでそれを知ることができます。

皇
私たちの生活と化学物質

私たちの身の回りには、金属や化学物質から作られたさま

ざまな製品があり、私たちの生活になくてはならないものになっ

ています。これらの製品やその原材料を作る際にも、使う際に

も、さらにはそれらの製品が廃棄物となったものを処理する

際にも、さまざまな化学物質が大気や水、土壌といった環境

へ排出されています。

環化学物質は、どこから、どれだけ環境に
排出されているのだろうか？

それでは、化学物質はどこから、どれだけ環境に排出され

ているのでしょうか。

これまでも、人の健康や生活環境に被害をもたらすような

有害な化学物質の排出については、法律によって規制が行わ

れてきました。

しかし、化学物質の中には、動物実験などで有害な性質が

わかったとしても、それが環境へ排出されたときに人の健康

や生態系にどのような影響を及ぼすのか、まだよく分かって

いないものが少なくありません。

また、化学物質を取り扱う事業活動を行っていても、保管タ

ンクやパイプの継ぎ目からの漏れ、あるいは塗装中の溶剤の

蒸発などについて、化学物質を環境に排出しているというと

らえ方はしてきていませんでした。

そのため、どんな化学物質がどこからどれだけ大気や水域

などに排出されてし■、るのか、ということに答えられるだけの

情報は、事業者も行政も持っていませんでした。

その情報を把握するための仕組みがPRTRです。
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萱
PRTRとは？

PRTRは、PoHutant ReIease and Transfer Register

の略称です。これは、有害性のある多種多様な化学物質が、

どのような発生源から、どれくらい環境に排出されたか、あ

るいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかと

いうデータを把握し、集計し、公表する仕組みです。

対象としてリストアップされた化学物質を製造したり使

用したりしている事業者は、環境に排出した量と、廃棄物と

して処理するために事業所の外へ移動させた量とを自ら

把握し、年に1回国に届け出ます。国は、そのデータを集計

し、また、家庭や農地、自動車などから環境に排出されてい

る対象化学物質の量を推計して、2つのデータを併せて公

表します。PRTRによって、毎年どんな化学物質が、どの発

生源から、どれだけ排出されているかを知ることができる

ようになります。



「化学物質をしっかり管理して、環境問題が起きないようにしよう。」
PRTRはさまざまな効果が期待できる仕組みです。

温
PRTRは化学物質の管理の改善と環境の保全上の支障を未然に防止するための仕組みです。

◎事業者は、環境への排出が規制されている化学物質を含

め、さまざまな化学物質について、環境への排出口に限

らないさまざまな箇所からの排出量を自ら把握し、行政

に届け出ることになります。そのような把握を通じて、

また、同業他社等のデータと比較することにより、化学

物質の自主的な管理の改善を進めることができ、ムダな

排出を抑え、原材料の節約などを行えます。

◎国や地方公共団体は、PRTRのデータを環境保全施策、

化学物質管理施策の基礎的なデータとして用いることが

できます。例えば、化学物質対策の優先づけや対策の進

捗状況の把握に、また国や地域レベルでの環境リスクの

評価などに活用することができます。

◎国民は、化学物質の排出の現状や環境リスクに関する理

解を深め、行政や事業者が有する情報の提供を求めたり、

自ら有害性のある化学物質の使用を削減したりすること

もできます。

このように、PRTRは、事業者や行政はもちろんのこと、

国民のみなさんにも役に立つ情報やその活用の方途を

提供してくれます。

●PRTRのデータをどう読むか

PRTRで公表される物質名や排出量を見て、人の健康や

生態系への影響を心配する方がいらっしゃるかもしれませ

んが、排出量の多さだけで問題があるかどうかは一概には

言えません。

環境に存在している化学物質が人の健康や生態系に悪

影響を与える状況にあるかどうかは、PRTRで得られる排

出量のデータに加え、環境中の存在状況、環境中での分解

性や挙動、物質固有の有害性など、さまざまなデータを併

せて解析する必要があります。

PRTRのデータを利用しながら、化学物質による環境リ

スクの評価を進めるとともに、化学物質の性質やその管理

について、さらに科学的知見を充実したり、理解を深めて

いくことも重要です。
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日本でもPRTRがはじまりました。

日本では、環境省が平成9年から一部の地域でパイロット事業を実施してきました。また、産業界でも、経済産業省

の支援を受けつつ、自主的な排出量の調査等の取り組みが進められてきました。

こういった経験を踏まえ、経済産業省と環境省はPRTR制度を盛り込んだ法律案を作りました。国会での審議の結果、

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（化学物質排出把握管理促進法、化管

法）が、平成11年7月に公布され、平成13年4月から事業者による排出量等の把握、平成14年4月から、その届出が始

まり、平成15年3月には、届出外排出量の推計結果とあわせて、その集計結果を公表しました。

法律の目的

化学物質排出把握管理促進法は、有害性のおそれのあるさまざまな化学物質の環境への排出量を把握することなどに

より、化学物質を取り扱う事業者の自主的な化学物質の管理の改善を促進し、化学物質による環境の保全上の支障が生

ずることを未然に防止することを目的として制定されました。

PRTR制度の概要

●PRTRの対象となる化学物質

この法律は、人の健康や生態系に有害なおそれがある

等の性状を有する化学物質を対象としています。具体的

には、有害性についての国際的な評価や物質の生産量な

どを踏まえ、環境中に広く存在すると認められる「第一

種指定化学物質j　として354物質、第一種ほどは存在

していないと見込まれる「第二種指定化学物質」として

81物質が指定されています。

これらのうち、PRTRの対象は、第一種指定化学物質

とそれを含む製品です。

●PRTRの対象となる事業者

PRTRの対象となる化学物質を製造したり、原材料と

して使用しているなど、対象化学物質を取り扱う事業者

や、環境へ排出することが見込まれる事業者のうち、t

定の業種や要件に該当するものが対象となり、対象化学

物質の環境への排出量と廃棄物に含まれて事業所の外に

移動する量との届出が義務付けられています。業種や要

件（対象化学物質の取扱量や常用雇用者数など）は、対

象化学物質と同様、政令で指定されています。

●事業者による化学物質の管理の改善の促進

事業者は、国が定める技術的な指針（化学物質管理指

針）に留意しつつ、化学物質の管理を改善1強化します。

また、その環境への排出や管理の状況などについて関係

者によく理解してもらえるよう努めます。

158

●PRTRによる排出量などのデータの届出、集計、公表

（1）対象事業者は、対象化学物質の環境への排出量と廃

棄物に含まれての移動量とを事業所ごとに把握（国

が手法を示します）し、都道府県を経由して、国に届

け出ます。（ただし、秘密情報にあたると考える物質

についての情報は国に直接届け出ます。秘密情報で

あるか否かは審査基準に基づき国で判断されます。）

（2）国は、届け出されたデータを、秘密情報を保護しな

がら、コンピュータ処理が可能なように電子ファイ

ル化し、物質別、業種別、地域別などに集計し、公

表します。

（3）国は、家庭、農地、自動車などからの排出量を推計

して集計し、く2）の結果と併せて公表します。

（4）国は、請求があれば、電子ファイル化された個別事

業所ごとの情報を開示します。

（5）電子ファイル化された情報は、国から都道府県に提

供されます。都道府県は地域のニーズに応じて、独

自に集計、公表することができます。

●国による調査の実施

国は、PRTRの集計結果などを踏まえて、環境モニタ

リング調査や、人の健康や生態系への影響についての調

査を行います。



PRTRはこのように進められます。

秘密情報は
国に直接届出

国：家庭、農地、自動車などからの
排出量を推計・集計

悠

国：届出と推計を合わせて
集計・公表

事業者が自ら排出量
把握

国：届出データをファイル化

曇

宝

達

羞

誉

董

W

務

仙

韓

聯

腎

国：個別事業所データの請求が
あれば開示

国：化学物質管理指針の策定・公表
く事業者が自主的管理を進める上でのガイドライン）

対象事業者
化学物質等安全データシー
（…SDS）の提供

●化学物質排出把握管理促進法では、さらに国や地方公共団体が支援措置に努めるよう定めています。

①化学物質の有害性などの科学的知見の充実

②化学物質の有害性などのデータベースの整備と利用の促進

③事業者に対する技術的な助言

④化学物質の排出や管理の状況などについての国民理解の増進

⑤③や④のための人材育成



このような事業者の方がPRTRの届出を行う必要があ刃ます。

◎対象となる事業者の要件◎

対象化学物質の排出量・移動量を届け出なければならない事業者（第一種指定化学物質等取扱事業者）は、

以下の①～③の3つの要件をすべて満たす事業者です。

①対象業種

次ページに示す23業種のいずれかに属する事業を営んでいる事業者

②従業員数

常用雇用者数21人以上の事業者

③取扱量等

次のうちいずれかに該当すること

a）いずれかの第t種指定化学物質の年間取扱量が1t以上である事業所を有する事業者

（対象物質の中には化合物の中に含まれる金属元素、シアン、ふっ素等の量で判断するものもあります。）（b）についても同じ）

b）いずれかの特定第一種指定化学物質の年間取扱量が0．5t以上である事業所を有する事業者

G）金属鉱業または原油■天然ガス鉱業を営み、鉱山保安法に規定する建設物、工作物その他の施設を

設置している事業者

d）下水道業を営み、下水道終末処理施設を設置している事業者

e）ごみ処分業または産業廃棄物処分業（特別管理産業廃棄物処分業を含む。）を営み、一般廃棄物処理施設

または産業廃棄物処理施設を設置している事業者

f）ダイオキシン痕対策特別措置法に規定する特定施設を設置している事業者

具体的には下のフロー図に従って排出量・移動量の届出の必要があるかどうかを判断してください。

｛

事
業
者
全
体
で

判
断
し
て
く
だ
さ
い

′

l

L

t

個
々
の
事
業
所
ご
と
に

判
断
し
て
く
だ
さ
い
。

＊1政令で定める特定第一種指定化学物質・・・0．5トン

＊2　政令で定める特定第一種指定化学物質・・・0＿1質量％

追　政令で定める特定第一種指定化学物質・・10．5トン
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◎対象化学物質について

届出の対象となる「第一種指定化学物質Jは全部で354物質あり、そのうち、届出対象となる要件（取扱量及び製品中

の含有率）が異なる「特定第一種指定化学物質」は12物質あります。これら対象化学物質の名称等につきましては、ホー

ムページをご覧いただくか、問い合わせ先に直接お尋ねください。（12ページを参照）

◎対象業種について

対象となる事業者の要件のうち対象業種は以下に掲げる業種です。これらの一つでも該当する事業を営んでいる場合は、

対象業種の要練を満たします。

○金属鉱業

○原油・天然ガス鉱業

○製造業（全業種）

●食料品製造業

●飲料・たばこ・飼料製造業

●繊維工業

●衣服・その他の繊維製品製造業

●木材・木製品製造業

●家具・装備品製造業

●パルプ・紙・紙加工品製造業

●出版・印刷・同関連産業

●化学工業

●石油製品・石炭製品製造業

●プラスチック製品製造業

●ゴム製品製造業

●なめし革■同製品・毛皮製造業

●窯業■土石製品製造業

●鉄鋼業

●非鉄金属製造業

●金属製品製造業

●一般機械器具製造業

●電気機械器具製造業

●輸送用機械器具製造業

●精密機械器具製造業

●武器製造業

●その他の製造業

○電気業

○ガス業

○熟供給業

○下水道業

○鉄道業

○倉庫業（農作物を保管する場合又は貯蔵タン
クにより気体又は液体を貯蔵する場合に限る）

○石油卸売業

○鉄スクラップ卸売業杓

○自動車卸売業呵

＊）自動車用エアコンディショナーに封入された
物質を取り扱うものに限る

0燃料小売業

○洗濯業

○写真業

○自動車整備業

○機械修理業

○商品検査業

○計量証明業（一般計量証明業を除く）

○ごみ処分案

○産業廃棄物処分業（特別管理産集廃棄物処

分業を含む）

○高等教育機関く付属施設を含み、人文科学
のみに係るものを除く）

○自然科学研究所

※公務は、その行う業務の外形に着日

して業種の分類を行い、結果として分

類された業種が上記の対象業種であれ

ば、同様に届出対象と整理。

◎年間取扱量の把握対象となる製品

年間取扱量を把握する際には、事業所で取り扱う製品（取扱原材料、資材等）のうち下の一番右の欄にOがついている

製品に含まれる（特定）第一種指定化学物質の量を合計します。

○：使用量を把握するもの
X：使用量を把握しないもの

※資源の有効な利用の促進に関する法律（平成三年法律第四十八号）第二条第四項に規定する再生資源のことを指します。
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PRTR届出対象事業者の方へ

◎排出量・移動量の把握
6ページの「判定フロー園」に従い、届出の要否を判定して、届出が必要な場合は、排出量▼移動量を把握（算出）し

てください。

○算出の方法

次の方法により排出量1移動量を算出してください。この際、物質群として指定されている第蠣種指定化学物質につい

ては、当該元素（無機シアン化合物についてはシアン）量に換算した量を第一種指定化学物質の排出量■移動量とし、ダ

イオキシン類については、TEQ換算量（2，3，7，8－ジベンゾーパラージオキシンの毒性に換算した量）を第一種指定化学物質

の排出量・移動量とします。

①物質収支を用いる方法

製造量、使用量等の取扱量の合計と、製品としての搬出量や廃棄物に含まれての移動量等との差により算出する方法

②実測値を用いる方法

排出物に含まれる量や濃度の測定値に基づき算出する方法

③排出係数を用いる方法

製造量、使用量その他の取扱量に関する数値と、その取扱量と排出量との関係を的確に示すと認められる数式（排

出係数あるいは排出原単位）との積により算出する方法

④物性値を用いる方法

蒸気圧、溶解度等の物理化学的性状に関する数値の利用により排出量が的確に算出できると認められる場合におい

て、その数値と排ガス量又は排水量とを用いて算出する方法

⑤その他的確に算出できると認められる方法

①～④のほか、経験式、経験値等の利用により排出量が的確に算出できると認められる場合は、その方法

＊具体的な算出方法については、「PRTR排出量等算出マニュアル」又は、経済産業省・環境省のホームページをご参照

ください。

○排出量の区分　■

排出量については、次に揚げる区分ごとの排出量を把握してください。

（彰大気への排出

②公共用水域への排出

③当該事業所における土壌への排出（埋立処釧こよるものを除く）

④当該事業所における埋立処分

○移動量の区分

移動量については、次に掲げる区分ごとの移動量を把握してください。

（む下水道への移動

②当該事業所の外への移動（①によるものを除く）
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◎届出
上記に基づき把握を行った排出量・移動量について、把握を行った翌年度の4月1日～6月30日の問に、届出書を提出し

てください。

○届出事項
次の事項を届け出てください。

①氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名

②事業所の名称及び所在地

③事業所において常時使用される従業員の数

④事業所において行われる事業が属する業種

⑤排出量・移動量を把握した第一種指定化学物質の名称並びに把握した区分ごとの排出量t移動量

○届出書の作成1提出方法及び提出書類

届出書の作成・提出方法は、次の3つの方法から選ぶことができます。

①書面

②磁気ディスク（フロッピーディスク等）

③電子情報処理組織（インターネット又はダイヤルアップによる電子届出）

届出書の記入方法等については、経済産業省・環境省ホームページ（12ページ参照）に掲載のrPRTR届出書記入要領」

をご覧ください。

なお、同ホームページには、届出書（届出用ファイル）を作成するための支援プログラムも掲載ざれていますので、こ

ちらもご利用ください。

○届出先（書面・磁気ディスクによる届出の場合）

届出書は、届出対象事業所が所在する都道府県のPRTR担当窓口に提出していただきます。

実際の届出先については、都道府県によって出先機関、政令指定都市等としている場合がありますので11、ページの担当

窓口にお問い合わせください。

なお、届出書のあて先は、事業所において行われる事業を所管する大臣となり、届出対象事業所が2種類以上の事業を

行っている場合には、主たる事業を所管する大臣となります。

○届出書様式（左；本紙■右；別紙）

9
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PRTRでわかること

蚕排出量
移動量等の集計結果に関する情報

事業者から届け出られた化学物質の排出量・移動量につ

いてのデータは、化学物質別、業種別、都道府県別などの切

り口で集計されます。

また、事業者から届け出られた化学物質の排出量以外の

排出量については、国が次の事項ごとに算出（推計）し、集計

されます。

①対象業種の事業者からの排出量であるが、従業員数、取扱量

その他の要件を満たさないため届出対象とならないもの

②対象業種以外の業種の事業者からの排出量

③家庭からの排出量

④移動体（自動車、二輪車等）からの排出量

聾
個別事業所ごとの排出量・移動量に関する情報

事業者が届け出た化学物質の排出量等に関する情報に

ついては、開示請求を行うことにより誰でも入手することが

できます。

開示対象となる情報は、事業者から届け出られた情報の

うち個人情報等を除いたもので、主に、次の情報となります。

①事業者（企業）、事業所（工場等）に関する情報（名称、

所在地、業種等）

②個別事業所ごとの化学物質の排出量・移動量に関する情

報

義化学物質の名称　■

・大気への排出量

・公共用水域への排出量及び排出先の河川等の名称

・土壌への排出量

・事業所内の埋立処分量

・下水道への移動量

・事業所外への移動量　等

10
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これらの集計結果は経済産業省と環境省でとりまとめ、

公表を行います。（公表結果の概要は別紙をご覧ください。）

公表された集計結果は、その他関連情報とあわせて経済

産業省と環境省のホームページ（12ページ参照）に掲載し

ておりますので、ご覧ください。

開示請求を行う場合はJファイル記録事項開示請求書」

に請求対象等について明記のうえ、所定の手数料と併せ

てPRTR開示窓口に提出してください。

開示請求に必要な書類や詳細な情報については、経済

産業省と環境省のホームページにて御案内しております。

●開示請求先・開示請求の手続方法等についての

お問い合わせ先

◎経済産業省製造産業局化学物質管理課

◎環境省環境保健部環境安全課

（12ページ参照）

以下の、各省庁においても、所管業種の事業所データ

について開示請求を行うことができます。

防衛庁

財務省

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

国土交通省



これまでの経緯と今後の予定

PRTR制度等を内容とした化学物質排出把握管理促進法は平成11年7月に公布され、翌12年3月には政令が、13年3月

には省令がそれぞれ公布されるなど、必要な法整備を経て、平成13年4月1日からPRTR制度がスタートしました。

事業者の方には、13年4月から1年間の排出量・移動量について、14年4月から法施行後一回目の届出を行っていただ

き、15年3月にその結果を公表しました。

今後も毎年度、対象事業者の方には、同様に排出量・移動量の把握t届出を行っていただくこととなります。

届け出られたデータをもとに、毎年、国は集計・公表を行います。

化学物質排出把握管理促進法は、これまでの我が国の環境規制法にない、新しい考え方で作られています。

PRTRの大まかな仕組みは、おおよそお分かりいただけましたでしょうか？

PRTR制度が私たちの社会に根付き、十分な効果を上げることを目指して、このパンフレッ］トを作りました。

PRTRという仕組みとその成果を最大限に活用していきたいと考えます。
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届出期間は4月1日から6月30日までです。

届出はお早めにお願いします。

便利な電子届出をご利用ください。

詳しくは、下記ホームページをご覧ください。

PRTRについてのご質問は下記まで

以下のホームペpジでは、PRTRのさらに詳しい紹介とPRTR排出量・移動量の把握・届出方法やQ＆Aなどを

掲載しておりますので、御活用ください。

◎各都道府県等のPRTR担当窓口（担当窓口一覧参照）

◎経済産業省製造産業局化学物質管理課　〒100－8901東京都千代田区霞が関1－3－1

Tel：03－350ト1511（内線3691－3695）．03－3501－0080　　Fax：03－3580－6347

E－maiI：qqhbbf＠meti．go．jp

URL：http：／／www．meti，gO．jp／policy／chemjcaLmanagement／faw／index．htmE

◎環境省環境保健部環境安全課・PRTR担当　〒100－8975　東京都千代田区霞が関1－2－2

Tet：03－358ト3351（内線6358），03－5521－8260　　Fax：03－3580－3596

E－maif：ehs＠env．go．jp

URL：http：／／ww．env．go．jp／chemi／prtr／riskO．htrnl

一般的なお問い合わせ（法の運用や解釈に関することは含みません）

◎独立行政法人　製品評価技術基盤機♯化学物質管理センター　〒151－0066　東京都渋谷区西原2－49－10

Te巨03－348ト1967　Fax：03－3481－1959　ELmail：webmaster＠prtr．nite．go．」p

URL：http：／／ww．prtr，nite．go．jp／index．htmI

◎社団法人　環境情報科学センター　〒102－0081東京都千代田区四番町8－19

Tel：03－3265－4000　　Fax：03－3234－5407　E－mair：info＠ceis．or．jp
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平成15年度PRTRデータ公表結果の概要
平成17年3月18日公表

平成15年度に事業者が把握した排出量・移動量については、全国41，079の事業所から届出がありました。

この届出されたデータ（以下、「届出排出量Jという。）に、別途推計した届出対象外の排出量（以下、「届出外排出量J

という。）の推計値を併せて集計し、平成17年3月18日に公表しました。

PRTRデータからわかることとして、以下にその一例を示します。

蔓
どんな物質が排出されているのか

全物質の届出排出量と届出外排出量の合計は、63．2

万トンで、環境への排出量が多かったのは、溶剤・合成原

料等に用いられる①トルエン（19．1万トン）、②キシレ

ン（11．5万トン）及び③エチルベンゼン（3．1万トン）、

金属洗浄等に用いられる④塩化メチレン（2．7万トン）、

洗浄剤等に用いられる⑤直鎖アルキルベンゼンスルホ

ン酸及びその塩（2．1万トン）などとなっています。

また、物質によって排出源は様々です。

①軋N－ジメチルホルムアミド1．044t／年
②エチレングリコール

③ニトロベンゼン

合計

（全体の0．58％）

345レ′年

150レ／年
3．088t／年

●排出量上位10物質とその量

トルエン

キシレン

エチルベンゼン

塩化メチレン

要怒恩蒜詣0
ポリ（オキシエチレン）0
＝アルキルエーテル

P－ジクロロベンゼン0

ベンゼン1

ホルムアルデヒド0

鉛及びその化合物

（単位：千トン／年）

100　　　　　　　　　　　200　　　　　　　　　　　300

（全体の2．4％）

①鉛及びその化合物　　　　9．9千t／年
②マンガン及びその化合物　7．6千t／年
③批素及びその無機化合物　6．5千t／年
合計　　　　　　　　　　　27干t／年

（全体の5．1％）
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さらにPRTRデータか．ら、例えば下図のように、業種別に、届出事業所数や排出媒体ごとの排出量・移動量をみること

もできます。

多言藻エ檻 撼儲藍讃紛欝・ 芳　　　　　　　 賀 疫 ■誓　　 う。

′　　γ 要撃謁濠 恵那野蒜 ・2　　夢
昌 ムー・：・器機託 ・崇、芦■■：　　　　　　　　 蓋 ≡　　　　 誉 還 、

金属鉱業 ・■1 7 ■ 0 16 6 ′1 6 8 10 ′0 00 6 ，0 6 7 j 9 8 6 ．2 4 3 ．5 6 6 4 ．2 00　　　　　 0　　 　　 4 ．2 0 0　　 6 ，2 4 7 ′7 6 6 1 ．18 ％

㈲ 軒 衰 頼秩 競 業 ≡宇 ≡ 2 0 37 5 i※要撃≡… ≡≒≒；…甲 声－ ≡※雄渾・0■＿－：＝‾＝　　※＝¢※＿…：：≡＿‡一三．．4．7即・二・㌻こ；；【≡≡＝≡＝孝08即：零：・∴．叩＝肇％

製造業 12 ′5 1 3 2 4 5 β8 6 J）0 2 7 ．5 も4 7 2 6 4 ′6 2 5 2 1・2 14 J35 5 2 7 4 月8 9 7 0 4 2 2 7 4 2 8′7 44　 2 ．9 7 6 β4 4　2 30 4 0 5 万9 0　5 0 5 ノ）9 5 3 9 2 9 5 ．2 9％

一食衰 嶺臆 産業 ‾－‾…㌻ ≡≡≡－≡≡≡≡－＝≡詰 む≡ ・扇血 カケ ・・・・j＝≡‘≡㌻：4 ‥1・β2 4 ≡＝＝‾　 ゎ強離 疫 巨 ■1‾出汁 －1・‾5‾旺 0 2 0％
PP 、＝＿て＿，≡箪

・飲料 ・たばこ・飼料製造業 ・・94■ 10 6 4 9 4 1 0 10 9 ，7 0 2 2 0 7 4 8 0　　 1′6 0 4　　　2 0 9 J）8 4　　　 3 18 ，7 8 6　 0 ．0 6 ％

；≡■■・■わ 料 頼 車 ・；毎鍵 屋与頼 ‥や朋 8 印 叩 ．：；≡…1頼 8 9 が 4 ．．2 」1 1■％‡：き．＝＝∴ 王‾一一＿≡；≡；≡≡ 牒 蜂 …・㌻≡＝肇捕 り ■㌢ ※＿≡≡9 ≡≡： ≡・；；・…≡・0 7，2 8 ：．・′l…．4 ・

・衣服・その他の職級製品製造集 4 2 ＝ 18 4 β6 2 3 7 ′9 5 5 0 P 之2 2 月1 7 3 8 6 7 1 0　　 1 5 ′6 0 1　　 4 0 2 3 11　　 6 2 4 β2 8　 0 ．1 2％

凍 縮 木製轟郭 ≡予 二割極 榔 譜 ≡言 ≡≡¢ 章 子≡≡牢 ≡葦‾≡ ；‾：l＿－ ≡二二：牒 平 準 隼 ト ㍉ ・：；≡；…：ざ甲 ト ∴≡・牽・7 ・1卵 1こ　 ＝－‾‾13 ・3 才叩 9 ・4　 q i6 3 ％・・

・家具 ・装蝕品製造業 9 9 1 ．6 14 5 7 7 2 7 8 0 0 1 ．6 14 β5 5 4 2 4 ．1 1 1　　　　 4 0　　　 4 2 4 ，15 2　　 2 ．0 3 9 β0 7　 0 ．3 8％

寒 亘 ‡二‾‾2 5 0 ■・一碩如8 旗坤≠：f・ミル矛 放 却 知事暴挙革帯 ≡ ■；・≡甘寧房事13 ＝鞍 ；＝■＿蔓草7 溝．昭 一 ；∴ ：享二二 ・轟 割 顔 樹 ・：≡＿：＿1 2 5 4 8 ■：．・：．；・■辛，2 3 2 ＿鼎対 十 ．2 1 －2 4 1阜3 2　 4 iO 1 ％

・出版 ・印刷 ・同朋連産業 一一3＿63－ 18 ．15 5 ノ）4 4 1 ，3 3 3 0 0 1 5 6 β7 7 5 ．5 5 6 β5 7　　 19 ．7 12　　 5 ′5 7 6 ，16 9　 2 3 ．7 3 2 5 4 6　 4 ．4 8 ％

鳩 軸 粛 ・≡ 頑 ≡＝≡≡‘耀乳≦略濾 6 ：蓋・＝‾‾．‾串 6■4 ′14 6 浩 的 1 欒 字ノ噂 ＿1 3 享 車 卵 1－＝う8 即 －1■射 5 －－1 ．15 叩 3 1 ■－‾1 叫 舶 2 ・．14 6 1i 3＿朋 0 2 2 テ2 5 ．1 8 ％

・石油製品・石炭製品製造業 1 7 8 1．25 23 1 1 2 3 －9 0 7 5 0 0 1 ．2 7 6 2 6 8 1 ，5 8 6 5 2 4　　 13 ，2 7 6　 1 ，5 9 9 β0 0　　 2 ，8 7 6 β6 8　 0 ．5 4 ％

圭巧 ネ喪 弟摘 録 纏康 横言 ■≡；≡≡＝≡≡…＝9 4；4 ；■ 再 挙 夢 雉 ＝字 中 二 ‾≡．：や：■
－＿≡＿＝32井草寧才～．1・…．＿伐8 10 －7 03 　＝42 81 12 0 ‥：二＝1二きよ＝き8月串二＝・膏5．42 7，54 4　8・57 ％

・ゴム製品製造業 ‾ 2 8 6 12 ′34 2 ．10 8 6 1β6 4 4 1 0 12 ノ4 0 4 J）1 3 2′2 3 2 2 9 7　　　 3 ．4 5 2　　 2 ，2 3 5 ．7 4 9　 1 4 ，6 3 9 ′7 6 2　 2 ．7 6 ％

ヰ 重 奏痛 幸奉ヰ 鴫 蓮華j…■ ‥．‡煎 …… 告．－4 6叩 6 亘・ ：■‾5 ．6 6 7 ；≡：．≦■：…¢ 十・0 4 6 6 ■4 3 3 ・ゆ 輔 車 －‾　 ＿れ 9 叫 　 三一14 5 卵 色　 ‾；≡引 2 カ9 0 0 ．1 2 9も

・窯業・土石製 品製造業 5 1 2 8 ，53 0β6 0 4 9 ′14 9 6 9 5 ．76 3 8 ′5 8 5 β4 0 7 ，17 8 Jl3 2　　 2 0 ．0 9 2　　 7 ，19 8 ．12 4　 1 5 ，7 8 4 J）6 4　 2 ．9 8 ％

こ；＝宣≡≡：ふ 叩 5 i7声．卓■
‾≡■や
20 阜64 ・言 9 二 叩 i 8 卵 9

一一‾ミ＿ヰ
7 ＝5 阜声4 0 37 ＝お鱗5 －5　＝‾‾．2 ．β69 ∴‾－3＿7 5＝58 ；7・24 巨＿4 43 14 メ）6 4－＿8y 36 ％

・非鉄金属製造業 5 4 6 2 ．7 0 6′28 4 5 0 1 9 ，7 6 0 5 9 5 2 3 ．5 0 7 β8 8 6 ′5 5 0 ．1 8 1　　 2 9 ，9 5 1　 6 ′5 80 ，13 2　 3 0 ．0 8 72 2 0　 5 ．6 8 ％

肇 ㊦ 雛 離 鱒 穣 一＿．＿；；■ 幸一1㌻‾≡ ＝‾■至．．三や ・t8 β0 9 β5 年 ≡≡‾＝≡即＿8 割1 ■2 海牛：52 3 7 0 ‾－＿‾－9 ‾ネ3 4 ・4 雨　2 81 14 4 が1 5 二3 1 ％‾†6．軍；：；；；：1・叩 6 年■j ■肇‘ サ㌍

・一般機械器 具製造業 6 9 6 10 5 3 7 3 1 1 10 ，3 39 3 6 8，27 0 10 月1 5β2 2 3 ．4 6 8 3 8 8　　　 4 ，4 4 5　　 3 ．4 72 β3 3　 1 4 ．0 88 ノ75 6　 2 ．6 6 ％

；≦…：；≡1蹟 亘 ≡≡＝三瀾 β二塚 7 き；醸≡ 雷や：牒 劉 鱒 畔 即 準 準 ≡‡塁 印 ■βざ7・二≡＿－≡群．墾準1軍十一一＝孝9・q■尽き■寧＝≡－≡－2‾1＿．6‾叩β2 ＿8 　－－‾一事2＿上竹1‥が5　－卓二12畢

・輸送用機械器具製造業 ・ 1．15 1 5 3．4 0 23 2 2 9 4 ．6 4 8 12 9 7 ，89 8 5 3 ′5 0 4 ノ99 7 8 ，4 3 3 ′1 2 0　　 3 2 ．1 12　　 8 ′4 6 5 ，23 2　 6 1 ′9 70 J22 9 1 1．6 9 ％

滞 密車種孝其製葦零 ‡≡誉 深 婆 ．．■≡■ニ■‥■1‾…ノア■胴毎日一組 ；＝＝≡≡紘 9 2 ．1■‥、 ■凍 －‾＝凍 ・1 1，7 30 薫き5 －≡．申項舶汁＿＿・＿＿4 本7 ■叶巨‾　阜96 4 3＿3 ≒＿　2 ン6 草6 ン76 ‾引P ．・5 0 ■％

・武器製造業 6 2 9，5 9 7 33 0 0 2 9 ．6 3 0 9 ，5 0 9 　　　　　0 　　　　9 ，5 0 9 　　　　3 9 ．1 3 9 　0 ．0 1 ％

ヰ 琳 頑 細 対 雷 享 け 漣 纏 和 郎 2 3 ，3 11 ㍉ ＝‾■－：：＿≡≡串 1 －‾＿l一再 ‾ニ10 β9 Z β8 ■9 ≡≡；‾一斗印顔・き十‾1 0 毎中村　4 割紬5 9 　‾持糾1 β4 8 　2 」8 4 ％

電気業　 ‾ ・・10 9 2 8 2 β0 9 8 ，3 6 7 0 0 2 90 β7 6 19 2 β5 0　　　　 5 17　　 1 9 33 66　　　 4 84 ．34 2　 0 ．0 9 ％

一松 露 喜 一 烏 秦≡≡ ：：■≡：；‥・卵甘 坤 ． や：■ ・：■や
‾：－＿≡＿3 9 J岬0 予．3 拍 2≡5 －；　 ‾■十 0　 ≡≡・≡■…＿≡き2 19 ‾築 卜 ‥：．．…・．7 2 ．0 8 5 ・0 こ0 1 ％

熱供給業 1 7 4 9．6 8 0 0 0 4 9 ．6 18 0　　　　 7 5 0　　　　　 7 5 0　　　 5 0 ，3 6 8　 0 ．0 1 ％

下水衰勢 黒 苓 煎 7 ・ 車 ≡：■凍 暗 ゆ 紆 工 や ≡一．皐 ∴ 4 ‾僻 1：β‾き6 ＝‾：■与も6 3 6 1＿－‾ ・2 即 す＝　 ≡－．＿；‾・潮 ン4 7 5 ‾■■札侶 2 1＃1 1 ■d J 8 ％

鉄道業 ■6 4 1 4 4 ノ9 3 8 ナ′1 0 7 0 0 14 9 J）4 5 18 4 β2 7　　　 7 ．6 74　　 1 9 1．7 0 1　　 34 0 ノ74 6　 0 ．0 6 ％

恵 庭 染言 ＝宣≡＝ 再 転 膏 撥神 ≡β牲 凍 ・■≒・：■¢‾ ■一一二三‡≡■＝8才¢那■．～ －‾や．理由‾－　＿　‥■・．∴・．…0＿＿－∴立野il ‾き＿6言幸：．9：2き56 8＿‾q■il摘

石油卸売業 54 4 4 4 5 7 2 9 0 0 0 4 4 5．72 9 2 5　　　　　 0　　　　　　2 5　　　 4 4 5，75 4　 0 ．0 8 ％

掌 ネ撥善導強 健 楽 章 ≡ 黒豆 章 率 j≦＿4 ．如腹 －≡≡‾や 圭 や；≡ －4 ジ2 ：8 0 ‥ ・‡＝乃 湘 ¢卜＝ ；∴ ：・¢‾；≡■　 …≡紘 4 00 ＝＿・・：．≡：．≡＝‥77 が －q ・0 カ：1 ％

自動車卸売業 2 7 6 2 9 ，6 5 0 1，6 2 3 2 8 0 3 1，30 1 4 22 7 6 9　　　 7 ．0 87　　　 4 29 月5 6　 　　4 6 1．15 7　 0 ．0 9 ％

均 叫 津 村 ㍉ 燕 ＝御 車 ≡≡1＿シ■1‥弾 β＿6■継 ・妾享嘩 紳 ≡≡≡＿サ 二・‾‾拍 車埴 4 q
‾朋 ，帥 2 ：≡＝≡⊆‾∴ 乳・油 症 ㍉ ‾≡‾※相 即 Z ・．‥・：・1 ンきき1β3 2 ．0 ご2 9 ％

洗濯業 14 9 4 2 8 β0 2・
‾　 3 ′0 1 9

0 0 4 3 1β2 1 4 9 0 －11 3　　 13 ，3 79　　　 5 0 34 92　　　 9 3 5－1 13　 0 ．1 8 ％

海 真脊 ‾‾‾・‾・：：‥； 卯 月＿q ＿0＿
：＿＿ll ・・～＝i≡神 町 …■一一十■2 β2＝3≡＝≡　 三・≡－〔＝≡4 ．3 2 3・ －　 ‾＝＿■・2 ．4 ．62 3　 叩 0 ％

自動車整備業 3 二6 7 9 7 7 8 ．5 7 8 4 2 ，3 4 4 0 14 3 8 2 り）6 6 6 ．1 38 ．7 7 5　　 6 7 ．9 73　　 6 ′2 0 6，74 8　　 7 ，0 2 7月1 3 1．3 3 ％

地 坪徳専業≡≡≡≡≡≡‾‾二三： ‾‾≡1‥縛 j ■2 才；
：＿0 0 ； ≡＿1＝2 6 …鳥紗 画 斬 軒 ㍉ 十 本 ＿≡ ・：‥礎 串 鱒 牛 ■詳 2 約 2 ．3 6 －O i■0 5 ％

商品検査薬 2 9 2 3 ．3 1 2 0 0 0 2 3 ．3 1 2 5 2 ．4 8 6 　　　　　0 　　　　5 2 ，4 8 6 　　　　7 5 ．7 9 8 　0 ．0 1 ％

華 霊証明嚢浩 ＿－ 二言 瓢 〔‾．．－1㌻字ノ1 4車 守 ≡ d － ・≡＿≡‾…Q ■■・12′1．47：
－≡9 7…朗 9■≡　 ・：＿二：1 1－　　 即 し0 20　 ．1 一晩 16 ．7 ・・0 し0 縛

一般廃棄物処理案（ごみ処分集に限る） 1 ，9 7 0 4 ′4 9 8 7 3．0 9 8 0 3 7 7 ．5 9 8 2 8 ′5 5 7　　 1 ，0 8 5　　　　2 9 ，6 4 2　　 1 0 72 4 0　 0 ．0 2 ％

産筆廃棄物処分薫 ≡‾≡≡‾て‾； ㌍＿一束 蹟 一・≡≡⊇1－号；9．1 ナ： －．≡主・坤 即 裏‾ ∴？申 ≦ …煎 ≠： ‾‾二‾3 1■5‾′1＿6 3 ■■‾＝2 39 紳 ■≡　 ≡■17 6 ．・：∴＿－2≡3 9‾．4 5＿6 －‾‾一 ・：・軍芦4卵 9 ＿＿軋1■■0 鳴

高等教育機関 9 8 6 1′2 8 6 4 0 0 6 1．29 0 2 77 ．15 5　　　 3 ′2 38　　　 2 8 0′3 9 3　　　 3 4 1β8 3　 0 ．0 6 ％

や 纏 劉 時 限 圭 と；■三i率 ※．L：〔、■‾8 0 が ・努 十 ね ‥． ；：‥■‥■b 8 才，4 3 之 、・1・・440 β8 7－・■・…1二一才．1 87 ・・．■・■■4 4き．17・4・■∴5 25即60・10 ％

全 業種 合計 ※3 ′0 7 9 2 5 0 4 3 2 β9 2 1 2 ．5 4 3 β5 8 2 4 8 ，9 5 1 2 7 ．2 8 2 ．1 8 2 2 9 0，5 0 7′98 3 2 3 6 4 6 7′33 1 3，0 8 8′2 94　2 3 9 ′5 5 5 β2 5　 5 3 0 ．0 6 3 β0 8　 10 0 ％

；：；二＿＿≡一割 貪 く恒 ．．■【‾＝≡ ：・■‥4 7 t2 5 ％≡j 2 ．3 7 ％■．；＝銃0 5 ％■
＿‾5 ‘1 5 ％

．5 4 ：J8 1－％ ■‾・㌻4 4 ・6 ＿柑十・．・0 」5 8 ％‾－＿－■・＿蛮力極　1 0 咋‾　／

※1大気：大気への排出　　水域：公共用水域への排出　　土壌：事業所内の土壌への排出　　埋立：事業所内の埋立処分

※2廃棄物：事業所外への廃棄物としての移動　　下水道：下水道への移動

※3排出量・移動量の合計は、各事業所から届け出られた当該データ（ダイオキシン類を除き小数点第1位まで）の合計について小数点第1位で四捨五

入し、整数表示したも．の。本集計表の排出量等の各欄を縦・横方向に合計した数値とは異なる場合がある。
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†十

琵 逆 乾 班 慧 拓 諸 言 直 際 踪 罰 湖 陵 撃

■・ 澤・ ざべ　一三㌻　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ≦：・鰯法談

北海 道 2 ，1 82 2．4 5 3 ，3 6 6 5 0 0 β4 0
‾9 8 4 2 9

5 ，8 7 12 8 3 8 ，9 2 4 β1 7　 1 ．6 6 4 β8 2　 ．1 8 i3 4 5　 1．6 8 3 β2 7　 1 0 月0 7 J】4 4　 　 2 ．0 0 ％

‾；≡≡－≡≡4 0 8 ＝ 5 4 6 ＝－∴ ＝9二1ミミ ‾：∴軍学‾＝ 0 享削 り：一三 ；…．：■墾 悔 叩 隼 匪十 十 燕弊 ≡≡≡；jj；…≡≡；≦…；・4 ．申 開 饗■辛※鞋粥㈲鱒牲 ‾；≡㌻≡‾骨 封 準 －≡：二

岩手 県 5 4 3 1．7 4 9 β7 1 9 5 ．7 0 6 q 0 1．8 4 5 3 7 7　 1′4 9 0 JS7 4　　 3 6 ．2 1 1　 1．5 2 6－8 84 　　 3 ．3 7 2 2 6 11　 0 ．6 4 ％

≡専碑 察 ．・㌻ ・■　酌婦 ・＝ ≡斗 串 2 が ‾5－≡ ・三＿；：・守 れ注 射 ≡≦≡≡≡≡＝揖 Z 早一声浄 ・≧こ圭 ゆ 頼 頼 緋 浩 項 坪 井 ■．；祁 窄 割 軒十 ≡端 再 頑 射 ■ 梱 吋≡：‾‾†9 草夕享7 ＿≡

秋 田県 ■　 5 4 0 1，1 17 ′3 2 2 1 7 1．19 6 1 10 ．2 6 12 0 0 1 ，5 4 9 ．7 1 8　 1 ．2 4 7 4 5 7　　　　 9 0 1　 1，2 4 8 3 5 8　 12 ′7 9 8 メ）7 6　　 2 ．4 1％

山鹿 県 守 二 1；∴≡．・；・6 3 さて 野 紺 6 …3∴ ＝∴…≡乃 ご4 5 ‾亭 舟5 才2 2 7 －二二 ・2■′0 ＝き二束 頼 り 窯 藻 毎 塚 目 隼 ネ 再 来 科 料 浩 ■云≡直 鵜 1…顆 一三＝常 時 鱒

福 島県 1．0 8 4 7 ．10 2 2 7 3 1′1 2 1，9 6 4 0 2 ′10 2 8 ．2 2 6 ，3 3 9　 1 0 ′17 7 2 12　　　　 8 3 4　 1 0－1 7 8 β4 6　 18 ．4 0 4 3 8 5　　 3 ．4 7 ％

壊 滅 殊 ≡予…： ・9 0 才9 針 ・・守1．1■・2 年‡≧モ 97 3 ：1・5 0 ；‾‾三一‾1・■8 ■2■・7 4 1：■・1≡j・■…■モ‾一一7 帝 ■始 4＝r一・■・：日 ■0 豆…之≡・如 き．；……‡㌻2 4 二9 9 5‥：如 5 －■‥‥・∴■：．・4 ＝‾乃 ％‾†ミ
・′－＿：　　　　　　　　　 ：・・■1　　　　　　　 ′：・　　　　　　　 ：′－＝

栃 木 県 7 9 1 9 ，2 3 6 ′7 3 8 9 1′4 3 4 2 8 0 9 ，32 8 2 0 0　　 4 ．52 0 メ）3 9　　　 8 ．5 2 4　　 4 ．5 2 8 5 6 4　 13 β・5 6，76 4 　　 2 ．6 1％

群席 県‾苓 ≡－＝ミ 三㌧‾■：‾ミ‾細 5‥．萱．．：牛 革，鱒 岬 蜂 二三 ≡：∴1‾■3 1 ．1‾7 7 ・・1 と　■6■．62：．≡≡． ．■車 中 一一三‾≡薄 ．軍 神 阜3 圭 喪 p ‾：1■．与：．お 8 宜 章 i o 弗 3：・十 ．．尊．iO 終 身畑 ・－‾東 ノ1＝1＝顆 叶 ‾＝‾‾拍 極

埼 玉 県 1．6 4 2 16 ′34 1′3 16 2 9 8J）2 0 － 8 5 0 16 ‾．63 9 4 2 1 10 ′4 6 1．5 72　 1 1 1，9 13　 1 0 ．5 7 3 ，4 84 　 2 7 ．2 12 ノ90 5　　 5 ，13 ％

千 葉 痕辛 ≡≡■＝1■′4 5 才≡≡⊆．‡：≡≡丸■紅 わ 坤 ．≡■⊆；㌻4 線 β率 ≡ 貴 女 ‡＿＿≡14 β7 4．：■；‡…1＿9 串 ‾≠■4 8 －ト ＿嘲 －5 軽 妙 半 薄 8 ・11 ・・■・・…廟 ‾6‾纏 吋 い ね 病 中 ・．‾ 4 ，4 2 ％ ∴

東 京都 1 ．5 3 2 3 ．4 0 9β9 1 4 7 9β 7 2 5 4 0 3 －88 9J）17　　 2 ．74 3 ′36 5　　 5 9 ′8 9 1　 2 ．8 0 3 ，2 5 6■　　 6 ′6 9 22 72　 1 ．2 6 ％

埠 壷坤 県 ∴ ≡ ≡＿‥：1，9 2 7 ：；二㌻：1 1■，7 12 卵 d
‾∴ i ■9二4朋 之・

≡≒：＿＝1ここ‥－ ・‥■5 3 5‾β0 0 12 ，叩 即 3 ．・■：日 ，5‾鱒 か 債 巨 ＝‾ニー9 6 即 2・■■：：・；．1．1．6 埠 5 鳩 ■・‥‥．≡‥享年ヌ8 5‾／棒2　 ■■・三4 ．5 8 ％

新 潟 県 1 ．10 9 4 ，18 9．1 18 4 4 4 4 4 0 14 2 2 5 0 ．1 0 9 4 ．88 3月0 9　　 2 ．7 66 ノ7 72　　　 8 i3 8 7　　 2 ．7 7 5 ′1 5 9　　 7 ．6 5 8－9 67 　 1 ．4 4 ％

冨 山 県 ‾‡≡＿＝＿≡≡ ≡≡＝－：＝6 花 ∴……‥＿＿孝74 4 7 9 6 ‾‾・＝；・；・・2 4 2 き5 亘．； －．＝．‾＿4・雷：：
：‥言q ＿－

9 寧73 ＿9 9 ∴屯‾け封宰≡＿＿‾　■．・二1：ニ申2 ；‥∴4 ′＿1 7 7卵畑．‾‥；■…7 ・．1‾6 5が6　1 13 ．享二％

石 川 県 55 7 3 ．1 0 9 3 5 1 1 7 7 β4 0 1 84 2 7 0 3 －28 6β4 4　 1 ．5 4 9 β4 0　 34 6 ，53 3　 1′8 9 6 β7 享　 5 ．1 8 32 1 7　 0 ．9 8 ％

福 井 県＿＝＿・・≡
‾＿＿ ■4 4 三i二°＿∴ －2 ．8 7 も0 94

－．．…4申＿卯：0■‥ ≡≡≡≡－≡；‾亘 十二．p
．36 5．1 ＿05．＿二二‥・三一°6．0 02．191・・－1 ・1．■1朋一〇・・；・・6 ．11右裾1．：：・薄47録76・．．■■1 カ％

山 梨 県 39 8 2 ，34 3 3 0 6 16 ，2 6 6 0 0 2 ．3 5 95 7 3　 1 ．4 39 4 1 3－　　　 8 ．3 54　 1 ．4 4 7 7 6 6　　 3 ′80 7 3 39 　　 0 ．7 2％

長 野 県 立
‾≡‾‾1，3 年享

1 0 日柑 9 …■．12 2 ．7 9 5‾」‥ ＝耳 ‥ 叫 d ≠－
－う
J2 ■～・7一掬7 －∴；…・2．2 77 β03 ∴‾‾≡‾－‾＝鴻058 ；：・≡二2ニ3P 享β阜1‾‾－．≡．藩5 31F ．1 48．・川摘－

岐 阜 県 98 7 7 ．6 6 2 4 88 1 6 8 ′5 8 3 0 2．6 5 6 ′1 9 5 10 ．4 8 72 6 5　 ＿　4 ，8 3 3 β94 　　　 7 ，9 8 2　　 4 ．8 4 1ノ9 7 6　 15 ．3 2 9 2 4 1　 2 ．8 9 ％

料 岡 痕 二言 ■1′58 71°＿
一言主1
卵 毎 5 6 ：■…∴：き串 摩頭 ： 套2訂5 †卵 6 ■■■■予 ．5 卵 ・率坤 一・■■：：‾岬 蜂 36 ＿・巨 や 諦 神 事 ＿；∴串 舟2 4 β乃 ：仁 5 ．6 3 ％ ‥；＝；：∴三叩 こ；

愛 知 県 2 ．60 3 2 2，2 6 0 ′8 9 9 5 2 7 4 8 6 1 2 5．8 9 8 22 ．8 1 4，28 3　 15 ．5 2 2 ，9 8 1　　 8 2 ，7 6 8　 15 ．6 0 5 ．7 4 9　 3 8．4 2 0 メ）3 2　　 7 ．2 5 ％

手 車 県 ．言 ㌶ 剥 ＿5 ＝
－≡薄
ノ享封 ；β7 9 ‾㌻雄 ．j 5 舘 7 9 ：≡ ■ 肇≡ 十 ¢＝≡ 一．6芦草 76 ・…：…立 木 疹 寝 9－‾‾．：≡ ・亘 闘 牛 ‾6 一時 之か 葦緋 …．㌻・1 坤 1…7‥2 ≡糾 －：．・…2一郎 ％ ∴

滋 賀 県 6 3 7 5′4 5 6 ，1 0 5 3 5．6 0 3 13 0 5 ．4 9 1′72 1　　 7 ．0 4 4 2 8 2　　 34 ．7 33　　 7 ．0 7 9 J）1 5 ・ 1 2．5 7 0 ，7 3 5　　 2 ．3 7 ％

和 時 宗 言 66 与－・・1…■・・≠・東 夷 韓 ・・ こ：草 寧ネ3■㌢ 詳 穣 一 ・‥；て‥：∴6 8 9 －；喜 ‥2β4 1－蓬2 2 半 2 謹‾6■埠 軒 巨 1 由 4 畑 ‥＿2－′4 ．錦 如 引 信 幸．2 鱒 声．2 8 ‾‾：＝＿＋ 0 8 ％

大 阪 府 1．9 9 3 7．6 7 2 万8 2 6 7 0 ，10 8 1 5 6 0 8 ，3 4 2 ノ94 6　 13 ，2 8 1 ，5 4 0　　 2 6 9′3 60　 13 ．5 5 0 β9 9　 2 1．8 9 3 β4 5　　 4 ．1 3 ％

兵 医 療 ■∴ 三・て．■：．1■：■β狛 ＝≡≡≡字 や‥，6 7 料巫吟 －■：二㌦ 叫 梅 軒 ‾ 零 や 幸 才4 1・阜早や－二＿11 卵率押半■紬が5 ■：や7 封仁丹印煎．・‘1 号．5 7 叩きモ日．．2 ．9 ■ノ吟4 4 0 年‾　5 ．．5 6 ％

奈 良県 3 8 2 1，5 2 1 ，7 3 3 1 8 ，7 3 7 0 0 1－5 4 0 4 70　　　 7 3 9 4 2 7　　 4 1 42 68　　 1 ，15 3β9 5　　 2 ．6 9 4 ．1 6 5　　 0 ．5 1 ％

和 歌 山 県 ＿．‾‾： …：．劃せ ■． ；：＝1 796ン1L串、0 章 7 2 ノ3 3 4 隼 亘 二＝‾‾0 ・ ；・■，i．8郎 5 ・1・き寸 ＝‾如 ■ネ1．．如 8 ・十 3 ．号66 ∴・‾＿坤 坤 頻 ・∴ 紳 9 享寧7 7 ■　 鱒 2 ％ ・

鳥取 県 3 1 3 8 9 1 ，7 4 5 3 0 ，5 9 2 0 0 9 2 2 ′3 38 　　　 7 3 8 4 8 8　　 6 1′3 0 0　　　 79 9 ，7 8 8　 1．7 2 2 ，12 6　　 0 ．3 2 ％

■島根 県 ；；＝ ≡一一29＿2㌧ 綾 7 f蜂 碑 ：：＝ ：■：斗き‥材 鱒 圭 ≡＿q ：＿＝ ≡‥‥；■；■：4 4 ．6 1 2 ：言 2．1 鱒 が 7 ．・ 三二＿H 柏l・瀬 畑 　 ‾≡‾亭5　 ‾1二一ネ6 拉 7 7 ・・∴；二・■：・き．享2 1 月■6 4 －‾　 〇・6 摘

岡 山県 9 4 3 7，6 7 0 2 0 8 36 7 4 5 6 0 2 10 β8 2 8，2 4 8 ，5 4 6　 1 5 ，5 2 4 ノ6 2 7　　 24 ．7 5 5　 15 ．54 93 8 1　 2 3 ，7 9 7 ，9 2 7　　 4 ．4 9 ％

鹿 島 痕 ÷ ‾； ＝≡≡＿瑚 ≡1す ・．‾‾‾配 榔 材 異 ＿；≡∴．・‡亨封 ，0 4 9 ■． ≡＿＝＝＿＝■螺 ≡＿．・‥堰 叫 嗅 ∴．‾4 2，9 6 8 β6年 ≡‾－，4 ニ坤 3 祁 8≡十 宣 3－7ノ7 叫 十 守 担 1麻疹 ・・∴‘・1－わ 8■9 卵 6 ≡ト ：・‥3 」2即 も

山 口県 6 4 2 6 ．3 8 8 ′13 5 1，0 0 6 ．9 5 2 0 0 7．3 9 5 月8 7　 2 0 ′2 9 9 ．1 9 2　　　 3 ′1 9 2　 2 0 ．3 0 23 8 4 ・ 2 7 －6 9 7 4 7 1　　 5 ．2 3 ％

嘩 亭県 ＝∴膏 ≡≡≡≡＝3 4 6－＝‾‾ ；；‾；1；・汗7 5 耳5 9 三■≡ 樟 中 江牲 ■∴≡：木 ‥㌍ 亘 － …＿≡；†i2‥2樋 碑 ＿－≡≡r ‾：※ 裏料 醇 嵩 ‥■∴ ・．二‡こけ 日 章 9 6 郎 ：吟 ■ネ 19寮 釘 ＿＿■＿叫 1％ ■

香 川県 4 1 0 4 ，5 6 1 万6 0 ．6 3 ．5 0 4 0 4 ．7 0 0 4－6 2 9 7 6 4　 1 ．8 9 0 メ）9 7　　　 6 ．9 1 9　 1 ．8 9 7か 1 6　　 6′5 2 6 ノ78 0　 1 ．2 3 ％

－＿薄錘＝≡
≡≡≡≡≡‾≡≡－i
卯 噸 華 ＿＝＝

㌍ ≡や ；．＝や－≡≡美 声畢鱒翠＿＝≡∴．． 1－㌻；：．；：≡■印 一昨 3 9 二一≡ 声や‾叩 け －＝≡≡≡≡ネ 搾 り ‾O P ；…・・；…；　 2 7≡1°・ ・・羅J■7…5・捏 ・7 ．1≡≡‥：・・；㌻1即 卯 が 8　 …・・・．1■19 2 ％

高 知 県 2 1 7 ・3 2 0 β9 2 2 8 ．5 0 8 0 0 3 4 9 5 0 0 　　　3 4 6 3 8 9 　　　　　0 　　　3 4 6 3 的　　　6 9 5 月8 9 　　0 ．1 3 ％

嶺同窓＿≦・ ；；■・■1．J45 2＝‾≡：■漣掛担 料率 ・……≡ ＝≡＿＝‾沌 ⊥0 4 ≦ ・≡ラ
JO 41 ‾薫1 1 ■・二：＿づ≡乳7 2 8 声鱗 ： ．1‥年即 0 ：∴6 ニ74 －5．：17 亨： ‥1＝5 ．7 8 6 声8 4 r■二＿≡・．12 ，9 8 鱒．・‥

佐 賀 県 4 2 0 1．7 4 9 β3 0 2 8 ．0 9 2 0 0 1．7 7 叩 2 3　　　 9 6 1 β9 7　　　　 6 4 2　　　 9 6 2，53 9　　 2，7 4 0 ．56 1　　 0 ．5 2 ％

≡長崎 県十 ・■－… 亨1 亘＝≡予 ‾3…′0 射）ン19 5 ：■≡＝雄 追録 ■三 ；－；‾‾≡ヰ ㌻
≡＝‾十本
■…　 ■享，中 細 毀 ■ ≡＿．．亨7与卵 1－r一日 ・■1 も7 ・1・・1　 ＝＿＝寺 郎嗟0 打 一細 4 材 8 4 ㌧． 0 」6 9 ％

熊本 県 6 2 0 2，3 4 7 ′7 3 6 2 18 β6 4 0 14 3 2．5 6 6 ′5 4 3　　 2 ，2 1 1．0 8 1　　 8 ′5 6 8　　 2 ，2 1 9β4 9　 　 4 ′7 8 6 ．19 1　 0 ．9 0 ％

大 分県 ‾．・ ・：＿3 殆 ≡＿‾≡1 ．4 7 9 汁2．0 ；∴…78．646 ：≡・鴻 － －‾：0＝＝ ‥‥：㌻1‥片中庭頑‾．樟桓8 8 抑十一一．享．5 0 4 ‾■■・1 i 3 9 1 ．7 ・0 ざ↓∴j －．9 4 ．9 即1 ㌧・0 ．号6 ％

宮崎 県 3 7 4 5 5 3 ．9 8 3 17 2 3 4 8 2．9 0 0 2 ．20 0 β0 0 2．9 2 9 2 3 1　 1′9 7 印 2 7　　　　 7 2 2　　 1．9 7 6′74 9　　 4′9 0 5 ′9 8 0　　 0 ．9 3 ％

鹿海 幕 痕 ‥ミ＿‡■
‾．■軸 ■享

こき7 2ネ亭－1－－ ‥■■：‾■墟諏1．1 ．■1■叩 0 0
一二＿一 一＝0 ・‾

5 3 0 7 1 2 　‾－‾＝一一一＿3 卵が0 、　二6 7 3 　－一路7 ・5 6 4 ・亘■・8 率ヱ7 5 ・・∴0 ・1 ．7 ％■‥

沖縄 県 1 9 2 7 4 ′9 9 5 3 ．7 13 P 0 7 8 ′7 0 8　　　　 7 6 ．13 3　　　　　　 0　　　　 7 6 －1 3 3　　 15 4 β4 2　　 0 ．0 3 ％

－＝←全 案種 合計 畢
こ4 1‾i0－7 9‾ 之：さ 4 3 ≧≡β＿9 2 ■：二1 2，亨4 ・3郎 8＿‾≡

－＝＝2 殖8　5 1
27 才寧之．18 2

‾享9 0
車 用 8 3　 ～享印 6 7 封 1‥．・．■‡．0 率 如 4　 2 ‾3 9 5 5 享由 5 ・＝53 0 卵 3 卵 鱒二1．0 0 ■煎 鱒．．■．

割 合 （％） 　 ／ 4 7．25 ％ 2．3 7％ 0，0 5％ 5 ．15 ％ 5 4 ． 8 1 ％　　 4 4 ． 6 1 ％ 　0 ． 5 8 ％ 　　4 5 こ 1 9 ％　 1 0 0 ％　 　／

※1大気：大気への排出　　水域：公共用水域への排出　　土壌：事業所内の土壌への排出　　埋立：事業所内の埋立処分

※2廃棄物：事某所外への廃棄物としての移動　　下水道：下水道への移動

※3排出量・移動量の合計は、各事業所から届け出られた当該データ（ダイオキシン類を除き小数点第1位まで）の合計について小数点第1位で四捨五
入し、整数表示したもの。本集計表の排出量等の各欄を縦・横方向に合計した数値とは異なる場合がある。
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軍　ナ 塾　 笥■
神　　　　　　　棚 †与 賀源悪幣鯉義志謂瓢鋸崇敬謎

・水海道 ■・■L 療醜生産廓療境皇環境廃全森大気環境 グループ ■．・ 060－858 8 札幌市中央区北 3条酋6丁自 一一 011「23＿1－4．111＿＿（内24－264）

■　 札幌市 ‾－‾－ 環境局嶺境都市推進部環境対策課有害化学物衰担当　＝ 060－861 1 ‾ 札痩市中朱区北1■条西2書目；‾－＿－＿ 011：－211－－28 82

・青森県 ．F．・．・療墳生活部環境政舞誅環境保套ゲル十プ ．030 －856 6 ■青森市長島1 －1－1 ・■01 7二73 4－92 42
岩手痕　■■ 環境生活部環境度全課療境調整担当 ．一一一 020－857 0 盛岡市内丸1．0 rl ■ 019二629－53 56

宮城県 環境生活部環境対策衰環痩安全班 ・ 980－857 0 ． 仙台市青葉区本町3ご8 －1 ‾022－211二266 7

仙 台市■． 環境局環境部環境対策課 980・867 1 仙台市青葉区国分血3 －7－1 ‾＿ 022－214－822 1

秋 田県　 ‾ ．生活療境文化部療痍あきた創造誅環境管理室 010－857 0 秋田市山王4 ニ1二1 ‾ 018－860－160 5

山形県 ・ ■ 文化環鰯都環境保護義 一 990・857 0 山形市松波2 －8 －1＿‾‾‾ 023－630－233 9
＿福 島県 ■生活環境部環境保全領域大気環境 グループ 960－867 0 福島市杉妻虹2－16 －－ 024－52 1－726 1
東城県 ・ 生活療境部環境対策課 ’ 310－855 5 水戸市笠原町978 －6‾ 029】30 1－295 6

栃木県 生活環境部環境管理課審査指導担当 320－850 1 宇都宮市塙田1－1・－20　 ■ 028－623－318 8

・群馬県 環境 ・専林局 療境保全謙 一大 気保全グループ 371－857 0 前橋市大手町1－1－1 0 2 7－226－28 3 7

・埼玉県 環境防災掛 ヒ学保安課有害化学物質担当 330－930 1 さいたま市浦和区高砂3－15－1 0 48－830－29 8 6

さいたま市 一・ 環境轟済局環境諦環境対策課大畠騒音担当一一 330－958 8． さいたま市浦和区常盤6－4－4 0 48－82 9－133 0

川越市 ■・ 碩 境部環境保全課大気保全係 350－860 1 川赴市元町1－3 －1 0 49－22 4－88 1 1 （内262 3）

所沢市 環境ク リー ン部環暁対策課青空再生グループ 359－850 1 所沢市並木1－1 －1 0 4－299 8－92 30

川 口市 環境部環境保全課大気係 332－00 0 1 川口市朝日4－■21－33 0 48－22 8－53 9 2

・池谷市 ・一環境経済部環境保全課大気水質係 343－850 1 越谷市越ケ谷四丁 目2番1号 048－96 3－91 8 6

千葉県 環境生活部環境政策課環境影響評価 ・指導課 260－866 7 千葉市中央区市場町1－1 0 43－22 3－46 6 5

千葉市 環境局環境保全部環境規制課 260－872 2 千葉市中央区千葉港1－1 0 43－24 5－51 8 5
東京蔀　 ■ 環境局環境改善部有害化学物質対策課 163－80 0 1 新宿区酉新宿2－8－1 0 3－538 8－35 0 3

神奈川県 環境農政部大気水 質課化学物責対策班 ． 231－858 8 横浜市中区日本大通1 045－21 0－41 1 9

横浜市 環境創造局環境保全部環境管理課 ＿　231－00 1 7 横浜市中区港町1－1 0 45－67 1－24 8 7

川崎市 環境局公害部化学物質対策課 210－85 7 7 川崎市川崎区宮本町1 044－20 0－25 3 2

新潟県 県民生活 1環境部環境対策課環境保全担当 950・8570 新潟市新光町4 －1 0 25－28 0－51 5 4
富 山県 生活環境部環境保全課指導係 930－850 1 吉山市新総曲輸1－7 0 76－44 4－31 4 4

富 山市 環境部環境保全課 930－85 10 富山市薪桜町7番3 8号 076－44 3－20 8 6
石川県 環境安全部環境政策課規制指導 グループ 920－85 80 金沢市鞍月1－1 0 76－22 5－14 6 3
－＿　 福井県 福祉環境部環境政策課環境管理審査室 910－85 80 福井市大手3－1 7－1 0 776 －20－03 0 3

山梨県 森林環境部大気水 質保全課大気担当 ＿ 400－85 0 1 甲府市丸の内1－6－1 0 55－22 3－15 10

．長野県　 ■ 生活環境部地球環境課大気保全係　 － 380－8570 長野市大専有長野字惇下69 2－2 0 2 6－23 5－71 7 7

岐阜県　 ■ 健康福祉環境部環境局大気環境室環境化学物質グルー プ 500－85 70 岐阜市薮田甫2－1－1 0 5 8－27 2－11 1 1 （内26 9 3）

‘　 静岡県 環境森林部生活環境室大気係 420－86 0 1 静岡市葵区追手町9－6 0 5 4－22 1－22 53

愛知県 環境部 環境政策課化学物質グループ 460－85 0 1 名古屋市中区三の丸3－1－2 0 5 2－95 4－62 12

名古屋市　＿ 環境局公害対策部公害対策課有害化学物質対策係 460－85 08 名古屋市中区三の丸3－1－1 0 52－97 2－26 7 7

豊橋市 環境部環境保全課 440－85 0 1＿ 豊橋市今橋町1 05 32－51－23 88

岡崎市 環境部環境保全課大気保全班 ・ 444－86 0 1 岡崎市十王町2 －9 0 5 64－23－61 94

豊 田市 環境部環境保全課 ． 471－85 0 1 豊田市西町3－60 0 5 65－34－66 28
三重県 環境森 林部地球温暖化対策室 514・85 70 津市広明町13 0 5 9－22 4－23 80

滋賀県 琵琶湖啓境部環境管壇諌管理 ・大気担当 520－85 7 7 大津市京町4 －1－1 0 77－52 8－34 58
京都府 1 企画療境郎環境管理課指導係 － 602－85 70 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町 0 75－41 4－47 0 7
京都市　 ＝ 環境局環境政策部環境指導課　 ‾ 604－81 01 京都市中京区柳馬場還御地下ル軌l憫 町65 0 75－21 3－09 28

大阪府　 ■ 環境農林水産部環境指導室環境保全課化学物質対策グループ 540－85 70 大阪市中央区大手前2－1－22 0 6－69 4 7－59 60
兵庫県． 健康生活部環境局環境情報センター 650－85 6 7 神戸市中央区下山手通5 －10 －1 0 7 8－36 2－32 76

神戸市 ・ 環境局環境保全指導課情報管垣係 650－85 70 神戸市中央区加納町6－5－1 0 7 8－32 2－53 12
奈良県 生活環墳部環境政策課 630－85 01 奈良市費大路町30 ‾ 07 42－27－87 34

和歌山県 環境生活部環境政策局環境管理課 640－85 85 和歌山市小松原通1－1 0 7 3－44 1－26 88

鳥取県 生活環境部環境政策課大気係 680－85 70 鳥取市東町1丁目22 0 0 8 57－26－720 6
■島根県　 ‾ ≡環境生活部環境政策課大気環境グループ 6餅）－8501 松江市殿町1 08 52－22－67 84

・岡山県　 ‾ ・生活環境部環境管理課化学物衰対策班 700－85 70 岡山市内山下2 －4 －6 ． ＿086－22 6－730 5

広島県 環境生活部環境局環境対策室　 ＝ 730 －85 11 広島市中区基町1 0－52 0 82－513丁29 21
応島市 ・ 環境局環境保全課 730－85 86 広島市中区国泰寺町1二か34 0 82二504－269 2
福山市 環境痢環境保全課 720－850 1 福山市東桜町3－5 0 84－928－10 72

山口県 ■環境生活部環境政策課環境保全重化学物質対策班 753－850 1 山口市滝町1 －1 0 83－933－30 3 4
徳島県 県民環境部環境局環境管理課企画調査担当 770－85 70 徳島市万代町1 －1 0 88－621－22 71
香川県 環境森林部環瞳管理課 760－85 70 高松市番町4 －1－10 0 8 7－832－321 9

愛媛県 ・ 県民環境部環境局環境政策課地球環境係 790－85 70 松山市一番町4－4－2 0 89－912－234 9
高知県 文化環境部環境保全課環境管理班 780－85 70 高知市丸 ノ内1－2－20 0 88－823－96 8 6

福岡県 環境部環境保全課調査指導係 812－85 77 福岡市博多区責公園7－7 0 92－643－335 9
・ 福岡市 環境局環境保全諌 810－862 0 福岡市 中央区天神1－8－1 0 92－733－53 8 6

北九州市 ．環境局環境保全部 環境対策課 803－850 1 北九州市小倉北区域内1－1 0 93－582－22淡）

佐袈県 くらし環境本部環境課大気担当 840－85 70 佐賀市城内1－1 －59 0 95 2－25－77 74

長崎県 ■県民生活環境部環境政策課 850－85 70 長崎市江戸町2－13 0 95－822－472 1

熊本県　■■ 環境生活部環境保全課大気 ・化学物質班 862■－85 70 熊本市水前寺6－18－1 0 96－382て69 2 4
大分県 －‾生活環境部環境保全課大気保全担当 870・850 1 大分市大手町3－1－1 0 9 7－536・111 1 （内311 6）

宮崎県 ． 環境森林部環境管理課大気 ・化学物質係 880－850 1 宮崎市橘週末2－10－1 0 98 5－26－70 8 5
鹿児島県 環境生活部環境管理課環境管理係 890－85 77 鹿児島市鴨池新町10Tl ‾ 099－286－211 1 （内262 5）

沖縄県　－ 文化環境部環境保全課 900－8570 那覇市泉崎1二2 －2 0 98－866－22 3 6

平成17年3月末時点
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内分泌穀乱化学勒寅問淀へめ環境庁の対応方針について

環境ホJ
．‾三二子ぎ二，fF三ご＿三千三＿三三三、．三

暗計画

環境省く当矧ま環境庁、平成13年ほ001年日用6日以蕗は環境省）では、平成10年を1998年）

5月、専門家の研究選による検討結果に毒づいて、それまでの科学的野鳥や今後の対応

方針等を「内分泌鷹乱化学物質問題への環境庁の対応方針について・環境ホルモン戦地

計鞠SPEED竃8－」としてとりまとめ坪成ほ年（2000年）、薪しい沌箆等を追凱修正き、これに

従い、内分泌擾乱作用が疑われる化学物質の環鳩車の澄渡の測定、生物の生体内で
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内分泌系を撹乱するメカニ貰義として様どのようなことが

・ミニ：．亡・寸、丁‾！．÷●ご）二二L．†∴三、－

ヽ ：二′二二

′甲 ・・■‥

二一一 吏‥‥

車

t ）‾一二

叩

エ牢欒

■攣

ホルモン地境計画＄PEE8唱8

本来、生体内で孫ルモンが結合すべき細胞内の

レセプターと呼ばれるタンパク矧こ、ある種の化学

物質が結合することが知られています′▼生体内で

作られているホルモン以外の、体外からの物質が

レセブタ叫に結合することにより、本来のホルモン

の作用を妨露したり、作用すべきでない発育段階に

ホルモン作用を発揮したりするものです。この他に、

生体内でのホルモンの合成や分解への作用を

介して血液中のホルモン濃度を変化させる物質も

知られています、SPEED98では、こd）ような

生体内でのホルモンの飽きを乱す作用を「内分泌

撹乱作問」と呼んで様々な対策を立てることになり

ました．

こFEEコ：；心こ∴・、丁、円二・：沈・JLミ盲1十トと．一一．t、・し●∴∴．一一二三∴rさ：：・、

科学的かつ多方面から研究毎等始まり寮した。

作開メカニズムの欝取に向けた研究のひとつとして、人の紆泡や動物等奄用いてレセプターが

継胞のどこにあるのか、レセブタ】への結合により細胞内の遺伝子には影響が寄るのかどうかなど

が実験的に菜べられていますく－その結果、ノニルフェノ】ルや4心才クテルフエノ叫ル等は人の

細胞の桟にある複数種のレセプターに競合することがわかりましたくんかし実際にどのような影響

を生体に与えるかについては未解明の審分も多く、現在も研究が進められていますく：、
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国際的な協力

内分泌擬乱作梢については、そのメカニズムや化学物質との関わわの解明、簡単な灘定方法の

閲発など、鮮明すべき野分や課題が山積していますくその対応に乱国内関係省庁や関係機関と

連携するだけでなく、国際的に分担し各国が協力して読査・研究を進めることが亜聾です．＞

国際シンポの合唱

環境省では、平成10年度r998年から毎年、我が国に

おいて「内分泌鷹乱化学物質闘陰に関する国際シンポジウム」

を開催していますり国際シンポジウムでは、国内外の第一線

で活躍している専門家の璃積交換と共に、【殺市民向けの

特別講演やパネルディスカッションなども行われています。

これ家でに海外からの参加者約500名を含め延べ1万人の

参加情態頓初廣したそ極：撫輔，enV．那加炉併痛狛波蝕貰う．柵頭
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環境中の化学物質濃度や野生生物め状況

内分泌撥乱作用が疑われる化学物質について、全国約

100カ所の河川、湖沼などの水質で18物質、全国約20カ

所の大気について13物質の濃度を讃鳶していま召㌧

平成14年度の議資では、PCB、アルキルフエノ十昭臥

ビスフェノールA、ヒトの女性ホルモンである17β－エストラ

ジオールが水質について半数以上の地点で検出されました。．

また、大気では4－ニトロトルエンやtrans－ノナク白紬が

10カ所以上で検出されてい寮すG
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さまざまな生物への内分泌撹乱作用を調べる

これらの生物こ関しては現在、試験方法の開発が進められている段階です。

すすミジンコ

アフリカツメカエル

魚矧こついて臥メダカを優った、ビデにジェニン試練むやライフサイクル試験弟などの試演方法が髄
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甑　▲47㌢

表t，法螺結果

恕〉メダカのライフサイ勿減駿等の盛栄

無恥晋椚順．甜勘弾めね短離婚鰯腐難航勝野麗胱戒第－20．pが

員：ピテ白ジェ＝ン産生乾漆および、パーシャルライフサイクル試浜を

実施した総巣、所見妊認められなかった。

8：ビテロジ工二ン薩生琵汲および、バイシャルライフサイクル試漁を

実施した綴梁、内分泌競乱作用とは醒速めない所見が絡められたや

Cこビテロジ＝二ン密生試験および、パーシャルライフサイクル洗顔を

翼廃した福栄、顎らかな内分泌競乱作用とは害えないが、内分適

撹乱作用に関連する所見が認められたぅ

D：ビテロジェ二ン露生試萩および、パーシャルライフサイクル試製を

巽泥した砲架，上記8およびCが諾められた。

E：ビテロジェ二ン夜生試験．パ【シャルライフサイクル試験および．フ

ルライフサイクル誠陸を実施した楯果．内分泌撹乱作用と閲標する

所見および、鰐遠心ない所見が認められた臥萌らかな内分泌挺乱

6二ビテロジェ＝ン度生試寂、パーシャルライフサイクル試演および、

フルライフサイクル盲式躾を渠箆した囁采，内分泌描乱作用と閲速

する所見が認められ内分邁捲乱作用を竃することが護く推翳された。

な説内分泌燃し作用とは関連のない所見が諦められた。

泰堵うラット蔚1世代儲該曲盛業

わ等、’細野軋ぼ1明銅漬舶離婚隠密飽海鋸野獣儲＝勘ば

P：背嚢な反応は泣められなかったゥ

Q：影菅が矧こ組められている用量末男で葡鳶な反応が諦められた軌

生理的変態の電匪内であると考えられた。

Rこ影菅が矧こ認められている胴馨未満で背嚢な反応が認められた凱

その奮艶については今後鉛塵討探題とする。

5：上記Qおよび、Rカ閣められた。

T：上記Qおよび．Rが綬められた。く影密が既に認められている用器に

代えて女性ホルモン∈エチ二ルエストラジオ「購堰用いたりう

176



駁岩適播澤防潮闇艶繍溜級

内分泌凝乱作用は、大大ぶりも胎児の時期に

影響が露ることが指摘されていまするこのため、

臍常血を用いて母体から飴児への様々な物質の

移行を調査した結果、体内の脂肪分に蓄積し

やすい有機塩素系物質をたとえば農薬DDTやその

代謝物、PCB、ダイオキシン、プランなどき、さらに、

大壷に歴用されているが短期間に分解する

プラスチック原料物質などのほか、大豆などに

主に含まれる女性ホルモンのような働きをする

初煙で極物エストロジェン）も積出されています5㌦

しかし、移行した物質による影響の有無京では

絆値できていません．＿－

一方，化学物質が赤ちゃんに停留璃巣郎、凍遭

下裂7jなどの先天異常奄引き遅こしているのでは

ないかとの懸念や指摘がありましたr‥そこで、

化学物質のひとつとしてビスフェノールAの頗盛

と先天異常との閑適の有無について疫学的に

諦査8）し京したく′これまでのところも先天異常と

ビスフェノールAの曝露との聞達について、はっ

きりした結果は得られていません＜＞

郎培職工ストロジ＝′ン偏執こ語末れる化学特賞で女性刺レモンと

177



計画SPEED798」に従って、内分泌撹乱作用に開

研究を進めてきました．）

これまでの取組みから、内分泌腐乱作用について、人へ

影響だけではなく、広く生娘系への影響も、また性ホルモンだ

けでなく様々な内分泌系、さらには内分泌系への作用琶介

た免疫系や神経系への作用も裾野に置いて、一層噸広い

研究や地道な野生生物の観察などの科学的知見を蓄積し

いく努力が必要であることが明らかとなってきましたか

実際的な試験法の開発や化学物質を評価する方法】

ついて国際的な連携の強化も望まれています。

¶方、化学物資についての関心の高まりの中で、内分泌擾

乱作用についての正確な理経が深まるよう、広く鼠民に畢新

の科学的知見を説明するとともに．リスクコミュニケーション

を転っていくことが求められていますく．

現在．これまでの取組みによって明らかとなって蕾たことと、

まだ未解明のこととを十分登理して、国民のニーズに応えつつ、

揖際的にも箪献していくためには今後どのような取組みが

必禦なのか検討を進めています。

環境省
ヽlimi～ll一丁■OfllleEulit’OltlnFllI

三二旦遇．唇モ豆．，

◆　問い合わせ先　◆

総合環境救莱局環境保軽部　環境安全課

〒100－8975、棄京都千代田匡霜が開ト2－2

TEL：03－3581・3351　　FAX：03・3580・3596

◆　関連サイト　◆

・環境省の内分泌扱乱化学聴質問泡への取摘み

無暗：㌔毎ww、導き軋卵，j画室1甜繭敏感触感即豆由頭
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